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月 日 曜 

開 議 
時 刻 区 分  日   程  備   考 

９月 ２日 金 午前10時 本会議  
開会、提案理由の説
明、議案審議、委員
会付託 

  

９月 ３日 土  休会  議案等整理 
 

９月 ４日 日  休会  議案等整理 
 

９月 ５日 月 午前10時 委員会  各常任委員会   

９月 ６日 火 午前10時 委員会  各常任委員会   

９月 ７日 水 午前10時 委員会  各常任委員会   

９月 ８日 木 午前10時 委員会  各常任委員会   

９月 ９日 金 午前10時 委員会  各常任委員会   

９月１０日 土  休会  議案等整理 
 

 

９月１１日 日  休会  議案等整理 
 

 

９月１２日 月  休会  議案等整理 
 

 

９月１３日 火 午前10時 本会議  一般質問 
 

 

９月１４日 水 午前10時 本会議  一般質問 
 

 

９月１５日 木  休会  議案等整理 
 

 

９月１６日 金 午前10時 本会議  
委員長報告、質疑、
討論、表決、閉会 

  

会      期  １５ 日 間 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

本 会 議 
 
 
 

提 案 理 由 説 明 
 



諸  般  の  報  告 

 

〇 出席者報告 

〇 大津町議会議場執行部席の変更について 

〇 議長行事報告 
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〇 財政援助団体等監査報告書 
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〇 令和４年７月例月出納検査の結果について 

〇 令和４年８月例月出納検査の結果について 
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会 議 に 付 し た 事 件 

 
議案第５６号 

議案第５７号 

議案第５８号 

議案第５９号 

議案第６０号 
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令和４年度大津町一般会計補正予算（第４号）について 

令和４年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について 

令和４年度大津町外４ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計補正予算（第

１号）について 

令和４年度大津町介護保険特別会計補正予算（第２号）について 

令和４年度大津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について 

令和４年度大津町工業用水道事業会計補正予算（第２号）について 

令和４年度大津町公共下水道事業会計補正予算（第２号）について 

令和４年度大津町農業集落排水事業会計補正予算（第２号）について 

令和３年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定について 

令和３年度大津町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

令和３年度大津町外４ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計歳入歳出決算

の認定について 

令和３年度大津町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

令和３年度大津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

令和３年度大津町工業用水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 

令和３年度大津町公共下水道事業会計決算の認定について 

令和３年度大津町農業集落排水事業会計決算の認定について 
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議 事 日 程（第１号）  令和４年９月２日（金） 午前１０時 開会 

                                 開議 

日程第 １ 会議録署名議員の指名 

日程第 ２ 会期の決定 

日程第 ３ 諸般の報告 

日程第 ４ 議案第５６号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

日程第 ５ 議案第５７号 大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例について 

日程第 ６ 議案第５８号 令和４年度大津町一般会計補正予算（第４号）について 

日程第 ７ 議案第５９号 令和４年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

について 

日程第 ８ 議案第６０号 令和４年度大津町外４ケ市町村共有財産管理処分事務受託

特別会計補正予算（第１号）について 

日程第 ９ 議案第６１号 令和４年度大津町介護保険特別会計補正予算（第２号）に

ついて 

日程第１０ 議案第６２号 令和４年度大津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１

号）について 

日程第１１ 議案第６３号 令和４年度大津町工業用水道事業会計補正予算（第２号）

について 

日程第１２ 議案第６４号 令和４年度大津町公共下水道事業会計補正予算（第２号）

について 

日程第１３ 議案第６５号 令和４年度大津町農業集落排水事業会計補正予算（第２号）

について 

日程第１４ 認定第 １号 令和３年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定について 

日程第１５ 認定第 ２号 令和３年度大津町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認

定について 

日程第１６ 認定第 ３号 令和３年度大津町外４ケ市町村共有財産管理処分事務受託

特別会計歳入歳出決算の認定について 

日程第１７ 認定第 ４号 令和３年度大津町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

日程第１８ 認定第 ５号 令和３年度大津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の

認定について 

日程第１９ 認定第 ６号 令和３年度大津町工業用水道事業会計利益の処分及び決算

の認定について 
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日程第２０ 認定第 ７号 令和３年度大津町公共下水道事業会計決算の認定について 

日程第２１ 認定第 ８号 令和３年度大津町農業集落排水事業会計決算の認定につい

て 

一括上程、提案理由の説明 

日程第２２ 議案質疑 

議案第５６号から議案第５７号まで      一括質疑 

議案第５８号                質  疑 

議案第５９号                質  疑 

議案第６０号から議案第６２号まで      一括質疑 

議案第６３号から議案第６５号まで      一括質疑 

認定第 １号                質  議 

認定第 ２号                質  議 

認定第 ３号から認定第 ５号まで      一括質疑 

認定第 ６号から認定第 ８号まで      一括質疑 

日程第２３ 委員会付託 

      議案第５６号から議案第６５号まで 

      認定第 １号から認定第 ８号まで 

 

                午前１０時００分 開会 

                         開議 

○議 長（桐原則雄） 皆様、おはようございます。 

ただいまから令和４年第６回大津町議会定例会を開会します。 

本日の会議を開きます。 

 

   日程第１ 会議録署名議員の指名 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２７条の規定によって、１１番、大塚龍一郎議員、１２番、坂

本典光議員を指名します。 

 

   日程第２ 会期の決定 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第２ 会期の決定の件を議題とします。 

まず、議会運営委員会の報告を求めます。 

議会運営委員会、津田委員長。 
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○議会運営委員会委員長（津田桂伸） おはようございます。議会運営委員会における審議の経過と

結果について、報告いたします。 

 当委員会は、８月２５日午前１０時から、役場委員会室において、桐原議長にも出席願い、令和

４年第６回大津町議会定例会について審議いたしました。 

まず、町長提出議案の１８件について、執行部から説明を求め、協議いたしました。 

 また議事、議事日程、会期の日程、その他の議会運営委員委員会、全般について協議いたしまし

た。 

 認定１号、令和３年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定についてから第８号、令和３年度大津

町農業集落排水事業会計決算の認定について、８件の決算関係については、会議で町長の提案理由

の説明のみとし、所管部長の説明は省略することといたしました。 

 なお、一般質問については、９名ですので、１日目は、通告者の１番から５番まで、２日目が、

６番から９番までの順で行うことになりました。質疑時間は１人６０分以内とします。 

 会期日程については、議席に配付のとおりです。本日から９月１６日までの１５日間といたしま

した。 

最終日に追加提案される予定です。 

 なお、今回もマスクの着用や、室内での換気など新型コロナウイルスウイルス感染予防のための

措置を行うことを申し合わせました。 

以上、桐原議長に答申いたしました。 

これで議会運営委員会からの報告を終わります。 

議員各位の御協力をよろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） お諮りします。 

 本定例会の会期は、ただいまの答申並びに議席に配付しました会期日程案のとおり、本日から９

月１６日までの１５日間にしたいと思います。 

御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） したがって、会期は本日から９月１６日までの１５日間に決定しました。 

 

   日程第３ 諸般の報告 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第３ 諸般の報告をします。 

本日の議事日程並びに報告内容については、議席に配付のとおりです。 

 

日程第４ 議案第５６号から日程第２１ 認定第８号まで一括上程・提案理由の説明 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第４ 議案第５６号、職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する
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条例についてから日程第２１ 認定第８号、令和３年度大津町農業集落排水事業会計決算の認定に

ついてまでの１８件を一括して議題とします。 

提案理由の説明を求めます。 

金田町長。 

○町 長（金田英樹） 皆様おはようございます。 

今回の定例会に提案いたしました案件の提案理由を申し上げます。 

 まず、議案第５６号、職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例については、地方公

務員法の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児または家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律及び雇用保険法の一部を改正する法律の一部を改正する法律の施行に伴い、条例の

一部を改正しようとするものです。 

 次に、議案第５７号、大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例については、

熊本県に準じ、条例の一部を改正しようとするものです。 

 議案第５６号及び５７号の案件につきましては、条例の一部改正ですので、地方自治法第９６条

第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものです。 

 次に、議案第５８号、令和４年度大津町一般会計補正予算（第４号）についてでございますが、

今回の補正は、駅周辺におけるまちづくりの基本構想の検討及び対象となる事業計画の策定や、豪

雨時などにリアルタイムで避難判断が可能となるよう、平川への防災用河川カメラ設置工事などが

主なものです。 

 また、新型コロナウイルス対策関連では、町内小規模事業者支援のための大津町小規模事業者経

営継続支援金などに伴う補正が主なもので、今回の補正は、既定の歳出予算の総額に、歳入歳出そ

れぞれ１３億３５５万１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を１６３億６千６２万５千円とするも

のです。 

 歳入では、地方交付税で２億７千３９０万３千円、国庫支出金６８７万８千円、県支出金８千９

３２万７千円、財産収入８５６万円、繰入金１億４千８７２万５千円、繰越金１０億５７９万８千

円。雑収入４３３万２千円、それぞれ増額し、町債２億３千３９７万２千円を減額するものです。 

 歳出では、総務費８億８千７０万２千円、民生費２千８０２万、衛生費８１１万１千円、農林水

産業費１千３７４万４千円、商工費２億１千８７５万７千円、土木費２千９９６万３千円、消防費

１千６２８万５千円、教育費３千５６５万８千円、予備費７千２３１万１千円をそれぞれ増額する

ものです。 

 次に、議案第５９号、令和４年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）についてです

が、今回の補正は、既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ７千２２７万円を追加し、歳

入歳出予算の総額を３０億５千２３万６千円とするものです。 

歳入で、県支出金１６万５千円、繰越金７千２１０万５千円を増額し、歳出で総務費１６万５千円、

予備費７千２１０万５千円を増額するものです。 

 次に、議案第６０号、令和４年度大津町外４ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計補正予
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算（第１号）についてですが、今回の補正は、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１

２７万７千円を増額し、歳入歳出予算の総額を、３千８４４万３千円とするものです。歳入で繰越

金１２７万７千円を増額し、歳出で予備費１２７万７千円を増額するものです。 

 次に、議案第６１号、令和４年度大津町介護保険特別会計補正予算（第２号）についてですが、

今回の補正は、既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１億３千９６９万８千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を２８億９千２２７万９千円とするものです。 

 歳入で繰入金１１２万円、繰越金１億３千８５７万８千円をそれぞれ増額し、歳出で、総務費２

万円、地域支援事業費９万円、基金積立金８千万円、諸支出金５千３５５万４千円、予備費６０３

万４千円をそれぞれ増額するものです。 

 次に、議案第６２号、令和４年度大津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）についてで

すが、今回の補正は、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１５４万円を追加し、歳入歳

出予算の総額を４億５千４４７万５千円とするものです。 

歳入で繰越金１５４万円を増額し、歳出で、予備費１５４万円を増額するものです。 

 次に、議案第６３号、令和４年度大津町工業用水道事業会計補正予算（第２号）についてでござ

いますが、今回の補正は、収益的支出の営業費用を６１万５千円減額するものです。 

 次に、議案第６４号、令和４年度大津町公共下水道事業会計補正予算（第２号）についてでござ

いますが、今回の補正は、収益的収入の営業収益を１５万円増額し、営業外収益を９６万２千円減

額、収益的支出の営業費用を８１万２千円減額し、資本的収入の出資金１５３万９千円、補助金２

８万１千円を減額し、負担金及び分担金１５３万９千円を増額。 

資本的支出の建設改良費２８万１千円を減額するものです。 

また、包括的民間委託に係る債務負担行為の補正も計上をしております。 

 次に、議案第６５号、令和４年度大津町農業集落排水事業会計補正予算（第２号）についてでご

ざいますが、今回の補正は、収益的収入の営業収益を、８５万２千円、営業外収益を２３万９千円、

収益的支出の営業費用を１０９万１千円それぞれ増額するものです。 

 議案第５８号から議案第６５号までの８議案につきましては、令和４年度一般会計及び各特別会

計等の補正予算についてですので、地方自治法第２１８条第１項の規定により、議会の議決を求め

るものです。 

 続きまして、認定第１号から認定第８号までの案件は、令和３年度一般会計各特別会計及び事業

会計に係る歳入歳出、決算の認定についてでございますが、各会計の決算内容につきましては、各

常任委員会で御審議いただくこととなっております。 

 一般会計では、歳入総額２０８億８千４９万１千円、歳出総額１９５億７千１１５万円、歳入歳

出差引額１３億９３４万１千円。 

 ここから翌年度に繰り越すべき財源、繰越明許費２億３５４万３千円、実質収支額１１億５７９

万８千円となっております。 

 大津町国民健康保険特別会計ほか各特別会計におきましては、歳入総額６４億６８０万８千円、
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歳出総額６０億５千５２２万８千円となっております。 

 また、事業会計では、大津町工業用水道事業会計が、収入の決算額７千４５万円、施設の決算額

６千８３５万１千円、大津町公共下水道事業会計が収入の決算額１５億４千４６４万円、施設の決

算額１７億４千６２６万円、大津町農業集落排水事業会計が収入の決算額１億９千６２９万２千円。

施設の決算額、２億３千１６２万５千円となっております。 

 決算の認定につきましては、認定第１号から認定第８号までは、地方自治法２３３条第３項及び

地方公営企業法第３０条第４項の規定により、議会の認定を求めるものです。 

 また、監査委員の審査意見書、決算資料及び主要な施策の成果を配付しておりますので、よろし

くお願いいたします。 

なお、ここで大津町の令和３年度の決算状況について簡単に御説明を申し上げます。 

 まずは、歳入でございますが、大津町の収入の約２６.２％は、町民の皆様や企業から納められ

た町税によるものです。 

 町税総額は５４億７千８００万円で、昨年より１.１％増、６千３００万円の増額となっており

ます。 

内訳は、個人町民税は０.９％の増、１千４００万円の増額となっています。 

 法人町民税は１.９％増、７００万円の増額、固定資産税は０.４％増、１千２００万円の増額と

なっております。 

 また、自主財源は、歳入全体の４１.３％、８６億６千８００万円で、前年度比３.１％の減とな

っています。 

 要因としましては、繰越金の減に加え、寄附金であるふるさと納税が前年比１億９千６００万円

減となったことが影響をしております。 

 依存財源は、前年度比１２.９％、１８億８００万円の減額で、総額１２２億５千１００万円と

なっています。 

 普通交付税が３５.３％、５億３千５００万円の増、県支出金が９.０％、１億４千万円の増とな

ったものの、前年度の新型コロナウイルス感染症対策に係る特別定額給付金事業の影響が大きく、

国庫支出金が４４.４％、３２億８千１００万円の大幅な減となり、全体では減となりました。 

 次に、歳出でございますが、目的別では、総務費は、前年度の特別定額給付金事業が大きく影響

し、４９.３％の減となっております。 

 民生費は、子育て世帯への臨時特別給付金事業や、住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業など

が影響し、１３.９％の増となっております。 

 衛生費は、菊池環境保全組合の負担の減があったものの、ワクチン接種関連事業により、０.

３％の増となりました。 

 農林水産事業費は、畜産酪農収益力強化整備等特別対策事業の増額等により、３５.０％の増と

なっております。 

 商工費や、ワクチン接種負担軽減事業や、熊本県時短要請協力金負担金による増があったものの、
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工場等振興奨励補助金などの減により、全体では１０.１％の減となりました。 

土木費は、あけぼの団地改修工事などが影響し、１９.３％の増となっております。 

 消防費については、防災行政無線施設及び防災情報システム設置事業などにより、５.４％の増

となっております。 

教育費は、前年度の大津小学校増築工事の完了などが影響し、１６.８％の減となっております。 

 災害復旧費は、新庁舎建設事業関連の増があったものの、宅地耐震化推進事業の完了などにより、

２０.２％の減となっています。 

 公債費は、令和元年度に借入れを行った、災害復旧事業債などに係る元金償還が開始されたこと

により、３.５％の増となっています。 

 次に、性質別の歳出ですが、義務的定経費は年々増額傾向にあり、全体で８６億５千４００万円、

１３.４％の増となっております。 

 町債の残高につきましては、令和３年度末で１８６億７千１００万円、前年度比１１億６００万

円の増となっています。 

 これは、新庁舎建設事業や、小中学校の増改築工事に係る地方債の借入れなどが大きな要因とな

っております。 

 基金につきましては、令和３年度末の総額は５３億４千６００万円で、前年度比４億５千８００

万円の増となっています。 

 財政状況につきましては、全国の類似団体と比較しても、健全財政を堅持しており、財政健全化

法に基づく指標につきましても国が示す早期健全化基準を超えるものではございませんでした。 

 しかしながら、新型コロナウイルス感染症の蔓延は、いまだ収束をせず、今後の財政運営につい

ても大きな不安要素となっております。 

 先の見えない状況ではございますが引き続き、健全な財政運営に努め、この難局を乗り越えなけ

ればならないと考えております。 

 以上、簡単ではございますが、町の財政状況の説明とともに、提案理由の説明を申し上げました

が、御審議の上、御議決、御認定を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 なお、各会計の決算認定以外の議案につきましては、所管部長より説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 町長の説明が終わりました。 

次に、議案第５６号から、第６５号までの各部長の説明を求めます。 

藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 皆様、おはようございます。 

私のほうからは議案第５６号と５７号、５８号について御説明を申し上げます。 

 まず議案第５６号の職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について御説明をいた

します。 

議案集の１ページと説明資料の１ページをお願いいたします。 

 地方公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児または家族介護を行う労働
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者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律によりまして、

育児を行う職員の職業生活と家庭生活の両立を一層容易にするため、育児休業の取得回数の制限等

を緩和するものになります。 

まず説明資料のほうで説明をしてまいります。 

 説明資料１ページですけども、大きく３点ございまして、まず１点目が、育児休業の取得回数制

限の緩和になります。 

 これまでは、原則１回の取得でしたけれども、改正後は、原則２回まで取得可能となり、配偶者

と交代で育児休業を取得するなどの弾力的な育児休業取得が可能となります。 

２番目に、非常勤職員の子の出生後８週間以内の育児休業の取得要件の緩和になります。 

 これまでは、この出生から１年６か月までに、雇用関係が終了することが明らかではない非常勤

職員が対象となっておりましたけれども、改正後は、この出生から約８か月までに、雇用関係が就

労することが明らかでない非常勤職員に緩和をされます。 

最後に３点目ですが、非常勤職員の子が１歳以降の育児休業の取得の柔軟化になります。 

 これまでの非常勤職員の育児休業の開始日は、夫婦交代の場合、子供が１歳、または１歳６か月

と到達日の翌日に限られておりまして、また、１歳以降の育児休業の再取得はできないこととなっ

ておりましたけれども、改正後は、本人と配偶者の育児休業に切れ目がなければ、１歳、または１

歳６か月到達日の翌日に限らず、柔軟に夫婦で交代できることとし、特別の事情があれば、再取得

もできるようになります。 

説明資料の３ページの新旧対照表で説明を申し上げます。 

 第２条第３号アの改正は、非常勤職員の子の出生後８週間以内の育児休業取得要件を緩和するも

ので、これまでの、子が１歳６か月に達する日まで引き続き採用される見込みである対象職員を出

生後から８か月を経過する日まで引き続き採用される見込みであるに、対象職員に移管をするもの

になります。 

 第２条の第３号イ、それから第２条の３、第３号、第２条の４の改正は、それぞれ非常勤職員の

育児休業の取得の柔軟化に係るもので、第２条の第３号イの改正は、養育する子が１歳に達する日

において育児休業している非常勤職員が、１歳到達日の翌日を育児休業の期間の所持率とする、育

児休業しようとするものを、育児休業ができる職員として規定をいたしております。 

 第２条の３、第３号の改正は、取得のための該当要件を緩和する規定を定め、夫婦交代での取得

を、１歳到達日から１歳６か月の期間１回可能とするものになります。 

 第２条の４の改正は、１歳６か月から２歳に達するまでの子を養育する場合の特別な需要を新た

に規定し、１歳６か月から２歳到達の期間、夫婦交代での、取得を可能にするものになります。 

この改正によりまして、夫婦交代で柔軟に、育児休業を取得することが可能となります。 

 第３条の改正につきましては、今回の改正で、２回までの育児休業が可能となることから、育児

休業等計画書の申出を求める第５号の規定を削りまして、第８号を改正し、任期付職員についても、

他の非常勤と同様の取扱いを行うこととし、第６号から第８号までを１号ずつ繰り上げております。 
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第３条の２は、改正前の第２条の５を削りまして改めて規定を行うものになります。 

 第８条第６号の改正は、再度の育児短時間勤務の申出を行う場合に提出する計画書の名称を、育

児短時間勤務計画書に改めるものです。 

議案集の５ページをお願いいたします。 

 附則の１で、この条例は令和４年１０月１日から施行することとし、次の２で、経過措置として、

この条例の施行日前に、育児休業計画書を提出した職員に対するこの条例により、改正前での第３

条、及び、第５条の規定の適用については従前の例によると規定しております。 

 次に、議案第５７号の大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について説

明をいたします。 

議案集が６ページ、説明資料が９ページからになります。 

 今回の改正は、賃金、物価及び生活費が特に高い地域に勤務する職員等に支給する地域手当に関

し、熊本県の条例に合わせまして、支給割合の改正をするものでございます。 

説明資料の１０ページをお願いいたします。 

 新旧対照表ですけれども、改正前の第９条の５、第２項で改正前の率１００分の１８を１００分

の２０に改めるものになります。 

議案集の７ページをお願いいたします。 

 今回の改正につきましては、今年の４月から２年間の期間で内閣府のほうに職員を派遣しており

ますけれども、本来であればその時点で条例を改正しておくべきところでしたけども、整理ができ

ておりませんでしたので、今回、改正をさしていただくものになります。 

 その関係で附則におきまして、この条例は公布の日から施行し、令和４年の４月１日から適用す

ることとしたいと考えております。 

以上で説明を終わります。 

最後に、令和４年度の大津町一般会計補正予算（第４号）について御説明をいたします。 

 今回の補正の主なものについては、４月の人事異動に伴う人件費の補正に加えまして、令和３年

度決算に係る繰越金及び財政調整基金積立金の補正、令和４年度の普通交付税や臨時財政対策債発

行可能額の確定などに係る補正などでございます。 

 また、新型コロナウイルス関連では、県の新型コロナウイルス感染症対応の総合交付金や、町内

小規模事業者支援のための大津町小規模事業者経営継続支援金を計上しております。 

 補正予算書の１ページをお願いいたします。併せて別紙補正予算の概要も御参照いただきたいと

思います。 

 第１条で、既定の予算の総額に歳入歳出それぞれ１３億３５５万１千円を追加し、予算の総額を

１６３億６千６２万５千円とするものです。 

第２条で地方債の追加及び変更を、第２表地方債補正のとおりとしております。 

７ページをお願いいたします。 

 第２表地方債の補正になります。変更の１で臨時財政対策債は、令和４年度の普通交付税算定に
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おける、借入額の確定に伴う減額になります。 

それでは歳出から主なものについて御説明をいたします。 

 １７ページをお願いいたします。款２、項１、目１一般管理費、節４共済費は、１０月１日から

施行されます被保険者保険の適用拡大に伴いまして、これまでの協会けんぽへ支払います会計年度

任用職員等の共済負担金を社会保険事業主負担金から、共済組合へ支払います会計年度任用職員の

共済組合負担金に組替えを行うものになります。目の６企画費、節１８負担金、３大津町の地域公

共交通会議負担金は、大津町の地域公共交通会議におきまして、令和５年度から新たな公共交通の

実証運行計画の予定をしておりまして、その計画策定のための負担金になります。 

 １８ページをお願いいたします。目１１地域づくり推進費、節１８補助金、７震災遺構修理補助

金は、震災復興ミュージアムの一つとして指定されております震災遺構の瀬田神社の妙見橋修復に

対する地区への補助金になります。それから目の１３財政調整基金費は、令和３年度の繰越額確定

に伴い、繰越額の２分の１を下回らない金額を財政調整基金へ、また今後の公共施設更新等の財源

としまして、公共施設整備基金へ積み立てるものです。 

 ２１ページをお願いいたします。款の３、項１、目１社会福祉総務費、節２７繰出金の介護保険

特別会計繰出金につきましては、介護保険低所得者保険料軽減負担金の繰出金になります。 

 ２２ページをお願いいたします。目４老人福祉費、節１８補助金の４の介護基盤緊急整備特別対

策事業補助金は、町内の介護施設の看取り環境の整備や、多床室の個室化に要する改修費の補助に

なります。 

 ２４ページをお願いいたします。項２、目１児童福祉総務費、節１８補助金の６予備保育士雇上

補助金につきましては、県補助の増額によるものになります。 

 ２５ページをお願いいたします。目７新型コロナウイルス感染症対策費、節１８補助金の２保育

環境改善等事業補助金は、保育所等において、感染症対策のために必要となる施設の改修や、整備

に係る費用を補助するものになります。３の私立保育所等給食費負担軽減補助金は、長期化するコ

ロナ禍による物価高騰等に伴う、私立保育園等に対する給食費の補助になります。なお、公立の保

育園分につきましては、大津保育園費の賄い材料費で計上いたしております。 

 ２７ページをお願いいたします。款４、項１、目４健康推進費、節１２委託料の新たな健康づく

り事業委託は、地域活性化企業人を活用した全年代の健康づくりに対するインボディー測定や、運

動教室等の委託を行うものになります。 

 ２８ページをお願いいたします。款６、項１、目３農業振興費、節１８補助金の１５農地利用効

率化等支援交付金につきましては、付加価値額の向上や経営面積拡大を目標とした認定農業者への

機械等の導入補助になります。１６の経営継承発展支援事業補助金につきましては、認定新規就農

者への機械施設等の導入を支援するため補助を行うものになります。続きまして、目９の農業集落

排水費、節１８補助金の農業集落排水事業補助金につきましては、農業集落排水事業の職員人件費

の補正に係るものになります。 

 ３０ページをお願いいたします。款７、項１、目４企業誘致推進費、節１８大津町工場等振興奨
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励補助金は、本年度の交付対象予定額に伴う補正になります。節の２４積立金は、立地協定を伴い

ます町内進出企業への補助金支出を見込みまして、町の工場等振興奨励基金へ積立てを行うものに

なります。目の６新型コロナウイルス感染症対策費、節１８負担金の１の熊本県の時短要請協力負

担金は、第６波分の県の時短要請協力金の町負担になります。それと補助金の３の大津町中小企業

経営継続支援金は、燃料や原材料等の価格高騰の影響を受けた町内の中小企業に対する事業の継続

及び立て直しのための支援金、１件当たり５万円になります。 

 ３１ページをお願いいたします。款８、項２、目２道路維持費、節１４工事請負費の町道三吉原

北出口線の危険木伐採工事は、町道三吉原北出口線沿いの危険木を伐採するものになります。 

 ３２ページをお願いいたします。項３、目３公共下水道費、節１８補助金の１公共下水道補助金

につきましては公共下水道事業の職員人件費の補正に係るものになります。節２３出資金、公共下

水道事業出資金につきましては、老人ホーム跡地分の受益者負担金の収入増に伴い、出資金の減額

をするものになります。目５の社会資本整備総合交付金事業節１２委託料の肥後大津駅周辺まちづ

くり基本構想検討事業計画の策定と業務委託につきましては、駅周辺におけるまちづくりの基本構

想の検討、それから、対象となる事業計画の策定等を行うものになります。 

 ３３ページをお願いいたします。項４、目２住宅維持費、節１０需用費は、町営住宅の老朽化に

伴う、修繕に係る増額補正になります。款９の項１、目３消防施設費、節の１４工事請負費防災用

河川カメラ設置工事は、豪雨時などによる降るリアルタイムで避難判断が可能となるように平川の

馬場橋と、古城公民館付近に防災用の河川カメラを設置するものでございます。 

 ３４ページをお願いいたします。目の４水防費、節の３職員手当等は線状降水帯の発生による、

それから大雨等による避難所開設等の際に、水防班で出動しました職員に対する、管理職員の特別

勤務手当と時間外勤務手当の補正になります。目の５災害対策費、節１２委託料、大津町洪水浸水

想定区域図の策定業務委託につきましては、国、県の管理河川においては、県により、洪水浸水想

定区域が設定されておりますが、町管理の河川については、洪水浸水想定区域が設定されていない

ため、町河川、町管理の河川平川と矢護川関係ですけども、において、洪水の浸水想定区域を設定

するものになります。 

 ３５ページをお願いいたします。款１０、項１、目２事務局費、節７報償費の講師謝礼は、日本

語指導が必要な児童生徒のサポートを行うため、日本語講師の指導回数の増に伴う補正です。それ

から項の２、目１学校管理費、節の１４工事請負費の小学校施設改修工事は、大津小学校の屋根雨

どいの防水修繕工事や、大津北小学校の屋上の防水の改修工事になります。 

 ３６ページをお願いいたします。項の３、目１学校管理費、節１４工事請負費の中学校施設改修

工事は、大津北中学校の消防施設の修繕工事になります。 

 ３７ページをお願いいたします。項５、目４文化振興費、節１８補助金の５被災文化財等復旧事

業補助金は、熊本地震により被災をしておりました灰塚水道槽の復旧にかかる地区への補助金にな

ります。 

 ３８ページをお願いいたします。目の５文化施設運営費、節の１７備品購入費は、伝承館の情報
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発信等をさらに充実させるためのプロジェクター等を購入するものになります。目の７新型コロナ

ウイルス感染症対策費、節１４工事請負費の大津図書館の冷水機改修工事は、現在設置しておりま

す冷水機をマイボトル等に給水ができる非接触型の冷水機への改修を行うものになります。併せて

総合体育館についても同様の改修工事を計上いたしております。 

 ３９ページをお願いいたします。項６、目２体育施設費、節１０需用費は、指定管理者制度導入

に向けまして、総合体育館のロッカーの鍵の取替えなど修繕料を計上いたしております。同じく節

の１７工事請負費、こちらも指定管理制度導入に向けまして、運動公園内の街灯の改修工事あるい

は武道館などの施設の改修工事を計上いたしております。 

 ４１ページをお願いいたします。款１３予備費で財源の調整をいたしております。 

次に、歳入について、主なものについて御説明をいたします。 

 １１ページをお願いいたします。款１１、項１、目１地方交付税です。普通交付税は、交付額の

確定に伴う増になります。款１５、項１、目１民生費国庫負担金、節３社会福祉費負担金の介護保

険低所得者保険料軽減負担金は、第１号被保険者のうち、低所得者の介護保険料負担軽減に伴う保

険料減収額の国負担分になります。項２、目１民生費国庫補助金、節１児童福祉費補助金の子ども

子育て支援交付金は、新型コロナウイルス感染症対策に係る放課後児童クラブの利用料の減免分に

なります。目５総務費国庫補助金、節１総務費補助金の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金は、各課における新型コロナウイルス感染症の関連事業に係るものです。款１６、項１、

目１民生費の県負担金、節１社会福祉費負担金の介護保険低所得者保険料軽減負担金は、第１号被

保険者のうち、低所得者の介護保険料負担軽減に伴う保険料減収額の県の負担分になります。 

 次に項の２、目１総務費県補助金、節１総務費補助金新型コロナウイルス感染症対策総合交付金

は、新型コロナウイルス感染の拡大防止それから地域経済等県民の生活回復との適正なバランスを

確保することを目的とした県の交付金で、今回計上しておりますそれぞれの各新型コロナウイルス

感染症対策事業への充当を行っております。節の２老人福祉費補助金の介護基盤緊急整備特別対策

事業補助金は、介護施設の緑環境の整備や多床室の個室化等に要する改修費の支援に対する補助に

なります。節の３児童福祉費補助金の子ども子育て支援交付金は、新型コロナウイルス感染症対策

に係る放課後児童クラブの利用料減免分の県の補助金になります。予備保育士確保促進事業補助金

は、予備保育士の雇上補助金の県補助になります。保育環境改善等の事業補助金は保育所等の感染

症対策のために必要となる施設の改修費用に係る補助になります。 

 １３ページをお願いいたします。目の４農林水産業費県補助金、節の２農業振興費補助金の農地

利用効率化等支援交付金と、経営発展支援事業補助金は、款６の農業振興費で御説明した内容にな

ります。次に、款の１７、項１、目１財産貸付収入、節１土地貸付収入の普通財産貸付料は、現在

老人ホーム跡地を仮設の作業員宿舎の用地として貸し付けたことによります増額となります。 

 １４ページをお願いいたします。款１９、項１、目１介護保険特別会計繰入金は、令和３年度の

決算に伴う、介護特会からの繰入れになります。項２、目３、節１大津町工業等振興奨励基金繰入

金は、町の工場等振興奨励補助金の支払いのために繰入れを行うものになります。目５、節１熊本
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地震大津町の復興基金繰入金は、今回計上しております熊本地震からの復旧復興に係る市町村総復

事業に充当するために繰入れを行っております。 

 １５ページをお願いいたします。款２０、項１、目１繰越金は、令和３年度決算に伴う繰出金の

補正になります。款の２１、項５、目２雑入の熊本県市町村振興協会交付金は、サマージャンボ宝

くじに係る交付金になります。ふるさと寄附業務委託料の戻入れは、過年度のふるさと寄附の業務

委託料の過払いによる戻入になります。その下、道の駅防災機能向上助成金は、一般社団法人九州

地域づくり協会を助成されます防災拠点となる道の駅におきまして、更なる地域防災体制の強化に

資するための助成金になります。続きまして、目の３過年度収入は、介護保険低所得者費保険料軽

減負担金の過年度分で、国費と県費の追加交付分になります。 

 １６ページをお願いいたします。款の２２町債は調査補正で説明した内容になります。 

以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） おはようございます。 

 私のほうからは、議案第５９号、議案第６１号、議案第６２号につきまして御説明をさせていた

だきます。 

 まず、議案第５９号、令和４年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について御説

明をいたします。 

 今回の補正は、令和３年度大津町国民健康保険特別会計の歳入歳出の額の確定に伴う、前年度繰

越金とシステム改修に伴う増額補正でございます。 

 予算書の１ページをお願いいたします。補正予算の概要は、１２ページになります。 

 第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７千２２７万円を追加し、歳入歳出予

算の総額をそれぞれ３０億５千２３万６千円とするものです。 

まず歳出について御説明をいたします。 

 予算書の９ページをお願いいたします。款の１、項の１、目の１一般管理費、節１２委託料の１

６万５千円の増額につきましては、令和４年度に新設されました国民健康保険税の未就学児の均等

割軽減に伴い、補助金申請システムの改修を行うものです。款の１０、項の１、目の１の予備費で、

財源の調整を行っております。 

 続きまして、歳入について御説明いたします。 

 予算書の８ページをお願いいたします。款の４、項の１、目１保険給付費等交付金、節２特別交

付金の１６万５千円の増額につきましては、先ほど歳出で御説明しました、国民健康保険税の未就

学児の均等割軽減の新設に伴う、システム改修分で、全額が交付金として補填されるものでござい

ます。款の７、項の１、目の１繰越金、節１前年度繰越金７千２１０万５千円の増額は、令和３年

度大津町国民健康保険特別会計の歳入歳出の額の確定に伴い、前年度繰越金を増額するものです。 

説明は以上になります。 

 続きまして議案第６１号、令和４年度大津町介護保険特別会計補正予算（第２号）について御説
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明をいたします。 

 補正予算書の１ページ、補正予算の概要は、１２ページから１３ページをお願いいたします。 

 第１条で既定の歳入歳出予算総額に歳入歳出それぞれ１億３千９６９万８千円を追加し、歳入歳

出予算総額を歳入歳出それぞれ２８億９千２２７万９千円とするものです。 

それでは歳出から主なものを説明いたします。 

 補正予算書の９ページをお願いいたします。款の３、項の３、目の２任意事業費、節７報償費９

万円の増額は、昨年８月から、地域包括支援センターにおいて、権利擁護や成年後見申立て等に関

する支援を行っておりますが、支援の方法などにつきまして、弁護士など３職種の方から、専門的

判断を必要とする案件の助言等をいただく際に要する費用でございます。款の４、項の１、目１介

護給付費準備基金積立金、節の２４積立金８千万円の増額は、令和３年度の精算に伴う前年度繰越

金のうち、償還金や一般会計繰入金を除いた剰余金から、基金に積み立てるもので、将来の介護給

付費の増額等を見込み、介護保険料の増額幅の抑制などを目的としております。 

 補正予算書の１０ページをお願いいたします。款の５、項の１、目の２償還金、節の２２償還金

利子及び割引料３千９７２万８千円は、令和３年度分の介護保険等の精算によります国県などへの

返還金となります。款の５、項の２、目の１一般会計繰出金、節の２７繰出金１千３８２万６千円

は、令和３年度の介護給付費事務費等の実績報告によります町の一般会計の返還金になります。 

 補正予算書の１１ページをお願いいたします。款の６、項の１、目の１予備費、６０３万４千円

の増額は、今回の補正に伴います財源調整となります。 

歳出の説明は以上です。 

続いて、歳入の説明をいたします。 

 補正予算書の８ページをお願いいたします。補正予算の概要は１２ページです。款の６、項の１、

目の３低所得者保険料軽減負担金繰入金。１１０万円の増額は、令和３年度の実績報告に伴い、町

負担分を一般会計から繰り出し、介護保険特別会計に繰り入れるものです。款の８、項の１、目の

１の繰越金、節１繰越金１億３千８５７万８千円は、令和３年度の繰越金の確定に伴うものです。 

説明は以上です。 

 最後に、議案第６２号、令和４年度大津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について

御説明をいたします。 

予算書の１ページをお願いいたします。補正予算の概要は、１３ページです。 

 今回の補正は、令和３年度の後期高齢者医療特別会計歳入歳出の額の確定に伴い、繰越金を増額

するものでございます。 

 第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１５４万円を追加し、歳入歳出予算の

総額をそれぞれ４億５千４４７万５千円とするものです。 

まず歳入について御説明をいたします。 

 予算書の７ページをお願いいたします。款の５、項の１、目の１繰越金は、令和３年度後期高齢

者医療特別会計の歳入歳出の額の確定に伴い、前年度繰越金１５４万円を増額計上したものです。 
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続きまして歳出について御説明いたします。 

 予算書の８ページをお願いいたします。款の５、項の１、目１の予備費で、財源の調整を行って

おります。 

説明は以上となります。 

よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 田上産業振興部長。 

○産業振興部長（田上克也） こんにちは。 

 議案第６０号、令和４年度大津町外４ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計補正予算（第

１号）について御説明いたします。 

 議案集は１０ページ、補正予算書の概要は１２ページをお願いいたします。 

補正予算書の１ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算の補正、第１条、既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１２７万７千円

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３千８４４万３千円とします。 

歳入から御説明を申し上げます。 

 補正予算書の７ページをお願いいたします。款４、項１、目１、節１前年度繰越金でございます。

前年度繰越金の確定に伴い、１２７万７千円を増額するものです。 

次に、歳出について御説明いたします。 

 補正予算書の８ページをお願いいたします。款２、項１、目１、予備費は補正に伴う財源調整と

なっております。 

以上で、説明を終わります。 

よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 村山都市整備部長併任工業水道課長。 

○都市整備部長併任工業水道課長（村山龍一） こんにちは。 

 私からは、議案第６３号、６４号、６５号について御説明申し上げさせていただきます。 

 まず、議案第６３号、令和４年度大津町工業用水道事業会計補正予算（第２号）について御説明

いたします。 

 補正の概要は１４ページ、補正予算書につきましては１ページをお願いいたします。第２条で、

予算に定めた収益的収入及び支出の予定額について、支出の第１項営業費用は、令和４年４月の人

事異動に伴い、工業用水道事業対象職員の人件費分を減額するものです。 

 ２ページをお願いいたします。第３条、議会の議決を経なければ流用できない経費の補正として、

令和４年４月の人事異動に伴い、工業用水道事業対象職員の人件費分を減額するものです。 

続きまして、説明資料で詳細を御説明いたします。 

 ２ページをお願いいたします。収益的支出、款１、項１、目３総係費は、令和４年４月の人事異

動に伴い、工業用水道事業対象職員の人件費分を補正するため、６１万５千円減額するものです。 

以上で説明を終わります。 
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よろしくお願いいたします。 

 続きまして、議案第６４号、令和４年度大津町公共下水道事業会計補正予算（第２号）について

御説明いたします。 

 補正の概要は、１４ページ、補正予算書につきましては１ページをお願いいたします。第２条で、

予算に定めた収益的収入及び支出の予定額について、収入の第１項営業収益を、下水道使用料の収

入実績見込みにより増額し、収入の第２項営業外収益を、令和４年４月の人事異動に伴い、公共下

水道事業収益的収支対象職員の人件費分を減額し、また、支出の第１項営業費用で水洗化助成金を

増額し、人件費を減額するものです。 

 ２ページをお願いいたします。第３条で、予算に定めた資本的収入及び支出の予定額について、

収入の第２項出資金は、老人ホーム跡地の受益者負担金の収入見込みにより、一般会計からの出資

金を減額し、第３項補助金は、令和４年４月の人事異動に伴い、公共下水道事業資本的収支対象職

員の人件費分を減額し、第４項、負担金及び分担金は、老人ホーム跡地の受益者負担金の収入見込

みにより増額し、また、支出の第１項建設改良費は、令和４年４月の公共下水道事業資本的収支対

象職員の人件費分を減額するものです。 

 第４条、債務負担行為の補正ですが、上段の大津町浄化センター等包括的民間委託は、現在の委

託契約が本年度末をもって終了するため、令和５年から令和７年度までの３か年を改めて、包括的

民間委託を実施するもので、総額で７億３千３４０万円をお願いするものです。また、下段のマン

ホールポンプ管理包括的民間委託についても、浄化センター等包括的民間委託と同様に、現在の委

託契約が本年度末をもって終了するために、令和５年から令和７年度まで３か年を改めて、包括的

民間委託を実施するもので、総額で７千７４０万円をお願いするものです。浄化センター等包括的

民間委託につきましては、前期と比べ、約１６.４％の増額となりました。 

 主な増加項目を説明しますと、維持管理業務で、水処理施設３系目が、令和５年度から供用開始

予定に伴い、現有処理能力が上がり、全ての業務項目で、年間延べ業務日数が増加したことや、業

務総括責任者等の労務単価が上昇したことによる増加、年間の運転管理などを積算する下水道施設

維持管理積算要領の改定により、職種別業務人数の構成比率が単価の高い総括責任者に、より人員

が配分されたことなどによる増加と、浄化センター中継ポンプ場などの光熱水費が、水処理施設３

系目の稼働と、電気代の値上げなどに伴う増加と、保守点検業務の中央監視制御、ポンプ場監視制

御装置の点検など安定した運転業務のため、点検項目を増やしたことによる増加などでございます。 

 次に、マンホールポンプ管理包括的民間委託については、マンホールポンプ増設に伴う電気代の

増加、修繕料については、これまでの点検結果や経過年数に、経過年数によるポンプの修繕箇所が

増えたことにより増加、マンホールの維持管理費は、マンホールポンプ箇所、労務単価の上昇、下

水道施設維持管理、積算容量の改定等による増加、枝線環境清掃費については、労務単価の上昇、

汚泥処分費の増加などにより増加となります。 

 第５条、議会の議決を経なければ流用できない経費の補正として、職員給与費を、４月の人事異

動に伴い減額するものです。 
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 第６条、他会計からの補助金の補正は、４月の人事異動に伴い、人件費分を補正するため、金額

を改めるものでございます。 

説明書より詳細を御説明いたします。 

 １ページをお願いいたします。収益的収入、款１、項１、目１下水道使用料を収入実績見込みに

伴い、１５万円増額し、款１、項２、目２補助金を収益的収支対象職員の人事異動に伴い９６万２

千円減額するものです。収益的支出、款１、項１、目４総係費は、４月の人事異動等に伴い９６万

２千円の減額と、水洗便所改造工事助成金の申請増加見込みにより１５万円を増額するものです。 

 ２ページをお願いいたします。資本的収入、款１、項２、目１出資金は、老人ホーム跡地の受益

者負担金の収入見込みに伴い、１５３万９千円減額し、款１、項３、目２他会計補助金は資本的収

支、対象職員の人事異動に伴い２８万１千円減額するものです。また、款１、項４、目１受益者負

担金及び分担金は、老人ホーム跡地の受益者負担金収入見込みに伴い、１５３万円増額するもので

す。資本的支出、款１、項１、目１建設改良費は、４月の人事異動に伴い、資本的収支対象職員の

人件費分を、２８万１千円減額するものです。 

以上で説明終わります。 

よろしくお願いいたします。 

 最後に、議案第６５号、令和４年度大津町農業集落排水事業会計補正予算（第２号）について御

説明いたします。 

 補正の概要は１５ページです。補正予算書につきましては、１ページをお願いいたします。第２

条で、予算に定めた収益的収入及び支出の予定額について、収入の第１項営業収益は、農業集落排

水使用料の収入見込みにより増額し、収入の第２項営業外収益は、令和４年４月の人事異動に伴い、

農業集落排水事業対象職員の人件費分を増額し、支出の第１項営業費用で処理場費の修繕費と総係

費の人件費分を増額するものです。 

 ２ページをお願いいたします。第３条、議会の議決を経なければ流用できない経費の補正として、

令和４年４月の人事異動に伴い、農業集落排水事業対象職員に係る人件費分を増額するものです。 

 第４条、他会計からの補助金の補正は、令和４年４月の人事異動に伴い、人件費分を補正するた

め、数値を改めるものでございます。 

説明書により詳細を御説明いたします。 

 １ページをお願いします。収益的収入、款１、項１、目１農業集落排水使用料を収入見込みに伴

い、８５万２千円増額し、款１、項２、目２補助金を、令和４年４月の人事異動に伴い農業集落排

水事業対象職員に係る人件費分を、補正するため、２３万９千円増額するものです。収益的支出、

款１、項１、目３処理場費は、矢護川浄化センターの汚泥引き抜きポンプ修繕のため、８５万２千

円増額し、款１、項１、目４総係費は、農業集落排水対象職員人件費分を２３万９千円増額するも

のです。 

以上で説明終わります。 

よろしくお願いいたします。 
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○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。１１時１０分より再開します。 

午前１１時０５分 休憩 

△ 

午前１１時１１分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 次に、決算認定について、監査委員から審査意見書が町長に提出されていますので、説明を求め

ます。 

今村代表監査委員。 

○代表監査委員（今村昭彦） お疲れさまでございます。代表監査委員の今村でございます。 

 令和３年度の全会計の決算審査等が終了いたしましたので、地方自治法第１９９条第９項の規定

に基づき、議会に対して御報告を申し上げたいと思います。 

 資料につきましては、モアノートの９月定例会、決算関係フォルダに保存してありますので、そ

ちらを御覧いただければと思います。 

 まずはじめに、大津町一般会計特別会計決算及び各基金の運用状況審査意見書から説明をしたい

と思います。 

１ページをお開きいただきたいと思います。 

 審査の概要でございますけども、３に書いておりますとおりに、審査の期間につきましては、７

月１３日から８月４日までの８日間、また、審査の着眼点、主な実施内容につきましては、そこに

示しておりますとおりに、大津町監査基準に準じて、１から５を中心に、決算審査を行ったところ

でございます。 

次、２ページをお開きいただきたいと思います。 

 審査の結果でございますけども、一般会計特別会計、いわゆる普通会計につきましては、特に今

回の決算監査では、不適正な経理処理の事例、あるいは決算試算範囲内では認められず、全体とし

て、予算の処置にのっとり、おおむね適正に処理されることが認められたところでございます。 

なお、留意事項といたしまして、そこに２項目ほど記載しております。 

 一つにつきましては、当町における固定資産税の課税誤り、還付総額が７千万円余となっており

ますけどもやはり、地方税法というのは毎年改正をされます。その中でやはり解釈の誤り、あるい

はシステムの誤り、そういう形が生じますと非常に町民の皆様方に大きな御迷惑をおかけする。ま

た、住民の信頼を損なうという形になりますので、やはり、情報を共有しながらしっかり体制を整

え、遺憾のないようにお願いをしたいと思います。 

 ２点目につきましては、他県、山口県阿武町の問題でございますけども、不適正支出を４千６０

０万ですか、出ておりますけども、大津町につきましては、会計管理者を中心に各部局、各部局各

課責任者一体となって、不適切な支出がないように、ぜひ、会計処理に遺漏のないようにお願いを

したいというふうに思います。 

次に、第３章から一般会計に関する審査結果を御報告いたしたいと思います。 
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３ページをお開きいただきたいと思います。 

 １番下の表がよろしいかと思いますので、歳入歳出決算状況②を見ていただきたいと思います。

まず、歳入総額につきましては、２８０億８千万円余、歳出総額１９５億７千万円余、歳入から歳

出を引きます形式収支でございますけども、１３億９００万円余、それに、令和４年度に対する繰

越明許が２億３００万円余ございますので、差し引いた実質収支額というのはそこに書いておりま

すとおりに、１１億５７９万８千円、令和３年度の決算につきましては、１１億円余の大津町財政

としては、黒字決算となったところでございます。 

次、４ページをお開きいただきたいと思います。 

主な歳入の状況でございます。 

 まず歳入は、大きく分けて、自主財源と依存財源という形に分かれていくかと思います。自主財

源につきましては、町自ら、その権能を使い、調達する財源でございます。また、依存財源という

のは御承知のとおり、収入の源泉を国に依存し、その額と内容が、国や県の定めで、基準や意思決

定がかかっている内容でございます。自主財源につきますと総額で８６億３千７４１万２千円。内

訳としては、町税が５４億７千７００万、これにつきましては、４年連続、５０億円を突破したと

ころでございます。 

 歳入全体の２６.２％、寄附金につきましては、前年度に比べまして、１億８千４００万円余少

なくなってきております。これにつきましては、ふるさと納税、これが減額になったということで

やはり、コロナ、あるいは経済状況で変動、安定した財源ではないというのが見て取れたところで

ございます。 

 次に、依存財源でございますけども、中央交付税が前年度に比べますと５億２千５００万増えて

おります。内容的には、恐らく、標準財政、社会保障費等が増えた関係で、標準財政事業額が太く

なったから増えた内容になるかと思います。 

 また、国庫支出金につきましては、前年度に比べますと、３２億８千３００万円余、少なくなっ

ておりますけどもこれは、昨年度が、コロナ付近関係が給付事業があった関係上、令和３年度は４

１億なったところでございます。 

 依存財源の合計としますと、１２２億４千３００万円余、合計しますと依存財源、自主財源２０

８億８千万。これにつきましては、自主財源の比率が４１.４％、依存財源が５８.６％ということ

で、この４１.４％というのは、県内の４５市町村の中で見た場合は、非常に平均としては、２８.

３％ぐらいが県内市町村の自主財源比率かと思います。その点、大津町は１０％から１３％高いと

いうことで、非常に依存財源、財政的には非常に豊かな内容になっております。 

次に、主な歳出関係について御説明を申し上げたいと思います。 

歳出につきましては、１１ページをお開きいただきたいと思います。 

 歳出を見る場合につきましては、目的別歳出と性質別歳出という形で見れるかと思います。目的

別というのは先ほど町長からも説明ありましたとおりに、行政目的に着目した、例えば議会費総務

費、民生費というような分け方でございます。一方、性質別歳出というのは、経費の経済性、性質
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に着目した見方でございます。 

 大津町にとって、課題あるいは問題点を見る場合につきましては、性質別歳出決算状況を見たほ

うが非常によろしいかと思いますので、歳出全般につきましては、性質別のほうから説明をしてい

きたいと思います。 

 資料の表に示しておりますとおりに、性質別決算というのは一つには、義務的経費、二つ目に、

投資的経費、三つ目に、その他ということで、大きく分けられることができます。特に、義務的経

費につきましては、支出自体が義務づけされておりまして任意に、削減できない、非常に硬直性の

高い内容になります。 

 その内訳としては人件費、扶助費、公債費がございます。人件費と公債費につきましてはそんな

に、前年度に比べて大きな伸びはございませんけども、扶助費につきましては、令和２年度に比べ

ますと、比較で９億４千２００万円余増額になっております。率にして６.９％。 

 次に、投資設計費でございますけども、普通建設事業と災害復旧費がございますけれども、内容

を見ますと、災害復旧費が前年度に比べますと、若干減っておりましてその分、普通建設事業が前

年度に比べると２億円余増えております。傾向としては非常に、通常の公共事業が増えてきたとい

うことで、内容的には非常に明るい傾向になるかと思います。 

その他でございます。 

 その他は物件費、工場費、その他繰出金等になりますけども、物件費というのは、町のほうで業

務を行う場合の消費的経費、職員の旅費であるとか、時間外、印刷製本費あるいは光熱水費、そう

いうのが物件費でございます。 

 物件費につきましては、前年度に比べますと、職員さんの簡素効率化で１億円程度、少なくなっ

てきております。 

 補助金につきましては、令和２年度に、比較しますと、３９億１４００万円余少なくなってきて

おりますけども、これは、コロナ関係の交付金が減ったということで、前年と比べて３９億減少し

たというところでございます。 

 特に、義務的経費、その中でも扶助費が非常に大きくなったために、大津町にとって財政硬直化

がどのような影響を与えるか、それをやはり、監査委員としてしっかり検証する必要があるかと思

いますので、今回はそこを少し詳細について説明をいたしたいと思います。 

次、１２ページをお開きいただきたいと思います。 

 １２ページにつきましては、先ほど言いました性質別決算をグラフで表した内容でございます。

見て分かるとおりに、オレンジ色の部分が、令和２年度に比べると、半分近くぐっと伸びてきてい

るような状況になっているかと思います。今後はやはり義務的経費は今後、高齢化が進展する中で、

非常にシェアとしては、構成比としては、大きくなってくるかと思いますので、今後注視していく

必要がある内容かと思います。 

 それでは、義務的経費の中の扶助費がどういう傾向にあるかというのを、１４ページをお開きい

ただきたいと思います。表で示しておりますとおりに先ほども申しましたけども、令和２年度に比



29 

べ令和３年度は、額で９億４千万円余、率にして６.９％増えております。 

 これが次に、１５ページをお開きいただきたいと思います。扶助費の増加というのはやはり、町

財政にどの程度影響を及ぼすのか、これを検証したところでございます。 

 グラフの表の一番上でございます。補助費のうち、民生費分、社会保障費関係につきましては、

社会福祉費、老人福祉費、児童福祉費、災害救助費、合わせますと、令和３年度は、３６億６００

万円余。真ん中の表でございますが、新型コロナ対策の給付金関係が、社会福祉と児童福祉で合わ

せますと、９億６千４００万余になりますのでこの二つを足しますと、３６億と９億を足しますと、

合計で、令和３年度は、４５億７千１５５万４千円になるかと思います。 

 このうち、国、県のほうでこの費用の８割も負担をしております。町の一般財源から負担につき

ましてはおおよそ２０％ちょっと切るような額でございます。 

 さらに一番下の表でございますけども、これは平成２８年度から令和３年度はどのような形で増

加していったかを見た表でございます。合計のところを見ていただきますと、８億２千１２１万７

千円。そのうち、一般財源に投入された金額というのは、この補助費のほかに社会保障費は２億２

１０万７千円でございます。 

 したがって、民生費分の、補助費っていうのは、おおよそ、国県で８億２千１００万円増加した

ものの、一般財源の充当は２億２００万ということで、約４分の１程度という形になっております

ので、現在令和３年度で見た限りにおきましては、義務的経費の増大による財政硬直にとって大き

な影響を及ぼすとは言えないということを確認したところでございます。 

 特に、社会保障費、扶助費につきましてはやはり町民の皆さんが安心して暮らせる。あるいは大

津町に住みたい、住んでみたいというそういう結果になってくるかと思いますので、ただ単に、扶

助費が高くなった、義務的経費が高くなったということじゃなくて、やっぱり社会全体の中で捉え

ていく必要があるかと思います。 

 次、２２ページ、それでは、大津町の財政状況がどのような状況かということを、御報告したい

と思います。 

まず、①の経済収支比率でございます。 

これは、財政構造が弾力化どうか見る資料でございます。 

 大津町は、令和３年度は８１.３％、前年度に比べますと７.４％ほど下がっております。これに

つきましては国の指導あたりでは、７５％というのが示されておりますけども、県内４５市町村で、

７０％台というのはありません。 

 また、１４市のうち、ほとんどが９０％台ということで、大津町の経済収支比率の８１.３とい

う非常に、上位の内容になってくるかと思います。 

次、②でございます。実質収支比率でございます。 

 この実質収支比率とは何を見るかということでございますけども、これは、実質収支の額の適否

を判断する指標でございまして、１番下に算式を書いております。 

 標準財政規模分の分子として実質収支が、これを割った数字でございまして、令和３年度は１２.
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４％、前年の令和２年度に比べますと、４.６％、若干高くなっております。これにつきましては

そこに書いておりますとおり５％前後は、大体好ましいと言われておりますけども、何で高くなっ

たかという原因でございますけども、これは、標準財政規模というのが、令和２年度に比べますと

６億８千３００万ぐらい増えております。率にして１.０８、実質収支額は前年度に比べますと、

４億７千４００万ということで、１.７倍ほど増えております。したがって、標準財政規模、分母

よりもやはり、実質収支額のほうが、大きかったために数字が１２.４にはね上がった。 

 そうしますとやはり、実質収支額のほうが少し内容を見てみますと、この結果というのは、不用

額が１１億円ぐらいあります。前年度に比べてやはり５億円高いというような状況になっておりま

すので、この不用額が多かったために、実質収支比率が少し高くなったというような要因になるか

と思います。 

次に、２４ページでございます。財政力指数でございます。 

 単年度の大津町の財政力指数は０.７１３。３か年平均は０.７５８でございます。大体昨年に準

じたところでございます。これにつきましてはやはり０.７台というのは、県内４５市町村で４市

町村のみです。１番高いのが菊陽町の１.００。２番目が大津町の０.７１でございます。 

 この比率というのは、１以上が非常に好ましいということで、１になると、地方交付税あたりは、

不交付団体にはなりますけど、そういう点ではやはりこの比率の財政力指数というのは高いほうが

よろしいかと思います。 

 ④のほうが公債費比率でございますけども、令和３年度は８.８％、令和２年度が１０％で、１

０％になっておりますので、内容的には、国の指導等では、１０％を超えないほうが望ましいとい

うことで、公債費比率としては、先ほど町長のほうからお話ありましたように、起債の残高が１８

０億に対して、元利償還等が大体１０％ということで１８億ぐらいなっておりますので、そういう

点からも非常に公債費比率につきましても、現時点では安心した率ではないかというふうに思って

おります。 

次に、特別会計のほうに説明を移りたいと思います。 

 資料の２５ページをお開きいただきたいと思います。大津町国民健康保険特別会計決算でござい

ます。表を見ていただきますと、収入済額が、前年度に比べますと、約７４４万９千円減っており

ます。これ収入済みが減ったというのは、被保険者数が前年度に比べて５５人減ったということで

結果的に若干、収入済額が減っております。また不納欠損あるいは収入未債額につきましては、ほ

ぼ前年どおりの額になっておりますので、コロナの影響で若干心配したところでございますけども、

例えば、収納率あたりも現年分につきましては９３.９１％、比較的コロナの影響もなく、令和３

年度は経過したというのが見て取れるかと思います。 

次、２６ページをお開きいただきたいと思います。 

 第２表、保険給付費と加入者数の状況でございます。この中で、１番右側の１人当たりの医療費

を見ていただきたいと思います。これにつきましては、大津町１人当たりの国民健康保険の対象者

になる方の、年間の医療費としては３９万４千円、全国平均が３４万程度になるかと思いますので、
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やや全国平均よりも大津町の比は高い。理由といたしましては、大津町は健康診断結果等から見ま

すと、高血圧、糖尿病、腎臓、これ人工透析関係です。これが非常にやはり高いということで、大

津町としては医療に健康事業、人間ドック等もされておりますけどもやはり、その結果が出た後ど

う改善につなげていくかというのが今後の大きな課題になってくるかと思います。 

 また、健康寿命が男性では８.７３歳、女性で１２.０７歳平均との差がございますので、今後こ

こら辺の医療費については、増加する傾向にあると思いますので、留意していく必要があるかと思

います。 

 ２７ページにつきましては実質収支の状況につきましては、１億５千２００万円の黒字になって

おります。 

次に、２８ページでございます。大津町外４ケ市町村の特会でございます。 

 内容的には、表に書いておりますとおりに、歳入４千８４８万８千０００円、これは主に、前年

度からの繰越金でございます。 

 歳出につきましては、１千１３万３千円ということで、大規模林道の賦課金が２７万７千円、共

有地への植栽等にかかる費用が９８５万７千円になっております。差引き、実質収支額は、３千８

３５万５千円になっております。 

 次、２９ページでございます。大津町介護保険特別会計決算でございます。介護保険につきまし

ては、老老介護あるいは介護離職を減らすということで、介護を社会全体で支える、そういうこと

で、目的に２０００年、平成１２年にスタートしたところでございます。その表で見て分かるとお

りに要介護認定者数等が、毎年増えております。令和３年度は１千５４３人、前年比で３７人でご

ざいます。大津町の第３期の地域福祉計画を見れば、６５歳以上というのが７千６１６人ですので、

要介護認定主認定者数だけ見れば大体２０％程度の方が、認定されているような状況になっており

ます。 

次、３０ページを見ていただきたいと思います。 

 １番上の第２表、介護保険料と、保険給付費の推移でございます。介護保険料につきましては、

前年度よりもやはり２千２００万程度低くなっております。恐らく、介護保険料につきましては、

国県市町村と１号被保険者から６５歳以上の方、それと２号被保険者が、４０歳から６５歳未満の

方が負担するということで、若干やはり第２号、被保険者の方が若干やはり介護、コロナ関係で離

職したりそういう影響が出ているのかなという要因があるかと思います。 

 今コロナという話をいたしましたけども、これを詳細に例えば不納欠損とかあるいは収入未済に

ついてちょっと見たんですけども、全く国保、介護、特に、全くそこら辺につきましては前年度よ

りもどちらかというと減ったような状況になっております。 

 ３１ページにつきましては、実質収支の状況につきましては、１億５千８５７万９千円の黒字に

なっております。 

次３２ページでございます。大津町後期高齢者医療特別会計決算でございます。 

 後期高齢者７５歳以上の方が対象になってきますけども、これにつきましては、運営主体が、県
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内全市町村が加入する広域連合が主体となって運営を行っております。表の令和３年度を見ますと、

被保険者数あたりも、前年度に比べると１２６人増えまして３千９９６人、収入済額も２億７千９

５万３千円になっております。また、９９.３３％、収納につきましては、介護、国保も基本的に

は年金から、法定向上するわけでございますけども、この０.７％程度の方につきましてはやはり、

年金が年間１８万未満、あるいは年金をもらわれてないという方につきましては、口座振替、そう

いう形で、若干、収納率が１００以下になっているという状況になっているかと思います。ただ、

これにつきましては収入未済と不納欠損を見る限りにおきましては、令和３年度は前年比の２１％

減、不納決算はマイナス９２％減ということで、コロナ禍の中でも後期高齢者医療保険につきまし

ては、順調に推移していたかと思います。 

 ちなみに被保険者数と収入済額を見た場合に、１人当たりの１か月の保険料というのは大津町の

場合はこれを割ります５千６５０円、熊本県平均が５千５１８円となっておりますのでほぼ大体一

緒ぐらいの保険料になっております。全国平均は６千４７２円という状況になっております。後期

高齢者医療保険につきましては、２年に１度保険料の見直しが予定されております。今後、そうい

う、保険料がどういう状況になるのか、あるいは、７５歳以上の医療費が、今年の１０月１日から、

一定の収入があれば１割から２割にアップされる、そういう引上げられるような状況にもあるかと

思いますので若干これにつきましても介護保険同様、注視していく必要があるかと思います。 

３３ページでございます。実質収支につきましては、２５４万円の黒字になっております。 

次に、３４ページでございます。各基金の運用状況に関する、審査結果でございます。 

 基金の合計額、令和３年度につきましては、総額積立額が５３億４千４４６万２千円、前年度に

比べますと、４億５千８８１万８千円増加しております。率にして９.４％積立額が増えたところ

でございます。基金一般会計の基金は大津町では八つございます。その中で、財政調整基金という

のが、全体の５１％を占めておりまして、額にして、２７億５千万、この財政調整基金というのは、

町の年度間の財源の不均衡を是正するような基金でございます。極端に言えば、災害とかいろんな

あった場合、何でも一応適用できる財源というのが、この財政調整基金になります。前年度に比べ

ますと、１千１００万の積立額の増。減債基金につきましては、地方債の償還を計画的に行うため

に資金を積み立てる内容でございまして、前年度に比べますと、１億９千４００万円による増とい

うことで、積立額の合計が５億３千５００万円余になっております。 

 公共施設整備資金につきましては、前年度に比べますと、６億１００万円余ということで、総額

で１１億１千２６２万１千円になっております。 

 全体的な基金のシェアとしては、２０％程度になっておるところでございます。これにつきまし

ては、基金の運用につきましては、先ほど総務部長が説明しましたように、地方財政法の中で、一

般会計等でお金が、執行残として残れば、その２分の１を基金に積み立てていいという法律がござ

いますので、今町の内容としては、そういう点もチェックいたしまして特に基金に関する内容は問

題がなかったところでございます。 

次、３５ページでございます。審査意見でございます。 
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 まず、大きい１の財政状況等につきまして、企業会計あるいは財政健全化については、この後説

明したいと思いますので、まず、一般会計と特別会計につきましては、財政状況の審査結果といた

しましては、大津町の令和３年度は健全な財政運営が行われているということが認められ、予算の

趣旨に沿い、おおむね適正かつ正確に処理されていることを確認したところでございます。 

決算審査にあたっての意見でございます。 

一つ、財政運営上の取組について、①でございます。 

 歳出決算における不用額についてでございます。全体として、歳出額の５.３％、１１億５千６

００万４千円が不用額として、残っております。少し不用額の残り方が大きいんではないかと思っ

ております。前年度に比べますと５億３７２万４千円大きくなっております。要因としては、個々

の状況はあるかと思います。コロナによって事業が中止あるいは縮小された。あるいは、新庁舎の

建設で、逓次繰越の最終年で、財源が最終的には余った。そういう点で、不用額が非常に大きくな

ったのかなと思っておりますけども、ただ、１１億５千６００万、ほかの事業にされる部分が、先

送りされた。そういうことであれば問題になると思いますので、この額につきましてはやはり大津

町の全体的な予算のキャパシティーとしてはどれくらいが妥当か、そういう点についてもやはり議

論していくことが必要になってくるかと思います。地方自治法の観点からいえば、無駄な金は使わ

ないという点で性善説に立てば、最少の経費で最大の効果が上がったということも言えるかと思い

ますけども、ただ、１１億の５千６００万４千円余の不用額については、どうしてかなというのを

しっかり検証していただきたいと思います。 

次、②の予算流用と③の予備費の充当、流用でございます。 

 これにつきましては、不用額が１１億もあるのにやはり予算の流用あるいは予備費からの充当が

多いということは、予算要求の仕方が少しどうかなという気がいたします。お金がないからならば、

予備費が余ってるから。あるいは、ほかの節が余ってるから流用しよう、そういうことで、安易に

職員自体が前例踏襲で、そういうやり方をしているならば、それはやはり、一度研修をして、予算

あるいは経理という観点から、もう一度やはり引き締めていく状況にあるかと思いますそれにつき

ましては、よろしくお願いをしておきたいと思います。 

 それと(２)でございます。基金の在り方について、これは先ほど申しましたように５３億４千４

４６万、非常に、前年度よりも増えておりますけども、中身を８基金見てみますと、本来であれば、

基金というのは、特定目的のために取り崩して、それを使うというのが原則でございますけども、

例えば、例を挙げておりますけども、土地開発基金、これにつきましては４億円が一応残高として

ありますけども、毎年、４月にそこから、額的には大したことはないんですけどもやっぱり、１６

００万円余が一般会計に繰入れされてる、またそれをまた戻すという形で、それは制度上は条例で

認められておりますので、特に問題はないんですけど、やはり基金として、５４億ほどありますけ

ど、やはり基金の資金運用資金管理、それはやはりもう少し有効的に、資金管理、あるいは運用を

しっかり積極的に取り組んでいく必要があるかと思います。これにつきましては、副町長を会長と

する大津町公金管理検討委員会設置要綱等もございますので、その中でしっかり議論を深めていた
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だければと思っております。 

次に、(３)今後の財政運営についてでございます。 

 一つには、①プライマリーバランス、基礎的財政収支の黒字化、②大津町財政計画の策定につい

て、これにつきましては後期振興計画が、いろいろ町民の皆さん集めて、意見交換等あっておりま

すけどやはり、それを、１００ぐらいのターゲットがあるかと思いますので、あれもこれもという

ことじゃなくて、あれとこれみたいなやはり、ピンポイントでやっていくのかあるいはどの程度、

計画に沿ってやっていくのか、これにつきましてはやはり財源の黒字化、やはり自主財源を深めて

いく。そして、何にどうしてこう使うかという中長期の財政計画が必要になってくるのではないか

と思います。やはりそれを大津町民の方に指し示していく必要があるかと思います。 

(４）統一基準による新地方公会計の活用でございます。 

 これにつきましては、平成２７年総務大臣のほうから各都道府県知事に、従前の現金主義、単年

度主義から発生主義複式簿記への移行ということが通知されております。これにつきましてこれを

することによって、例えば、有形固定資産台帳を活用することによって、公共施設の老朽化対策に

も活用できますし、予算管理につきましても、積極的に活用できる内容になっております。 

 県内の市町村でも、宇城市あたりにつきましては、公民館のそういう内容についてこの新地方公

会計の活用によって非常にうまくいってるような町村もございます。 

芦北町もこの対応をとっておりますので、大津町としても、速やかにやはり公会計の活用につ

いて御検討をお願いをしたいと思います。 

 それと一般会計等の最後になりますけども、３決算審査における補足意見について。内容は、首

長等の損害賠償の責任見直し制度の検討、条例の制定についてどうかということでございます。こ

れにつきましては、監査委員ごときが、例えば補足意見について、政策的な内容に関して、意見を

表明する、意見を提出するというのはいかがかっていう議論もあるかと思います。ただ、地方自治

法１９９条１０項というのがございます。その中には、組織及び運営の合理化に資するために、監

査委員は意見を提出することができるというのは、規定がございますので、今回はあえて、首長等

の損害賠償責任見直し制度の検討について、提案をさせていただいたところでございます。 

 これの提案理由でございますけども内容的には、地方自治法と施行令の一部改正が令和２年４月

１日に施行されております。その背景といたしましては、現在の住民訴訟、住民訴訟というのはこ

れは、通常は、監査請求がやって、それでなおかつやはり、公金の支出について不適正であれば住

民訴訟に持っていけるわけです。住民監査請求なく、いきなり住民訴訟というのはあり得ないわけ

です。あくまでも監査請求前置主義っていう前提で、現行の住民訴訟がありますけども、この中に、

現行の規定では、首長に重大な過失がない場合でも、因果関係のある損害の全額について責任を追

及される軽過失であっても、因果関係さえあれば、全額、首長等に対して損害賠償を請求できると

いうのが、現行の制度でございます。 

 それに対して、今回の改正の主な目的としては、首長等がやはりそうなった場合は、大きな心理

的負担応諾あるいは職務執行における萎縮、政策判断に対する、過度の消極化や事なかれ主義に傾



35 

斜する、そういう観点から、損害賠償を限定することができる。そういう改正でございます。損害

賠償責任の一部免責につきましては、今回の改正では、条文が一つ追加されておりまして、善意か

つ重大な過失がない場合において、条例で定面額以上の一定を免除するっていう、免除することが

できるということがございます。従前は、軽過失でも、全額そういう損害賠償がうたれますけども、

今回の改正では、善意かつ重大な過失がない場合は、条例で定めた額を、一部免責できるという内

容でございます。 

 ちなみに、県内自治体の制度創設を見てみましたけども、令和３年４月１日、熊本市が条例施行

しております。条例名としては、熊本市長等の損害賠償責任の一部を免責、一部免責に関する条例

という内容になっております。これにつきましては、一監査委員の制度見直しでございますが、議

会あるいは執行部のほうでしっかり、議論して、内容等ににつめていただければ、非常にありがた

いというふうに思っております。 

次に、大津町公営企業会計決算審査意見書について御報告申し上げたいと思います。 

資料の１ページをお開きいただきたいと思います。 

 今年度の企業会計の審査につきましては、７月７日に実施したところでございます。決算報告書、

損益貸借対照表、キャッシュフロー等を確認したところでございまして、各事業の経営成績及び財

政状態につきましては、おおむね適正に表示されておりまして、そういう内容を一応健全であると

いうことを認めたところでございます。 

それでは工業用水道事業会計から説明をしていきたいと思います。 

 まず、２ページでございますけども、工業用水道事業につきましては令和２年に第４水源地をふ

りまして現在四つの水源から、六つの企業に水を給水しているところでございます。排水能力とし

ては、４千７００立方、契約水量は３千９００立方でございます。１日当たりでございます。 

次、５ページをお開きいただきたいと思います。工業用水事業の経営状況でございます。 

 表の中ほど、当年度純利益、Ｃ＝Ａ－Ｂのところを見ていただきますと、令和３年度の工業用水

道につきましては、２４１万４４０円の黒字になっております。 

次６ページをお開きいただきたいと思います。６ページの１番上の表でございます。 

 経営の安定度について見る指標でございますけども、総収支費比率、営業収支比率、経常収支比

率、いずれも１００％を上回っております。１００％を超えると黒字経営になるという内容になっ

ておりますので、公共工業用水道関係につきましては、非常に、内容的には特に申し分ないという

状況になっております。 

 ７ページでございますけども、それを見るために黒字の要因として、供給単価と給水単価を見る

内容でございます。供給単価が５３円８０銭、給水原価が５１円７千円ということで、差額がプラ

スの２円１０銭ということで、これが黒字要素になっているところかと思います。 

 次１１ページをお開きいただきたいと思います。 

 最後の審査意見でございますけども、これにつきましては先ほど申しましたように、総収支比率

と、経営の内容を見る指標は全て１００％を超えて、黒字経営になっております。ただ、流動資産
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流動債を見た場合に流動資産の現金保有というのが、１億３千８００万ほどありますんで少し現金

の保有が多いんじゃないかと思います。それにつきましては、新たな投資を行うのか、あるいは予

定がなければ、基金で運用するか、そういう検討をお願いしたいと思います。 

 また、今後の課題としては、中核工業団地などの施設が、平成２年度の給水開始してから３０有

余年経過しておりますので、老朽化が進んでおります。やはり、計画的に施設の更新等をお願いを

したいと思います。 

 また、最後のところでございますけども町内外での半導体関連の大きな動きがございます。新規

企業だけでなく、既存の企業の規模拡大も行われております。現に、既存企業からの用水の要望も

あることから、最終的には下水道によりますキャパシティーとの関係もございますけども、そうい

う点を精査しながら、やはり将来の利益を逸することのないように取り組んでいただきたいと思い

ます。 

次１４ページをお開きいただきたいと思います。公共下水道事業会計でございます。 

 事業の概要につきましては、大津町の公共下水道事業というのは昭和５６年に着手され、以来４

０年以上経過しているところでございます。令和３年度は、大林新区の下水道整備、処理場の増設

改築が行われたところでございます。どうしてもやはり公共下水道につきましては、構造的な支出

不均衡の改善のために、令和６年度と１０年度、それぞれ１５％料金改定が予定されておるところ

でございます。(２)の事業の実績につきましては、行政区域内人口等も若干ではございますが、増

えております。 

１８ページをお開きいただきたいと思います。経営状況でございます。 

 この中で、表の真ん中ぐらいに当年度の純利益というのがあるかと思います。令和３年度は、４

千７１０万７千３６０円の３６１円の純損失、赤字になっております。前年度も６千４７０万円余

の赤字でございますので、当年度末の繰越欠損金というのが、１億１千１８８万８千７５７円にな

っております。 

 次に、１９ページでございますけども、経営の安定度を見る指標として、総収支比率、経常収支

比率、いずれも、令和３年度は９３.９でございます。前年度より少し改善しておりますけれども、

１００を切っておりますので、１００を切るということは赤字になるということでございます。全

国的な大津町と同様の公共下水道、累計平均につきましては、二つの市町ともやはり１００を超え

ておるような状況でございます。 

 次に、２０ページをお開きいただきたいと思います。２０ページにつきましては常用金計算書で

ございます。これに加えて１番右側資本合計、前年度末残高自体は２７億５００万円余、令和３年

度末の残高が１番下でございますけれども、２７億９千３００万円余で、前年度に比べますと、８

千７３３万増になっておりますけども、これはこの表を見ていただくと、中ほどの当年度変動額、

繰入資本金の発生ということでこれは、一般会計からの出資金でございます。この１億３千４４３

万円が一般会計から繰り入れられたために、最終的には当年度末残高が、増えたという状況になっ

ております。 
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２１ページにつきましては、使用料単価と汚水処理原価の比較でございます。 

 使用料単価１１７円、汚水処理原価が１４５円９０銭ということで、差引き２８円９０銭の赤字

になっております。これを見ますと、汚水処理にかかる費用を使用料で賄い切れてない。企業とし

ての独立採算性がややとれてないというような状況が見て取れるかと思います。結果、経費回収率

が８０％、また県の累計平均では、９２.２０。ほかの県のところも、差額としては、三角の１２.

９になっておりますので、どの県につきましても下水道が苦戦しているという実態はあるかと思い

ます。 

次２６ページをお開きいただきたいと思います。審査の意見でございます。 

 先ほど申しましたように、やはり施設４０年以上経過しておりますので、施設の老朽化が進んで

おりますのでやはり内容的には経営的には非常に厳しい状況になっております。４千７１０万７千

円の赤字、単年度損失になっております。これにつきましては、一般会計から財源の補填を受け、

経営が成り立っている状況になっております。最終的には、基本的には、使用料で汚水処理は賄う

ぐらいに努力をする必要が出てくるかと思います。６年度と１０年度に料金改定につきましては、

利用される皆様方に、納得できるような説明あるいはデータの開示が非常に必要になってくるかと

思います。 

次２８ページをお開きいただきたいと思います。農業集落排水事業会計でございます。 

 これにつきまして、事業の概要（１）でございますけども、平成１７年度に供用を開始しまして

１７年経過しております。農業用水の水質汚濁防止、農村地域の健全な水環境、やはり公共の福祉

増進というのが主なメインでございますけども、やはり、公共下水道と同様に、構造的な支出品高

で、公共下水道事業よりも更に大きく、その改善、非常に経営的には公共下水道よりも厳しい状況

になっております。 

 事業の実績でございます。(２)でございますけども、処理区域人口ともやはり、農村の少子化等

に基づいて、少しずつ減ってきている状況にございます。 

３１ページをお開きいただきたいと思います。経営状況でございます。 

 表のこれも中ほどでございますけども、当年度の純利益でございますが、３千８６８万９千２７

６円の純損失、赤字でございます。前年度も３千９３３万５２３円の赤字でございますので、累損

としては、７千８０１万９千７９９円の赤字になっております。 

次、３２ページをお開きいただきたいと思います。１番下の表を見ていただきたいと思います。 

 総収比率、経常収支比率７５.４、前年度よりも若干改善はしておりますけども、他県の全国の

平均では、総収比率は１００を超えておりますし、経常収支比率も９７.４、１００に近い数字に

なっております。 

 ３３ページを見ていただきますと、これは、公共下水道と同様に、最終的な資本合計１番右側で

ございますが、資本合計の前年度末、今年度末すると、３千２００万ほど増えておりますけども、

これも、繰入資本金の発生ということで、一般会計から出資金が７千１１６万６千円繰り入れたた

めに最終的には増えた結果になっているところでございます。 
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 ３４ページをお開きいただきたいと思います。これは使用料単価と汚水処理原価の関係でござい

ます。 

 見ていただくと分かりますように、使用料単価１０９円５０銭、汚水処理原価が３９２円６０銭、

これにつきましては、汚水処理にかかる費用が、使用料収入の４倍になっております。使用料単価

というのをやはり、大津町の場合は１０９円でございますけども全国的な似たような事業してると

こは１５５円ということで、大津町の場合は公共下水道あるいは、農業集落排水非常に使用料は、

非常に使用料は安くなっております。それも影響ありますけど一番の農業集落排水事業の課題と言

えば、汚水処理原価のところの資本費部分ですね。これがやはり２５９.６、他県のところでは３

１円。この差が非常に大きい内容になっているかと思います。資本費分の汚水処理原価が突き出し

ているの実態が分かるかと思います。これにつきましては農業集落排水と利用者の方が分散してい

る。そのために管路施設とかが非常に金がかかる、初期投資に非常に金がかかった関係が、それが

今にもって影響しているというのが見て取れるかと思います。 

 基本的には納収は、表を見ていただきますと経費回収率も、他県の例では５０％、大津町の経費

回収率は２７.９ということで半分でございます。非常に経営的には厳しい状況になっております。 

次３９ページをお開きいただきたいと思います。 

最終的な審査意見でございます。 

 地方公営企業法というのは、一方では独立採算性の確保を求めながら、一方では公共の福祉の進

という課題といいますか、両方をよくうまく合わせてやりなさいというのが、法自体の内容でござ

いますけども、実際やっていく中では、先ほど申しましたように単年度で３千８６８万９千円の赤

字になっておりますし、経費回収率も３０％ないというような状況で、公共下水道同様、一般会計

からの財源の補填でもって経営が成り立っているような状況でございます。 

 ただ、地方公営企業というのは企業としての経済性を発揮しながら、公共の福祉を増進するとい

うのは、使命がございます。近年はやはり少子高齢化など人口動態の変化、あるいは財政制約があ

り、役所内企業ということであり、制約として地方自治法、地方財政法いろんなところからの制約

がございます。そういう外部要因と内部要因として経済成長期に整備した施設の老朽化の内部要因

から、経営環境というのは非常に厳しい状況に変化しております。これにつきましては、皆さん方

の御努力によって何とか使用料で汚水処理を賄うような努力をぜひ、お願いをしたいというふうに

思っております。 

 最後になりますけども、財政健全化判断比率等審査意見書について、御報告申し上げたいと思い

ます。 

１ページをお開きいただきたいと思います。 

 健全化につきましては、７月１４日に審査したところでございます。令和３年度につきましては

従前は数値だけをしておりましたけど、今年度が健全化比率のどういう内容かというのを見ていた

だくために、算定結果の値だけでなく、その算定方式とか算定に要する数値も入れておりますので、

そういう点につきましてはぜひ、確認していただければと思います。 
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２ページでございます。 

 健全化の対象というのは、そこに書いておりますように、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実

質公債費比率、将来負担比率、公営企業法が資金不足費この五つでございます。このうち、健全化

の判断比率というのは、資金不足比率の４項目が、法でいう健全化判断の内容になっております。 

３ページをお開きいただきたいと思います。 

 健全化比率の４項目について、大津町の場合、実質赤字比率にしては、基準では１３.４でござ

いますけども、大津町の場合は黒字ということで、表自体では、三角、マイナスの１２.４１％、

連結実質赤字比率が１８.４７に対してマイナスの１９.０６。実質公債比率は先ほど申しましたよ

うに、６.５、将来負担比率にしては、早期健全化基準は３５０でございますけども、大津町の場

合は、プラスということでマイナスの２３.４ということで、いずれも健全化判断比率で示す内容

に全て、内容的にはクリアをして、特に現時点で何ら問題になる内容ではございません。資金不足

比率、これは公営企業法の２２条の規定でございますけども、いずれも資金不足を生じておらず、

資金不足比率についての該当する数値はございません。 

最後に、１番最後のページでございますけども、最終的な審査意見でございます。 

 内容的には健全化は大津町の場合何ら問題ございませんけども、この財政健全化法というのはあ

くまでも、少し経営的に危ないようなところ、早期にあぶり出そうという制度でございますので、

これ自体が財政状況が健全か、健全であるかどうかというのは、裏づける資料ではございませんの

で、これにつきましては、議員各位の今後の議会での注視、あるいは、内容をチェックする機能が

非常に大事になってくるかと思います。 

以上で、令和３年度の全会計金等における決算状況でございます。 

どうぞよろしくお願いをいたします。 

○議 長（桐原則雄） これで提案理由の説明を終わりました。 

しばらく休憩します。１時１０分より再開します。 

午後０時１０分 休憩 

△ 

午後１時１０分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 

日程第２２ 議案質疑 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第２２ 議案質疑を行います。 

まず、議案第５６号から議案第５７号の２件を一括して議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

次に、議案第５８号を議題とします。質疑ありませんか。 
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○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） ２８ページの農業振興費の中で、認定農家に対しての手厚い保護は、大

変ありがたく思っております。 

 でも、認定農家以外っていうのは、約９０％ぐらいは認定農家ではない人が多いわけですよ。農

機具とか買うときに、認定農家に対しては手厚い保護があるけども、認定農家以外では、トラクタ

ーを買うにしても３００万、４００万とかかかりますので、そういうところの支援策についての検

討をされているかどうかについてお伺いしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 田上産業振興部長。 

○産業振興部長（田上克也） 山本議員の質疑について御説明いたします。 

 今度補正に上げておりますけども、今回の補正に限らず最近の農業者の支援が、認定農家に限定

されてその他の農家の方の支援はどうなのかという御質問、御質疑だったかと思います。 

 国の流れとしまして、資金それから支援制度を認定農家の方に集中して、投資をしていくという

大きな流れが一つございます。このような中で、農地の集積ですとか、大規模化、効率化は、町と

しましても国の流れに沿いまして、認定農家の方に、中心に、国の事業行っているような状況がご

ざいます。 

 御指摘の今認定農家は１７５経営体ございます。この中で全部ではございませんけども、認定農

業者の協議会というものを組織しまして、これ、上は全国組織になりますが、経営の改善なり規模

の拡大を、今しっかり行っていただいているところです。その他の農家の方の支援につきましては、

国の流れでは、そういう形がございませんが、三戸以上の農家で組織をしていただきますと単県の

事業等で、農業機械の導入等、補助制度もございますので、個人の方に支援ということはなかなか

厳しい状況でございますが、その辺もしっかり周知しながら、過去にもそういう事業を導入してい

った経緯がございますので、集落を支えるのは担い手の方も、大事な存在でございますが、ほかの

小規模農家、家族経営農家も集落の維持、農業等においては非常に大事な存在ですので、しっかり

そういう事業もとれるように、行政のほうもしっかり働きかけをしていきたいと思います。 

以上で説明終わります。 

○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 小規模農家が、基本的には、農家全体を支えていると、私たちは自負し

ているわけですよ。そういう意味で、３人以上とかの部分があるかもしれませんけども、ぜひ１人

でも、農機具を買うとかそういうときには、助成、補助金とかの部分で、幾らかの助成金等の部分

を、町で、国ででも、県にでも要望していただいて、考えていただければなと思います。 

よろしくお願いしときます。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） 福祉課について、２１ページの３の１の２ですね。職員手当等についてち

ょっとお伺いいたします。質疑いたしたいと思います。 
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 虐待案件がものすごく増えているということで、残業だけで４３万１千円ということで、要因と

してどんなことはあるのかということ、困難事例とかですね。今、先ほどもちょっと同僚議員と話

して毎日１２時過ぎぐらいまで残業してるという話も聞いてますし、そもそも福祉課の受給者証の

発行等でもう業務量が多いと前から職員からも聞いております。 

 今の状況で、どういう困難事例があるのかとか、今後このままでいくのかという確認をしたいと

思います。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） 山部議員の御質疑に、説明させていただきます。 

 今回の時間外勤務手当、主な理由としまして虐待案件、そういった解決のための業務ということ

でございます。町のほうには、福祉課のほうに福祉の相談窓口、そのように設置しまして、相談体

制の充実を図っておるところでございますけども、最近虐待絡みの案件とか、そういった精神面で

の、いろんな相談案件あるいは問題案件が増えてきております。 

 そういった事案に対しましては、今相談生活包括化推進、専門家のほうも配置しておりますけど

も、やはりどうしても職員もその対応には、一緒に対応していく必要ございますので、早期の発見、

早期の解決というふうなためには、そういった形で職員が特に時間外に対応するというケースが最

近出てきておりますので、今回、時間外手当のほう増額でお願いをしたところでございます。 

 またこのほかにも、今議員のほうから御質疑がありましたとおり、障害認定あたりの件数も今増

えてきておりまして、そういった形で障害福祉サービスの受付件数、対応の増加というのもござい

ますので、その辺も含めて、今回増額の補正でお願いをさせていただいたところでございます。 

○議 長（桐原則雄） 山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） もう、今も言ったように障害者とかも増えてるだろうし発達障害とかも増

えてるだろうと思います。もうこれ、業務量は増えるばっかりいいだと思うんですよね。 

 結局増員とかをしないと、今後、救える人が救えないとか虐待から守ることができない案件とか

も出てくると思うんで、これは増員を含めた何ですか、今後の対応を、必要だと思いますけどその

辺は。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 人事管理になりますこちらのほうでお答えをさせていただきたいと思いま

す。 

 去年と今年にかけまして、各課業務量調査をやっております。それを踏まえて令和５年度から、

どういう形の組織がいいのかも含めて今検討やっておりますし、またうちの総務課長のほうでも逐

次、各課の課長のほうに、現在の職員、仕事の状況辺り聞き取りしておりますので、そういったの

を含めて、令和５年度４月からどういう形でスタートするのかというのは、検討していきたいと思

っております。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

時松智弘議員。 
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○３番（時松智弘議員） 予算書の３９ページから４０ページにかけて、款１０、項６、目２、節で

は、１０、１１、１４ですね、体育施設費についてお尋ねをします。質疑をいたします。 

 この中で、社会体育施設の様々な備品といいますか、そういったものをしっかり更新をする、ト

イレ等も修繕をする、快適な環境をつくるという形で予算を積んでいると思うんですけれども、こ

れは予算書の中には出てきませんが、補正予算の概要の説明の中には、１１の役務費、バスケット

ゴール点検と、運動公園井水設備点検の中で、１０年以上保守点検を行っていないために、今回、

保守点検を行いますという説明資料がついております。 

 私がお尋ねしたいのは、子供たちであったり、町民の皆様が、体育施設を使うに当たって、やは

り安心して使えるものをやっぱり皆さんに共有していただきたい。点検を１０年以上行っていなか

ったのでっていうことになるんですが、そういった施設とかをどのような周期でどのように点検を

されているのか。 

 また今回バスケットゴールに危ないよとかちょっと補修が必要かなということで積んでおられる

と思うんですけども、その基準みたいなのがあれば教えてください。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） 時松議員さんの質問に、御説明いたします。 

 体育施設についてそういった、点検辺りをどのようなふうにやってるかということの御質問だっ

たと思います。今回ここにあげております、お願いしております補正予算につきましては、指定管

理者移行に伴います関係の修繕並びに工事関係を挙げさせていただいております。その中で、今回

ちょっと体育館内にありますバスケットゴールの点検と井水の設備点検ということで今回あげてお

ります。これが定期的に今までこうやっていただくという点検じゃなかったもんですから、ただ施

設の運動公園とか体育館とかの施設につきましては、定期的に職員が目視による点検は行っており

ますけども、専門的に、ハード面で大丈夫かという点検を、専門家の点検を今回させていただく、

今まで実施できなかった部分ですね、させていただくというところであげさせていただきました。 

 ただ今後は、ある程度、定期的な専門家の技術者の点検をしていきたいというふうに思っており

ます。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） 再度質疑いたします。 

 教育部長からただいま答弁があったとおりで、そういった点検をしなければいけないような施設

があって専門家の見地が必要であったというふうな御意見だったと思うんですね。これはサッカー

ゴールであったりとか、あるいはその鉄棒であったりとか、学校教育課正面の話になりますと、学

校の施設にあります遊具、あるいは体育器具そういったものの点検とかも、本当は、やっておいた

ほうがよかったよねっていうようなものも根拠にあるのではないかなというふうに思います。 

 もし、都市公園の整備とかであれば、公園の遊具とかを点検する。定期的に点検する動きがある

と思うんですけども、そういった形でしっかり整理をしていただいて、子供たちがしっかりその社
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会体育、あるいはその学校での部活動とかで安心して使えるような体制というのを構築すること、

これを要望いたします。 

よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

佐藤真二議員。 

○１０番（佐藤真二議員） 私のほうからは、２６ページにございます。 

 款の４、項の１、目の１の補助金ですね、これの２と４というのがありますけれども、骨髄移植

ドナーの支援補助金についてお尋ねをしたいと思います。 

 説明書のほうでは、６ページにありますが、これ新規事業ということで今回、あがってるわけな

んですけれども、これ今回新規であがってきた経緯といいますか、これまでどういう流れで今回の

新規につながったのかということについてまずお尋ねをしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） 佐藤議員の御質疑にお答えさせていただきます。 

 今回、熊本県のほうが、こういった助成の制度を設けたということでございます。経緯につきま

しては、今、全国で約５３万人の登録者がいらっしゃるという状況の中で、実際移植に至るのは、

６割程度という報告がございます。理由としましては、やはり企業さん、お勤め先とかで、ドナー

の休暇制度ですとか、旧休業補償制度がないということで、断念をされているという方も多くいら

っしゃるということで、そういった背景があって、今回、熊本県のほうが補助の制度を創設された

ということでございます。 

○議 長（桐原則雄） 佐藤真二議員。 

○１０番（佐藤真二議員） そうですね。この制度について調べてみますと、ほかの県ではもう何年

も前から取り組んでるところがたくさんありまして、今回これがなんで新規だったのかというのが

ちょっと気になったんですけれども、県のほうが今回初めて取り組んだというふうな説明であった

かと思います。 

 そうすれば、ちょっと心配になりますのが、そもそも制度があったのに熊本県で適用できなかっ

たというこの期間の間に、実質、どの程度の方がこの補助を受け損なったというか、そういったも

のがあるかということは把握できるのかどうか。あるいは、もしその場合に、遡ることができるの

かどうか、その辺についてお尋ねしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） 佐藤議員の再質疑に説明をさせていただきます。 

今回の制度ですけども、確かに今回県が初めて、制度をつくったということでございます。 

 これまでに市町独自で、県内でこの制度をつくっておられたのが、熊本市、宇土市、八代市、美

里町ということでちょっと調べております。大津町につきましては、今回の補助制度をきっかけに、

菊池郡市の２市２町もこのタイミングで制度のほうを設けたいということで、今、制度のほうです

ね、今回、補正予算のほうに上げさせていただいたところでございます。 
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 今現在、県内で移植の実績としては、年間で１０から２０人程度というふうに我々聞いておりま

す。この制度以前に、どれぐらいの方が実際いらっしゃったかというのは、今申し上げたその１０

人から２０人程度という情報しかちょっと持ってございませんので、すいません、詳しいことはお

答えできませんけども、参考までに、町内の今ドナー登録者の方が２３２名ということでございま

す。 

 一応、今回は県の制度は今回からということになりますけども、今後この制度の周知に努めてま

いりたいというふうに考えております。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

田代元気議員。 

○２番（田代元気議員） 概要書の１１ページの真ん中あたり、大津町小規模事業者経営継続支援費

について質疑いたします。 

 ６月補正では農業者に対して、売上げに応じてですけど、上限１０万円まで、補助が出たと思う

んですけど、今回一律５万円ということで、どのような根拠で５万円という金額を、決めたのかと。

あと農業者等の整合性についてお伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 田上産業振興部長。 

○産業振興部長（田上克也） 田代議員の質疑について御説明いたします。 

 今回、コロナウイルス関係の対策費ということで、小規模事業者の経営継承の支援金という形で

補正を上げさせていただいております。この５万円の根拠という御質疑だったかと思います。 

 これまで、町の支援策は平成２年から、委託事業を含めまして１０数本、２年、３年とやってき

ております。ある程度業種を指定して、減収割合とか、その辺も対象にして、支援策を継続してや

ってきたところでございます。 

 今回は、国の臨時交付金の趣旨が、物価高ですとか燃油高騰ということで、この支援ということ

になっておりますので、業種を全協でも説明させていただきましたけども全業種という形にさせて

いただいております。 

 経済センサスが直近で、平成３年の速報値が出ておりますが、町内の中小企業で規定する事業者

数が約１千２００弱ございます。この中で、１０万円という単位で支援をさせていただきますと、

１億２千０００万円と膨大な事業費になるところもございまして、今回は対象事業者さんが非常に、

今までになく多い方を、全ての事業者を対象にしようと、売上げの多少にかかわらず全ての方に影

響があるというようなことから七百数十件の方を分母、事業対象者としているところでございます。 

 総合的な見地から判断いたしまして、一律５万円と、事業者数が非常に多うございますので、こ

ういう形で支援をさせていただくならということで御提案をさせていただきました。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 質疑いたします。 

 繰越金についてであります。前年度繰越金１５ページでありますけれども、１０億円、確定額が
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１０億、１１億円となっております。当初予算は１億円ですね。ということは、もう１０億円の差

があるということでありますけれども、この１０億円の見立てなんですけれども、例えばそのコロ

ナとかで、事業ができなかった、それとか、単年度主義で事業を立てたけれども、適切ではないと

判断したとか、取りやめにしたとか、いろいろ考えられると思うんですよ。 

 ただ、先ほどの代表監査人の説明の中にもあったかと思いますけれども、財調に積み立てて、翌

年、また自由に使っていくっていう手もあります。しかしながら、予算主義においては、そこの数

字的なものは、余り離れすぎたらよくないんですよね。予算主義っていうのは宣言してるっていう

ことです。これに使わせてくれと、それを我々は審議するわけであります。ですから、この１１億

円、言うならば１０億円の差ですね。この内容というのは非常に重要になってくると思うんですよ。 

 だから、例えば収入が多かったから、繰越残だというのもあるでしょう。だから、ここの点につ

いては明確にしておかないと、翌年度まだその次の年度っていうふうに、ぶれが大きくなりやしな

いかというふうなことを考えられますんで、この点について１０億円の繰越しと、財政調整基金に

は８億７千万ですか、積立てが増えてますよね。今度、５億円ですか、増えてますよね。この点に

ついて説明を伺いたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） まず前後しますけども財政調整基金については、繰越金の半分を積み立て

るということですので５億円の積立てでやっております。 

 その前段として何で１１億円の不用額が出たかということですけども、例年でしたら代表監査委

員からもありましたように６億か７億ぐらいが一般的な不用額、繰越額ということで出て、たまた

ま庁舎建設の繰越しがございまして、備品あるいは建設費等で大体約３億弱の不用が出ております

ので、それを差し引きますと大体約１億円程度が残る部分が通常よりも多いということになると思

います。やはり原因を調べてみますと、コロナに関係する事業で事業展開ができなかったっていう

のが大方のところになっております。 

 ただ、有効に財源使うためには代表監査委員からも御指摘がありますけど、当初の予算査定で甘

かったんじゃないかという話もありましたけど、これについては我々もしっかり、その辺を真摯に

受け止めて、今までもしっかり精査をした中で査定はしてきたんですけど、更にその事業内容につ

いての精査をやっていきたいと思っております。 

 それと一方で、今回コロナでやれなかった部分については、何らかの違う形でできないかという

ことで、いろいろな事業展開を検討しなさいという町長のほうから指示も受けておりますので、そ

の辺を含めて、今後のウィズコロナあるいはアフターコロナに向けて次年度の予算編成に合わせて、

今後の事業展開に、これまで、当初予算でできなかった部分を新たな事業展開としてやっていきた

いと思っております。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 
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次に、議案第５９号を議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

次に、議案第６０号から議案第６２号までの３件を一括して議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） これで質疑を終わります。 

次に、議案第６３号から、議案第６５号の３件を一括して議題とします。質疑ありませんか。 

佐藤真二議員。 

○１０番（佐藤真二議員） 私のほうは、公共下水道の補正予算について質疑をしたいと思います。 

 ページは予算の２、債務負担行為の件ですけれども、昨日の全協でも若干、これの内訳がどうい

うものなのかというような説明がありました。 

 前回より今回１億円程度増えますということで、それについての内容に関しては説明があったわ

けなんですが、実際はその前とその前の前からすると、３億円ぐらい増えてるんですね。回を追う

ごとにこの委託費がふえていっているというのが、一つ気になっている中で、一方、収益側、収益

的な支出のほうになりますので、収益的収入のほう見ていくと、使用料がそのほとんどにあるはず

です。ところが、その使用料のほうはほぼ横ばいということです。今後、中心部の人口が増えてい

ってますので、それによって若干、使用量の増加というのは見込まれると思うんですけれども、そ

れで、この経費が賄えるかというとそこまでは賄えるものではないと。そうした場合、さっき監査

の報告でもありましたように、赤字の状態で運営されている公共下水道の中で、この増額分の賄う

収益というのはどこから出てくるのかということについて、お尋ねをしたいと思います。 

 それともう１点が、今こうした形で予算書をいただいておりますけれども、この中に、予算説明

書が説明書のほうの中なんですけれども、公営企業会計に移行してから、いわゆる財務４表という

形のものは確かに出てきます。それとその事業計画書っていうの出てくるんですけれども、それの

内訳がわからないんですね、この例えば去年、この民間委託の分に幾らの予算が組まれていて幾ら

が執行されたのかということは、今の予算の決算のやり方ではわからないわけです。そこで、これ

どうしたらいいのかなと思って見てみましたところ、益城町あたりでは、この事業計画の明細書っ

て実施計画の明細書という名前で、やはり細かくこの事業に幾らこの事業に幾らこの事業に幾らと

いう、従来の予算書のような形で出していってるところがあります。そうした形をとれば、この今

回出てきているような民間委託の金額というのがそもそも妥当なのか、そうでないのかというよう

なことを見る視点は得られると思うんですね。その辺についての改善が望めないものかということ。 

この２点についてお尋ねをしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 村山都市整備部長併任工業水道課長。 

○都市整備部長併任工業水道課長（村山龍一） 今佐藤議員さんの質疑について、御説明いたします。 
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 まず一つ目ですが、歳出については増えてるということで、収益的収入はほとんど使用料なんで

すが、こちらについては、先ほど監査委員さんのほうからありましたが、大津町の公共下水道事業

経営戦略というのを計画しておりまして、令和６年に１５％、令和１０年に１５％の使用料の見直

しを計画しているところです。その中で収入的には、工夫をしていきたいと思います。ただこちら

についても、先ほどの包括的民間委託のような状況がございますので３年から５年ごとに見直しを

行って、その経営戦略についても、戦略を立ててやっていきたいと思っております。 

 それと二つ目の、予算書についてが、先ほど、益城町の例を見させていただきました。予算の実

施計画明細書というのが、ほかの町村では準備されているところがございますので、大津町におい

ては、補正予算の概要ということで、そちらについて分かりやすくやっているところですが、こち

らについては、他の町村の状況を見ながら、工夫して分かりやすいような資料を添付していきたい

と思っております。 

 以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 佐藤真二議員。 

○１０番（佐藤真二議員） 一つ目の項目につきましてですけれども、ということは、最終的には今

後予定されている料金の値上げによって穴埋めしていきますと、いうような話になるのかと思うん

ですけれども、そうであれば、やはりより細かい、情報の開示というのが必要になってくるかと思

いますので、２点目の部分まで含めて、今後対応のほうをお願いしていきたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

次に、認定第１号を議題とします。質疑ありませんか。 

豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） ３点ほど、質疑をさせていただきます。 

まず１点目は、施策の成果の４２ページの隣保館運営事業につきましてお伺いをいたします。 

 解決した課題の中に、高齢者の１人世帯訪問や、地域福祉に関する事業にも取り組んだという記

載がありますけれども、現在の地域の区長さんや民生委員さんと、福祉的な情報共有や連携という

観点から、協議をされているということで、と思いますけれども、今後、この地域の方々と連携し

ていく方向性、どのような方向性を考えられているのかということをお伺いをいたします。 

 ２点目は、施策の成果１４９ページの町営住宅管理事業についてお伺いをいたします。 

 １点目は家賃滞納者に対しまして、福祉課とかと連携をするような事例はあったのかなかったの

かについてお伺いをいたします。 

 それともう一つが、昨年整備をした立石団地の駐車場のことですけれども、１０台分の駐車スペ

ースがあるうち現在２台分しか利用されていないということで地域のほうからもお伺いをしていま

す。地域の方に説明されているのが、立石団地の住民以外には貸出しをしないということですけれ

ども、あそこの団地じゃない地域住民の方の中で、借りたいという人もいるということで、現在１
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０台のうちの２台しか使ってませんから８台分を空けておくというのは、効果的な駐車場の利用が

できているとは思いませんけれども、８台空けておくということにつきましてどのようにお考えな

のかを、また今後の活用の方向性についてお伺いをいたします。 

３点目は、施策の成果１４９ページの町営住宅の修繕事業についてお伺いいたします。 

 今後の施策展開の方向性というところに、維持管理の民間委託、指定管理者制度の導入を検討す

るということになっておりますけれども、現在の管理状況を考えれば、早期に専門業者に委託をし

たほうが効果的だと思いますけれども、このスケジュール感ですね、今後の検討状況、現在の検討

状況についてお伺いしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） まず１点目の、隣保館運営事業についてのお尋ねです。 

 いろいろ事業をやっていく上で、本当に関係区長さん、そして民生委員さん、ボランティアの方、

大変お世話になっておるところです。今後そういった事業をどのように展開していくかという御質

問だと思いますけれども、今の隣保館のほうでは、毎週水曜日に高齢者の１人世帯の訪問、それか

ら月２回、いきいきの健康づくりっていうことでいろんな交流辺りをやっております。 

 ただ、ここ１年２年、コロナで対応ができておりませんけども先般ですね、今後どのように進め

ていくかということで、センターと地域包括の職員そして区長さん、民生委員さんにお集まりいた

だいて、どういった形でやろうかということの話合いをしております。 

 そういう中で、やはり高齢者の１人世帯の支援等については、できる限りの情報共有しながら地

域全体で支えていこうというような仕組みづくりで、情報共有をやっておりますので、今後も引き

続き人権啓発センターが中心となって、関係される区長さん、民生委員さん、ボランティアの方々

と情報を共有しながら、取り残さないそれの事務方の支援はしっかりとやっていきたいと思ってお

ります。 

○議 長（桐原則雄） 村山都市整備部長併任工業水道課長。 

○都市整備部長併任工業水道課長（村山龍一） 豊瀨議員の質問に対して、御説明いたします。 

 まず一つ目ですが、家賃滞納者への対応ということで、福祉課とは、滞納者の生活に困窮する世

帯や離婚などの１人になる世帯などの場合のケースについて、福祉の相談窓口を通して相談してい

る事例はございます。生活困窮者の就労支援など連携を行っているところです。ただ、滞納者のみ

でなく、町営住宅の方々については、福祉関係の方々と連携して業務を行っているところでござい

ます。 

 続きまして、立石団地駐車場の利用についてですが、こちらについては立石団地が空き家となり

解体し駐車場として整備しております。こちらの駐車場については立石団地駐車場管理組合を設置

していただきまして、立石団地の駐車場として、令和４年５月から御利用いただいております。駐

車場については、１０台しておりますが、現在利用者を募集し、２台御利用いただいておりますが、

まだ立石団地の中には、御利用可能な台数がございますので、引き続き団地の中では、御利用いた

だくということで御案内をしていきたいと思います。 
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 ただ立石団地以外の住民には貸さないということではなくて、こちらの駐車場についてはあくま

でも立石団地の駐車場として１台分として準備していますので、まずは立石団地の駐車場として御

案内をしているところでございます。今後は利用を増やすような案内をしていきたいと思っており

ます。 

三つ目の町営住宅の修繕ですが、民間委託の導入の検討状況について御説明いたします。 

 住宅の管理は今２０団地８７０戸の公営住宅を管理しております。主な業務としては、入居、入

退去の施設の維持管理など多岐にわたり専門的な知識が必要になっておりますが、修繕も年間２６

０件を超えており、これまでの対応の中で、夜間、休日、業者の手間に時間かかり修繕までの間、

入居者に御不便をおかけする場合もございました。近隣の市町村の状況を調査したところ、民間委

託、指定管理、業務委託などの導入をやっている市町村がございまして、そちらに、調査をしまし

て現在検討しているところでございます。 

 スケジュールについては、今、庁舎内で検討、議題を出して検討している状況ですので、どのよ

うな委託内容がいいのか、指定管理がいいのか、業務委託がいいのか、そのような内容を検討中で

ございます。こちらについては、民間委託をするまで、まだまだ課題が数多くありますので、それ

を一つずつ解決しながら、早めに導入ができればと考えております。 

以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） １点目の隣保館の運営の問題なんですけど、どうもこれ今の話と、その地

域の区長さんや民生委員さんの連携の取り方がちょっと違うみたいなので、しっかりと理解してい

ただけるようなですね。その地域の人たちと福祉で同じ、同じような訪問をされるわけですから、

しっかり連携して訪問していって、納得いただけるようにしていただければと思います。 

 それと２点目の駐車場の件ですけれど、これ地域の団地じゃない地域の人たちがいらっしゃいま

すよね。同じような並びで。そこが１台借りたいということだったんだけど、団地の人以外には貸

せないということでどこか遠くに停めに行かれてるみたいなんですよ、あそこ８台空いてますから。

せっかく地域の人が借りたいという中で、団地の人しか貸さないということで言われたということ

なんですけども、地域の一軒家の方には貸し出すようなことができるのかどうかお伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 村山都市整備部長併任工業水道課長。 

○都市整備部長併任工業水道課長（村山龍一） 豊瀨議員の再質問、質疑に対して御説明いたします。 

 今現在のところ先ほど申し上げたとおりこちらについては、立石団地の駐車場ということで準備

しておりますので、立石団地以外の方については、今のところ貸し出しできないような状況になっ

ております。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） 豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） これね、もう約１年ぐらい８台分ぐらい空いてるんですよ、ずっと空いて

て。もうずっと、もう役場のほうも努力されて駐車場として使われませんかということで回られた
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けども、誰も使ってない状況なんですね。だから、ずっとそれで空いてるから地域の人たちが何で

あんな空けとくんですかっていうような話なんですよ、あそこは空かしとくよりも、もう入っても

らったほうがいいんでしょうから、そして、借りたいという人もすぐ近くにはいらっしゃるからそ

の辺は、ちょっと柔軟的に考えていただいたほうがいいんじゃないかと思いますので、いつまであ

の状態を続けていくのかということでずっと続けとくと、地域の人たちの不満とか不信にもつなが

ると思いますので、よろしくお願いします。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 一般会計の決算につきまして２点につき、質疑をいたします。 

第１点目は、主要な施策の成果の７０ページです。 

 ７０ページの下の段ですけど、福祉課の事業で、他機関の共同による包括的支援体制構築事業い

わゆる役所の縦割り行政を弊害をなくして、横の連携によって、町民の皆さんの福祉的な相談、困

り事相談、総合的に相談に乗る窓口ということだと思います。どうも調べますとこれは、国のほう

で昨年度から市町村の任意事業として、補助金を出して総合的な窓口を誘導するということだと思

います。趣旨自体は大変よろしいことだと思います。この中で真ん中あたりの手段をどうやってと

いうことで、福祉関連の総合的な相談窓口の整備を行い、高齢者、障がい者、子供、生活困窮など

複合的な地域住民の課題に対し、一括して相談を受けて、専門機関が連携し、総合的に課題解決す

るまでコーディネートすると、先般、私もこうした福祉の窓口、お世話に相談事に乗っていただき

ました。 

 しかしながら、この福祉の相談窓口の事業費を見ていただきたい。１千２２万ですね。これは外

部委託事業になっております。窓口へいらっしゃる方は、どうも合志市の事業所から、派遣された

方が、多分２人だろうと思いますけど、要するに、外部に委託しているわけですから、福祉の相談

窓口におらっしゃる方は、いわゆる正職員ではないので決定権がないわけですね。確かに、相談の

内容は、聞いてくれます。しかし、それを、福祉課とかあるいは人権推進課、先般相談したのはＤ

Ｖ関係の助成あと生活保護の相談、子供が小さいので学校の相談、そのときは役場の職員がその福

祉の相談窓口の人ではらちが明かないので、上司を呼んでくれということで、何とかこう一生懸命

やっていただいて解決はしたんですが、この制度そのものが、そうした外部の人たち、派遣された

人たちに委託をして果たして、町民にとって、町民の福祉的な相談を総合的にコーディネートする

ことができるんだろうかという疑問が湧いたわけです。 

 そういう意味でここでお尋ねするのは、この１千２２万の予算は、２人分の人件費なのかどうか

ね。それと、正職員ではない委託労働者で、複雑な相談、支援を統括コーディネートできるのかど

うか。こういうことで決算の認定にあたり、その効果と内容についてお尋ねをします。 

もう１点は、主要な施策等成果の９７ページです。 

 こちらは介護保険課担当で、高齢者の外出支援サービス事業であります。事業費が３３９万円で

ありますが、いわゆる運転できない交通弱者の方に対するサービス事業でありまして大変重要で必
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要な事業かと思います。そこでお尋ねをしたいのは下から２番目、残された課題であります。 

 その前に、下から３段目解決した課題として、福祉タクシー１社を委託事業者に加え、介護の必

要な方の利便性が向上した。また、平成３０年から買物等にも拡大したということで、利用者も増

え、買物支援の充実が図られていると。大変効果が上がっているかと思いますが、残された課題と

して、乗合タクシーとの整合性をどうするか。それから、２番目の免許返納高齢者への移動手段の

確保、これが残された課題というのはどういう意味か、御説明願いたい。 

 もう１点は、その下ですね。乗合タクシーの拡充に伴い、本事業の運用見直しを行うと。債務負

担軽減の観点から外出支援券の印刷業務の委託を検討するとなっておりますので、今後の施策の展

開についてもう少し説明を求めたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） 荒木議員の質疑に説明をさせていただきます。 

 まず、１点目の福祉の総合窓口の件でございますけども、こちらにつきましては、御質問の他機

関の共同によります包括的支援体制の構築事業の委託費ということで、１千２２万を計上している

ところでございます。内訳につきましては、相談窓口のほうに、役場の福祉課内にございますけど

も、そこに常駐している相談員の２名の人件費、こちらのほうが８３１万６０００円になっており

ます。あと自宅等ですね、訪問をしておりますアウトリーチ相談員の人件費が６８万３千円、この

ほか諸経費としまして、消耗品でありますとか、あと、通信運搬費、車両のリース代などが、１２

２万４千円ということで、そういった内訳になっております。 

 また福祉の相談窓口につきましては、現在相談者の属性や世代、相談内容に関わらず、福祉に関

する相談を包括的に受け止めまして、複雑複合化した事例については、課題の解きほぐしや、関係

機関の役割分担を図りまして、各支援機関が円滑な連携のもとで支援できるように、コーディネー

トを行っているところでございます。 

 御指摘の相談員の任命につきましては、相談者の方、その世帯が抱える課題の把握、課題解決た

めのプラン作成ですとか、相談支援機関等との連絡調整、自立した生活に至るまでの、伴走的な支

援を今行っておるところでございます。当然専門的な知識が求められますけども、お２人とも社会

福祉等の国家資格を所有しておられまして、その分野にはかなり精通しておられるほか、実務経験

も終わりということで、適切にコーディネートができる能力があるというふうに我々思っておりま

す。 

 また職員のほうも、連携密にして、今事案に対応しておりますので、なかなか職員が担えない分

を担ってもらっているという部分もございます。今後も、問題解決、早期の解決に結びつくように

努めてまいりたいというふうに考えているところでございます。 

 それから、２点目の、高齢者の外出支援サービス事業についてでございますけども、まず１点目

の乗合タクシーとの整合性についての御質疑でございますが、この事業につきましては、送迎サー

ビスの料金を一部助成するということで、福祉の充実を図るということを目的に行っているもので

ございます。 
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 公共交通の一つであります乗合タクシーの導入地区につきましても、この外出支援券を交付はし

ておりますけども、乗合タクシーの未導入地区との整合性を図るために、乗合タクシー導入地区で

は、外出支援券の交付枚数を少なく調整するなど、見直しなどはこれまで行ってきているところで

ございます。 

 今後も、移動サービスの支援充実に努めまして、介護保険課におきましても、地域公共交通計画

に基づき行われております公共交通の施策のほうと、連携調整は今後も図りながら、高齢者一人一

人の身体状況や生活環境に合った支援策を提案しつつ、公共交通でカバーできない方への施策が、

支援が実施できるように、利用要件設定なども含めまして、見直しのほう検討してまいりたいとい

うふうに考えております。 

それから２点目です。 

 ２点目の免許返納高齢者への移動手段の確保ということでございますけども、免許返納者の中に

は、先ほど申し上げました高齢者の外出支援サービス事業の対象に要件として該当しない方もいら

っしゃいます。そのような方につきましては、公共交通機関であります乗合タクシーの案内ですと

か、あと民間事業者さんですね、バス会社さんのほうが今、免許返納者の割引乗車書などの制度も

設けて行っておられますので、そういった支援の情報提供も行って、行わせていただいているとこ

ろでございます。 

 今後も、免許返納者の方から、そういった移動手段に関する相談がありました場合には、乗合タ

クシー、あるいは公共交通サービス、そういった、今回のすいません御質疑になっております高齢

者の外出支援サービスでございますけども、そういったサービスについての情報を、しっかりと、

分かりやすく提供しまして、本相談者の方に寄り添った対応してまいりたいというふうに考えてお

るところでございます。 

 最後に、３点目の事務負担の軽減策ということで、施策の成果のほうにも記載しておりますけど

も、現在、この外出支援券というのは今職員が今作成をしております。その後、毎月の利用実績に

つきましては、確認作業をタクシー会社と一緒に行っているということでございましてですね。特

に年に１回この発行事務をするときに、多くの時間も、手間もこう割いているような状況というこ

とでございますので、今回外出支援券の印刷業務を外部に委託することで、事務負担の軽減が図れ

たらということで今検討しているということでございます。 

説明は以上になります。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 乗合タクシーについては、より利便性が増しますようにお願いをしてお

きます。 

第１点目の、もう１点の福祉の相談窓口ですね。 

 これはいわゆる国の補助金がついたから多分、導入したという自治体がほとんどみたいですけど、

私が調べた限りでは、例えば三重県の名張市というところでは、実際やってその課題ですね。その

福祉の相談の窓口の方が、非常に何かな、行政経験が必要な部署であると。だから何て言うんです
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かね。相談者と伴走的に問題を解決をするというのであれば、いわゆるベテランの正職員でないと

なかなかそれはできないんじゃないかということで、ですから非常に複雑ですね、福祉問題は。そ

のために、常に研修とか学習とかをしないと、身につかないということです。そういうことを、例

えばオーケストラの指揮者が、こういう立場になるわけですね。福祉の相談の窓口の人が相談を受

けて、それを各課に振り分けて、総合的に力を発揮して、相談者の悩みを解決をするということは、

これを外部に委託をしてよそから来た人はそれを役場の正職員を動かして、解決するってのは相当

難しい。ちょっと複雑になると、ついていけない。決定権がないわけですから、果たしてこれで本

当に福祉の相談窓口になるのかということを、何か検討するべきではないかということで、もう一

度お尋ねをしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） 荒木議員の再質疑に説明をさせていただきます。 

 今回うちのほうで委託をしておりますところ、社会福祉法人ということで、当然専門家というこ

とでノウハウも十分お持ちの方でございます。また当然職員等は、その支援の業務の中で、連携の

ほうは密にとっておりますので、今回、福祉相談窓口も昨年の実績で、約１７０件近い相談を受け

付けてきておりますけども、解決に時間がかかるというような事案も当然ありますけれども、早期

の解決に結びつくように努めているところでございまして、実際そういった形で実績も出ておりま

すので、我々としましては、今回の事業を良好に運営できるというふうに考えております。 

 そういうところで、課題等については随時、検討してまいりますけども、今後も、今のところは

現時点では委託のほう継続していきたいというふうに考えておるところでございます。 

○議 長（桐原則雄） １時間近くなりますので、しばらく休憩します。２時１０分より再開したい

と思います。換気のほうよろしくお願いします。コロナ関連で。失礼しました。２０分からお願い

します。 

午後２時０５分 休憩 

△ 

午後２時１０分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。ほかに質疑なしと認めます。 

これで質疑を終わります。 

次に、認定第２号を議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

次に認定第３号から認定第５号までの３件を一括して議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

次に認定第６号から認定第８号までの３件を一括して議題とします。質疑ありませんか。 

時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） 認定第７号、大津町公共下水道事業会計決算認定、これについて質疑をい

たします。 

主要な施策の成果１６１ページのところであります。 

 下水道を整備するに当たっては、やはり目的というものがありますので、その意図、目的、公共

下水道の整備を図ることにより、都市環境の健全な発展と公衆衛生の向上に寄与し、併せて公共用

水域の水質保全を図るとこれが目的でありますから、要は、その結果ですね。その施策の向かうべ

きところは、水質汚濁防止法の排出基準をしっかりと満たし、地域の環境保全にしっかりと努める

というところが、この下水道事業の意義である。 

 監査委員のほうから、下水道事業は、正直もうからない。農業集落排水についても相当苦しい実

情であるということも御指摘はあっているんですが、何しろこのインフラですね。社会基盤を整備

することにおいては、やはりこれは、赤字経営であったりとかそういったものに臆することなく、

しっかりと今後の姿勢ですね。今後の施策の発見方法はストックマネジメント計画に沿った更新事

業、そして、老朽化していく施設の改修を行いながら、下水道化、水洗化をどんどんどんどん推し

進めていくというのが、下水道課の方針であると思います。もちろんその赤字経営のままっていう

わけにはいきませんけれども、公共の事業というのは、そういうことを乗り越えてでも、やはり環

境保全にしっかり取り組んでいくんだというのがやはり町の姿勢ではないかと私は考えております。 

 だから何を言わんやですね、要は、道路都市公園を整備するとか、あるいは道路を整備するとか、

橋を改修するということについては、別にもうからないんですよ。しかしその社会基盤というのを

しっかりと整備をすることによって、来るべき、菊陽町に大規模な台湾の企業が入ってくることに

よって、この大津町にも新たな工業誘致、工業団地の整備がどんどん進んでいくと、そうなるとや

はりこの下水道事業というのは、拡大をし、しっかりと整備することに意義があると私は思います。 

 先ほど来は、結構、財政の話がありましたが、今後の下水道整備の方向性について、どのような

形で、住民の環境の保全も含め水質の保全も含め、どのような事業展開、この成果をさらに推し進

めていくのはどういうふうにされるのか、これについて質疑します。 

○議 長（桐原則雄） 村山都市整備部長併任工業水道課長。 

○都市整備部長併任工業水道課長（村山龍一） 時松議員の御質疑に対して、御説明したいと思いま

す。 

 ただいま質問の１６１ページということでございますが、意図、目的について、公共下水道の整

備を図ることは、都市環境の健全な発展と公共衛生の向上に寄与し、併せて公共水域の水質保全を

図ることを、目的としております。 

 議員御指摘の課題としては、水質汚濁防止法の排水基準を厳守するということが、大前提だと考

えております。現在、下水道のほうは、事業に対して毎年モニタリング調査を行っております。正
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確に下水道処理がなれされてるかどうかで外部委託をしてやっております。 

 その中でも、流入基準があります、流入水量に対する流入基準。水質に対する基準を設けており

ます。それを、月ごとのモニタリングをして水質がちゃんと出ているかどうかを確認している状況

です。それがまず第一だと考えております。 

そのほかに、先ほど議員御質問の中で、経営戦略というのを立てております。その中で、維持

管理費については、収入で賄うのを大前提としておりますので、それに対して、投資については、

投資する必要がありますので、維持管理については、収入を、収入を財源として賄うような方針で、

今後も、先ほど経営戦略の中で申し上げたとおり令和６年、令和１０年に料金を改定を行いながら、

維持管理費については均等な収入の収支の均衡が図れるような状況で、今後の下水道処理について

行っていきたいと考えております。 

以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） はい、再度質疑いたします。 

 要は今、都市整備部長から答弁がありましたとおり、社会的インフラの整備、これをしっかりや

っていくということの意義、これは町のほうから示していただいたと思います。ただですね、使用

料を値上げするかどうかっていう議論もあったと思いますが、今包括的民間委託という形をとって

おりますけれども、要は下水道の処理の技術というのは、例えば昭和４０年代に確立されて、その

技術から、技術的革新って何も起きてないんですね、嫌気性曝気とか、好気性曝気とか、そういっ

た水を浄化する仕組みっていうのは、そんなに技術的な進化はなかった。なかったけど、今は厳然

として実は問題になっているのが、そういう技術的革新がなかったから、今まで従来どおりの料金

でいきましょうという形になっていた。それがひいては財政を圧迫してるんですね。当然薬剤薬品

を使うわけですね。そうすると、その薬剤薬品の単価も物価高に応じて上がってるはずなんですよ。

ですから、今の値上げの話になってちょこちょこ触れられますけれども、もともとこの下水道事業、

あるいはその管渠管理というものが、もう結構業者的に逼迫していて、もしかしたらですよ、事業

者のほうからは、単価を上げてほしいと、処理単価上げてほしいという実情が絶対あるのではない

か。そうなると減らさなきゃいけないのが人件費になっていくとそういう形になりますと、先ほど

言っておられるその下水道課が目指す、水質汚濁防止、環境保全というのがなかなかできにくい環

境になっていくのではないかと思います。 

 ですので、今年度の成果として更に継続をするためには、原材料の高騰とかを踏まえて、予算と

かも、柔軟に上積みをしていく必要があるのではないかと思いますが、その辺りの見解をお答えく

ださい。 

○議 長（桐原則雄） 村山都市整備部長併任工業水道課長。 

○都市整備部長併任工業水道課長（村山龍一） 時松議員の再質疑に対して、御説明いたします。 

 先ほど、主要な施策の成果の１６１ページの中で、残された課題としては、浄化センター包括的

民間委託に更なる経費削減を図るということで、こちらは課題として残っております。ただ、今回、
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人件費に対しては包括的民間委託の中でより人件費を削減するということで、進めていただきたい

と思います。 

 それと、今回包括的民間委託の中で３系統目が増設、それに伴いまして人件費の増にあたりにつ

いては、今回の債務負担行為の中で、お願いをしたいなと考えております。 

 ただ下水道処理場については、設置し、３０年以上たっておりますので、施設についても、老朽

化が目立っております。ただ、機械については、更新時期に当たりまして、以前よりは効率がいい

機械を導入したりとか、そういった、以前よりも効率がいい機会だったりとか、方法を考えながら、

経費削減の中でも取り組めるものは取り組んでいっていきたいと思います。 

以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） 公共のそういったものがしっかり整備していくということが、町の魅力化

につながる大切な出来事だと思います。人口４万人を目指すということで、もう使われる人口も増

える。工業用として流れてくる下水道の流量も増えるということでありますのでしっかりと対応を

お願いしときます。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 

日程第２３ 委員会付託 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第２３ 委員会付託を行います。 

 会議規則第３９条第１項の規定により、議案第５６号から議案第６５号まで、認定第１号から認

定第８号までをお手元に配付しました議案委員会付託表案のとおり、それぞれの所管の委員会に付

託します。 

以上で本日の日程は全部終了しました。 

本日はこれで散会します。お疲れさまでした。 

午後２時２０分 散会 
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一  般  質  問 

 

１ 番 豊 瀨 和 久 議員     ｐ68～ｐ82 

１．ジビエの利用拡大について 

(1) 捕獲した野生鳥獣の肉「ジビエ」を利用拡大し、ビジネスとして持続可能

で、捕獲から搬送、処理加工、販売までの流通体制を構築するとともに、安

全かつ良質なジビエを飲食店や小売店などに安定供給できる取り組みを、町

としても後押しするべきではないか。 

 

２．大津町公の施設の指定管理者制度に係る運用指針の見直しについて 

(1) 指定管理者制度はサービス向上や経費削減で成果が見られる一方、町民に

は仕組みが分かりづらい。今後、指定管理者制度を積極的に導入するために

も、運用指針をよりわかりやすく明確化し、ホームページ等に公開するとと

もに、下記に記載した項目を追記するべきではないか。 

① 指定管理者制度を導入するかどうかについての判定基準と、利用者への

説明義務。 

② 指定管理者の意欲向上を促すため、成果を挙げた優秀指定管理者を表彰

する仕組みの構築。 

③ 災害や事故が発生した場合の対応など危機管理に対する規定。 

 

３．土地区画整理事業について 

(1) 道路、公園等の公共施設を整備・改善し、土地の区画を整え宅地の利用増

進を図るべきではないか。 

 

４．手話を言語と位置付けて普及を促す手話言語条例について 

(1) 手話が音声と対等な音声であるとの理解を深めるためにも手話に関する啓

発を進めていく必要がある。SDGｓの「誰一人取り残さない」との理念に従っ

て共生社会を実現させるためにも手話を言語として認識し、町民に理解を促

すとともに、手話の普及に関する基本理念など定めた手話言語条例を早急に

制定すべきではないか。 

 

２ 番 田 代 元 気 議員     ｐ82～ｐ91 

１．マイナンバーカードの普及と活用について 

(1) 政府は、自治体ごとのマイナンバーカードの交付率を地方交付税の額に反

映させる方針を打ち出したが、本町においての交付率はどの程度か。また、
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７月から始まったマイナポイント第２弾開始後は事業開始前と比較しどの程

度増えているのか。 

(2) マイナンバーカードの活用方法として、健康保険証として利用できるが、

町内医療機関においてどの程度の施設が機器等を整備しているのか。 

(3) 今後、交付率によっては交付税が減額されることも懸念されるが、これか

ら普及と活用に向けどのような取り組みを行うのか。 

 

２．中学校部活動の地域移行について 

(1) 本年３月議会において一般質問を行い、半年が経過した。この半年で中学

校部活動の段階的な地域移行に向けた取り組みについての進捗状況を伺う。 

(2) 前回の質問では、運動部についての質問だったが、文化部についてはどの

ような取り組みを行っているのか。 

(3) 令和５年度より開始されるが、残り半年でどのような取り組みを行うのか。 

 

３ 番 時 松 智 弘 議員     ｐ91～ｐ107 

１．親水の要素を取り入れた都市公園の整備について 

(1) 振興総合計画の説明を行った町づくり懇談会の中で「誰もが行きたくなる

都市公園の整備」の要望として大津町の目玉となるような公園があると良い、

子どもの目線を取り込んだ公園づくりをしてほしい、と意見が上がっていた。

都市公園の整備をするにあたり、単に植栽を整える、遊具を整備するのみで

は漫然とした都市空間の間隙となるだけで集客力のある施設とはならない。

近年の猛暑の影響で親水に対する要望は大きい。特に町中部にはそうした親

水公園の性質をもった都市公園が無いのは寂しいと思料する。 

以上の観点より、下記のとおり伺う。 

① 都市公園整備にあたり先進事例調査・研究の進捗状況は。 

② 熊本の水資源、地下水資源を活用し、活気ある親水公園は作れないか。 

 

２．町のＰＲ戦略の指針とＳＮＳ時代における情報提供の強化について 

(1) ここ３か月のＹａｈｏｏやＧｏｏｇｌｅの検索を見ていると「大津町」の

キーワードやタグが付いている報道が少ない。少なくとも近隣市町村の発信

する話題のほうが多いように感じる。本来であればコロナ禍であっても夏季

はイベント等ＰＲ・情報発信が盛んになる時期であり「攻める広報」「積極

果敢なＳＮＳ活用」を行い観光促進のみならず国内外企業誘致への知名度ア

ップも含め他市町村に後れをとってはならないと思料する。 

以上の観点から 
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① ＳＮＳ全盛の時代における町のＰＲの指針と成果は。 

② 熊本県における市町村検索数１位を目指し、既存媒体であるテレビ、新

聞をも巻き込む戦略と世代全てが反応する広報戦略は。 

 

３．消防団の活動服のデザインと交付要領について 

(1) 消防団の操法大会を拝見し、町の防火体制・防災体制の強化に尽力する団

員の皆様の努力には敬服した。日頃の訓練成果を遺憾なく発揮されていた。

こうした消防団の日頃の活動にたいし手厚い予算措置を行っていかなければ

ならない。周辺市町村においては担い手不足に陥っているところもあり、人

口増加・世帯数増加・企業進出が続く本町で地域防災力強化は重要と思料す

る。消防団に交付される被服のデザインについて周辺市町村の物に比べ地味

な色味となっており、夜間や暴風雨時の視認性が良くないとの意見がある。

また消防指揮の円滑性を考慮すれば、現行統一されたデザインでは消火作業

時において連絡調整が困難な場合もあると聞いている。夜間等での視認性を

上げる上では指揮系統をもって動く団の活動を考慮し、団長・副団長・分団

長が即時識別できる反射材などの工夫が必要である。 

① オレンジの色味を基調に反射素材を活用した被服の貸与は出来ないか。 

② 指揮にあたる団員識別の工夫について考慮できないか。 

③ 現在の作業服については団資機材整備用として引き続き貸与できないか。 

 

４ 番 荒 木 俊 彦 議員     ｐ107～ｐ117 

１．ＤＶ被害者等への支援充実が求められている 

(1) ＤＶ被害者への支援体制の充実明確化が必要。男女共同参画推進プラン重

点課題となっているが、人権推進課・福祉課・住宅、税務他などとの連携し

た対応体制が必要ではないか。 

（総務部人権推進課を中心に）特に住まいの緊急確保は、町営住宅条例の改

正など緊急な改善が必要ではないか。（緊急入居の条例、要項など） 

 

２．生活困窮者への血の通った支援を 

(1) 改めて、高齢者世帯や一人親家庭、生活保護家庭などで生活に困窮されて

いる家庭にエアコンの設置補助が必要と考える。非課税世帯への一時金支給

はあくまでも生活支援であり、エアコン設置は酷暑のなか高齢者や子どもた

ちなどの命と健康を守るための設備であり、今年だけの問題ではない。血の

通った支援が必要ではないか。 
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３．旧統一教会の関連団体主催の「ピースロード２０２２」への名義後援について 

(1) 安倍元首相の銃撃事件をきっかけとして「旧統一教会の反社会的活動」が

改めて明らかになった。宗教を隠れ蓑にしたカルト集団主催の行事を 

① なぜ後援したのか。（名義後援の判断基準はあるのか） 

② 後援を取り消した理由となぜ公表しなかったのか。 

③ 町長には相談はなかったのか。 

 

５ 番 大 村 裕一郎 議員     ｐ118～ｐ124 

１．空き家対策について 

(1) 日本全国で空き家が増加し社会問題になっている。中には、周囲に危険を

及ぼす空き家に対して行政代執行などの対策が取られるなど好ましくない事

例もあり、喫緊の課題となっている。大津町では、空き家バンクを創設し、

ホームページなどへの掲載を行い、円滑な売買や賃貸契約を支援しているが、

情報の発信が弱く町内外の皆さまに空き家バンク内の情報が届いているとは

到底思えない。情報の発信の仕方を工夫し、有効に空き家バンクを活用すべ

きではないか。また、大津町内の皆様に空き家の利活用に関するセミナーの

開催やハンドブックの作成を行い、空き家バンクへの登録を促す考えはない

か。 

 

２．小学校での国際交流について 

(1) 現在、全国的なグローバル化の波を受け大津町でも小学校単位での国際交

流が行われている。これは、子どもたちのコミュニケーション能力の向上や

主体性を育む上で非常に重要なものである。しかし、大津町では美咲野小学

校、室小学校、大津小学校では台湾との交流が行われているが、大津北小学

校や大津東小学校、大津南小学校、護川小学校では行われていない。今後、

大津町ではＴＳＭＣの進出に伴い、さらに国際化の波が押し寄せるものと予

想されるが、この波を乗り越えるため大津町町内の全小学校で国際交流をし

ていくべきではないか。 

 

６ 番 山 部 良 二 議員     ｐ129～ｐ141 

１．持続可能な地域公共交通について 

(1) ２０２２年以降のコロナ禍の長期化や近年の多頻度化、大規模化する自然

災害によって鉄道施設が被災する事例が増加しており、ＪＲ各社は甚大なダ

メージを受け、現在もＪＲ発足以来最大の危機的な状況が続いている。これ

まで都市圏輸送、新幹線輸送等が生み出した利益や鉄道以外の不動産業など
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多角的経営によって生み出された利益を地方路線の不採算路線に充当する形

で支えてきた。『内部補助』に基づくビジネスモデルが限界にきている。 

その影響で、駅の無人化や電車の４両ワンマン化などの合理化が相次いでい

る。このままでは地域公共交通の存続の危機と言える。この危機的状況を鑑

み利用者にとって利便性と持続性の高い地域公共交通を再構築する必要があ

ると考える。 

以上を踏まえ町の見解を問う。 

① 今年２月に国交省に設置された有識者検討会『鉄道事業者と地域の協働

による地域モビリティーの刷新に関する検討会』で議論された内容につい

て、町の見解を問う。 

② 地域公共交通にとって、住民・利用者等が公共交通のあり方（乗り合い

タクシー・巡回バス等）を主体的に考える環境作りが必要だと思うが、

『まちづくり』と『公共交通の再生』をセットに、中長期的な展望に基づ

き事業者や住民を巻き込んだ議論が必要だと思うが、町の見解を問う。 

③ ２０５０年のカーボンニュートラル実現に向けた取り組みが求められて

いる。鉄道はその特性から様々な面で社会的・環境的優位性を有している。

しかしながらコロナによる減収・リモートワークの推進等により政府が考

える以上に危機的状況にある。鉄道部門への支援（需要喚起策・上下分離

方式等）・補助を国や県に強く要請するべきではないか。 

 

２．消費生活相談について 

(1) 今年４月から成年年齢が引き下げられた。年齢に達すると親の同意なく自

分の意思で契約できるようになり安易に契約を交わすとトラブルに巻き込ま

れる可能性があり、今までであれば２０歳未満であれば親の同意を得ず契約

した場合には『未成年者取消権』が行使できたが、１８歳から『未成年者取

消権』が行使できなくなる。また高齢者を狙う消費者トラブルも年々増加し

ており、今後、高齢者人口が増加することから、相談情報を活用し被害防止

を図る啓発活動や消費生活相談業務のさらなる強化が必要ではないか。町の

見解を問う。 

① 学校教育・社会教育における若年者の消費者教育の強化が重要課題だと

思われるが町の対応と強化策は。 

② 消費生活相談業務の専門性の強化・啓発活動の強化・相談受付のバック

アップ支援・強化が必要ではないか。町の見解を問う。 

 

３．家庭教育支援条例について 



66 

(1) 報道番組において『家庭教育支援条例』は、行政が家庭での思想教育に介

入する手段であり、特定の宗教団体が目指す家庭への法的強制力の押し付け

を進めるため、熱心に地方議会でアピールし推進している政策だと言う報道

がある。これが本当であれば深刻な問題である。本町でも教育委員会がピー

スロードを後援したと言う事実もある。以上を踏まえ、本町でも今後『家庭

教育支援条例』を制定する可能性はあるのか。町の見解を問う。 

 

７ 番 永 田 和 彦 議員     ｐ141～ｐ153 

１．マイナカードの普及について 

(1) マイナカードを巡っては総務省が、自治体のカード普及率に応じて、２０

２３年度から地方交付税の配分額に差をつける方針も表明している。個人情

報の漏洩が懸念される中、普及を促す策を求める。 

 

２．外国人の高度人材呼び込みについて 

(1) 国は高度な知識や技術を持つ外国人を招き、新規事業の立ち上げや外国進

出の契機とし地場産業の育成につなげる。「高度人材ポイント制」を今年度

中に改め、在留資格で優遇措置を受けられるようにする事は、半導体のサプ

ライチェーンのみならず、様々なグローバル企業にとっても追い風となる。

世界視野のまちづくりは始まっているのである。現状認識と取るべき施策と

は何か。 

 

８ 番 山 本 富二夫 議員     ｐ153～ｐ165 

１．町独自の先行投資をすべきだ 

(1) 町民の方から、ＴＳＭＣの進出が決まってからの大津町の動きが他の市町

村に比べて動きが遅いのではと質問を受ける。工業団地造成や空港アクセス

道路は、民間主導では難しいので町が先行投資して造るべきと思うが町長の

考えを問う。 

 

２．農業経営安定化への取り組みを町は支援を行うべきだ 

(1) 世界的なコロナ禍とウクライナ紛争で、農家には作物に使用する肥料昨年

に比べ１．７倍に上がり、又、肥料や飼料の輸入は激減している。ＪＡ菊地

も危機感を持ち、国や県に要望している。大津町も農業経営安定化の為に、

国や県に対策を要望して貰いたいが、今後の農家に対しての対策について町

長の考えを問う。 
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３．太陽光発電所の新設には町独自の条例を設けるべきだ 

(1) 熊本県の許可のもと、町内にも大型の太陽光発電設備があるが、一般的に

は線状降水帯などの大雨には、対処できず下流地区に被害が及ぶ恐れが考え

られる。被害を防ぐために町独自の条例をつくるべきだと思うが町長の考え

を問う。 

 

９ 番 大 塚 益 雄 議員     ｐ166～ｐ174 

１．ヤングケアラー問題のその後の状況と支援について 

(1) 昨年６月、この問題について質問した。その後ヤングケアラー問題と支援

についてどうなっているのか。各学校内でも新型コロナが多発している中、

欠席も多いと思うが子ども達の家庭や学校生活の状況を踏まえ、ヤングケア

ラー支援に漏れはないのか、支援体制は整備されているのか伺う。 

① 今回あらためて、現在の小、中学校の現状についてどうなっているのか。 

② 前回の質問において、その支援をどのように強化したのか。 

③ 町、教育委員会として現状を踏まえどのような課題があり、その解決に

向けて何が必要だと思っているのか。 

 

２．外国人在住者に対する町の支援について 

(1) 現在、人づくりによる国際貢献という目的と人手不足を補う労働力として

来町されている外国人技能実習生を含めて、３月末現在約４００名の外国人

の方が大津町に在住されている。町としても外国人の方が、大津町に来て働

いて良かったと思えるよう本町にも外国人の方が交流できる支援等々、前向

きな考えはないのか。今後、ＴＳＭＣ関係で今以上の、外国人の方が増加し

ていくと考える。今のうちから対応しておくべきではないのか又、町として

出来ることは支援してく考えはないのか伺う。 

① 外国人の相談はあるのか。相談窓口関係者へのＰＲについて。 

② 外国人の方と本町の双方がプラスになる仕組み、住民との異文化交流に

ついて。 

③ 本町イベントへの参加ＰＲについて。 

（からいもフェスティバル、大津つつじ祭り、地蔵祭り等々） 
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議 事 日 程（第２号） 令和４年９月１３日（火） 午前１０時 開議 

 

               午前１０時００分 開議 

 

○議 長（桐原則雄） 皆様、おはようございます。それでは、本日の会議を開きます。 

 

日程第１ 諸般の報告 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第１ 諸般の報告をします。 

田上産業振興部長及び荒木事務局長より、欠席の届けがあっていますので報告を申し上げます。 

なお、本日の議事日程並びに報告内容については、議席に配付のとおりです。 

 今回の一般質問者は９名ですので、本日が１番から５番まで、１４日が６番から９番までの順で

行います。 

 

日程第２ 一般質問 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第２ 一般質問を行います。 

順番に発言を許します。 

豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） 皆様、おはようございます。 

 傍聴席の皆様も、そしてインターネット配信やモニターで御覧いただいている皆様も、朝早く

から大変にありがとうございます。９番議員、公明党の豊瀨和久です。 

 本日は、町民の皆様の大切な声をもとに質問をさせていただきますので、何とぞよろしくお願い

いたします。 

 １０日の熊日新聞１面に空港アクセス鉄道計画について、肥後大津駅から分岐して空港に向かう

ルートが事業費が最も低額で、事業効果が高いという試算結果が掲載をされました。肥後大津駅は

熊本市方面から一定数の輸送需要があり、熊本駅からの電化区間の最終駅ということで、空港アク

セス鉄道への接続が直通運転でスムーズにでき、肥後大津駅だけが快速運転が実現可能なため、費

用対効果が検討されている３つのルートで最も高くなるとの見通しが示されました。 

 しかし、今回の説明は事業費や費用対効果といった概要の調査結果が示されただけで、需要予測、

将来性なども含め、様々な観点から総合的に検討する必要があり、肥後大津ルートに最終決定した

わけではないということでもあります。今回の報道は、町にとってもうれしい結果ではありますが、

あくまでも空港アクセス鉄道計画については、社会的な外的要因であり、町の考えの及ばない外部

の出来事です。今、本町がやるべきことは内的要因である夢や希望のもてる成長戦略を立てて、そ

れをスピード感をもって実行し、町が住みやすくなっている、良くなっているということを町民の
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皆様の目に見える形で示していき、その結果として誰からも選ばれる町にして、空港アクセス鉄道

計画は肥後大津駅以外では考えられないと県知事に言っていただくぐらいの意気込みをもって、ま

ちづくりに取り組んでいくことが重要ではないかと思います。そのような気持ちで、金田町長のま

ちづくりビジョンをしっかりと後押しをさせていただきたいと思っていますので、よろしくお願い

いたします。 

 それでは、通告に従いまして、１問目のジビエの利用拡大についてお伺いをいたします。ジビエ

とは、狩猟で得た天然の野生鳥獣の食肉を意味するフランス語の言葉で、ヨーロッパでは貴族の伝

統料理として古くから発展してきた食文化です。その昔、フランスなどではジビエを使った料理は

自分の領地で狩猟ができるような上流階級の貴族の口にしか入らないほど貴重なものだったようで

す。そのため、フランス料理界では古くから高級食材として重宝され、高貴で特別な料理として愛

され続けてきました。そこでは、動物の尊い命を奪う代わりに、肉から内臓、骨、血液に至るまで、

全ての部位を余すことなく料理に使い、命に感謝をささげようという精神が流れています。山野を

駆け巡り、大空を舞った天然の肉は脂肪が少なく引き締まり、栄養価も高い、まさに森からの贈物

で、力強く生命力にあふれたごちそうです。 

では、なぜ今、ジビエ振興なのか、補助資料①の１を御覧ください。 

 現在、日本では野生鳥獣が増え過ぎてしまい、農林業や自然環境にとっては大きな問題になって

います。マイナス面として、主にシカやイノシシなどが、農作物を食べたり、田畑を荒らしたり、

スギ、ヒノキやブナなどの樹皮や、高山植物を食害するなど、野生鳥獣による深刻な被害をもたら

しています。その結果として、営農意欲の減退や耕作放棄地の拡大をもたらし、さらなる野生鳥獣

の住む場所の拡大につながっています。農作物への被害を低減させるためにも、継続的に捕獲をし

ていく必要があります。 

 プラス面としては、シカ肉やイノシシの肉は、本来おいしいお肉です。日本ジビエ振興協会では、

狩猟や有害捕獲されたシカやイノシシを野山に埋却をしたり、焼却処理することなく、食肉として

の有効活用を図り、地域及び飲食店でのジビエ料理の提供、加工品開発と販売など、様々な分野で

ジビエを利用する取組などを通じて、積極的な捕獲の推進や地域活性化に貢献できる取組を進めら

れています。 

 県内では、山都町や宇城市で取組が進められており、本町におきましても５月まで地域おこし協

力隊として活用されていた方が、このジビエ振興の取組を積極的に展開しようとされています。 

 具体的には、現在、既にジビエをドッグフードとして利用されている方や、台湾でも人気がある

ジビエ使った料理の提供を考えられているレストラン経営者、革をジビエレザーとして製品化を考

えている方、ジビエの角を利用して犬のレンタルケアやストレス解消ができるおもちゃなどに利用

したいという方々と連携・協力をしながら、ジビエの普及拡大による地域の活性化や社会貢献の実

現を目指して頑張られています。新しい取組でもあり、町の相談体制や情報提供が不十分なところ

もあるようですので、ぜひこのようなジビエを利用拡大し、ビジネスとして持続可能で捕獲から搬

送、処理・加工、販売までの流通体制を構築するとともに、安全かつ良質なジビエを飲食店や小売
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店などに安定供給ができる取組が成功するように、町としても積極的に後押しをするべきではない

かと思いますけれども、金田町長の見解をお伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 皆様、おはようございます。豊瀨議員の質問にお答えをいたします。 

 イノシシやニホンジカなどによる農作物の被害防止は、生産者のみならず、地域の活力を維持す

るうえで大変重要と考えております。 

 町では、熊本県猟友会大津支部と菊池南支部から推薦された大津町有害鳥獣捕獲隊を組織し、大

津町鳥獣被害防止計画を定め、大津町有害鳥獣捕獲隊に有害鳥獣の捕獲業務を依頼し、個体数調整

による被害防止対策を実施しております。 

 イノシシやニホンジカの捕獲頭数は年々増えており、令和３年度はイノシシ１６０頭、ニホンジ

カ１５０頭で、５年前の平成２９年度と比べますと、イノシシが約３.５倍、ニホンジカに至って

は約１３.５倍増えているのが現状でございます。 

 捕獲したイノシシやニホンジカなどをジビエとして活用し、地域の特産物として販売することは、

地域における資源の有効利用という面でも有益であると考えております。 

 しかしながら、捕獲されたイノシシやニホンジカは家畜と違い、と畜場法の対象とならないため、

安全かつ良質なジビエを飲食店や小売店などに提供するには止め刺しから解体、処理、出荷、流通

に至るまで、食品衛生法をはじめ、様々な法令の規定をクリアする必要があります。 

 全国の事例データでは、ジビエとして食肉加工・流通された割合は、捕獲頭数に対しまして約１

割程度であり、現状としましては自家消費を除き、ほとんどが埋設や焼却により処分されておりま

す。ジビエを有効活用することは、マイナスの存在であった有害鳥獣をプラスの存在に変えていく

ことが期待されており、議員御指摘のとおり、ジビエは低カロリーかつ高栄養価の食材として注目

をされております。 

 先進地の事例を見ますと、施設の整備や運営に一定の費用を要するため、ビジネスとして独立収

支で成り立たせることは簡単ではないと認識をしておりますが、国もジビエ事業に対し積極的に推

奨しており、県とも御相談しながら、今後、町としてもジビエを利活用することの課題を検討し、

猟友会や捕獲隊、地域駆除隊と連携し、先進事例を参考に調査研究を進めていきたいと考えており

ます。 

なお、詳細につきましては、担当から御説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 白石産業振興部次長兼農政課長。 

○産業振興部次長兼農政課長（白石浩範） 皆様、おはようございます。豊瀨議員の質問に御説明し

ます。 

 有害鳥獣対策については、電気牧柵等の設置による自己防衛、捕獲隊による駆除、住民の皆様に

対する啓発を３つの柱として、町全体で取り組んでおります。議会の御理解もいただき、捕獲補助

金の増額やわな免許取得補助の新設、地域駆除隊の創設など、対策強化を図っているところです。 

 一方で、議員御指摘のジビエを活用するためには、町長の答弁にもありましたように、食品衛生
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法や熊本県の衛生管理ガイドラインなどの法令を遵守しながら、衛生的で安全性の高い食品を消費

者へ提供していく必要があります。 

 町内におきましても、有害鳥獣の捕獲頭数が年々増加傾向ではありますが、衛生管理や搬入時間

などの様々な課題があることから、自家消費を除きますと、そのほとんどが埋設や焼却により処分

されている状況です。 

 ジビエの利活用の先行事例としましては、県内では宇城市や山都町がジビエ事業に取り組んでお

り、補助事業を活用して国産ジビエ認証処理施設が建設されております。両自治体でも年間数千頭

が捕獲され、そのうち６００頭から８００頭が処理施設へ運ばれ、ジビエとして利活用されており

ますが、経営的には建設費返済や施設維持管理、人件費等の運営コストを計算しますと、黒字化は

厳しい状況と聞いています。 

 今後のジビエの利活用につきましては、積極的に支援する一方で、捕獲頭数等の安定供給、加工、

流通販売など、多くの課題があります。具体的には、ジビエ食品や皮、角などの販売額からの採算

性、捕獲後の搬出方法、搬出時間の制限、人材の確保、処理加工施設の設置、運搬方法、安定した

販路の確保などが考えられます。特に食品衛生法をクリアするためには、止め刺し後、約１時間以

内を目安に解体処理加工施設に持ち込み、適切な処理を行う必要があり、山間部の奥深い場所で捕

獲した場合、速やかに解体処理加工施設まで搬出することが大きな課題となります。 

 現在活用できる、国の補助事業としては、農林水産省鳥獣被害防止総合対策交付金があり、町の

有害鳥獣対策協議会、またはコンソーシアムが事業申請者となり、施設などの財産管理も申請団体

に帰属することになります。 

 また、町では個人や中小企業等への事業者支援として起業創業事業費補助金、補助率1/2、補助

上限額１００万円がございます。国の方でも同様に中小企業等事業再構築促進事業があり、補助率

３分の２、補助上限２千万円などの補助事業があります。今後もジビエ事業を行おうとする事業者

に向けて、補助制度の周知や相談体制を整備し、事業者支援に向けて取り組んでいきたいと考えて

おります。 

○議 長（桐原則雄） 豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） 事業者が言われていますことは、このジビエを有効利用するための施設整

備に関する補助事業を説明されました。補助事業がありすけれども、この交付金を活用するための

実施要綱にある規定が事業者との考えと違っていて、活用しづらいというふうなことも言われてい

ますので、国や県に対しまして、この事業者が言われているような実情を伝えていただいて、もう

少し使いやすいような制度に変えていっていただきたいと思いますので、何とぞよろしくお願いい

たします。 

 それでは、次に２問目の指定管理者制度に関する運用指針の見直しについてお伺いをいたします。

現在、町スポーツ施設への導入が検討されている指定管理者制度は、多様化する住民のニーズに適

切に応えるために、民間のノウハウや能力を活用し、質の高いサービスを提供することが目的です。 

 しかし、今回のスポーツ施設への指定管理者制度の導入への取組につきましては、町民や利用者
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の皆様への説明が後手に回ったために、町民からサービスは低下しないのか、利用料金はどうなる

のかなど、制度導入への不安が指摘されています。今後、運営をお願いする指定管理者に、施設運

営を円滑に行っていただくためには、町民や利用者の皆様の協力が何よりも必要ではないでしょう

か。しかし、町民や利用者の制度そのものへの関心が薄く、説明会への参加者も少人数でありまし

た。 

 今後、指定管理者制度を積極的に導入するにあたっては、町民や利用者の皆様の理解や協力を行

っていただくためにも、運用指針をより分かりやすく明確化し、ホームページなどに公開するとと

もに、指定管理者制度を導入するかどうかについての判定基準と、利用者への事前の説明を義務化

して、サービスの質がコスト削減の犠牲にならないよう、住民監視を強化することや、モニタリン

グ調査の結果について、改善等を要する場合の対応だけではなくて、指定管理者の意欲向上を促す

ためにも、サービス向上や経費削減で成果を上げた優秀な指定管理者を表彰するような仕組みを構

築するべきではないでしょうか。 

 また、災害や事故が発生した場合の対応など、危機管理に対する規定などを追記して、町民が安

心して施設を利用できるように、しっかりとした運用指針を作成するように、もう少し知恵を絞る

べきではないかと思いますが、金田町長の見解をお伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 豊瀨議員の、大津町公の施設の指定管理者制度に係る運用指針の見直しにつ

いての質問にお答えをいたします。 

 指定管理者制度は、平成１５年９月の地方自治法の一部を改正する法律の施行により、多様化す

る住民ニーズに効果的・効率的に対応するため、公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民

サービスの向上や経費の節減等を図ることを目的に導入された制度であり、本町でも行財政改革大

綱において、民間にできることは民間にを原則として定め、指定管理者制度の導入など、民間活力

の活用を推進しているところです。 

 また、大津町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例の規定に基づき、公の施設の

指定管理者の指定手続の標準的な事務処理等について定めるため、平成１７年に大津町公の施設の

指定管理者制度に係る運用指針の策定を行っております。その後、令和２年３月には、指定管理者

による施設の管理運営等の監視・評価、いわゆるモニタリングの標準的な実施方法等について定め

るため、運用指針の改正を行っているところです。 

 指定管理候補者の選定にあたっては、指定手続等に関する条例第４条に定める選定基準に沿い、

行政サービスの向上や価格面等を総合的に勘案し、それぞれの公の施設の管理について最も適当な

指定管理候補者を指定管理者選定委員会において選定しております。 

 議員御指摘の指定管理者制度を導入するかどうかの判定基準につきましては、導入検討段階での

標準的な検討事項や個別施設の利用形態を踏まえ、必要に応じ、利用者へ説明を行うことなど、導

入検討の流れを整理していきたいと考えております。 

なお、現在の運用指針については、速やかにホームページへの掲載を行います。 
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 また、指定管理者の意欲向上を促すための仕組みなどにつきましても、選定委員会の意見等も聞

きながら、情報発信のさらなる充実に努め、より良い指定管理者制度の運用ができるように進めて

いきます。 

なお、詳細につきましては、各担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 皆さん、おはようございます。それでは、豊瀬議員の御質問にお答えをい

たします。 

 大津町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例の規定に基づきます指定管理者制度

に係る運用指針につきましては、先ほど町長からも説明がありましたとおり、ホームページのほう

に速やかに掲載を行うことといたしております。 

 まず、１点目の指定管理者制度を導入するかどうかについての判定基準と、利用者への説明義務

についてですけれども、指定管理者制度を導入するかどうかの検討にあたっては、施設ごとに設置

目的、規模、それから機能を考慮しながら、施設の在り方の検証、それから住民サービスの向上に

つながるのか、コスト節減が見込めるか等の標準的な検討事項や、必要に応じて関係者や施設利用

者へ説明することを示した導入検討の流れについては、整理を進めていくことといたしております。 

 ２点目の指定管理者の意欲向上を促すために、成果を挙げた優秀指定管理者を表彰する仕組みに

ついてですけれども、令和２年度から指定管理者制度を導入した公の施設につきまして、指定管理

者による施設の管理運営及び公共サービスの提供に関し、町と指定管理者との間で締結した協定書

や仕様書に基づき、適正かつ確実に履行されているかどうかを監視・評価するために、指定管理施

設にモニタリングを導入いたしております。 

 内容としましては、指定管理者から提出される業務報告書の内容について、所管課による点検や

実地検査等により確認を行い、必要に応じ、指定管理者に対し指導等を行うといったものですけれ

ども、年度終了後に指定管理者からいただいた事業報告書や実地調査等の点検、調査した結果を踏

まえ、指定管理者の管理運営についての評価票を所管課で作成をいたしております。 

 事業年度終了後、翌年度の指定管理者選定委員会において、各指定管理者から事業報告書などを

もとに事業報告や事業計画を報告していただいており、その後、担当課から評価票に基づき、点検

結果を報告し、併せて指定管理者からの報告、担当課からの評価に対して、選定委員会から意見を

いただき、最終的な評価結果につきましては、町のホームページを通じて公表いたしているところ

です。本モニタリングを活用することで、指定管理者の質の向上につなげていきたいと考えており

ます。 

 指定管理者の意欲の向上を促すための仕組みですけれども、選定委員会での意見の中におきまし

ても、改善を促す内容のほかに、良かった点、あるいは改善すべき点等、指定管理者に対して御意

見をいただいておりますので、そういった点も踏まえて指定管理者の意欲の向上にはつながってい

ると考えております。 

 また、最終的な評価結果につきましては、令和２年度分からホームページで評価票を掲載してお
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りますけれども、改善結果のみだけでなく、良かった点、あるいは今後改善が必要な点を含めたモ

ニタリング結果の公表を行う等の情報発信の充実に努め、指定管理者のモチベーション向上にもつ

なげていきたいというふうに思っております。 

 最後に、３点目の災害や事故が発生した場合の対応など、危機管理に対する規定ですけれども、

こちらにつきましては、議員御指摘のとおり、指定管理者と町との協定を明確に定める必要がある

かと思っております。 

 指定管理をお願いする施設の性質により、内容が異なってくる部分もありますけれども、協定書

については、現在、運用指針の準則において協定モデルを定め、指定管理者の責務として、法令遵

守のほか、災害や事故が発生した場合の第一次責任を有すること、それから迅速かつ適切な対応を

行うこと、速やかに町に報告を行うことを記載しております。 

 また、危機管理に対する規定は、協定でも定める必要があるかと思いますが、一方、協定でうた

うことの難しい個別の具体的な事例への対応も必要な場合ありますので、指定管理者とも十分協議

をし、丁寧に対応してまいりたいというふうに思っております。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） おはようございます。 

 私のほうからは、本年度取り組んでおります体育施設等の指定管理者制度導入の経緯について御

説明をさせていただきます。 

 町では、平成１７年度に第３次大津町行財政改革大綱及び集中改革プランが策定され、この中で

大津町運動公園・町民グラウンド等については、指定管理者制度導入の検討を行う施設と位置づけ

をされました。町スポーツ振興審議会において検討が行われ、その結果、町直営が望ましいとの意

見のもと現在に至っております。 

 しかし、これまで天然芝のグラウンド管理を直営で担当しておりました職員が令和２年度をもち

まして退職をするため、管理体制の見直しのほうを余儀なくされ、当面、応急的な対応として令和

３年度から球技場・競技場・多目的広場の管理を民間事業者に委託しながら、今後の管理運営の手

法について検討を進めてまいりました。 

 一番の課題としましては、専門的な技術を要する天然芝の管理が課題でありましたが、町スポー

ツ施設全体の将来的な方向性も含めて、次の４通りの方法を検討してまいりました。 

 まず１点目に、直営での維持管理です。天然芝の管理を行う専門的知識の習得に時間を要するこ

とと職員の異動などが課題となりました。 

 ２点目は、指定管理者制度の導入です。民間のノウハウを生かしての、施設の有効活用とソフト

事業などの充実による住民サービスの向上などが期待されるところです。 

 ３点目は、一部業務委託です。既存職員で対応できますが、良好な品質の維持が課題となります。 

 ４点目に、年間を通しての管理業務委託でございます。専門性を要するため維持管理費が高額と

なることが課題となります。 

 以上のことを検討する中で、スポーツの実施率や施設の利用率、それから住民サービスの向上な
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どに期待ができる指定管理者制度の導入に至りました。 

 また、今後のスポーツ施設の管理を検討する中では、スポーツ関係団体である町体育協会等には

情報の提供を行い、意見を求めるなど、指定管理者選定に向けての取組を行ってきたところです。 

 ただし、議員の言われるとおり、一般利用者への情報提供・説明等の取組が遅くなった部分は否

めませんので、次回の指定管理者選定に向けては、早めの情報提供・意見集約に努めていきたいと

考えております。 

以上で、終わります。 

○議 長（桐原則雄） 豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） 今後、指定管理者制度を導入していく場合には、町民の皆様が安心をして

施設を利用できるような運用指針としていただきたいと思いますので、何とぞよろしくお願いいた

します。 

 次に、３問目の土地区画整理事業についてお伺いをいたします。土地区画整理事業は都市計画の

母と称されるように、これまで住みやすいまちづくりのために宅地や公共施設を整備する有効な手

段として各地で行われてきました。道路や公園などが整備されていない区域において、地権者から

少しずつ土地を提供してもらい、その土地を道路や公園などの公共用地にします。土地の整地や公

共施設の工事、家屋の移転補償に必要な財源は町が支出します。地権者においては、区画整理事業

後の宅地の面積は小さくなるものの、期待される効果として地域のコミュニティがそのまま生かさ

れる、安全で快適な道路に生まれ変わる、子供の遊び場や憩いの場となる公園が確保される、宅地

が利用しやすくなる、上下水道やガスなどのインフラ施設も一体的に整備されるため、治安の向上

や災害の防止、被害の軽減などにつながり、利用価値が高い宅地が得られます。 

 それでは、補助資料の３－１、３－２を御覧いただきたいと思います。これは菊陽町が行った区

画整理事業による空から見た地区と字図の移り変わりになります。 

 補助資料の３－３は地区の編さん比較写真です。道路の整備状況が一目瞭然となっております。 

 菊陽町では、第１土地区画整理事業を昭和５５年、今から４２年前より計画をされて、現在まで

に３つの土地区画整理事業が完了し、新たにＪＲ原水駅、ＪＲ新駅及びＪＲ豊肥本線の周辺を想定

した原水駅周辺土地区画整理事業を計画されており、２０４０年までに人口５万人達成を目指して

着々と準備を進められています。 

 合志市では、庁舎南側の竹迫土地区画整理事業では、現在、アンビーくまもととして地域が一変

をしています。それに引き続き展開をされている御代志土地区画整理事業では、熊本電鉄御代志駅

を現在地から南に約２００メートル移設し、駅前広場を拡張する一方、駅周辺に商業施設を誘致し

て、土地機能を強化するとともに、国道３８７号と市道の交差点の整備や道路の拡幅を実施するこ

とで、朝夕に発生している交通渋滞の緩和も考えられています。合志市の顔となる土地中核拠点の

形成に向け、２０２７年の完成を目指されています。それとともに、先月の報道によりますと、熊

本県と連携をして農業公園を中心としたアウトレットモールなどの新たな交流拠点を整備される考

えも示されています。 
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 また、工業団地を計画する場合などは、立地企業の従業員の方々の住宅も考えなければいけませ

んけれども、菊陽町と合志市では宅地開発を行政主導で整備する中で、県が工業団地を計画するよ

うな状況なっています。 

 本町では、以前、小規模な区画整理は行っておりますが、その後は民間の事業者が開発をされる

だけで、町として計画性のある土地開発は行っておらず、その結果として道路の拡幅や新規整備が

行われにくくなり、交通量だけが拡大をして渋滞を起こしやすいなど、住みやすいまちづくりを行

っているとは言えないのではないかと思います。最新の計画でも、住宅に関しては既存の町営住宅

の活用と民間開発に任せているだけです。 

 冒頭にも言いましたが、民間開発というものは外的要因であり、住宅メーカーは営利目的で開発

をしますので、道路や公園などは必要最小限のものしか造らず、まちづくり全体を考えて開発をす

るわけではありません。ＪＲ豊肥本線のスポーツの森駅の開発も、検討課題には上がっていますが、

本気で新駅をつくる考えであるならば、民間開発に頼っていても乗車数予測の３３０名はいつにな

っても鮮明にはなりません。周辺の道路や公園などの公共施設の整備・改善し、土地の区画を整え

て宅地の利用増進を図るべきではないでしょうか。 

 本町には、それ以外の社会的な外的要因としては、中九州横断道路、大津熊本道路も計画されて

おり、国道３２５号にはインターチェンジの整備も計画されています。担当者の方からは、区画整

理ができる場所がないとも聞きましたけれども、他の自治体から言わせますと、場所がないのでは

なくて、場所を探す気がないのではないかと言われていました。まちづくりには、中長期の取組も

必要ではないでしょうか。土地区画整理事業は、計画を立てて、それを実際に実行していくまでに

最低でも４、５年はかかると言われています。しかし、今こそ、１０年後、２０年後に町が良くな

るための土壌づくりに手を付けていくべきです。住みやすいちまづくりのために宅地や公共施設を

整備する有効な手段である土地区画整理事業を実施して、町が良くなる姿を町民の皆様の目に見え

る形で示していき、その結果として誰からも選ばれる町にしていくべきではないかと思いますけれ

ども、金田町長の御見解をお伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 豊瀬議員の質問にお答えをいたします。 

 土地区画整理事業は、都市計画区域内の土地について、公共施設の整備改善及び宅地の利用の増

進を図るため、土地区画整理法で定めるところに従って行われる土地の区画形質の変更及び公共施

設の新設又は変更に関する事業と定義をされております。 

 土地区画整理事業は、都市計画事業の中で、まちづくりを行う上では適している事業と考えてお

ります。 

 土地区画整理事業においては、道路、公園などの公共施設の整備において、地権者からその権利

分に応じた土地を提供していただき、この土地を集約し、道路や公園などの公共用地に充てるほか、

その一部を保留地として売却し、事業資金の一部に充てる必要があります。また、事業決定から、

事業の完了までの期間が、議員御指摘のとおり、長くかかるものとなっております。 
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 メリットとしましては、事業後の宅地の面積は、一般的には小さくなるものの、道路や公園等の

公共施設の整備、上水道、下水道が整備され、すべての土地が道路に面するなどの宅地の整地によ

り、利用価値の高い宅地が得られます。 

 大津町においても、肥後大津駅南側に土地区画整理事業を行っております。施行面積１５.１ヘ

クタール、施行期間は昭和５８年度から平成１８年度までの２４年間となっております。相手方の

ある事業ですので、事業当初は地権者の理解を得ることが難しく、事業が進みませんでしたが、最

終的には、大型商業施設、病院、アパートなどが立ち並んでおり、利用価値の高い宅地となってお

ります。 

 今議会でも、肥後大津駅周辺まちづくり基本構想検討事業計画策定等業務委託を計上しておりま

すが、今後のまちづくりにおいても、土地区画整理事業は検討していきたいと考えております。ま

た、町全体の在り方につきましても、見直しの時期がきている都市計画マスタープランの中で研究

をしていきたいと考えております。 

詳細につきましては、担当部長より説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 村山都市整備部長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（村山龍一） おはようございます。豊瀬議員の御質問について

御説明いたします。 

 土地区画整理事業は公共団体施行、組合施行、個人施行がありますが、一般的には公共団体か組

合施行になっております。 

 ここでは、市町村が行う公共団体施行について御説明いたします。市町村が行う土地区画整理事

業は、都市計画で施行区域と定められた区域において、都市計画事業として施行いたします。その

ため、都市計画決定の手続が必要です。当然、都市計画審議会も開催しなければなりませんし、事

業認可の手続も必要になってまいります。業務も仮換地の指定から建物の移転、道路などの公共施

設の工事、換地処分、登記、清算金、保留地の処分など、業務内容、業務量も膨大になりますので、

事業を行っている市町では、担当課、係、室を設置して業務を行っております。 

 最近の事例では、合志市の御代志地区土地区画整理事業があります。御代志駅を中心に１７.９

ヘクタールの区域を整備する事業になります。商業施設等を立地誘導し、良好な住環境の形成を図

り、計画的な市街地を計画していくものです。施行者は合志市になります。施行期間は平成３０年

度から令和９年度の１０年間になりますが、準備期間から清算期間等も含めますと、１５年から２

０年の事業になると考えております。 

 このように、土地区画整理事業は、期間が長期化することと、土地については地権者からその権

利に応じて提供してもらい、この土地を道路・公園などの公共施設に充てたり、一部を売却して事

業資金の一部に充てる制度のため、地権者の理解が必要になります。 

 また、事業後の宅地の面積は、従前に比べ小さくなるものの、都市計画道路や公園などの公共施

設が整備され、土地の区画が整うことと、上水道、排水施設や下水道等のインフラ整備により、利

用価値の高い宅地が得られます。このようにまちづくりを行う上では適している事業と考えており
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ます。 

事業は、社会資本整備総合交付金事業の土地区画整理事業が適用されます。 

 今回、補正で、肥後大津駅周辺まちづくり基本構想検討事業計画策定等業務委託を計上しており、

肥後大津駅を中心としたまちづくりについて大津町の将来像を検討し、整備方針の整理を行うもの

です。その中には土地区画整理事業の検討も行う予定です。今後、まちづくりを行っていく上では、

土地区画整理事業を有効に活用していきたいと考えております。 

以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） 再質問をさせていただきます。 

 土地区画整理事業をする場合、熊本市に隣接をしている合志市や菊陽町は、熊本市を中心として

１つの自治体だけでは計画が立てられず、大津町は熊本市と隣接じゃないですので、県との協議は

必要だと思いますけれども、計画を実施するにあたって、菊陽町や合志市と比べて計画を実施して

いくハードルの高さとか、ハードルの数は少ないというふうにお聞きしています。農地除外につき

ましても、町がしっかりとした計画を立てて転用の申請をすれば、民間が申請するよりも転用許可

は受けやすいとのお話も聞いておりますけれども、このような点に関しましては、今のような理解

でよろしいのかどうかをお伺いしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 村山都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（村山龍一） 豊瀬議員の再質問に対して御説明いたします。 

 熊本都市圏と大津町の用途についての違いだと思います。菊陽町、合志市については、熊本都市

圏になりまして、用途の変更については熊本都市圏の協議が必要になっております。大津町は、大

津町都市計画区域を別にもっておりますので、大津町独自での都市計画を進めることができるかと

思いますので、先ほど申されましたハードルについては見直しの期間については大津町独自ででき

ることとなっております。 

以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） ぜひ、大津町は、菊陽町さん、合志市さんと比べても、ハードルが低いと

いうことですので、ぜひこれは土地区画整理事業というのを早めに着手されたほうがいいんじゃな

いかと思いますので、ぜひ菊陽町さん、合志市さん、目に見える形でまちづくりが行われています

ので、しっかりと大津町も取り組んでいただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、最後に手話を言語と位置づけて普及を促す手話言語条例についてお伺いをいたします。

手話は、耳が聞こえない人の重要なコミュニケーション手段であり、英語などの外国語で外国人と

会話をするように、手話言語は耳が聞こえない人の言語であり、会話する手段の一つです。手の動

きだけではなく、表情や体の動きなど、全身を使って表現する非音声言語で、音声言語と同様の豊

かな表現をもつ手話言語は、聞こえる聞こえないに関係なく、人と人をつなぐ魅力があります。 

 秋篠宮佳子様の手話を交えての御挨拶が話題になるなど、近年、手話の関心が高まっています。
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検定試験への応募者は１０年前の４倍である１万人に迫る勢いとのことです。しかし、多くの聾学

校ではほんの十数年前までは手話の使用が禁止をされていました。２０世紀初頭、アメリカから口

話という言語指導法が上陸、その後、日本の聾教育の現場を摂関していく中で、手話は口話の習得

を妨げるものとみなされていたからだそうです。 

 １９３３年、文部大臣が全国の聾学校に口話の指導に力を入れるように指示をしました。これ以

後、口話教育は全国に広まっていきました。１９６２年放送テレビ聾学校、聴覚障害の子をもつ親

に向け、口話の指導法を教え、口話教育は家庭でも重要視されました。一方、手話は多くの聾学校

で禁止をされました。 

 口話教育の教則本として、教師たちが参考にした書籍には、手話は口話の習得を妨げるものとし

て、手話に対する差別的な言葉が並びました。ある学校では、休み時間も手話が禁止されていたそ

うです。手話でおしゃべりをしたいときは、隠れて使っていたといいます。手話を使っているのが

見つかって、手をたたかれることもありました。 

 さらに、耳が聞こえない人を悩ませたのは、この頃、多くの学校で行われていた口話の指導が厳

しいことでした。どう練習するかというと、うがいをするときのように水を口に含んで飲み込まな

いようにしながら、のどのところに水を止めてと言われ、発音を課せられました。かつて口話がで

きないことは本人の努力の能力に問題があるとされていましたが、１９８０年代になると口話を習

得するには条件が必要だということが分かってきました。口話法はそれなりに成果も上げています

が、口話主義に問題があったといえます。 

 一方、手話の禁止に関しても議論が巻き起こります。１９９０年代、聾者たちは教育現場への手

話導入を各地で訴えました。２００９年、ついに文部科学省は学習指導要領を改定し、手話を初め

て明記し、聾学校でのコミュニケーション手段の一つとして認めました。今、口話は発音・発語の

指導に代わり、障がいのレベルに併せて行われ、声で聞き取りにくかったことも手話があったら分

かりやすくなると、教師は手話を使って授業を進めています。日本で聾教育が始まっておよそ１３

０年になりますが、理想の指導を求めて努力が続けられています。 

 本町では、平成２７年の第１回定例会におきまして、手話言語法の制定を求める意見書が全員賛

成で採択されました。採択された意見書は、手話が言語であることを広め、あらゆる場面で手話に

よる情報の提供ができ、手話の普及・研究ができる環境づくりを目指すものでした。平成２８年３

月には全国１千７８８自治体の議会からの意見書が出そろい、手話言語法制定の期待が高まってい

ます。国に先行して鳥取県が平成２５年１０月に全国で初めて手話を言語であると明記した条例を

施行し、本年８月１８日現在までに３４の都道府県、１７の区、３２１の市、８２の町、３つの村

の計４５７の自治体で条例が制定されており、手話言語条例を制定する動きが全国で広まっていま

す。県内では、熊本県が本年の４月１日、熊本市が２０２０年、昨年の４月１日に制定されており、

人吉市が今年度内に制定される予定と聞いております。 

 補助資料の１－１を御覧ください。言語には、音声言語と手話言語があることが障がい者権利条

約で認められ、日本では障がい者基本法で言語と明記されました。そして、今、手話言語は音声言
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語と対等な言語であることの理解と普及が必要となっています。聞こえない、聞こえにくい乳幼児

が獲得する言語として、また耳が聞こえない人が日常生活や職場などで自由に使える言語として手

話言語が保障されることは、耳が聞こえない人が社会的に自由に生きられることにもつながります。 

 補助資料の４－２を御覧ください。本町でも９月から毎月第２・第４火曜日の１４時から約１時

間、役場の１階ロビーにおきまして手話教室が開催されており、４人が参加をされています。本日

も第２火曜日ということで、１４時から開催をされますので、関心のある方は申込みなどは要りま

せんので、ぜひ参加をされてください。また、９月２３日は手話言語の国際デーということで、全

国各地の名所や施設を青色にライトアップをされ、住民・地域・社会が一つとなって手話が言語で

あることへの認知を広めることを目指しています。 

 「あなたのランプの明かりをもう少し高く掲げてください。見えない人の行く手を照らすために」

とは、視覚と聴覚の重複障がい者でありながら、障がい者の教育・福祉の発展に尽くしたヘレンケ

ラーの言葉です。自分の足元を照らすランプの明かりを少し高くすると、その分光の届く範囲が広

がり、暗闇の中で見えなかったところが見えます。ヘレンケラーは障がいのある人をもっと気にか

けて、みんなが見える世界、住みやすい環境づくりの重要性を訴えました。本町においても、ＳＤ

Ｇｓの誰一人取り残さないとの理念に従って、共生社会を実現させるためにも手話を言語として認

識し、町民の理解促進と手話の普及に関する基本理念などを定めた手話言語条例を制定すべきだと

思いますが、金田町長の見解をお伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 豊瀬議員の御質問にお答えをいたします。 

 議員御指摘の、ＳＤＧｓの誰一人取り残さない理念に基づいた地域共生社会実現は、町としても

重要な課題と認識をしております。 

 手話の言語化につきましては、２００６年採択で、翌年発効した障がい者権利条約で初めて規定

をされました。それを受けて、国は条約の署名から実際の締結・批准までの間に、２０１１年の障

がい者基本法の改正により、手話を言語として位置づけ、続いて２０１２年成立の障がい者総合支

援法では、意思疎通支援事業が必須事業と位置づけられております。 

 そこで、町としましても、関係法令に基づき、手話通訳者の派遣事業や、月２回の庁舎での手話

通訳者の設置、菊池圏域２市２町による手話通訳者の養成講座を実施しており、今後も町民に手話

の重要性の周知と理解向上、そして手話によるコミュニケーションが普及することでの、聴覚障が

いのある方の社会参加の推進に努めていきます。 

 議員おっしゃる手話言語条例の制定につきましては、既に制定している熊本県条例では、手話に

とどまらず、広く日常生活や社会生活を営む中で必要とされる意思疎通手段の利用促進及び普及に

関する基本理念、県民・事業者・当事者等の役割、施策の基本方針等が定められております。 

 また、大津町においては、議員おっしゃったとおり、平成２７年の３月議会で採択されておりま

すが、本町をはじめ、全国の市町村議会において手話言語法制定を求める意見書が国に提出をされ

ております。 
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 こうした動きもある中、町が条例を制定する場合には、具体的な手話の活用に対する施策の整理

もしっかりとすることが必要だと考えております。 

 また一方で、筆談、点字、音訳、指文字、代用音声などを含めた中で、県の条例と同様に、聴覚

障がい者の生活利便性向上策としての手話言語を総合的に考える視点も大切だと考えております。 

 町の障がい者施策の最終的な目的としては、すべての方々が日常生活や社会生活に不自由を感じ

ることのない豊かな社会環境や基盤を整えることだと考えております。聴覚障がい者はもちろん、

視覚障がいや四肢障がいなど様々な障がいに対して、音声言語や点字、その他バリアフリーなどに

至るまで、様々な環境整備に向けた取組の必要性も感じておりますので、まずは総合的に研究を進

めたいと考えております。 

 なお、全国での条例化の状況や今後の手話をはじめ、意思疎通手段の普及啓発等、詳細につきま

しては、担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） おはようございます。 

 私からは、全国での条例化の状況や、今後の手話をはじめとした意思疎通手段の町民への普及啓

発について、説明をさせていただきます。 

 議員御質問の手話言語条例でございますけども、先ほど議員からもありましたように、調査した

範囲では、全国で４５７の自治体が条例化をしておりまして、熊本県内でも熊本県と熊本市が条例

化をされております。 

 このような条例化の動きの前提としまして、町長が申し上げましたとおり、障がい者権利条約や

障がい者基本法の改正、そして障害者総合支援法による意思疎通支援事業の実施などがございまし

て、大津町におきましても国の規定に基づき、創意工夫を重ねながら事業を展開しているところで

ございます。 

 今後も意思疎通支援事業は継続していく予定でございますけども、条例化となりますと、町長か

ら答弁でもありましたように、手話に限定した内容とするのか、あるいは手話に限定せず、あらゆ

る意思伝達手段に関する条例とするかなど、まず調査分析を行う必要があると考えております。具

体的には、既存の聴覚障がい者向けの意思疎通事業をより多くの町民の方に知ってもらい、手話教

室などの参加につなげるのかという従来事業の普及啓発のさらなる推進にあわせて、手話以外にも

意思伝達に支援を要する方がおられますけども、周囲の理解が得られ、あらゆる日常生活・社会生

活が充実したものにつながるのか、本人や支援機関等へのヒアリング、意見交換などを行います。 

 その上で、福祉にとどまらない、町の全分野での施策実施が合理的配慮の観点から図られること

で、地域社会に気兼ねなく参加できる雰囲気づくりに向けて調査と分析、そして十分な議論が必要

かというふうに考えているところです。 

 町民の皆さんが理解を深めて、相手の方に応じた意思疎通手段を用いることで、誰もがコミュニ

ケーションをとりやすく生活しやすい、地域共生社会の実現に向けて努めてまいりたいと考えてお

ります。 
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○議 長（桐原則雄） 豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） 今、私も手話を勉強しています。皆さんの幸せのために、何とぞよろしく

お願いします。私も頑張ります。 

以上で、一般質問を終わります。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。１１時０５分より再開します。 

午前１０時５７分 休憩 

△ 

午前１１時０５分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

田代元気議員。 

○２番（田代元気議員） 改めまして、おはようございます。議席番号２番、田代元気です。 

通告に従い、一般質問を行います。 

 今回は２つの質問を行います。まず１点目に、マイナンバーカードの普及と活用について質問い

たします。 

 質問に入ります前に、今回の質問と関連しますが、一昨日９月１１日と８月もお盆の中日の１４

日、２８日と、日曜日に開庁し、町民の方々のマイナンバーカードの手続のために勤務されました

職員の皆様には、公私ともにお忙しい中、大変御苦労さまでございます。心から敬意と感謝を申し

上げたいと思います。また、今月は第４土曜の２５日も開庁し対応されるとのことですので、引き

続き町民の皆様に寄り添った対応をよろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、質問に入ります。今回、この質問を用意した背景について、当時の金子総務大臣がマ

イナンバーカードはデジタル社会の基礎となるツールであり、申請のサポートなど、自治体とも緊

密に連携しながら普及促進の取組を加速していくと述べ、その上で普及が進んだ自治体はほかの自

治体と比べてより一層の取組が展開されるものと考えられる。各自治体の交付率の状況などを、来

年度の地方交付税の算定に反映することを検討すると、来年度の地方交付税を算定する際に自治体

ごとのカードの交付率を交付税に反映させる考えを示したといった報道がなされたからであります。 

 令和４年８月末現在の交付率を見てみますと、全国平均は４７.４％、熊本県の平均は４６.８％、

本町における交付率は４１.６％であり、いずれも平均を下回っている現状であります。ちなみに、

菊池地域の自治体では菊池市が４０.２％、合志市４９％、菊陽町４６.８％と、菊池市より若干上

回っておりますが、平均しますと低い交付率であります。申請から交付まで１か月以上の期間を要

しますので、申請件数についてはこの数字よりは多いと思いますが、マイナポイント第２弾開始以

降の申請件数はほかの自治体でも伸びているものと思います。 

 また、九州内でのトップの自治体はお隣、宮崎県の都城市で８３.９％と、驚きの数字をたたき

出しております。あまりにもずば抜けていましたので、都城市のホームページを確認しますと、本

年８月１日で配布は終了していますが、カードの交付を受けた市民１人当たりに５千円の商品券、

都城マイナンバーカード取得感謝券を配布し、普及の促進とコロナ禍において疲弊した地域経済の
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活性化を図る両面で取組を実施しているということが分かりました。 

 そこで、都城市の担当者に電話でお話を伺ったところ、この商品券の財源はふるさと納税を充て

ているということでした。都城市は、ふるさと納税の受入額でも令和２年度１３５億円で全国１位、

令和３年度は全国２位ながら、前年度より１１億円多く１４６億円とうらやましい納税額で、人口

およそ１５万８千人の全員に配布しても８億円あまりの支出で事業ができるとのことでした。すご

いなとうらやんでばかりではいけませんので、本町においても伸びしろ十分です。町長の口癖であ

りますトップセールスで、少しでも近づいて追い越していくような自治体になればと思います。 

 少し話がそれましたが、今回通告した質問ですが、本町において交付率はどの程度なのか、また

７月から始まったマイナポイント第２弾開始以後は、事業開始後と比較してどの程度増加している

のかをお伺いします。 

 次に、マイナポイント第２弾では、保険証とのひもづけが必須になっております。私も８月だけ

で４つの医療機関を受診しましたが、一つの薬局以外はマイナンバーカードが使えないという状況

でした。そこで、町内医療機関において、どの程度マイナンバーカードを保険証として利用できる

施設が整っているのかお伺いします。 

 最後に、これが一番重要ですが、冒頭にお話したマイナンバーカードの交付率に応じて地方交付

税に影響が出ることが懸念されますが、普及と活用に向け、町は今後どのような取組をされるのか、

以上３点質問いたします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 田代議員の質問にお答えをいたします。 

 マイナンバーカードは、国が掲げるデジタル田園都市国家構想の基本方針において、地域のデジ

タル化の基盤となるツールと位置づけられており、令和４年度末までにマイナンバーカードがほぼ

全国民に行き渡ることを目指し、様々な取組を推進しております。７月末現在のマイナンバーカー

ドの交付率は、全国で４５.９％、熊本県で４５.２％、大津町は４０.８％となっております。８

月末には全国のマイナンバーカード申請割合が５０％を超えたとの報道がありました。本町におい

ても８月末時点での申請割合は、全国平均と同じく５０％を超えており、今後は交付枚数率の向上

にもつながるものと考えております。 

 次に、マイナンバーカードの利活用の一つとして、医療機関等においての健康保険証の利用につ

いてですが、機器等のシステムを整備している町内の医療機関等では、診療所・歯科・薬局を含め、

８月１４日現在、２７.３％の導入率となっております。 

 現時点では、導入率が低いことが現状としてありますので、令和５年４月から原則義務化となっ

ているため、今後、順次導入されるものと思われます。 

 次に、マイナンバーカードの交付率によって交付税が減額されるとの報道がありましたが、カー

ドの交付率によって普通交付税が減額されるといったような趣旨のものではなく、自治体における

地域デジタル化に係る財政需要を的確に反映し、自治体の取組をしっかり支えるという考えで検討

されているとのことでした。 
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 これからの普及促進についてですが、現在、町ではマイナンバーカードの取得を促すために、町

広報紙やホームページ、公式ＬＩＮＥやメールにおける周知、県と協力し企業や学校での出張申請

受付、申請に必要な写真撮影のサポートを日曜開庁日に実施するなど、取得率向上に努めていると

ころです。そのほかに、現在、町では情報通信技術の利用格差といわれるデジタルデバイドの解消

へ向け、通信会社による出張スマホ教室も実施中です。基本的な操作はもちろん、マイナポイント

の申請といった手続の操作もフォローし、マイナンバーカードの促進にもつなげているところです。 

 今後も、国が目指す誰一人取り残されないデジタル社会の実現のため、安心・安全で利便性の高

いデジタル社会のツールとなるマイナンバーカードの普及に向けて、一層の普及促進を進めていき

ます。 

詳細については、担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） マイナンバーカードについてですけれども、オンラインで確実に本人確認

ができ、デジタル社会の基盤となるもので、国では、その普及と利活用の強化を進めております。

また、マイナンバーカードの普及促進により、行政手続のオンライン化やデジタルサービスの充実

などの相乗効果が期待をされております。 

 しかし、マイナンバーカードの交付は、令和４年７月末現在、本町では４０.８％と、思うよう

に普及が進んでおらず、取得した場合にできることを住民の皆様に十分に周知できていないこと、

あるいはできることは伝わっていても、それに対してメリットを感じていただけないということが

要因と考えております。 

 マイナンバーカードの取得のメリットとしては、公的な身分証明書として広く利用することや、

住民票など各種証明書をコンビニで取得でき、マイナンバーカードと、カード内のＩＣチップに記

録された電子情報を読むためＩＣカードリーダーやスマホを利用することで、自宅で確定申告のデ

ータを税務署に送信することも可能になります。 

 また、政府が運営します情報提供等記録開示システム、マイナポータルですけれども、これにつ

いても各行政機関からのお知らせなどを確認することも可能となっております。 

 さらに、新型コロナウイルス感染症の拡大によりまして、働き方や価値観の変化は私たちの暮ら

しに大きな変化をもたらし、リモートワークの普及により、地方で働くことができる環境を求める

方が増加するなど、生活スタイルの多様化につながる大きな変化をもたらしております。 

 こうした私たちが直面する大きな変化の中で、本町が次の時代へどのように歩んでいくかの方針

を盛り込み、オンラインでの行政手続をはじめとするデジタルサービスの利活用と実現を目指す、

大津町ＤＸ推進計画の策定を現在進めております。 

 今後につきましては、この計画策定の議論とともに、デジタル社会の基盤となるマイナンバーカ

ードのより一層の普及促進を図るため、住民の皆様にマイナンバーカードの必要性やメリットを広

報等で分かりやすく周知を行い、国の動向についても注視しながら、引き続きマイナンバーカード

の取得促進につなげてまいりたいと考えております。 
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○議 長（桐原則雄） 木村住民生活部長。 

○住民生活部長（木村欣也） 皆さん、こんにちは。 

 私からは、医療機関等におけるマイナンバーカード利用のためのシステム整備状況とカードの取

得支援について、御説明させていただきます。 

 まず、令和３年１０月からマイナンバーカードを利用して医療機関等を受診することができるよ

うになりましたが、町内でマイナンバーカードを利用可能な機器等の整備が完了している医療機関

等は、現在、全体の２７.３％となっております。 

 内訳として、診療所が１５％、歯科が３６.４％、薬局が３８.５％の導入率となっており、特に

診療所の導入率が低い状況となっております。 

 マイナンバーカードを健康保険証として利用した場合、御本人の同意を前提に医師が過去の薬剤

情報や特定健診情報を確認できるようになりますので、正確なデータに基づく診療、薬の処方が受

けられるようになります。 

 また、確定申告においても、マイナポータルと連携して医療費通知情報を取得できたり、転職や

引っ越しをした場合も同じカードを継続して利用できるなどのメリットもあります。 

 さらに、今まではマイナンバーカードを保険証として利用した場合の患者負担は、システム整備

費を補うために、利用しない場合より高くなっていましたが、令和４年１０月からはマイナンバー

カードを保険証として利用した場合の負担を下げる、新たな診療報酬の仕組みを適用する考え方が

示されております。 

 町内の医療機関等におけるシステム整備等の進捗状況を知るために、まだ運用をされていない医

療機関等の一部に確認を行ったところ、６割の医療機関等ではカードリーダー等の機器等の導入は

終わっているものの、回線工事等の遅れにより運用ができていない状況でしたので、工事の完了次

第、マイナンバーカードの利用ができるものと思われます。 

 また、整備に未着手の医療機関等につきましても、医療機関等におけるシステム整備の補助期限

は、システム導入が原則義務化されるまでの令和５年３月末までとなっておりますので、導入が進

んでいくものと思われます。 

 次に、マイナンバーカードの取得が進まない理由の１つとして、必要性やメリットを感じない、

または個人情報の漏洩が心配、申請方法が面倒との御意見がございます。 

 マイナンバー制度は、国民の利便性を高め、行政を効率化し、公平かつ公正な社会を実現する重

要なインフラでありますので、今後は住民の方の不安を払拭するため、マイナンバーカードの安全

性、必要性、メリットの周知・広報を強化し、マイナンバーカードの取得促進につなげてまいりま

す。 

 また、普及に向けて行っているマイナンバーカードの夜間、議員先に御案内いただいた休日にお

ける案内サービスの継続、交付申請支援の強化、地域や企業、学校などへの出張申請サポートを実

施するなど、申請しやすい環境づくりに努めてまいります。 

以上で、説明を終わります。 
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○議 長（桐原則雄） 田代元気議員。 

○２番（田代元気議員） 何点か再度質問します。 

 結構何か再質問で用意しとった分もお答えいただいたのであれなんですけど、例えばマイナンバ

ーカードを持つことによってのメリットで、先ほど都城市の例は言いましたけど、熊本市が１２月

よりコンビニで発行する場合は１０円で住民票や印鑑証明を発行できるといった取組をされるよう

で、そういったメリットがあれば、住民の方ももっと申請してマイナンバーを持つことになるのか

なと思うんですけど、やっぱり町として独自のそういった取組が必要と思うんですけど、そういっ

た取組は検討されないのかをお伺いします。 

 それと、このマイナンバー交付率によって、交付率が伸びれば交付税がちょっと上乗せとかある

と思うので、この件に関して町長の認識と考えを伺いたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 田代議員の再質問にお答えいたします。 

 マイナンバーを伸ばすためにというところで、周知をしっかりしていくところ、メリットを感じ

ていただくところ、不安を払拭していくところということを御説明いたしましたけども、メリット

の部分に関しまして、熊本市の事例としまして一定期間１０円で発行するということなんですけど

も、いろいろな考え方があると思いますけども、何かしら町としてもメリットというようなことは

考えていきたいと思っています。ただ、この住民票に関しましては、私の把握する限りでは、基本

的に住民票を取る方は決まっておりますので、新しい普及にはあまりつながらないところもあると

思っております。ですので、全体的に、長期的に住民の方が本質的な利便性とメリットを感じても

らえるような仕組みを大津町としては考えていきたいと思っています。それが金銭的な誘引策なの

か、あるいは利便性という面なのか、そこはＤＸ計画の中でしっかり進めていきたいというふうに

考えております。 

 また、交付税に関しましては、今、現状のところを調べてみても、実際どのくらい反映されるの

かということが全く分かっていないところでございます。仮の話ですけども、大津町がそれで１億

円ほど変わるようであれば、もちろん５千万円ほど投資してやるメリットも生まれますけれども、

そこでもまた投資対効果等も変わってくると思いますので、総合的に情報もしっかり集めながら進

めていきたいというふうに考えていきます。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） 田代元気議員。 

○２番（田代元気議員） 今後も普及に向けて、あらゆる媒体を駆使して広報・啓発することはもち

ろんですが、町長も言われました町独自の、ほかの自治体がまねしたくなるような取組を検討し、

実行されますことを御期待申し上げまして、次の質問に移ります。 

 次の質問は、今年３月議会に引き続き２回目となりますが、中学校部活動改革について、地域移

行について質問いたします。 

 先日、ＮＨＫの視点論点という番組がありまして、本年６月にスポーツ庁から運動部活動の地域
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移行について、８月に文化庁から文化部の活動の地域移行に関する提言がなされたことを踏まえて、

部活動の新しい形について、日本部活動学会の会長をされております長沼豊さんという方がお話さ

れている番組があったんですけれども、まず長沼氏は、今ある部活動を地域に移行するのではなく、

新しい形として様々な年代の方が一緒に活動できる地域クラブをつくっていくことで、今あるクラ

ブを少し変えることで、スムーズにできることもあるとお話され、地域移行という難しい考えでは

なく、地域展開と考えることを提案されておりました。また、この地域展開の課題についても、今

年３月の議会でやりました指導者の確保の問題、クラブの運営主体、要は受皿ですね、と経済的に

厳しい家庭への支援の在り方など、共感できる部分ほとんどをお話されていました。 

 そこで質問に入りますが、３月議会の答弁において、生徒や保護者、地域住民への説明を行い、

地域部活動への理解を進めていく、また運営団体の整備に向け、検討委員会などを設置し、具体的

な運営方法や人材育成について検討していく。経済的な理由で地域部活動に参加できないことがな

いよう、部活動費の補助などについても検討していくとの答弁がありましたが、この半年での取組

についての進捗状況をお伺いします。 

 次に、前回、主に運動部について質問だったため、吹奏楽部に所属されている保護者さんから、

吹奏楽部はどうなるのと言われましたので、文化部についてはどのような課題を認識しており、ど

ういった取組を行い、検討しているのかお伺いします。 

 最後に、移行期間の開始まで残り半年あまりとなりましたが、国・県の動向も注視しながら、町

としてどのように取り組んでいくのかお伺いします。 

○議 長（桐原則雄） 吉良教育長。 

○教育長（吉良智恵美） こんにちは。 

田代議員の、中学校部活動の地域移行に関します御質問にお答えいたします。 

 部活動は、スポーツや文化芸術等に親しむ機会を提供し、教科学習とは異なる集団での活動を通

じた責任感・連帯感を涵養するとともに、自主性の育成など人間形成の機会ともなっております。

しかしながら、近年、少子化が進行し、チームスポーツなどの持続可能性という面で部活動の厳し

さが増しています。 

 また、これまでの部活動は教師による指導のもとで成り立っていましたが、教師の働き方改革の

中で部活動指導が時間外勤務の大きな要因の一つであることや、指導経験のない教師にとっては負

担感が大きく、生徒にとっても専門的な指導を受けにくいなどの課題もあげられています。 

 このような状況を踏まえ、生徒にとって望ましい、持続可能な部活動と教職員の働き方改革の両

立を目的とする中学校部活動の地域移行が求められています。 

 本年３月議会定例会の一般質問では、中学校部活動改革における、今後の取組や方向性について

答弁いたしました。これまでの取組としましては、文化部の地域移行も含めた先進事例研修、町内

スポーツ団体等関係機関との協議及び地域移行に伴う体育館等施設管理の手段として、リモートロ

ック実証実験に向けた協議などを行っているところです。 

 国は、令和５年から７年度を改革集中期間と位置づけていますが、学校・保護者はもちろん、地
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域・県・国・中体連などの多くの組織にまたがる大きな課題であり、熊本県町村教育長会において

も理事研修会等で、中学校部活動の地域移行に係る各自治体の状況や課題等を共有し、県に対する

質問や要望等を上げることになっています。 

 今後、できるだけ早く検討委員会を立ち上げ、関係機関との協議を重ねながら、人材の確保や育

成の在り方、生徒のニーズに沿った活動を検討していきます。 

 なお、先ほども申し上げましたが、休日の運動及び文化部活動の地域移行に向けた改革集中期間

は、令和５年から７年度とされておりますので、大津町としましてはこの期間において受皿となる

運営団体や経済的に困窮する家庭の生徒への財政的な支援の在り方など、支援体制を十分に検討・

構築したうえでの地域移行が大切であると考えております。 

 中学生にふさわしいスポーツ環境や文化芸術等に親しむ環境を、学校単位から地域単位での活動

に変えていくことで、将来にわたり子供たちがスポーツや文化芸術等に継続して親しむことができ

る機会を確保してまいりたいと考えています。 

なお、詳細につきましては担当部長より説明させていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） こんにちは。 

それでは、田代議員の中学校部活動の地域移行について御説明をさせていただきます。 

 令和４年３月議会定例会の一般質問において、今後の予定としては、国や県からの情報収集を行

うとともに、地域の受皿となる運営団体の整備に向け検討委員会等を設置し、具体的な運営の方法

や人材の育成について検討していくと答弁をしております。 

 その後、国の方では、６月にはスポーツ庁、８月には文化庁から、地域移行に関する検討会議の

提言があっております。 

 大津町におきましては、それらの提言を参考にしながら、町内スポーツ団体の御協力により、群

馬県ＮＰＯ法人の新町スポーツクラブ理事長による先進事例研修や、町内スポーツ関係団体代表者

と指導者の確保や育成等について協議を行ってまいりました。 

 関係団体との協議の中で、持続可能な部活動を実現するうえで、生徒の部活動に求めるニーズを

把握することが重要であるとの御意見をいただき、アンケートによるニーズ調査の準備を行ってい

るところです。 

 文化部につきましても、運動部と併せて協議を進めておりますが、休日及び夜間に貸出しを実施

している屋内運動場などとは異なり、文化部の活動場所は校舎内となることも考えられるため、施

設管理などの問題が国の検討会議でも課題となっております。 

 本町でも同様の課題が考えられることから、施設の改修も含めて学校と協議を始めており、構造

計画研究所の協力を得ながら、リモートロック等の実証実験に向けた協議も進めております。 

 ９月に入り、県から初めて部活動の段階的な地域移行に関する説明会が開催をされております。

そこでは、まずスポーツ庁、文化庁で行われてきた地域移行に関する検討会の提言内容についての

説明、２つ目に休日の部活動における地域移行については、令和５年度から令和７年度の３年間を
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目標として段階的な移行へ進めていくこと、３つ目に今後、国からのガイドラインが示され、それ

を受けて、県は地域移行の推進計画を今年度中に策定することなどの方向性が示されました。 

 町としましても、今後、それらをもとに学校、生徒、保護者への情報提供や関係機関との協議並

びに検討会を開催しながら、ニーズ調査の実施やリモートロック実証実験を行ってまいります。 

 また、県と外部指導者と相談しながら、可能であれば週末の部活動指導員を増員して、平日と休

日の指導者間の連携強化を図りながら、段階的な地域移行へつなげていきたいと考えております。 

 今後とも関係団体と協議を深め、課題となります人材の確保、活動場所となる施設の利用料や利

用調整の手法、また部活動費と経済的に困窮する家庭への支援並びに指導者への報酬などの財源確

保など、様々な課題を整理しながら、大津町の子供たちにとって、ふさわしいスポーツ環境と持続

可能な部活動の在り方を実現する、休日の運動及び文化部活動の段階的な地域移行を、子供たちを

中心に学校、家庭、地域及び行政の五者が連携・協働して一体的に取り組んでいきたいと考えてお

ります。 

以上で、説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 田代元気議員。 

○２番（田代元気議員） 何点か再質問します。 

 はっきり言って、全く危機感が感じられないんですね、残り半年で移行が始まるというのにです

ね。保護者の中には、来年の４月から土日の部活は先生が教えないとか、土日は部活がなくなると

か、そういった認識をもっている保護者も少なからずおられるんですね。さらには、先生の中でも、

来年の４月になったら土日は指導しなくていいとか、そういう話もあるんですよね。そういったこ

とに対して、町が急いで受皿とか指導者の確保は国・県の動向を待つより先にやってしまわないと

いけないと思うんですけど、その辺、半年でできるのかというのが１点と、地域の現状、例えばサ

ッカーとか野球とかバレーとか、多分スムーズに移行できるのはあると思うんですよ。そういった

ことに対して、地域の現状をしっかりと理解しておるのかというのが１点。あと、令和５年度から

の３年間と何度もおっしゃいますけれど、その３年間のスケジュールに対するプランは出来上がっ

ているのか、以上の件について再質問いたします。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） 田代議員の再質問に御説明を申し上げます。 

 ３点あったかと思います。１点目、土日の部活動がなくなると、町も急いでやらなければならな

いのに、あと半年しかないということで御質問でございますが、先ほども教育長、私の答弁の中に

もありましたように、国の方向性としては来年、令和５年から令和７年の３年間をかけて、まず休

日の部活動の段階的な移行を進めることと、これが大きな目標になります。その後、令和８年度以

降は平日に向けた地域への移行を進めていくという大きな目標が示されておりますので、それに向

けて大津町としましては計画を進めていきたいと考えております。 

 それから、地域の移行、現状ということで、２つ目にバスケットボールとかというところで御説

明がありました。確かに、今、外部指導のコーチの方が大津中学校、大津北中学校に複数名配置を
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されておられます。そういった競技の指導あたりにもあたっていただいておりますので、人材的に

今おられる方もおられますが、全体的に部活動の課題であります部活動費であったりとか、施設の

利用をどういったところでやるのかとか、具体的に、全体的に、総合的に考えなければならない部

分がございますので、そういったところを整理しながら、そして地域への移行ができればと考えて

おります。 

 それと、令和５年度から３年間のプランということでございますが、国のガイドラインが今後示

されますので、それをしっかり受け止めて進めてはいきたいと思います。ただ、今できるところの

関連団体との協議であったりとか、そういったものを今進めております。今回、冒頭の質問のとこ

ろでＮＨＫの視点論点の中での話がございました。今あるクラブがあることで、地域に展開を行う

ことができるんじゃないかというところで、私たちも事前に研修をする中で、群馬県の新町スポー

ツクラブというところのＮＰＯ法人のお話も勉強させていただいております。２０年ほど前に地域

スポーツ型に移行された団体でございます。クラブおおづさんとも深いつながりもあられますので、

そういったところを通じて研修会を組んでいただきました。いろんな協議をその中で進めておられ

て、子供から大人までが活動が一緒にできるというような活動を展開をされております。そういっ

たところも参考にしながら、今後は計画をしていきたいと思っております。 

 まず、先ほど答弁の中でも、週末の部活動指導員を増員して。来年度から段階的に進めていけれ

ばということも考えております。検討していく中でそういったところも段階的に学校の指導にあた

っている顧問の先生と、地域の指導者の方の連携も深めながら、そういったことがスムーズに移行

ができるような展開も考えて進めていきたいと思っております。 

 そして、最終的には３年間で週末の地域移行あたりが全体的にできればというようなところで考

えていきたいと思っております。 

以上で、説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 田代元気議員。 

○２番（田代元気議員） 再度質問というか、答えと質問と全然違っとったと思うんですけど、地域

の現状をどう理解しているかということなんですよね。今、学校に外部の指導者で指導員がおられ

るとかじゃなくて、例えば民間のスポーツクラブがありますよね。そういったことに対して、町は

ちゃんと現状を把握しているのか。例えばサッカーだったら、クラブチームがありますよね。多分、

２チーム、今、大津町にあると思うんですけど、そういったところがどういった活動をされとるの

かとか、そういったことの現状を理解しているのかという、私は質問をしたんですけど、それに対

して一切答弁がなかったので、うーんと思ったんですけど。あと、令和５年度から３年間かけてや

ればいいみたいな感じなんですけど、本当に多分、来年の４月になったら、土日、先生は教えなく

なるというのが発生すると思うんですよ。そういったことに対して全然危機感を感じていないとい

うのが、私の認識なんですよね。それに対してどういうふうに受皿を、地域がやることというのは

明白なんですよ。受皿をつくることと指導者の確保なんですよね。国・県の動向、国・県が把握し

とるわけないじゃないですか。それに対して本当、町が全然危機感をもっていなくて、本当子供た
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ちが取り残されるんじゃないかという危機感しか、私はないんですよ。それに対して、町はどうい

う認識をもっているのか。私の中でこの半年間、何もやっとらんと思ったから、またこの質問を用

意したんですよ。その点に対して、もう一度答弁をお願いします。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） 再質問のほうに御説明させていただきます。 

 現状を理解しているかというところでの答弁が違うということでございますが、現在、町内でも

いろんなスポーツ団体、それから個人さんで指導されている団体といいますか、ところもあるよう

です。生涯スポーツの運動公園にあります、体育館の生涯スポーツ係のほうで一旦全体的にどうい

った活動をされているかということでは把握、調査をさせていただいておりますが、ただそれがす

べて網羅しているかというところは漏れている部分もあるかも知れません。ただ、ある程度、町内

の各施設あたりで活動されているところは把握をしているところでございます。 

 それから、土日の休日移行について、危機感がないのではないかというところでございますが、

国が示されますガイドラインには大きな方向性が示されておりますので、できるだけ移行ができる

部分については移行はしていきたいとは思いますが、ただ急ぎ過ぎて十分な整理ができないまま着

手することは、余計子供たちの将来のため、家庭のためになるのであれば進めていければと思うん

ですが、そういった全体的な整理も必要だと思いますので、急ぎすぎてばかりでは十分な検討が、

検証ができないかと思いますので、まずは先ほども、最初の答弁で言いましたように、子供たちを

中心に、それから家庭、それから学校、それからいろんな地域のスポーツ団体がおられますので、

そういったところの話も聞きながら、一つ一つ整理して進めていきたいと考えております。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） 吉良教育長。 

○教育長（吉良智恵美） 少し説明を補足させていただきます。 

 田代議員が大変心配していただいております、残り半年で、来年４月から部活動がなくなるんじ

ゃないかとか、部活動を指導する先生がいなくなるんじゃないかという御心配でございますけれど

も、休日の地域移行が実現するまでは従来の部活動をこれまでどおりにしていただくということに

なりますので、そのへんの御心配は大丈夫じゃないかなと思っております。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。午後１時より再開します。 

午前１１時４６分 休憩 

△ 

午後 １時００分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） 皆さん、こんにちは。３番議員、時松智弘が一般質問の壇上に立ちます。 

 まず最初に申し述べておきたいのが、先の参議院選挙の選挙期間において、安倍晋三衆議院議員

が奈良県で暴漢に襲われ亡くなるという事案がありました。私は、議会制民主主義、これを考えた
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ときに、自由な意見、自分の意見をしっかりと公の場で、法のもとに、公共の福祉のもとに、しっ

かりとした発言をしていく政治家が暴漢に襲われと亡くなったということに対して。一議会人とし

て哀悼の意を示します。 

 私もこの町で行政と政治が車輪の両輪となって、しっかりとこういう場において発言をすること

で、住みよいまちづくりが推進できることを一生懸命頑張りますとともに、県政もまた、国政もま

た、そういった形で議会人がしっかりと発言ができるということが、自由が保障される素晴らしい

世の中であってほしいと心より思います。 

それでは、通告書に従って、一般質問のほうを行います。 

 資料でお示ししているんですが、今回の質問については親水の要素を取り入れた都市公園の整備

について、２問目は町のＰＲ戦略と指針とＳＮＳ時代における情報の提供の強化について、３問目

については消防団の活動服のデザインと交付要領について、以上３点において質問をいたします。 

 最初の質問の親水の要素を取り入れた都市公園の整備についてであります。振興総合計画の説明

を行ったまちづくり懇談会、これは町のホームページのほうにも内容が出ていると思います。実に

様々な人たちの意見が出ておりました。建設的な意見をどんどんどんどん拾い上げていって、こう

いった一般質問の場でその中身について深く掘り下げていくことが非常に重要であると思います。

その中で、誰もが行きたくなる都市公園の整備としての要望、大津町の目玉となるような公園があ

れば、さらに良い。子供の目線を取り込んだ公園づくりをしてほしいという意見が上がっておりま

した。 

 町民の公園の満足度という質問については、昨年の私がスケートボードが利用できる公園の整備

をという趣旨の一般質問をしましたけれども、依然として町民の皆様からは公園の魅力化の要望は、

若年世代とその保護者を中心として数多く上がっているわけであります。 

 そこで、私は前回の質問の中でちょっと抜けていたなというところがありましたので、改めてこ

ちらの資料を付けておりますが、都市公園を整備することの目的、それは都市計画法第４条第６項

の中にあります都市計画施設の一つであります。目的は先ほど冒頭のところでも述べさせていただ

きましたが、公共の福祉の増進のためにこれを設置するとあります。公共の福祉とは、日本国憲法

の定める権利である一定の制限する基準です。要するに、権利は権利として皆さんあるわけですけ

れども、やはりそれは公共の福祉という観点では、都市公園は広く皆様にサービスを公平に分かち

合っていただくという、そういう位置づけがあります、公共の福祉を増進する設備とは、これは都

市公園法という法律の中にありますけれども、この中の１から８まで、これは法律の条文に書いて

あります、そういった施設を付けておいてくださいということなんですね。２番及び５番のところ

に、色を青く変えておりますけれども、噴水や水泳プール、運動施設や修景施設と呼ばれたものを

しっかりと設備することが重要であるというふうになっております。 

 都市公園法が制定されたのは、昭和３１年、戦後復興から経済成長へ移行する中、例えば終戦か

ら都市が荒廃をしておって、そこから力強く都市づくり、まちづくりというのを作っていく。先ほ

どは区画整理の話が一番最初の一般質問でありましたけれども、そういった区画整理をしっかりし
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ていかないと、乱開発、無尽蔵に人口が増加をする、そうすると緑地というのがどんどん足りなく

なる。田中角栄さんという人が全国で遊説をしたときに、まさしくそれに触れたんですね。息をす

るのも苦しいような都市づくりではいけない、だから緑地をしっかり整備するんだ、下水道・水道

のインフラを整備するんだと、ヨーロッパやアメリカのような美しい町並みをつくるんだというよ

うな話がありまして、それがこの法律の制定されたところの都市計画法及び都市公園法の位置づけ

であります。 

 緑とオープンスペースの稜を整備し快適な住環境を確保する、これが主な目的なんですが、現在

の社会情勢は、大津町は人口が増えていますけれども、日本全体としては減少期に入っており、社

会が成熟し、市民の価値観の多様化、都市のインフラが一定程度整備され、持続可能で魅力あふれ

る高い質のまちづくり、これが必要になってくる。住民の生活の質の向上を目的とするべきとの報

告、これが国土交通省の新たな時代の都市マネージメントに対応した都市公園の在り方検討会とい

うのがありました。 

 資料２枚目になります。誰もが訪れたくなるまちづくりを担う、その都市公園の整備の重要性、

先ほど言いました、戦後復興の中では緑地をつくればよかった、だけども今は都市公園の中にニー

ズをつくらなければいけません。その中ではこの国交省の資料なんですけれども、左側に７つ項目

で抜き出していますが、観光、活力、子育て、防災、環境、景観、文化、それぞれのジャンルにお

いて、前回質問させていただいたときの答弁の中にも入っていたんですが、都市公園ストック機能

とアダプト、これをしっかり活用してくださいと。要するに、それだけの公園を町の財源で整備す

るのはとても大変ですから、民間活用と市民参加の整備の体制、これがいわゆるアダプトというや

つなんですけれども、この都市景観づくりが大変重要であると思います。これらを背景とすれば、

緑とオープンスペースがもつ多機能性をもった公園の整備、単に植栽を植えるとか、単に遊具を整

備するということで、漫然とした空間の間隙をつくるのではなく、集客力である施設となるように、

地域の活性化となるように、公園を整備していただきたい。特に、遊具、施設の導入にあたっては、

単に流行におもねることなく、町の名所づくりや伝統が感じられる趣のものを整備していただきた

いんです。 

 ３枚目の資料です。白川流域灌がい用水群というのがあります。この町は水郷が売りなんですよ、

本当は。水が豊かに流れている町であったはずなんですね。上井手と水車の歴史的遺産と伝承と、

涼を求める施設、優良な親水公園があれば、恐らくそれは観光名所として町内外の子育て世代の人

流が活発になるのではないかと私は思います。 

 下のほうにお示ししております合志市の元気の森公園や、熊本市の武蔵塚公園のように、親水公

園はたくさん近傍の市町村にございます。水資源の歴史的遺産と伝承、涼を求める施設、優良な親

水公園をつくれば、近年の猛暑で親水に対する要望は、若年層のみならず、大変高いわけでありま

すので、例えばプールなどの体育施設を整備してほしい、水遊びができる場所や噴水などの要望も

あると聞いております。特に町中心部にはそうした親水公園の性質をもった都市公園がなかなかな

いのは寂しいことだなというふうに思います。 
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 下のほうに書いておりますが、近年の気象の状況を考えれば、涼を求めるニーズは大変高い。大

津町の新たな名所、子育ての世代が注目するスポットとして、以上の観点より、都市公園の整備に

あたり、先進事例調査研究はどのようになっていますか。 

 また、熊本の水資源、地下水資源を活用し、活気のある町内ですね、親水公園が造れないか、以

上２点質問します。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 時松議員の御質問にお答えをいたします。 

 都市公園は、都市公園法に基づき地方自治体や国により設置される公園又は緑地と定義され、防

災・環境・健康・景観・文化・教育・コミュニティ・観光・経済など、様々な役割・機能をもって

おります。 

 ５月、６月に行われた振興総合計画の説明に伴う町づくり懇談会の中でも、あるいは住民アンケ

ートの中でも、公園に関する御意見や御質問も複数あり、住民の皆様からは、例えば大型遊具を備

えた公園など、魅力ある公園の整備の要望が多くあがっておるところでございます。 

 都市公園法が昭和３１年に制定され、６０年以上が経過、その間で社会情勢は大きく変化してい

るため、国も公園の今後の在り方を検討し、平成２９年に同法の一部を改正し、変化への対応策を

講じているところです。 

 議員御質問の、親水の要素を取り入れた公園の整備についてですが、本町においても平成５年度

には、誰もが水及び人とふれあう場として、現オークスプラザ南西に頭首工・水車などを設置した

親水公園の整備、平成１４年度には、北部に矢護川公園を整備しました。しかし、親水公園におき

ましては、地下水をポンプでくみ上げ溜める仕組みの運用であったため、高額な電気代や水温の上

昇によるコケやカビの発生などに対する維持管理のコスト面や、夜間の通行人などのガラス瓶の投

げ込みなど、安全面・衛生面から、平成１８年には親水機能がなくなり、熊本地震後には庁舎建設

に伴い、現在の広場となった経緯がございます。 

 その後も、水に親しむ文化の継承を目的とし、上井手公園の整備や、まちづくり交流センター敷

地内に水をくむ場を設けるなどの取組も行ってきました。また、先ほど話した水場のある矢護川自

然公園には、特に夏場には多くの子供連れの家族が訪れ、にぎわっておるところでございます。 

 私も以前、特に広大な敷地に対して利用者が限定的である昭和園について、水場の設置を研究し

たものの、初期費用や維持管理費などの課題に直面した経緯があり、親水公園の整備にあたっては、

矢護川自然公園のような湧水や川などの地形を活用した自然構造ができれば理想的であると考えて

おります。 

 しかしながら、昨今の猛暑の影響で、親水に対する要望も増えていることが想定されますので、

今後のまちづくりにおいても、既存施設の水資源の活用を整理・検討し、国や先進地の動向を注視

しながら、有利な補助事業や民間活力の活用など、様々な視点で財源を確保し、国内外から注目さ

れる集客力のある公園整備を行い、地域の活性化につなげていきたいと考えております。 

詳細につきましては、担当部長より説明をさせていただきます。 



95 

○議 長（桐原則雄） 村山都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（村山龍一） 時松議員の御質問について、御説明いたします。 

 現在の都市公園の充足状況をまず御説明いたします。本町では令和３年度末時点で、都市公園面

積３９万２千１２１平方メートルに対し、人口３万５千７５７人と、１人当たり１０.９７平方メ

ートルで、都市公園法第３条、同法施行令第１条の２で定める、住民１人当たりの都市公園敷地面

積の標準１０平方メートル以上を超えている状況です。そのため、都市公園を新設整備するうえで

は、国の補助制度が活用できないため、財源の確保が課題となっております。 

 国の補助事業といたしましては、社会資本整備総合交付金事業の１つに、都市公園ストック再編

事業が設けられました。この事業は、地域のニーズを踏まえた新たな利活用や都市の集約化に対応

し、地方公共団体における都市公園の機能や配置の再編を図る都市公園の整備を行うものです。採

択要件として、立地適正化計画又は緑の基本計画を策定していることとなっております。 

 現在、本町には立地適正化計画等は策定されておりませんが、今回の補正で肥後大津駅周辺まち

づくり基本構想検討事業計画策定等事業委託を計上している中で、肥後大津駅を中心としたまちづ

くりについて、大津町の将来像を検討し、整備方針の整理を行い、その中には立地適正化計画策定

の検討も行う予定です。今後、まちづくりを行っていくうえでは、立地適正化計画の活用は必要と

考えております。 

 現在の都市公園の中で、中部地域には大津中央公園や駅南西公園・駅南東公園、通称かぶとむし

公園があります。公園において水を活用しているものとしましては、大津中央公園では旧日本アル

コール産業時代に利用していた地下水をポンプでくみ上げ、公園トイレ及び子育て検診センターの

トイレの水に有効活用し、遊具付近にはミストシャワーの設備も設置しております。上井手公園で

は、水を利用し水車を回しております。 

 今後、親水の要素を取り入れた公園整備を検討するうえでは、以前あった親水公園が機能しなく

なった背景等を検証・整理し、既存の水資源の有効活用も考慮しながら、また施設整備や管理運営

面についても、他事業との連携や地元住民などとの協働なども視野に入れ、大きく変化する社会情

勢の中で、その時その先の住民ニーズを予測し、地域の活性化が図れ、かつ持続可能な魅力あふれ

る公園整備を行っていきたいと考えております。 

以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） 再度、質問します。 

 また、資料を出していただいていいですか。今、答弁の中にあったんですけれども、やっぱりこ

の水資源の活用この町の最大の売りをつくるんですというときに、ぜひ参考にしていただきたいの

が、さっきの立地適正化計画の話なんですが、要は仙台市というのがありますよね。杜の都仙台な

んておっしゃるんですけれども、仙台市の公園化比率を住民１人当たり１６平米あるんです、実は。

だけど、彼らは令和３年の立地適正化計画を設立することによって、公園ストック事業という補助

事業をもらっているんですよ。であれば、その立地適正化計画というのをしっかり立てていくこと
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によって、確かにさっき答弁の中にありました１０平米は確保できていますと。しかし、今も人口

は３万５千７００人、これから３年、５年と人口４万人の町を目指していくということは、当然、

充足率は足りなくなってくるわけなんですね。その充足率が足りなくなってくる中に立地適正化で

ストック化を行って魅力的な公園を整備することができるのかなというふうに思います。 

 熊本市北区の坪井川緑地というのがありまして、肥後っ子ジャングルというのがありますけども、

そちらに遊水池があるんですね。１５万人になっています。そしたら、この人流というのはなかな

か見過ごせないんですね。すごい経済効果を、私は持っていると思います。当然、子供たちがそこ

に集うわけですから、にぎわいも生じると私は思います。 

 また、先ほど大津中央公園のポンプのお話をちょっとされましたので、ポンプの話に触れますと、

あそこはもともとアルコール工場で年間１万５千キロリットルのアルコールを精製しておったと。

アルコールの精製ってものすごく水の量が必要になります。大体試し算ですけれども、生産するア

ルコールの量のおよそ３倍から４倍の水がいるであろうと。そのときに井戸水の件が、旧アルコー

ル工場の場合は１分間に１.１トンくみ上げることができるポンプが付いておったそうですが、今

そのポンプの能力をずっと落として、要する子育て支援センターとその周辺に使う容量に落として

あるかと思います。水がそれだけ出るということが分かっておりますので、例えば先ほど言われま

した、ほかの事業との連携ということを考えたときには、水はとても大事じゃないですか。給水と

いうのは、災害のときにも非常に使えるものでもあるし、あるいはそういったものをしっかり整備

すること、先ほど私が示させていただいた国土交通省の公園の整備の計画とちょっと合うのではな

いかと思います。 

 先ほどの答弁の中では、立地適正化計画検討という形で言われたと思うんですね、研究をすると

いう。要するに、その先行的ないわゆる森の都、いわゆる水の都といわれているところの立地適正

化計画を参考に、もう少し強めに推進することができないかということでお尋ねをいたします。 

○議 長（桐原則雄） 村山都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（村山龍一） 時松議員の再質問について御説明いたします。 

 議員御質問の、現在の大津中央公園の場所は、昭和１３年７月に国営アルコール工場として創業

を開始しております。平成１４年１２月に操業を停止し、その後、平成２０年度のまちづくり交付

金事業を活用し、現在の中央公園になっております。 

 また、中央公園については、中央部の防災拠点として、かまどベンチやマンホールトイレなどの

防災設備を設置しており、その後も非常用発電機を整備するなど、災害時の指定避難所としての機

能の充実を図っております。 

 先ほど言われました、工場で利用していた地下水ポンプですが、子育て健診センター及び中央公

園内のトイレや散水で使用するには能力が大きすぎるため、現在の１０分の１の能力へとポンプを

入れ替えております。 

 活用については、現在、くみ上げた地下水は受水槽にためる仕組みとなっておるため、仕掛けの

噴水など活用するには、利用する水量が受水槽の貯留量以内であれば検討は可能であると考えてお
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ります。 

 また、地下水を飲料水として利用するためには、水道法及び水質基準に関する省令に定める検査

項目の水質基準に適合することに加え、水質結果によっては毎日、３年に１回程度といった幅広い

検査頻度で検査を実施する必要があります。 

 このように様々な条件がありますが、議員がおっしゃる水資源の活用については、今後、公園整

備の一つとして取り入れていく必要があると思います。 

 それと、先ほど言われました立地適正化計画については、県内の市町村の状況も研究して進めて

いきたいと思います。 

以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 時松議員の再質問にお答えいたします。 

 立地適正化計画に関しましては、今、大津町のように広がっている町に関しては、ちょっとそれ

が制限・制約になるようなところもありますので、そこも踏まえた上でしっかりと研究を進める中

で考えていきたいというふうに思っております。 

 また、公園面積の話もありましたけど、おっしゃるとおり、公園は非常にどの世代にとっても重

要で魅力的なものであると思っております。ただ、その広がりだけではなく、既存の例えば昭和園

ですとか、あるいはスポーツの森、あそこも都市公園と位置づけられておりますので、そういった

ところの利用がまだまだ限定的なこともありますので、例えば今、スポーツの森に関しましては指

定管理の中でより自由度の高い使い方をしてもらうこと、あるいは昭和園に関しましては、前回の

全員協議会でお示ししましたとおり、単に子育て拠点とユニバーサルデザインの遊具等を備えた子

育て拠点をつくる中で、昭和園との一体的な使い方も考えていく。そして、その全体の魅力を上げ

ていく、その中で当然、親水公園の在り方というのも突き詰めていきたいというふうに思っており

ます。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） 今回答をいただいたとおりで、やはりニーズというのはすごくあるんだと

いうことがこれでお分かりいただけたのかなと思います。これはフリーペーパーの「ＧＯ－ＯＨＺ

Ｕ」１０４号、表題がもう既に「集まれ大津のひんやり」と、夏場のときにやっぱり涼を求める声

がこうしてもう如実に現れておりますので、こういった形で特集記事を組まれるぐらい、それはニ

ーズがあるんだよということなので、しっかりと検討していただきたい。 

 また、井戸の話なんですけど、先ほどおっしゃられました昭和園のほうですけれども、古くの方

に聞けば、そこにはやっぱり井戸があるそうでございます。そういうところの再発見、魅力化とい

うのも町にとっては良いことではないかなと思います。 

 次の質問に移ります。町のＰＲ戦略の指針とＳＮＳ時代における情報提供の強化についてであり

ます。私がその質問を組み立てたときは、ＪＲの肥後大津駅からの延伸の話がまだありませんでし



98 

たので、ちょっとこういう書きぶりになっていますが、ここ３か月と言わず、何か月か、例えばヤ

フーを検索します、グーグルを検索しますというと、大津町で何々しましたというのがなかなかで

てこないんですね。キーワードが出てくる報道が少ない。少なくとも近隣市町村の発する話題のほ

うが多いように感じました。これは何もＴＳＭＣがあるからとか、そういうことは全く関係なくて、

近隣市町村のトピックスより大津町のトピックスがちょっと少なく見えるなと思ったんですね。町

の魅力をＰＲすること、これはマスコミの方に逆取材をしましたけれども、別に地方紙だけじゃな

くて、いろんな方に私は聞きましたけど、やっぱり少ないですねということだったんですね。町の

魅力をＰＲすることは、先の都市公園整備の質問でも触れましたが、魅力ある取組を実施すること

の情報の提供をすることがものすごく大事。これを何回も何回も重層的にやることで、あざなえる

縄が綱になって、大津町ってすごい情報発信があるんだなということになると思います。これを何

でやらなければいないのかというと、ふるさと納税の話が出てきます。菊陽町は住民税の税収が、

残念ながら、ふるさと納税の分野だけ考えたら赤字に転落しているのではないかという地元紙の報

道がありました。 

 総務省が令和４年度ふるさと納税に関する現況調査というのを出していますけど、ホームページ

を見れば分かりますが、税の減収に苦しむ市町村、熊本県内では少なくないことが分かります。ふ

るさと納税については、魅力のある返礼品、あるいは特産品を用意することも大変重要な施策です。

しかし、大津町をふるさととする人が都市部に移住している今現在の中で、我が町を支えたいなと

知る機会はＰＲしかないんだと思います。 

 資料をお願いします。そういった観点で、自治体広報の役割と広報のポイントをどう捉えて分析

をしておられますかというお尋ねなんですね。シティプロモーションという、我が町の宣伝をしま

すよという、今、働き方は多様化しております。熊本市に働く場所があっても住む場所は別に南阿

蘇村でもどこでもいいわけなんですね。自分が住みたいと思う場所、移住・定住、観光、企業誘致

とか、様々な切り口で広報しなきゃいけないんですよ。そして、先ほど触れましたふるさと納税に

ついても、国内外企業への進出ＰＲとか、あるいはそういう重要度がどんどんどんどん上がってき

ております。昔は自治体の広報の目標というのは、住民に正しい情報を伝える、これがもう一番大

前提だったと思うんですね。しかし、今、ＳＮＳやインターネット、メディア、どんどんどんどん

幅が広がってまいります。そうすると、町外の人にも地域の魅力を伝える。例えば、今、学生さん

の絵を載せていますけれども、子供たちはペーパーレスです、完全に、もうスマホです。そういっ

たところの情報をしっかりアピールできているか、あるいは多様な団体、メディア、媒体を使う。

お年寄りで一番最初に皆さん行動しなはることは、テレビをつけることだと思うんです。朝一番の

ニュースを見なはることだと思います。そうすると、やはり町の情報、熊本県の情報というふうに

なってくるときに、ここに大津町という言葉が出ることで、おおというふうなＰＲ効果、要は自分

たちだけが広報するわけではなくて、リレーションシップをしっかりつないでいく。新聞、雑誌、

テレビ、ユーチューブ、いろんなものとどんどんどんどんつながっていくと、町の広報がどんどん

拡がりが出てくるのではないかと思います。 
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 ただ、ＳＮＳ全盛時代の自治体のＰＲ戦略はとここに書いておりますが、実はＰＲというのはも

のすごく難しい仕事だと思います。私も公務員を２４年やりましたけど、５年間、ＰＲのセクショ

ンにいました。やっぱりなかなか難しい、頭が固い、あるいは目標設定というのをしっかりできて

いない。これってやっぱり何でなのかなとちょっと思うんですが、広報というのは特別な能力が要

るんです。熊本県警の道路の電子掲示板があります。ああいうところにとても面白い、例えば鬼滅

の刃を題材にするとか、オリンピックを題材にするとか、そういった交通安全の掲示をしています

けれども、あれって誰がやっているんだろうと、私は不思議だったんですね。そしたら、県警の担

当者、これは交通政策課というのがありますけれども、そこの方に聞いたら、担当の一人が決める

んですと、ただ決めたときの決裁は決裁官はもうすぐ政策課長、それから県警副本部長にぽかんと

上がるらしいですね。要するに相中にいろんな意見が入ってくると、固くなりすぎて駄目だと。そ

ういうふうなのを戦略として作っちゃうと。広報のやり方として作っちゃうというやり方があるそ

うでございます。自治体広報が陥りやすい問題点と赤で書いていますけれども、これってネットで

いろんな自治体ワークスとかいろいろ見れば、こういうのが出ておりまして、どこもやっぱり共通

の問題点というか課題をもっているそうです。特に誰に何をどのようにやればいいのか、あるいは

内部との情報共有がなかなかうまくいかない。町のＬＩＮＥがあります。町のフェイスブックがあ

りますとかやっているんですけど、じゃあそこから波及するか、新聞で取り上げられるかというと

ころが難しいんですよね。これを誰かが分析するとかいうのはなかなかできなくて、外部の方に意

見を求めたりもするんですね。私がやっていたＰＲセクションもやっぱり外部の人の意見を求めて

おりましたが、そこがなかなかうまくいかないわけであります。改善策は下のほうに書いておりま

すけれども、これはやっぱりメディアミックスというのを最後にやらなければいけないのかなとい

うふうに思うんですね。やっぱり何といっても巨大なマスコミとマスメディアと、しっかりとした

そのリレーションシップをとっていくんだという、関係をとっていくんだということをしないと、

インターネットの配信や新聞記事、大津町の登場してくる記事というのがなかなか出てこないのか

なと。あるいは、これは要は宣伝というのは、勝手に盛り上がってくれる、いわゆるバズってくれ

ればいいものではなくて、バズらせることが必要なんですね。だから、そこには町長も多分、広報

にも頭を悩ませていると思うんですけども、戦略、こういうふうに物語を載せてほしいなというの

をアピールすることが、私は必要だなというふうに思っております。 

 これをやると、本来はコロナがなければ、この夏場というのはすごくイベントがいっぱいあった

んですよね。その情報発信もなかなかできていなかった。だから、攻める広報、積極果敢なＳＮＳ

の活用を行い、観光促進のみならず、国内外企業誘致のために知名度アップをしっかり含めて、他

市町村に後れをとってはならないというふうに思います。今、海外旅行はなかなかありません。イ

ンバウンドこそ影はないですけれども、国内旅行のニーズは相変わらず高まっております。住民に

必要なサービスはもちろんやっていただいて、そこからまたＰＲを進化させて戦略をもって取り組

む必要があるのではないかと思います。 

 これは東京都の杉並区というところが広報戦略というのを出しています。これは杉並区の方がど
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うぞどうぞ使ってくださいという話だったのでいただいたきているんですが、この中に私は幾つか、

ああそういう価値観なんだと思ったんですけれども、戦略の２に書いてある複数媒体を組み合わせ

て効果的な情報発信、やっぱりメディアミックスというのを強化してほしいというのがあったんで

すね。このメディアミックスをさせていくと、要するに既存メディアとの情報共有、これをやらな

いと、やはり様々な媒体の使い方があります。新聞が好きな人、テレビが好きな人、ずっと農作業

をしているからラジオを聞いている人、様々なそのメディアがありますから、そのメディアミック

ス戦略というのが必ず必要ではないかというふうに考えております。 

 以上の観点から、ＳＮＳ全盛の時代において、要するに若年層に対しても町のＰＲの指針、そし

て成果、そして様々な媒体の中で熊本県が市町村の検索数１位を目指すという具体的な目標を例え

ば立てたとして、既存媒体であるテレビや新聞を巻き込むような戦略、世代のすべてが反応するよ

うな広報戦略は何かありますかということをお尋ねします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 時松議員の質問にお答えをいたします。 

 現在の町の情報発信媒体には、広報おおづ、生涯学習情報誌、大津町ホームページ、メール配信

システム「からいもくん便り」、大津町公式ＬＩＮＥ、大津町公式Ｆａｃｅｂｏｏｋなど、様々な

媒体があります。 

 それらすべてを有効に活用して全方位的に有効に活用できれば理想的ですが、発生する業務量も

踏まえ、可能なものは作業を一元化・自動化するとともに、発信すべき情報の優先順位を付けなが

ら、広報戦略を組み立てる必要があると考えております。 

 また、情報過多といわれる時代において、発信する情報量は多ければよいというものではなく、

メリハリも必要だと考えております。さらに、町内住民向けと町外住民向けでは、優先して伝える

べき情報が異なる部分も多分にありますので、町内向け、町外向けの情報発信をある、コンテンツ

としても、手法としても、分けて整理する必要もあると考えております。 

 そうした背景・目線で、町の現状としては、住民の皆様向けに紙媒体としては広報おおづと生涯

学習情報誌、オンラインでは町ホームページを基盤としながら、ホームページや防災無線とリン

ク・自動化させた、公式ＬＩＮＥとからいもくん便りを中心に情報発信や啓発などを行っておりま

す。 

 また、広報の担当課だけではなく、各課で案内文書や啓発チラシなどを作成することもあります

ので、各課、職員一人一人のレベルアップも必要であり、昨年度は民間の副業人材として御協力い

ただいた広報の専門化に職員向けの広報研修を行っていただいております。 

 また、本年度から町の道路破損などを住民の方から報告できるシステムを導入していますが、一

方的に発信するだけではなく、そうした双方向のやり取り、さらにＳＮＳの普及を踏まえますと、

町内外を問わず、受け手に拡散してもらえるような情報発信の在り方も研究・実施していく必要が

あると考えております。 

 一方で、議員御指摘のとおり、外へのプロモーション的な観点からの町外への発信には、まだま
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だ強化の余地が多くあると考えております。町外への情報発信においても、まずはどのような目的

で、どのような層に、どのような情報を発信すべきかの整理が必要だと考えております。また、発

信以前に前提となる町としての魅力や持てる資源を正確に把握・整理する必要があるという考えか

ら、今年度の施政方針において、町のブランディングやシティプロモーションについては順次計画

立てて取り組んでいく旨を述べさせていただきました。 

 一方で、町の人的資源やノウハウにも限界がありますので、現在は民間企業にも協力を仰ぎ、手

法面でもコンテンツ面でも情報発信の前提となる土台づくりに向けて取り組んでいるところですの

で、現在実施中の業務量調査の結果も踏まえて、体制も整えながら大津町の魅力をしっかり発信し、

それを多くの方につかんでいただくことで、観光や移住、ふるさと納税などにつなげるとともに、

町民の皆様のシビックプライドの醸成にもつなげていきたいと考えております。 

 また、この昨年度から本年度に当初にかけては、新聞社などにも積極的にアプローチすることで、

近隣市町村と比較してもマスメディアにも大変多く取り上げていただきましたが、御指摘のとおり、

ここ３か月ほどは取り上げていただける回数もかなり減っているように感じております。これはそ

の間に町で行ったイベントや取組などのコンテンツの量にも依存するところではありますが、マス

メディアによる発信は広がりの面でも信頼性の面でも大きな効果がありますので、引き続き良好な

関係構築と従前以上のアプローチを行っていきます。 

 なお、メールやＳＮＳは情報量の制約によって詳しく説明することができない側面があるととも

に、過去に発信された情報は再度見直されることが少ない傾向があります。したがって、町のデジ

タル情報の基盤となるのがホームページですが、こちらに関しても住民や議会の皆様からも御意見

をいただいているところですので、リニューアルに向けて検討を始めております。 

 広報活動を強化することで、ＴＳＭＣの進出などの機会を最大限に生かすことができますし、ま

ちづくりにおいても大事なものであると認識をしております。町の魅力を町内外へ強く発信し、大

津町に対する関心をもってもらうことができるよう、職員全員が広報担当者となり、全庁的な取組

を進めていきます。 

詳細に関しては、担当部長より説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 全体的には町長のほうから答弁されましたので、私のほうからは今の町の

現状について御説明をさせていただきたいと思います。 

 現在、町ホームページの月ごとのアクセス件数を見てみますと、町民の皆さん向けである新型コ

ロナウイルス関係、あるいはゴミ収集のカレンダーなどの記事が上位を占めておりまして、一方町

外からのアクセスが高いと思われる記事は、大津町運動公園やワンピースのゾロ像の設置、それか

ら空港ライナーといった記事になり、町外の注目を集める記事掲載が少ないというような状況であ

ります。 

 ホームページは、ＳＮＳやメール配信などのデジタル情報発信の基盤となるものですので、現在

リニューアルの検討を進めております。具体的には、閲覧者へのアンケートや記事の階層の整理、
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それからＳＮＳとの連携などを強化することで、住民の皆様により見やすく、情報を見つけやすい

ホームページを目指してまいりたいと思っております。 

 次に、ＳＮＳを活用した情報発信についてですが、町の公式ＬＩＮＥについては、登録者がほし

い情報を選ぶことができるセグメント配信を開始し、配信情報についても画像を使って視覚的な分

かりやすい情報提供を行っております。 

 ちなみに、ＬＩＮＥの登録者数につきましては、令和３年度の２千人から現在約６千２００人ま

で増加をしております。ＳＮＳの特性としては、ネットワークの中で拡散されていくという議員か

らの御指摘もありましたけれども、例えば大津町や大津町観光などのハッシュタグを付けることで、

そのワードを検索したときに不特定多数の人が町の情報を見つけることができるのではないかと思

います。ＳＮＳを活用するためには、ＳＮＳだけの発信だけではなく、ホームページや広報誌での

情報発信を魅力的にすることで、広い層への広報ができると考えております。 

 また、広報誌である広報おおづについては、紙の特性を生かし、町民の皆さんへ分かりやすい情

報を伝えてきております。現在の広報おおづの毎月読む人の割合は６０数％で推移しておる状況で、

なかなか増えているというところまで至っていないような現状でございます。今後、情報発信の媒

体が多様化することで、情報を得る人も媒体を選ばないといけないようになってきました。スマー

トフォンなどのデジタル機器の普及により、情報発信のメーン媒体は、紙からデジタルへと推移し

ています。しかしながら、高齢者などデジタル機器の操作が苦手な方もいらっしゃいますので、紙

である広報誌の利点等も追求し、磨き上げていく必要があると思っております。 

 町には、多様な情報媒体がありますけれども、一つの情報媒体のみで発信している場合も確かに

ございますので、今後につきましてはデジタル、それからアナログ、そこにＳＮＳが入って、その

媒体のそれぞれの利点を活用しながら、そして連携した広報活動を進めていくことが求められてい

るというふうに思っております。 

 戦略的な広報活動については、内部運用の改善や媒体整理などを行う必要があると思っておりま

す。特に町内だけでなく、町外の皆さんに大津町を知っていただくような媒体についてどうするか

ということで、これは先ほどありましたようにふるさと納税率の増加であったり、あるいは企業へ

大津町をアピールすることができるように、広報活動についてのルール、それから指針などの作成

を進めていきたいというふうに思っております。 

 また、それ以外にも、今年度からマスメディアに発信するプレスリリースの様式の統一化や、目

を引くリリースの書き方などを職員に周知し、積極的な情報発信について全庁的に取り組むよう、

今進めております。特にテレビの影響は大きいため、テレビ、あるいはラジオなどで大津町の名前

を耳にすることができるように、マスメディアとの良好な関係性についてもさらに構築をしていき

たいというふうに思っております。 

 職員全員が広報活動の重要さを認識し、庁内外を問わず、質の高い広報を行うためには、職員み

んなが広報担当者として活動できるように、一定のルールづくり、それから発信しやすいシステム

の構築、広報についての研修などを行うことで、町の広報活動について戦略的に進めることができ
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るというふうに考えております。大津町の情報や取組があらゆる機会で目にできるように、戦略的

に情報発信を進めてまいりたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） 再度、質問をします。 

 海外からの企業がどんどん進出をしてくる、国内のそういう半導体関連企業がどんどんどんどん

進出をしてくるからこそ、それはいつまでに起きるのかというと、そのＴＳＭＣという会社が稼働

をし始めるころには、周辺のそういう企業がどんどん立地をするんだよということでありますから、

今、総務部長からの答弁があったと思うんですが、このプレスリリースを統一化して、例えば週の

初めに何社かの新聞社、あるいはテレビ局がやってきて、ああこういう記事は大津町はあるんだな

と、すっと取れればいいわけですよ。新聞屋さんって申し訳ないですけど、新聞記事を書くのにや

っぱり足で稼げないと、その中身が伴った記事じゃないから、結局その人たちの能力はどんどん下

がるんです。読んでも読みごたえがないものが出来上がってしまうから、新聞屋さん、テレビ局、

それから記事関係をやる方、みんな現地で写真をおさえる、現地のその雰囲気を記事に書くと思う

んですよね。ということは、町に取材に来るという体制、それに対して今週こういうことがあるん

だと、来週こういうことがあるんですよということが、プレスリリースがすぐ出せるような状態に

高めてほしいなと思ってるんですね。プレスリリースを統一化して、しっかりとそういった情報を

出せるようにするということを検討しているという話だったので、その検討からさっきの杉並区の

ように、もうＰＤＦでホームページになって、これがうちの町の広報戦略なんですよと、なかなか

できないんですよね。出してしまった以上、やらなきゃいけないという側面が出てくると思います。

情報公開というのは、でもしかしこの町はまちづくり基本条例の中で、住民の人たちと情報を共有

するという形になってくると思います。ですから、やっぱり情報共有というのは一つの大きな形で

ありますので、やはりすぐすぐはできないと思います。先ほど、広報戦略はありますかと私が口頭

で尋ねたから、口頭で広報戦略は返ってくるんですけれども、明文化することはできないのかなと。

それをお示しすることで、もちろん町内の役場の皆さん、それが指針ですから、指針が示されれば、

そのとおり文章を書きますよねという形になるので、そういった広報戦略を例えばもう時間がない

ですよね。ＴＳＭＣがというと、ＴＳＭＣのことばかりやっているからあれなんですけど、もうそ

れ以外にも町のＰＲ戦略というのは、やはり先ほど言ったふるさと納税の観点からいっても、よそ

の町に負けられないんですよね。そういったことで、年内あるいは努めて早期に広報戦略というの

を打ち出すことができないか、町長にお尋ねします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 広報戦略を打ち出せないかというところなんですけども、先ほどの御説明と

重なってしまうところもありますけども、今、町のほうではブランディングとプロモーションの戦

略を立てる準備をしておるところでございます。一部の費用として子育て支援系のチラシ等を作る

御予算もいただいています。その中で、町のもてる、正直、人的リソースのところとノウハウのと

ころもございますので、現在は某民間企業のほうとちょっと調整を進めながら、お力添えいただけ
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るようにお話しております。その中でもちろん広報戦略そのものの土台となる大津町のブランドと

は何ぞやと、何を売るべきなのか、どういう見せ方をするべきか、そこをしっかりまさに紙に落と

して整理をする必要があると思っております。 

 さらに、その中で先ほど御提案いただいたような、ＳＮＳであったり、ホームページであったり、

マスコミとの連携だったり、どういった手法でそれを発信していくのか、そうしたこともしっかり

と紙に落として整理しないと進められないと思いますので、そこはしっかりと推進をしていきます。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） ただ今、町長から答弁があったとおり、これでルートというのが見えたな

と思いましたね。その町のブランディング化というのをしっかりやっていく、この名産品はこうだ

と、この伝統をどうやってみがくか、そして紙に落とし込んで、それを戦略として立てていくんだ

という話がありましたので、時期については明言が今ちょっとなかったんですが、そういったもの

をしっかりお示しいただけるものだと期待をしております。 

３問目に移ります。資料をお願いします。 

 ３問目は、消防団の活動服とデザイン、それと交付要領についてであります。消防団の操法大会

というのを拝見いたしました。初めて一通り見たんですね。以前より操法の訓練をされているとこ

ろを、各分団の方がやられているところを、いろんな方に説明をしていただきながら見ましたけれ

ども、やはりその緊張感と、あるいはその団員の真剣なまなざしと、そういったものを拝見して、

私は大変ちょっと心を打たれました。町の防火体制・防災体制をしっかりと担っている方々がこれ

だけいるんだなということを、私は頼もしく感じました。そういったことの防火、防災、水防体制、

これに強化に尽力をしている団員の皆さんに、本当に心から敬意を表したいと思います。 

 日ごろの訓練成果をいかんなく発揮をされておりまして、熊本県大会でも３位に入られたんです

かね。素晴らしい成績だと私も思っております。ただ、こうした日ごろの活動に対して、じゃあ手

厚く予算措置が行われていますかといったら、町長の代になりまして、逐次その予算化というのが

どんどん進んでいるんですけれども、今ちょっと気になっているのは、消防団といえば、あちこち

の市町村では担い手不足にどんどん陥っているところがあります。常備消防では本当は手が届かな

い地域に密接な消防団の防火体制が確立をしているといいんですけれども、人口増加もある、世帯

数の増加や企業進出が続く本町では、もちろん地域防災力がとても大事なんですけれども、やはり

魅力化ってやっていかなきゃいけないんだということであります。 

 消防団が魅力的かつ高機能な装備品を有すること、これはもう町の安心・安全についてはもう言

うことはないわけですけれども、消防団に交付される被服のデザイン、これについては申し訳ない

んですが、周辺市町村のものと大分地味なんだなと、最初思いました。基準はどうなっているんだ

ろうということを考えたときに、総務省が平成２６年に消防団の装備の基準というのを示していま

す。改訂したんですね。そのときにはその活動服というのがありますけれども、その機能性とデザ

イン性の向上を図れるようになっているんですね。でも、今、消防団の方々に交付されている被服
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は紺色を基調としたものであるということが分かっております。この絵のほうに示させていただい

ているんですけれども、右側から矢印が流れてくる、これは陸上自衛隊なんですね。陸上自衛隊と

いう組織は、その右上にあったときは昔の日本を占領したころＧＩさんの格好といったほうがいい

んですかね、それにちょっと準じているものが渡されていました。私は着たことがあります。今は

右下の部分のように、ちょっと変わっております。これは何で変わったのかといいますと、迷彩柄

と皆さん言いますよね、日本にはこの迷彩柄しかないんですよ。何でかというと、日本で戦うこと

しか想定しておりませんので、この１種類しかないんですね。その１種類の自衛隊の装備品は、迷

彩による秘匿性、真緑のままじゃ、実は隠れないんですね。あとは火薬とかそういうのを使います

から、燃えにくい素材を採用しています。あるいは任務の近代化といいますけれども、ベルトに物

をぶわっと物をぶら下げる時代がもうなくなってしまいましたのど、やっぱりすっきりとポケット

がいっぱい付いているような機能的なデザインになっていたりします。そのほかいろいろ秘密があ

るんですけれども、これは防衛装備品の要するに外に出しちゃいけない秘密とありますので、それ

以上はあまり言えないんですけれども、左側にじゃあ流れていく形に、もちろんこの紺のデザイン

は、先ほど言った総務省の装備の基準にちゃんと示されております。それが今、このオレンジ色を

活用した明るいデザインに変わっている。消防団の装備改善は視認性の向上、今度は見やすくしな

きゃいけない。難燃素材を扱うのはもちろん火災現場に行くからですね。そして、明るいイメージ

で、酷暑でも行動がしやすいものにしてください。恐らくこういった形で被服の更新が今後行われ

ると思っているんですが、ここに１つだけ提案があります。先ほどの紺の服装のときは確かに色味

が暗いと言ったと思いますけれども、分団長や団長や各団員、同じ服を着ているんですね。そのと

きに、各分団長しその他の団員に差異がなくて、住民やほかの火災現場に来られた、例えば常備消

防の方が来たり、警察の方が来たりするときの、この火災現場で誰が指揮されているんですかとい

うのがよく分からないというのが実は上がっていました。改善で夜間の視認性を向上するために、

反射素材や活動服、反射素材を配した活動服というのを貸与することができないか、あるいは反射

素材の本数で、色味で、活動指揮にあたる団員を識別することができないかというものがあります。

要するに、写真のほうで示していますけど、背中にじゃあ団長さんですよとか、分団長さんですよ

とかいうのが分かれば、ピンポイントにその人のところに行くんですよね。例えば火災現場におら

れる住民の人とかでこうですよ、ああですよと言いに行ったりする、警察が言いに行ったりする。

何で必要なのか、その右側に書いておりますが、これは熊本県の消防学校の教範に書いてあります。

教範というのは教科書ですけれども、その教科書の中に、現場で指揮する消防団員はこれだけ情報

判断が求められます。所在がどうした、例えば建物の構造はどうした、団員が今何人いて、積載車

は何台来ているか、火点は何か所あるのか、逃げ遅れはいないのか、けが人はいないのか、付近に

倒壊が起きるような、そういった施設はないのか、電気はないのか、大丈夫かとか、そういったこ

とを判断しながら団員に、例えばこっちに迂回してからホースを回してくれとか、そういう指揮が

あると思うんですね。しかし、その円滑なことがやりにくいと、二次災害とかを生じてしまうかも

しれないということで、この消防学校の教範の中でその火災現場で直接指揮にあたる人は、これに
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しっかり留意しなさいとと。しかし、現場で同じ服装の人たちがいると、例えばこれはあまり笑い

話としてではないんですけれども、指揮をしている人より二十歳ぐらい年長の人が団員にいますと。

普通に接した人はどちらが指揮をしている人が分からないわけですね。そういったことで、なかな

か指揮をしている人に大切な情報が入ってこなかったりという例もあるらしいです。ですから、消

防団の活動服をこの総務省が示すオレンジ色を基調とした基準にされると思いますが、さらに指揮

を容易にするデザインの創意工夫をしていただくことはできないかお尋ねをします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 時松議員の質問にお答えをいたします。 

 大津町では、現在４９２人の消防団員の皆様が、地域防災力の要として日々活動されております。 

 大津町消防団は、昭和３１年８月に発足し、これまで様々な災害等の現場にて活躍をされました。

その団員が、災害等の現場で活動する際に、身を守る装備の一つとして活動服があります。国では、

平成２６年に視認性の高いオレンジ色の配色を増やす活動服の基準が定められ、全国的にも少しず

つ見直しが進められております。現行の大津町の活動服については、紺色を基調とした視認性に劣

るものであり、国の基準に適合しないものとなっておりいます。その点を踏まえ、これまで、町に

おきましても活動服の更新について、消防団のほうとも協議しながら検討を進めてきました。 

 県内でも、視認性の高い活動服に更新される市町村が多くなっております。議員御指摘のとおり、

災害等の現場で消防団員がいち早く識別されれば、さらに団員の身を守ることができます。そのた

め、大津町でも来年度からオレンジ色の配色を増やし、反射材等で工夫した視認性の高い活動服へ

の更新を御提案させていただきたいと考えております。 

 また、災害等の現場で消防団員は、団長、副団長、分団長などの指揮により行動しており、その

指揮系統を確立するためには、現場で誰が指揮官であるのかを明確にする必要があります。そのた

め、指揮者が一目でわかるような、反射材またはベストなどの装備品を導入していきたいと考えて

おります。なお、活動服の更新にあたり、現行の活動服は地域活動等の様々な活動に作業服として

有効活用してもらうため、継続して貸与を行いたいと考えております。 

 消防団員数は、年々減少しており、新たな担い手の確保が急務となっております。視認性の高い

活動服の導入により、団員の安全確保を行いながら、消防団員の活躍を地域の方々へ見てもらい、

その魅力を発進することで、新入団員の獲得促進にもつなげていきます。 

詳細につきましては、担当部長より説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） 質問はこれで終えるんですが、先ほど町長のほうから答弁がありましたと

おり、やはり消防団の数で４９２名ということで、定員はもっと上なんですけど、だからそういう

人たちがしっかりと活動ができる体制というのが、自衛隊の時代は物心両面の準備といったんです

よね。物の準備と心の準備ができていれば、それすなわちすぐにそういう危機管理の現場に対応が

できるという体制が整うと私は思っています。消防団が今、物のそういった準備ができています。

そして、先ほど冒頭で述べましたとおり、操法訓練、これをしっかりと重ねて、日ごろの準備、心
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の準備ができている、この町の頼もしい防火、防災、水防体制が構築できると、私は思っておりま

す。 

質問を終わります。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。２時１０分より再開します。 

午後１時５９分 休憩 

△ 

午後２時１０分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 私は、大津町民の皆さん、並びに日本共産党を代表しまして一般質問を

行います。 

 質問の第１点目は、ＤＶ被害者等への支援の充実体制についてであります。もう現在ではＤＶ被

害防止法といえば、ほとんどの方が理解されていると思いますが、正式名称は配偶者からの暴力防

止及び被害者の保護等に関する法律、いわゆるこれがドメスティックバイオレンスでＤＶ防止法と

呼ばれているわけであります。私もこの間、ＤＶ被害に遭われた女性の相談を数回受けたことがご

ざいまして、改めてこの被害者の救済措置、その体制の充実が必要であると思って、今回質問をす

るところであります。 

 資料の１番をお願いします。最初、このＤＶ防止法、被害者の実態ということで、最初の始まり

は配偶者からの暴力被害を防止すると、そして被害者の救済にあたるということで法律が制定され

たわけですが、これがその後、何度か改正をされております。そして、大津町でも大津町男女共同

参画推進プラン、私も改めてこれを読んだわけでありますが、町のこの男女共同参画推進プランの

中でもＤＶやセクシャルハラスメントは人権侵害の中でも被害者を深刻な状況に追い込むことが多

い重大な人権侵害でありますというふうに述べられております。 

 また、被害者の支援においては、被害の甚大化を防ぐため、相談できる環境を関連する機関の連

携で整え、その窓口を明確化し、分かりやすく認知促進を図っていくことが求められていますと。

残念ながら、大津町のこの男女共同参画推進計画では、それをやることが求められていると、やら

なくてはいけないのにいまだに求められているという表現になっているわけであります。 

 次に、じゃあ町のこの位置づけでありますが、町のホームページ等でもＤＶ被害に関する検索を

かけると、ＤＶ被害に関する相談窓口が出てまいります。この中でＤＶとは何ぞやということで、

身体的暴力、精神的暴力、あるいは性的暴力、経済的暴力、社会的な暴力、子供を利用した暴力、

こういった具体的な説明がなされております。 

 以前、ＤＶ被害に遭われた女性、その当時はＤＶ扱いではなかったんですが、夫が御夫婦で住ん

でいた家、住宅ローンがあったわけですが、夫の方が失踪をして、いわゆる経済的に行き詰まり、

女性は子供を抱えて収入がパートでありましたから、何とか住まいを探さなくちゃいかんと。ロー

ンが払えないですから、退去の勧告がなされてきたわけであります。そこで、役場に行って相談を
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したわけでありますが、当時の役場では町営住宅条例を盾に、そうした特例は認められないという

ことで、結局、その女性を救済することができませんでした。また、生活保護申請をしようとしま

したが、子供さんの学資保険が数十万円あることを理由に、福祉事務所は生活保護も認めようとし

ませんでした。泣く泣く親戚の方から援助あるいは借金をして民間のアパートを見つけたわけであ

ります。 

 そして、ごく最近ではこうしたＤＶ被害に遭われている３人の子供さんのいる女性の相談を役場

で、これは人権推進課の方を中心として相談に乗っていただきした。ＤＶ被害に遭った場合、最も

困るのが住まいをどうするかということであります。都道府県は、確かに法律によってＤＶ被害に

遭った人を救済する施設を造らなくてはならないという義務づけになっております。しかし、そこ

に入りますと、いわゆるセンターといわれておりますけど、外に出るわけにはいかない、子供さん

も学校に行くこともできない、そういう状況となってしまいます。ですから、ＤＶ被害に遭った方

を一番必要としている住宅の確保、これが最も求められているわけであります。 

 そこで、実はこの間、このＤＶ防止法が改正をされまして、鹿児島市役所のホームページからコ

ピーをしたわけでありますが、ＤＶ被害に遭った人たちは、これまではいわゆる家庭裁判所からの

認定がなければ、住宅の提供ができなかったわけですが、ごく最近、県が設置しております婦人相

談所でＤＶ被害に遭っているという、そういう証明書をもらえれば、裁判所に行かなくても鹿児島

県が県の住宅を提供するということであります。半年から、長い人は事情によっては１年間、ある

いは継続使用も可能であるという措置であります。鹿児島の場合は、月額１万円から２万円程度の

家賃を必要とするとなっておりますが、ほかの地方自治体では無料で半年から１年、救済措置をつ

くっている自治体もございます。ここに書いておりますのは、国土交通省の根拠法令が令和４年１

月通知が出されて、例えば大津町であれば大津町の町営住宅を被害者にすぐ提供をすると、そうい

う要項がこれは近隣自治体では南阿蘇村村営住宅の目的外使用許可に関する要項ということで、令

和元年に既に制定がなされているわけであります。 

 今回、私がその被害者の女性の相談にあたって、役場の職員の方は確かに一生懸命やっていただ

きまして、普通だったら１か月とか２か月入居までかかるのを、１週間以内ぐらいで何とか整えて

いただきまして、職員の頑張りには本当に頭が下がったわけでありますが、しかしすぐには対応で

きないと、大津町ではそういう体制ができていないということが改めて分かったわけであります。 

 そこで、法の改正もあったわけですから、大津町でもＤＶ被害者に対するきちんとした相談体制

をつくること、そして最も急がなくてはならない住宅の提供、こういう体制を整備するべきではな

かろうかということで質問をするわけであります。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 荒木議員の質問にお答えをいたします。 

 ドメスティック・バイオレンスの明確な定義はございませんが、配偶者や恋人など親密な間柄に

ある、又はあったものから振るわれる暴力という意味で使用されることが多く、近年では身体的な

暴力に加え、精神的な暴力もＤＶとして認知をされております。 
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 ＤＶは、そのほとんどが家庭内において行われるため発見が困難であり、潜在化しやすく、しか

も加害者に罪の意識が薄いという傾向があります。このため、周囲も気づかないうちに暴力がエス

カレートし、被害が深刻化しやすいという特性があり、重大な犯罪行為につながることも少なくあ

りません。さらに、コロナ禍により、自宅で過ごす時間が多くなった現在、全国的にＤＶ被害も増

加しているような状況であり、大きな社会問題となっております。 

 町では、本年３月に策定した第４次大津町男女共同参画推進プランの中に、大津町ＤＶ対策基本

計画を重点課題として位置づけ、ＤＶ防止の啓発と見守り相談体制の充実を行っているところです。

しかしながら、ＤＶ被害者の多くは女性であり、経済的な要素も含め、様々な問題が複雑に絡みあ

っているケースも少なくなく、相談内容に応じた対応が必要であると考えております。そのために

も、関係課や関係機関との連携が重要であり、町では大津町要保護児童対策及びＤＶ防止対策地域

協議会を開催し、関係機関での情報共有や連携のもと、被害者に寄り添った対応をさらに進めてい

きます。 

 また、複雑化・複合化する相談が増える中で、重層的支援体制整備事業として、福祉の相談窓口

内の相談支援包括化推進員が主体となり、相談機能を有する部署が集まっての会議を開催し、相談

事例の情報共有を図り、必要に応じケース会議を開催し、相談者の相談内容を一つ一つひも解き、

役割分担を行い、支援していく体制を強化をしているところです。 

 次に、議員御指摘の住まいの緊急確保につきましては、国も強い課題意識をもつとともに、実際

に町にも住まいの確保に関する相談も寄せられており、先ほど述べました関係部署をはじめ、関係

機関と連携し、住まいの確保に努めているところです。 

 住まいの確保として町営住宅はどうかということですが、町営住宅に入居するには、町内に住所

又は勤務場所若しくは事業所を有する者で市町村税の滞納がないことなどの入居資格をすべて満た

す必要があり、入居について公募し入居者を募集することとなっております。 

 ＤＶ被害者への優遇措置として、入居資格要件で、現在同居し、または、同居しようとする親族

がいることとなっていますが、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の第１条

第２項の規定に該当する場合は、単身者世帯での入居も可能となります。しかしながら、その他の

住所要件、収入要件などの入居要件は別途満たす必要があります。 

 具体的な例としては、ＤＶ被害者であっても収入基準の範囲を超える場合は、大津町営住宅条例

の入居資格要件を満たさないため入居はできないということとなります。したがって、大津町でも、

町営住宅をＤＶ被害者の住まいとして対応ができるように見直しの検討を進めていきます。 

なお、詳細につきましては担当部長より説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 私のほうからは、ＤＶ相談に対する支援体制についてお答えをさせていた

だきたいと思います。 

 まず、相談件数についてですけれども、本年度は８月までで４件、令和３年度は９件の相談があ

っておりまして、コロナ禍前と比べ増加傾向にあり、これは全国的に見ても増えているような状況
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にございます。相談者の多くの方は女性で、経済的な要素、それから住居の問題等多くの不安を抱

えて、相談に来られておられる状況です。 

 特に、命にかかわるような緊急性のある案件は、直接、警察への通報となり、被害者保護の対応

となりますけれども、複雑な内容も多く、多面的かつ継続的な支援も必要なことから、役場内にお

いては福祉課、それから住宅係とも十分連携し、場合によっては県の機関とも情報を共有するなど

対応しておりますが、先ほど議員からの御指摘がありましたように、連携という部分も含めて、ま

だまだ不十分な点もあるかと思いますので、それぞれの果たす役割をさらに明確化するとともに、

重層的な支援体制で相談者に寄り添った対応に努めていくことが大切であるというふうに考えてお

ります。 

 また、夜間や休日などにおける緊急時対応として、福祉部局あるいは教育部局、人権推進課が連

携した虐待及びＤＶ防止ネットワークの緊急連絡網により対応しておるところでございます。 

 一方、ＤＶ等を未然に防ぐ取組も大切なことでありまして、現在、町の広報誌、あるいはチラシ

の配布などを行っておりますけども、住民の方への認知度アップにさらに力を入れてやっていく必

要があるというふうに思っております。 

 今後につきましても、役場内における横断的な相談体制の構築とともに、関係機関で構成してお

ります、町のＤＶ防止の対策地域協議会においても、必要な情報共有を行いながら、緊密な連携の

もと、ＤＶ対策支援のさらなる強化に引き続き努めてまいりたいというふうに思っております。 

○議 長（桐原則雄） 村山都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（村山龍一） 私のほうからは、町営住宅について御説明いたし

ます。 

 町営住宅に入居するための資格としては、大津町営住宅条例の中で、町内に住所又は勤務場所若

しくは事業所を有する者で市町村税の滞納がないこと、現に同居し、または同居しようとする親族

がいること、現に住宅に困窮していることが明らかなこと、入居しようとする家族全員の収入の合

計金額が申し込み収入基準の範囲内にあること、申込者及び同居親族が暴力団員でないことのすべ

てに該当することとなっております。また、募集についても、公営住宅法第２２条により、公営住

宅の入居者を原則として公募しなければならないこととされております。 

 ＤＶ被害者への町営住宅の優遇措置としては、町長が答弁しましたように、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護等に関する法律に該当する場合は、町営住宅条例第５条の２に該当する単身

者世帯での入居と、改修前のあけぼの団地の２階以上の空き室に入居できる随時での対応を行って

おります。 

 また、近隣市町村のＤＶ被害者への対応としては、本町と同様に配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護等に関する法律に該当する場合は、単身者世帯での入居も可能ということでした。 

 今年１月、国土交通省から各都道府県知事宛に、配偶者からの暴力被害者の公営住宅への入居に

ついて通達がありました。その内容は、事業主体の県市町村において、コロナウイルス感染症に伴

う生活不安やストレス、外出自粛による在宅時間増加等によりＤＶ相談が増加しており、配偶者か
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らの暴力の増加や深刻化が懸念されていることから、一層の配慮をお願いしたいとの周知があり、 

具体的には、公営住宅への目的外使用について、公営住宅の本来の入居対象者の入居を阻害せず、

適正かつ合理的な管理に支障のない範囲で、ＤＶ被害者に公営住宅を目的外使用させることが可能

であるとのことでした。 

 ただし、入居できるＤＶ被害者は、配偶者暴力防止等法の一時保護、同法の婦人保護施設におけ

る保護、児童福祉法の母子生活支援施設における保護が終了した日から起算して５年を経過してい

ない者、配偶者暴力防止等法により裁判所が命令の申立てを行った者で、当該命令がその効力を生

じた日から起算して５年を経過していない者、配偶者からの暴力被害者の保護に関する証明書が発

行されている者、婦人相談者以外の配偶者暴力対応機関、行政機関又は関係機関と連携しＤＶ被害

者支援を行っている民間支援団体の確認がされる者に該当するなどの要件を満たし、かつ公営住宅

の入居資格のうち、住宅困窮要件を満たす者であることとなっております。 

 県内の事例としては、先ほど議員おっしゃったとおり、南阿蘇村は配偶者からの暴力被害者に対

する南阿蘇村営住宅の目的外使用許可に関する要綱、荒尾市ではＤＶ被害者に対する荒尾市営住宅

の一時使用に関する要綱を設置し、ＤＶ被害者への対応を行っております。 

 このように、国からもＤＶ被害者への特段の配慮の周知もあり、町長が申し上げましたように、

他の市町村の状況を調査・研究し進めてまいりたいと思っております。 

以上です。よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） ＤＶ被害者の住宅の確保ということで、ただ今の答弁で町営住宅を緊急

入居の対象にしたいと。そのためには町営住宅の目的外使用の要綱を作成しないといけないわけで

すね。今現在の町の条例では、ＤＶ被害者は救われないということですので、早急に進めていただ

きたいと思います。 

 そこで、改めて、こうしたＤＶ被害者は住居の確保、被害者救済について、国の法律は平成１９

年、２００７年ですから今からもう１５年ほど前に、それまで都道府県に義務づけられていた、そ

の救済措置を市町村でも努力義務とするよということで法改正がなされているわけであります。で

すから、もう１５年もたっているわけです。その間に進んだところではこうしたＤＶ被害者のため

の体制がつくられてきたわけでありますが、大津町は昨年度は９件もあったというのに、その救済

体制が全くといっていいほどできていない。最も大事なこの住まいの確保ができていないというこ

とは多いに反省するべきではなかろうかと思うわけです。なぜならば、この大津町の男女共同参画

推進プランは、今年の３月に出来上がっておりますが、救済措置が何ら書かれていない、情報の収

集とかは書かれておりますが、対処の方法が全く具体化されていないと言わざるを得ないと思いま

す。 

 さらに、内閣府の男女共同参画推進局から、そうした要請が市町村に出されているわけでありま

す。その要請を中身を見てみますと、市町村による基本計画を定めなさいということでありますが、

その中身として緊急一時保護施設の設置、これは暴力が振るわれる場合等の施設であります。ある
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いは緊急生活支援金の助成、生活に困窮していれば助成金を出すと。あるいは、公営住宅における

入居条件の緩和、これは先ほど言いましたように、目的外使用をちゃんと制定しないと入居ができ

ないわけであります。また、民間賃貸住宅に入る場合は、入居家賃の助成を行うと。こうした具体

的な支援体制の例を男女共同参画推進局は示して市町村に制定を促してきたわけでありますが、本

当に残念ながら、大津町ではそういうことが一つも制定がなされてきませんでした。特に、今回相

談をして、職員の皆さんがもう福祉課、それから子供さんがいますので、学校の問題、もちろん住

宅の問題もあります。それから、生活保護の申請もあります。多岐にわたっている問題を一刻を争

って解決をしなければならないわけであります。そういう意味で、この大いに遅れてきた体制整備

について、改めて町長の解決の決意を伺いたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 荒木議員の再質問にお答えいたします。 

 １つが、２００７年に国から支援が示されて、１５年間努力義務になっていたものを大津町で動

きがなかったという御指摘がありました。その中で町としてもしっかりと寄り添いながら、個別の

対応はしてきたというふうに認識しております。また、この間、令和元年に５件、令和２年に１３

件、令和３年に９件のＤＶ相談件数があっております。また、令和元年の５件のうちの１件は一時

保護というような状況です。ＤＶの数も非常に増えてきているというふうに思っております。 

 そうした中で、昨年度、町としては福祉の相談窓口を立ち上げまして、その中で複雑化する課題

に対して所管横断的に対応してきました。その中で今のやり方では対応できないような課題も議員

から御指摘いただいた住宅も含め、複数上がっておりますので、その点に関しましてはしっかり具

体的な基盤として制度を整えていきたいというふうに考えております。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 福祉の相談窓口、いろいろな町民の困りごとを一括して、断らない福祉

相談窓口ということでつくられたようでありますが、残念ながら、この福祉の相談窓口にいるお二

人の方は町が外部団体に委託をした職員であります。町の職員じゃないんです。今回相談をする中

で、その正職員ではない委託をされた人たちが相談を受け付けているわけです。ですから、決定権

がないんですよ。本来、地方自治体というのは、住民の福祉の充実を最優先にしなくちゃいけない。

その最も大切な相談窓口が正職員ではない人たち、決定権のない人たちがその窓口に座っているわ

けであります。私は、これはまさに仏を作って魂が入っていないと言わざるを得ないと思います。

この件はまたこれから議論を進めてまいりたいと思います。とりあえずは、緊急住宅の確保は約束

をしていただきましたので、一刻も早く市町村の基本計画をきちんと作っていただくことを要望し

て、次の質問に移りたいと思います。 

 次の資料をお願いします。次に、生活困窮者へのエアコン設置補助についてであります。昨年、

同じ質問をいたしまして、町のほうでは検討した結果、町としてのエアコン設置補助は見送るとい

うことであったようであります。そして、町としての援助を見送る理由として、昨年、国がコロナ

対策として生活困窮者に対する臨時特別給付金、１世帯当たり１０万円が支給されるから、町とし
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てのエアコンの援助は必要ないと判断されたと聞いております。しかしながら、この住民税非課税

世帯等に対する臨時特別給付金の趣旨は一体何だったんだということでありますが、これは熊本市

の囲みの中は、この特別給付金についての案内文であります。令和３年１１月１９日に閣議決定さ

れたコロナ克服新時代改革のための経済対策において新型コロナウイルス感染症の影響が長期化す

る中、様々な困難に直面した方々に対し、速やかに生活、暮らしの支援を行う観点から、住民税非

課税世帯に対し１世帯当たり１０万円の現金を支給する事業ですというふうに説明されております。

つまり、これはエアコンを設置するために支給されたわけではありません。生活を維持するために

１世帯当たりに支給されたわけであります。また、１世帯当たりですから、お一人の世帯もありま

すし、２人世帯もある、３人も世帯もある、４人世帯もあるわけであります。 

 そして、この給付金は毎年あるものではありません。コロナ禍のもと、生活そのものに対する支

援であり、エアコン設置補助はこの酷暑の中、命と健康を守るという血の通った福祉の充実である

と私は考えます。そこで、生活保護受給者には一部の方にエアコン設置補助が国の制度でできたわ

けであります。こちらも本当にとても血の通った制度ではないと思うわけですが、この生活保護世

帯でもこのエアコン設置補助を受けるのは非常に厳しいということを言いたいわけであります。国

が示した案では、２０１８年４月１日以降、生活保護を開始された人でエアコンがない人について

は５万円の補助を認めましょうと。それ以前から生活保護を受けている人は対象外ですよというこ

とであります。また、単身者で長期入院して退院したときにエアコンがないという方が対象ですよ

ということでありますが、２人家族ではまた対象外ということになります。また、ウの転居の場合

で、違うところに移った場合、そこにエアコンがない場合は援助しましょうということになってお

りますが、転居して家賃が限度額を超えたら、その方の自己負担がまた増えてしまうわけでありま

す。アイウエオのエ、ＤＶ被害など、転居する場合にエアコンの持ち合わせがない、ＤＶの被害者

と認められたとしても、生活保護認定には非常に時間がかかります。すぐにエアコンを付けてもら

えるわけではないということであります。そういう意味で、生活保護世帯でもこのせっかくできた

援助制度がなかなか使えないという現状があるわけであります。ですから、住民税非課税世帯でも、

とりわけ高齢者の世帯、あるいは障がい者のいる世帯、また子供さんがいる世帯、こうした世帯に

地方自治体の本旨として、住民の福祉の向上を最も大切な仕事とする地方自治体として設置補助を

検討するべきではないかと、改めて質問をするものであります。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 荒木議員の御質問にお答えをいたします。 

 昨年９月定例会での一般質問におきましても、同様の趣旨で御質問をいただいております。その

際は、議員からありましたとおり、実施自治体での補助基準や補助額をどう設定しているのか情報

を収集し、また国の生活困窮制度の中でエアコンに関する考え方も注視しながら、実施の可否も含

め調査検討していきますと答弁をさせていただきました。 

 その後、検討を進める中で、本年１月に国が住民税非課税世帯への１世帯あたり１０万円の補助

金を交付する制度を創設したこともあり、荒木議員には、一般質問に対する進捗状況の回答の中で、
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町としてエアコン設置補助は独自では行わないとの回答をさせていただいたところです。 

 議員から、非課税世帯への一時金支給はあくまでも生活支援であり、エアコン設置は酷暑の中、

高齢者や子供たちなどの命と健康を守るための設備であり、本年だけの問題ではないとの質問の趣

旨ですが、実際ここ数年の猛暑では、室内での熱中症を避けるためにもエアコンは日常生活にとっ

て不可欠の存在ともいえます。 

 一方で、国のセーフティネット制度である生活保護制度では、エアコンが設置されていない場合、

新たに保護受給の場合は設置が認められたものの、従来から生活保護受給中の場合は対象となって

おりません。これは保護費の算定には食費等だけでなく日常生活費も含まれているためでありまし

て、受給者の方々は他の家電製品を含め、故障などに備えて一定の額を備えて対応されておられま

す。町としても、そうした背景を踏まえ、現時点ではエアコン設置補助を独自では行わない方向で

考えております。 

 ただ一方で、福祉の相談窓口に多数の相談が寄せられる中、収入が少ない、預貯金がない等、生

活が厳しいことによるエアコン設置の相談も想定されますので、その際は相談者の実情を丁寧に伺

い、例えば生活保護未受給者で、生活そのものが厳しい状況であれば、早急に福祉事務所につなげ

たり、家計に課題があれば県社協の家計相談事業を活用したりと、セーフティネット制度や生活困

窮自立支援制度を活用し、町としても相談者に寄り添いながら、エアコンを含めた生活の保護に向

けた対応をしていきます。 

 また、熱中症の影響を大きく受けると思われる高齢者等で、実際にどの程度エアコンを設置して

いないのか、理由も含め可能な限り調査を行い、設置したくてもできない方がどの程度いらっしゃ

るのか、その解決策も含め、改めて検証をしていきます。 

 なお、補助を行わないことによる代替手段の確保、そしてさらなるエアコン未設置世帯の調査等、

詳細につきましては担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） 私からは、エアコン設置補助を行わない場合で、住民からのエアコン

設置に関する相談があった際の具体的な対応策、さらにはエアコン未設置世帯の調査や現状把握に

ついて御説明をさせていただきます。 

 先ほど町長も申しましたとおり、国のセーフティネットの最終手段である生活保護制度において、

保護受給中のエアコン購入にあたっては、毎月の保護費が食費だけでなく、日常生活品等の購入費

も含まれているという考え方がございますので、町が独自で施策を実施する際には、国の考え方と

の整合性も求められ、保護費を支給する熊本県との調整なども必要となってまいります。 

 そこで、町としましては、このような課題もあるため、現時点ではエアコン設置補助を行わない

方向で考えておりますが、一方で補助を行わない場合の代替手段の確保も求められるところです。 

 エアコン設置の相談があった場合の対処としまして、まず生活保護を受けていない世帯で、収入

状況が厳しく、エアコン購入が厳しい世帯の場合には、生活保護を受けられないか、菊池福祉事務

所へと急ぎつないでまいります。 
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 次に、生活保護基準を満たさない世帯の場合は、その世帯の家計に課題があれば、社会福祉協議

会を通じて家計相談により、購入への道筋を支援してまいります。また、県の社会福祉協議会によ

る家財道具購入での貸付制度に該当しないか、町社協を通じて相談する方法もございますので、既

存のセーフティネット制度や自立支援制度等を活用し、日常生活維持のための支援につなげてまい

ります。 

 また、実際にエアコン未設置の世帯で、設置したくても設置できない世帯がどれくらいあるのか、

実際に地域での訪問等を行う地域包括支援センターや社会福祉協議会、障がい者基幹相談支援セン

ター、民生委員の皆様をはじめ、地域の各支援団体とも協力を得ながら現状把握を行い、必要な支

援につなげてまいるよう努めてまいります。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） エアコン設置は、結局、援助をしないというのが結論のようであります。

前回の援助しないという理由付けが、特別給付金が支給されるから援助はしない。そして、今度は

相談を聞くと。しかし、話を聞くだけでは何の援助にもなりません。生活の厳しさというのは、例

えば生活保護を受けたからじゃあ安心かといったら、そうはいかないわけであります。生活保護の

人たちが、生活費を節約をして、エアコン代を貯めて、工事費を貯めてと、結局それしかないわけ

であります。ましてや、今、あらゆる生活物資がこれだけ値上がりをして、国のほうでは生活保護

の保護費をどんどん削り取ってきたわけであります。そういう人たちに対して、話を聞きましょう

と、厳しければ生活保護の申請を紹介しましょうと、それで果たして血の通った地方自治体といえ

るのかということであります。ましてや、生活保護を受けるには、わずかな貯金であっても生活保

護は認められないんです。１０万円、２０万円の貯金があっても、それを全部使いきったら福祉事

務所においでなさいと、これが生活保護を受ける今の実態です。本当に冷たい、まさに血が通わな

い、とても血が通ったとは思えない福祉政策である、それが実情であります。町長にはどうもそう

いう気はなさそうですので、今回はこれはもう打ち切りたいと思います。血の通った援助は行わな

いというのが結論だと、私は確認します。 

 それでは、次の質問に移ります。旧統一教会の関連団体主催のピースロード２０２２年の名義後

援についてを議題とします。資料をお願いします。これはポスターの写しであります。インターネ

ットでたくさん出ております。ピースロード２０２２ｉｎＫＵＭＡＭＯＴＯのポスターです。皆さ

んも既に御承知のとおり、国の最高権力者を巻き込んだ統一教会の問題が非常に大変な問題として

持ち上がっているわけであります。前総理大臣が銃撃をされてお亡くなりになったことはお悔やみ

を申し上げますが、犯人であります山上容疑者、このことによって図らずも日本の政権の中枢を担

う国会議員が、旧統一教会と持ちつ持たれつという恐ろしい関係が明るみになったところでありま

す。熊本でも旧統一教会関連の行事ピースロード、もう何年も繰り返されているようでありますが、

今年のピースロードＫＵＭＡＭＯＴＯに、熊本県をはじめ、熊本市ほか１１自治体が名義後援をし、

大津町では大津町教育委員会が名義後援をしたことが明らかになっております。 

 このポスターを見ますと、ピースロードの実行委員長は主海偉佐雄さんであります。元熊本市議



116 

会の議長、共同代表実行委員長というのは、旧統一教会、熊本県の代表、柳さんとお呼びするんで

すが、実行委員には自民党の木原衆議院議員、西野衆議院議員、馬場成志参議院議員、維新の会の

小野衆議院議員、そのほか県議、市議、町議らが名を連ねていることがはっきりしております。 

 旧統一教会は単なる宗教団体ではなく、霊感商法や高額献金を繰り返してきた反社会的カルト集

団であると思われます。政治家、地方自治体等が参加、関与することは、同会へのお墨付きを与え、

旧統一教会による被害を拡大することにつながることは明らかだと思います。 

 次の資料をお願いします。ピースロードはＵＰＦの世界的な友好親善プロジェクトと宣伝されて

おりますが、ＵＰＦというのは旧統一教会系のＮＧＯ団体、実質主催者でありますＵＰＦ、後援の

平和統一連合は旧統一教会、そこで現在は世界平和統一家庭連合と呼ばれておりますが、文鮮明、

ムンソンミョンさんというらしいですが、ムンソンミョンによって１９５４年に韓国で創設された

信仰宗教であります。旧名称は世界キリスト教統一神霊協会、この字を見ていただきたいと思いま

すが、もともとの名前の協会は協力の「協」であります。マスコミではいわゆるチャペル、キリス

ト教の教会という字がよく出てまいりますが、２０１５年、今から７年前に政府文化庁がこの統一

教会という名前が現在の世界平和統一連合という名称変更を許可をしたということになっておりま

す。 

 このピースロードに出てまいります平和大使協議会、これまたいわゆる国連大使みたいな偉い人

たちの協議会とか思いきや、平和大使協議会は国連のＮＧＯであるＵＰＦの布設機関として設立さ

れ、平和大使は専門性と徳望をもって、世界平和に貢献するリーダーであり、ＵＰＦによって任命

されています。何のことはない、旧統一教会が任命をしているということであります。この平和大

使協議会の会員になっている、いわゆる中央議会の議員も先般マスコミで報道されたとおりであり

ます。 

 統一教会による表に出た被害は、弁護団のところに相談に見えた人たちだけで１千２３７億円と

いわれておりますが、この被害額は氷山の一角と、弁護団の話によると１兆円も２兆円もの被害が

この日本国内で発生し、そのお金が韓国の本部のあります統一教会にお金が流れていったといわれ

ております。それほど日本人の信者が一般の国民をだまして、いわゆる壺やら、わずかな金額しか

ないものを何十万、何百万で売りつける、そしてその信者そのものも今度の銃撃事件で明らかにな

ったように、何十万、何百万、何千万、何億円も、いわゆる洗脳によって生活が成り立たないよう

な献金を繰り返す、こういうことが繰り返されてきたわけであります。こうした旧統一教会に対し

て、地方自治体が後援を行うということは、統一教会にお墨付きを与えるということになってしま

うわけであります。 

 そこで、大津町においては、教育委員会が名義後援をしているわけですが、なぜ後援をしたのか、

それが１点。それから、後援を取り消したとされておりますが、その取り消した経過、そしてなぜ

公表をしなかったのかということが２点目。３点目に、自治体の長であります金田町長とは相談は

しなかったのか、この３点についてお尋ねをしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 吉良教育長。 
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○教育長（吉良智恵美） 荒木議員の、旧統一教会の関連団体主催のピースロード２０２２ｉｎＫＵ

ＭＡＭＯＴＯへの名義後援にかかる御質問についてお答えいたします。 

 今回、後援を行いましたピースロード２０２２ｉｎＫＵＭＡＭＯＴＯにつきましては、令和４年

３月に熊本県ピースロード実行委員会から、大津町教育委員会に対して後援申請書が提出されまし

た。 

 申請書に添付されていた事業計画書の内容は、北は北海道から、南は沖縄から福岡を結び、自転

車のリレー形式で縦走すると同時に、連結をテーマとする様々なイベントを展開するものでした。 

 イベントでは、千羽鶴プロジェクトも行い、共に平和と幸福を願い、新しい時代を切り開く平和

の担い手として若者が成長し、世界的な平和文化醸成の一助となることを目的とする旨が記載して

ありました。 

 なお、本イベントは２０１３年から開催されており、これまでも熊本県をはじめ、他の自治体か

らの後援実績もあることから、大津町教育委員会におきましては初めてでございましたが、今回、

後援を承認しております。 

 また、名義後援に関する判断基準につきましては、大津町教育委員会の共催及び後援に関する要

綱において、政治的活動または宗教的目的を持たないことなどとしております。今回の後援申請内

容からは、同団体と旧統一教会との関係を把握することができず、後援を承認しております。この

ことで、多くの皆様に御心配をおかけしてしまいました。大変申し訳ございませんでした。 

 大津町としましては、８月２日に後援の取消しを行ったところです。取消しの理由は、旧統一教

会とＵＰＦとの関係性がクローズアップされ、ＵＰＦのプロジェクトであるピースロードに対しま

しても、町民の不安や懸念が増大している状況であったためです。 

 そのような町民感情を踏まえ、大津町教育委員会が名義後援を継続することは不適当であるとの

総合的判断から、大津町教育委員会の共催及び後援に関する要綱に基づき取消しを行いました。た

だ、取消しは行いましたが、既に終了しているイベントであったため、公表については行いません

でした。 

 また、今回の後援申請は町長部局にはなく、教育委員会のみに提出されており、大津町教育委員

会での後援となっていました。今後の各種後援承認につきましては、申請者の事業計画書や主催団

体等について、教育委員会の要綱に沿ったチェックを確実に行うとともに、場合によっては、さら

なる資料等の提出や説明を求めるなど、慎重に行って参りたいと思っております。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 統一教会問題は、まだまだ非常に根深い問題がございます。日本の国民

がこれ以上被害が出ないように、一刻も早く徹底した解決策がなされることを祈っております。 

これで終わります。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。３時２０分より再開します。 

午後３時０７分 休憩 

△ 
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午後３時２０分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

大村裕一郎議員。 

○１番（大村裕一郎議員） 改めまして、こんにちは。傍聴席の皆様、本日は傍聴にお越しいただき

まして、ありがとうございます。 

 それでは、議席番号１番、大村裕一郎が通告に従いまして、一般質問をさせていただきます。今

回質問させていただく内容は、空き家対策について、小学校での国際交流についての２つとなりま

す。 

 それでは、空き家対策についてから質問させていただきます。まずは、空き家とはどういった住

宅をいうのかというところなんですけれども、世間一般のイメージでは、人が住んでいない住宅は

すべて空き家ではないかと思われるかも知れませんが、この空き家には定義がございます。この定

義は何なのかといいますと、３か月以上の居住実績がないものを主に空き家というといいます。こ

れを念頭におきまして、この後のお話を聞いていただければと思うのですが、総務省が５年ごとに

住宅・土地統計調査というものを行っているのですが、直近で調査が行われた２０１８年のデータ

では、全国で８４８万９千戸に上り、総住宅数の１３.６％が空き家というふうになっております。 

 そして、この空き家には賃貸用や売却用の住宅、別荘などの二次的住宅、このいずれでもない住

宅のその他の住宅というところで、３つに分かれております。今回はこのその他の住宅というとこ

ろに着目していくんですけれども、このその他の住宅というのは、両親が亡くなった後にそのまま

にしてある住宅などが入りまして、戸数としては賃貸用・売却用が４６２万戸、二次的住宅が３８

万１千戸、このその他の住宅というのが３４８万７千戸となりまして、年々増加の一途をたどって

いる状況であります。 

 そうした状況を受け、適切な管理も行われないまま放置といった状況を防ぐため、全国の自治体

でも早急な対応を求められております。例外なく、大津町でも空き家バンクを平成３１年４月に創

設・運営しております。しかし、この大津町では、空き家バンクに関して非常に知名度が低く、有

効的に活用されているとは思えません。これでは、現在は危険な空き家、特定空き家の発生や行政

代執行などの措置を今後行うことになりかねません。そうなる前に情報の発信の仕方を工夫し、有

効に空き家バンクを活用するべきではないでしょうか。また、大津町内の皆様に空き家の利活用に

関するセミナーの開催やハンドブックの作成などを行い、空き家バンクへの登録を促す取組をする

べきではないでしょうか。 

以上、質問させていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 大村議員の御質問にお答えをいたします。 

 平成２７年に空家等対策の推進に関する特別措置法が施行され、市町村は空き家等に関する必要

な措置を適切に講ずるものとされました。そこで、本町においても地域住民の代表者、不動産や法

律等の有識者で構成される大津町空家等対策推進協議会を設置するとともに、地域の実情に応じた
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空き家の課題に対応できるよう協議を行い、大津町空家等対策計画を本年２月に策定しております。 

 この計画の中では、所有者による空き家等の適切な管理、危険な空家等に対する措置などについ

て定めるとともに、空き家等の利活用促進に向け、議員御質問の空き家バンクの制度を活用した取

組を位置づけているところです。 

 空き家バンクは、空き家を売りたい、貸したい人と、買いたい、借りたい人とをつなぐ制度です

が、現状としては、空き家物件を売りたい、貸したいという方の登録が少なく、利用実績としまし

ては、令和元年度の制度開始以降、令和２年度に２件売買が成立しておりますが、それ以外は売買

等の実績がない状況です。そこで、引き続き町ホームページ等を活用した広報に努めながら、今年

度からは、空き家の適正管理に関する注意喚起及び空き家バンクの案内を掲載したチラシを、固定

資産税の納付通知書約１万２千３００通に同封し、すべての固定資産保有者に直接周知する取組を

開始しております。 

 また、平成３０年度に町が実施しました空き家の実態調査結果に基づき、現在も空き家である可

能性がある物件所有者の方々約１３０人に対しましてもチラシを送付させていただき、その結果、

空き家・空き地の所有者から空き家バンク制度に関するお問合せが５件ほど寄せられました。 

 しかしながら、お問合せをいただいても、相続手続が完了していないため登録できない物件や、

古くて改修に多額の費用がかかるため活用が難しい物件など、様々な理由で登録を見送られる物件

も多く存在しているのも実情です。 

 一方で、現在、町の空き家バンクには登録されていないものの、民間の不動産事業者で賃貸・売

買物件として紹介されている物件や、実際に賃貸が行われている物件も少なからずあり、賃貸や売

買に出されていない空き家には、先ほど述べましたように、遺品の整理ができていない、修繕が必

要、登録や契約などが面倒など、何らかの事情がある場合が多いと思われます。 

 したがって、貸し手や借り手、双方にメリットがないと、この先、さらに深刻化する空き家問題

の解決にはつながっていかないのではないかと感じておりますので、空き家バンクへの登録補助や

リフォーム費用の補助といった、何らかのインセンティブが生まれる仕組みの必要性についても、

現状と照らし合わせながら精査をしていきます。 

 こうした物件の課題解決を含め、賃貸や売買におけるマッチングの実務については、民間事業者

がノウハウに精通されている面もあります。そこで、民間不動産業者や各種専門機関との連携を強

化し、そのノウハウを活用することで、空き家の利活用と流通を促進するとともに、空き家の増加

を抑える取組も併せて進めていきます。 

 また、今後さらなる少子高齢化の進展に伴い、空き家問題の深刻化が全国的に懸念される中、本

町としても空き家問題を少しでも減らしていくために取り組んでいくうえでは、出口を広げるだけ

ではなく、入り口を狭めることが必要であると考えています。 

 このため、既に発生した空き家の利活用などの出口の対策に加え、空き家の発生そのものを減ら

す、入り口の対策についても取組の強化が必要だと考えておりますので、相続・終活に関するセミ

ナーや、広報をはじめとした各種媒体による啓発を通じ、空き家の発生を未然に防ぐ取組も進めて
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いきます。 

 管理が放棄された住宅などについては、住民の安全を守る観点から自治体による勧告・命令や解

体撤去なども行えるような法整備がされているところではありますが、そのような対応が必要とな

る場合にあっても、財産権を不当に侵害することのないよう慎重に対応していきたいと考えており

ます。 

 なお、本年度から新たな取組として、老朽化が著しい空き家を解体する際の費用の一部を補助す

る老朽危険空家等除却促進事業を実施しており、除却を考えている方に対する費用面での支援とい

う形でも、空き家の減少に取り組んでいるところです。 

 今後は、引き続き所有者への啓発や情報提供を行うとともに、これまでの空き家バンクに対する

取組の検証をしたうえで、適切な管理及び実情に即した空き家バンク等の活用の促進を図っていき

ます。 

その他詳細につきましては、担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 私のほうからは、現状のほうを申し上げたいと思います。 

 本町における空き家の状況としましては、平成３０年度に行われました国の住宅・土地統計調査

では、全戸数に対する空き家率は８.５％と、全国平均の１３.６％を下回っておるような現状でご

ざいます。 

 しかしながら、少子高齢化の進展や人口減少、社会的ニーズの変化などに伴い、本町におきまし

ても、今後さらに空き家は増加していくものと考えております。 

 特に、町中心部以外においては、人口減少が進んでいる地区も多く、空き家の増加などにより、

地域の活力が失われていくことが懸念されていることから、対策の一つとして、令和元年度より空

き家バンク制度を開始いたしております。 

 十分使用可能な住宅でありながら、空き家となっていて全く活用されていない住宅があるという

ことは、住宅資源という観点からも課題がございます。また、適切な管理を行われないまま放置さ

れることは、防災、防犯、地域環境、まちづくりの面から見ても、好ましい状況ではないというふ

うに考えております。 

 しかしながら、空き家となっている要因については、持ち主の意向によることはもちろんですが、

相続、利便性、間取りや広さ、老朽化など、様々な個別の要因が複雑に絡んでいます。こうしたこ

とから、空き家問題については様々な角度から多面的に取り組んでいくことが必要であるというふ

うに考えております。空き家の解消を図ることは、人口の増加や資産の有効活用といったことから

も大変重要なことです。 

 このようなことから、今後の空き家対策については、他自治体の施策や先進的な事例等を参考に

しながら、空き家に関する相談によるニーズを踏まえ、本町の実情に合った利活用策を検討してま

いりたいというふうに思っております。 

 次に、空き家の増加を抑制するための予防策についてですけれども、空き家等対策計画の中で、
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住宅の流通促進などの取組を行うこととしておりますけれども、空き家の発生を予防するためには、

空き家になる原因を把握し、その原因に応じた対策を検討することが重要であるというふうに考え

ております。 

 平成３０年度に実施しました空き家の現状調査アンケートでは、老朽化が著しく空き家になって

しまった住居を解体する際の費用に対する補助を要望するお声もいただいておりましたので、本年

度より老朽危険家屋等除却促進事業を実施をいたしております。この事業は、一定の条件を満たし

た空き家の解体費用に対して、上限５０万円を補助するもので、５件申請があっております。 

 一方、住宅を解体すれば、住宅用地特例の税制上の優遇措置が受けられなくなることも、空き家

が放置される要因の一つとなっています。 

 また、倒壊等の恐れのある空き家対策につきましては、国におきまして空き家対策特別措置法が

平成２７年５月に全面施行され、自治体の権限が法的に位置づけられております。本町におきまし

ても、法に基づく税務情報等の活用による所有者の把握等により、実態把握と所有者の意識啓発に

努めつつ、必要と判断される場合は、財産権に十分配慮しながら、立入調査、特定空き家等への助

言指導等、適切な対応を行っていく必要があると考えております。 

 空き家は確実に増え続けておりまして、空き家問題は、時間がたつほど深刻に、また解決が困難

になってまいりますので、空き家になる前にどのような対策ができるのか、また空き家になった場

合どのように活用していくかなど、事前に御自身の財産の活用や相続などを身近な問題として関心

を持っていただくきっかけとなるよう、議員御提案いただきましたセミナーの開催についても進め

るとともに、町ホームページなどの広報媒体を通じて、町民の方への積極的な情報提供に努めてま

いりたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 大村裕一郎議員。 

○１番（大村裕一郎議員） 増加を抑える取組をしていただけるというところで、非常に安心してお

ります。 

 空き家バンクに関しましては、先ほども話がありましたとおり、予防が非常に重要かというふう

に思いますので、今後ともしっかりとした取組をお願い申し上げて、次の質問に移らせていただき

ます。 

 それでは、２つ目の質問に移らせていただきます。２つ目の質問は、小学校での国際交流につい

てになります。この国際交流ですが、文部科学省の国際教育の意義と今後の在り方という資料を見

ますと、国際化が一層進展している社会においては、国際関係や異文化を単に理解するだけではな

く、自らが国際社会の一員としてどのように生きていくかという主体性を一層強く意識することが

必要になってきており、初等・中等教育段階において、すべての子供たちが異文化や異なる文化を

もつ人々を受容し、共生することのできる態度・能力の醸成、自らの国の伝統や文化に根差した自

己の確立、自らの考えや意見を自ら発信し、具体的に行動することのできる態度・能力を身に付け

ることができるようにすべきと、これらは国際的に指導的立場に立つ人材に求められる態度・能力

の基盤となるものであり、この特性に応じてリーダー的資質の深長にも配慮した教育をという形で
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記載のほうがあるのですが、国際教育を行ううえで国際交流を行うことは大変有効なものであると

いうふうに考えます。 

 ここで、町内の小学校で実際に国際交流に参加された方にヒアリングのほうを行いまして、感想

を聞いてまいりましたので、少し御紹介させていただきます。交流に参加して、言葉は通じなかっ

たけど、一緒にゲームなどをすることで仲を深められたと思います。この経験から、様々な国の人

たちと交流すること、楽しさを感じ取ることができましたということで、感想のほうをいただきま

した。この感想からも分かるように、子供たちも楽しみながら外国を身近に感じており、次世代に

向けての教養を学び、成長できているのではないかというふうに思います。 

 しかし、大津町では、現在、美咲野小学校、室小学校、大津小学校では、台湾のほうと交流が行

われております。ですが、大津北小学校、大津東小学校、大津南小学校、護川小学校では、現在行

われておりません。先ほどの文部科学省の資料にありますとおり、すべての子供たちに交流の機会

を与えるべきではないかというふうに考えますし、今後、大津町ではＴＳＭＣの進出に伴い、さら

に国際化の波が押し寄せるものと予想されます。この波を乗り越えるため、大津町内の全小学校で

国際交流をしていくべきではないかと考えますが、教育長のお考えをお聞きしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 吉良教育長。 

○教育長（吉良智恵美） 大村議員の、小学校での国際交流についての御質問にお答えいたします。 

 議員御指摘のとおり、現在、グローバル化が一層進展し、社会の在り方も急激に変化する時代の

中で、我が国の学校教育では、子供たちの国際社会の中で自らの生涯をより良く生き抜く資質・能

力を育成することが求められています。 

 国際社会を視野においた国際教育は、先ほど議員も触れられましたように、自国や外国の歴史・

文化の理解と尊重、地球的視野と多様なものの見方、人間尊重とともに生きるという考え方、さら

に表現力・コミュニケーション能力といった視点を意識して、学校教育全体を通し推進されるべき

ものでございます。大津町内の各小中学校におきましても、そのような視点を意識した教育課程の

編成等を工夫しているところです。 

 議員御指摘の台湾高雄市と町内の３小学校との国際交流は、県の事業や高雄市内の小学校からの

申入れから始まったものですが、これまで相互に訪問して姉妹校締結等を行い、文化交流やホーム

ステイ等をしてきました。教育委員会としましても、さらに交流を他校にも広げたいと考えており

ましたが、コロナ禍のため、姉妹校間におけるオンラインによる交流を続けているところです。条

件が整えば、今後は小規模校においても交流の内容や方法を工夫し、交流活動ができるよう教育委

員会としても高雄市教育委員会等への働きかけをしていきたいと考えております。 

 また、ここ数年、外国にルーツをもつ子供たちが増加しており、現在は８名の児童・生徒が大津

町の小中学校に通っています。今後はＴＳＭＣの進出に伴い、さらに多くなることも考えられます。 

 そのような状況の中、子供たちには相手の国を理解・尊重しながら、自分の考えを伝えるととも

に、大津町の伝統や文化についても、きちんと紹介や説明ができるようであってほしいと考えてい

ます。 
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 国際社会においても、ぶれることのない自分自身として、また日本人としての自己を確立するこ

とができるよう、大津町教育委員会としましても、先に説明しました国際教育の視点を大切にしな

がら、国際化に対応できる子供の育成に向け、取組の充実を図りたいと考えています。 

具体的な取組につきましては、担当部長から説明させていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） それでは、私からは大津町の具体的な取組について御説明をさせていただ

きます。 

 まず、台湾高雄市との国際交流についてですが、教育長の答弁にもあったように、現在は関係小

学校において、オンラインによる交流をしております。昨年度は、美咲野小学校が光榮国民小学校

と交流を行いました。子供たちがクイズを出題するなど、楽しみながらお互いの市町のことや文化

の違いについて学んだと聞いております。 

 交流の際には、町内すべての小中学校に配備してある電子黒板やタブレットを活用しており、同

様の方法で小規模校でも行うことは可能でございます。しかし、高雄市教育委員会や高雄市内の校

長先生方も、この３年間で代わっておられますので、今後、交流を広げ充実させるには、高雄市教

育委員会や関係学校と、改めて連絡・調整を行う必要があると考えています。 

 ２点目に、国際化に対応できる資質・能力の育成について説明させていただきます。国際社会を

視野においた国際教育の視点の一つに、表現力・コミュニケーション能力の育成がございます。そ

の表現力・コミュニケーション能力の基盤となる力が英語力です。しかし、英語が話せればそれで

十分かというと、そうとも申せません。単に英語を話せるだけでは、相手との豊かな関係を築くに

は不十分だと感じます。 

 大切なことは、小学校段階から異なる文化や環境に触れ、自らの固定観念を払拭し、相手のこと

を理解し、尊重しながら国際的な視野を身に付けること、その一方で郷土を愛し、誇りをもち、相

手が誰であろうと自分の意見を主張することができる子供の育成が大切だと考えています。そのた

めは、学校教育活動の中でそういった機会の充実を図っていきたいと思います。 

 最後に、国際化に伴う今後の取組について御説明させていただきます。先ほど教育長の答弁の中

にもありましたが、今後も外国にルーツをもつ子供たちが増加することが考えられます。子供たち

同士が円滑な関係を築き合い、相手の国のことを理解・尊重できるようにするために、外国にルー

ツをもつ児童・生徒のためにも、実態に応じた日本語指導を行うことが必要であると考えています。

教育委員会としましては、来年度に向けて県からの日本語指導員の配置について、教育事務所と協

議をしているところでございます。 

 コロナ禍において、活動が制限される中での教育活動ですが、できることから工夫しながら、国

際社会の中で自らの生涯をより良く生き抜く資質・能力を身に付けた子供の育成に向け、取組の充

実を図りたいと思います。 

以上で、説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 大村裕一郎議員。 
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○１番（大村裕一郎議員） コロナ禍というところで、非常にオンラインで交流というところではあ

るんですけれども、オンライン上での交流というのは非常に難しいかなというふうに私自身も思い

ます。そういった中においても、コロナのほうも出口が少しずつ見えてきている状態ではあります

ので、しっかりと工夫・検討していただいて、国際交流をしっかりしていただけるようにお願い申

し上げて、質問のほうを終わらせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） これで、本日の一般質問は終わりました。 

以上で、本日の日程は全部終了しました。 

本日はこれで散会します。 

お疲れさまでした。 

午後３時４６分 散会 
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議 事 日 程（第３号） 令和４年９月１４日（水） 午前１０時 開議 

 

日程第１ 諸般の報告 

日程第２ 一般質問 

 

               午前１０時００分 開議 

○議 長（桐原則雄） 皆様、おはようございます。それでは、本日の会議を開きます。 

   

日程第１ 諸般の報告 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第１ 諸般の報告をします。 

田上産業振興部長及び荒木議会事務局長より欠席の届けがあってますので報告します。 

なお、本日の議事日程並びに報告内容については議席に配付のとおりです。 

 

日程第２ 一般質問 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第２ 一般質問を行います。 

順番に発言を許します。 

山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） おはようございます。本日は忙しい中傍聴にお越しいただき、誠にありが

とうございます。 

それでは、議席ナンバー７番、山部良二が通告に従い質問を始めます。 

 １点目は、持続可能な地域公共交通についてですが、２０２０年以降、コロナ禍の長期化や近年

の多頻度化、大規模化する自然災害によって鉄道施設が被災する事例が増加しております。現在も

ＪＲ九州発足以来最大の危機的な状況が続いておりまして、これまで都市圏輸送、新幹線輸送など

で生み出した利益を、また鉄道以外の不動産などの多角的経営によって生み出した利益を地方路線

の不採算路線に充当する形で支えてきました。それが内部補助に基づくビジネスモデルが限界にき

ているということであります。 

 鉄道各社は危機的な状況を放置すれば地域の発展を阻害し、利用者に不便や不安を与えるにも関

わらず、国や県や市町村と十分な協議をしてきたのでしょうか。また、地方自治体はローカル鉄道

の現状を直視し、効果的な対応を行ってきたのでしょうか。 

 今後、経営状態の悪化により、駅の無人化や豊肥線肥後大津・宮地間の減便、安全性が疑問視さ

れる電車の４両ワンマンなどの合理化が相次いでおります。今後、効率化という名のもとの合理化

が止まるとは考えられません。大津駅の無人化や豊肥線での大規模災害が起こった場合など、第三

セクター化などの可能性もあり、１０年後、２０年後には取り返しのつかない事態が想定されます。 
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 そこで考えられるのがＥＵ諸国などで導入が進んでいる上下分離方式ではないでしょうか。鉄道

事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会の資料１の１を見ていただいてよ

ろしいでしょうか。これは上下分離方式、長崎本線の例です。ＪＲと地域が鉄道維持に関わる負担

を分担し、普通列車の運行を現行程度の本数により２３年間持続する一方で、佐賀、長崎両県が設

立した鉄道管理センターで鉄道施設などをＪＲ九州に無償で使用させるというものです。 

 また、熊日新聞にも掲載されていますが、肥後大津駅周辺再整備に１千７００万円計上とありま

す。ＴＳＭＣの進出、そして来年夏に全線再開予定の南阿蘇鉄道の豊肥線乗り入れ、またアクセス

鉄道分岐駅の可能性などを鑑み、駅を中心とした活性化策が必要ではないでしょうか。 

 資料２を見ていただいてよろしいでしょうか。これは外部資源を活用した駅の活性化の事例です

が、北九州市とＪＲ九州が二島駅事務所跡を活用し、人が集い、にぎわいを生み出す事業プラン及

び運営者の募集を行い、３４件の応募の中から最優秀を受賞した事業者が店舗運営するというもの

です。２０２０年の４月から店舗を開業し、地域の商店と連携し商品を多数販売しています。本町

でも大津ブランドを県内外に発信し、大津町商店街のにぎわいの創出、併せて、要望の多い駐輪場

の整備や跨線橋による自由通路などを設置することで、大津駅の利便性向上や町長の推進する駅を

中心としたまちづくり、住民と一緒に取り組むを実現することができるのではないでしょうか。 

 また、巡回バス、乗り合いタクシーについては、町が先頭に立ち事業者や住民、利用者などに幅

広い関係者と協力しながら持続可能な地域公共交通を再構築するべきだと考えます。 

以上を踏まえ３点お伺いいたします。 

 今年２月に国交省に設置された有識者検討会、鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの

刷新に伴う検討会で議論された内容について。 

 ２点目、地域公共交通にとって住民利用者などが公共交通の在り方を主体的に考える環境づくり

が必要だと思うが、まちづくりと公共交通の再生をセットに、中長期的な展望に基づき事業者や住

民を巻き込んだ議論が必要だと思いますがどうでしょう。 

 ３点目です。２０５０年のカーボンニュートラル実現に向けた取組が求められています。鉄道は

その特性から様々な面で社会的、環境的に優勢を有しています。しかしながら、コロナによる減収

やリモートワークの推進などにより、皆さんが考える以上に危機的状況にあります。鉄道事業者へ

の支援をＪＲ沿線の市町村が連携して、国や県に強く要望するべきではないでしょうか。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） おはようございます。山部議員の御質問にお答えをいたします。 

 地域公共交通は、地域社会を支える上で不可欠な存在です。各事業者の皆様方には、新型コロナ

ウイルス感染症の大きな影響を受けながらも事業を継続いただき、地域の皆様方の利便性や移動手

段の確保に御尽力いただいていることに感謝を申し上げます。 

 少子高齢化が進む中で、免許返納をせざるを得ない高齢者が増加していく中で、地域公共交通は

移動手段を持たない高齢者等の交通弱者にとって暮らしを支える大切な移動手段となっております。

住民の皆様に安心して日々の生活を営んでいただくためには、道路・河川・上下水道といったハー
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ドがしっかりと整備されるとともに、地域公共交通を持続可能な仕組みとして町全体で支えていく

という意識を持つことが必要だと考えております。 

 また、周遊性を持つ公共交通は地域資源をつなげ、観光の魅力を高める基盤としても重要で、地

域公共交通が結節する場所には人が集い、交流やコミュニティを育む場となっております。 

 しかし、地域公共交通は、マイカー利用を中心とした生活の浸透などにより利用者が減少し、厳

しい状況に置かれている中、さらに新型コロナウイルスの影響が長期化し、厳しさに拍車がかかっ

ているような状況です。 

 こうした中、鉄道事業者においてはダイヤや運賃の見直しやサービス面の改善などの手段を講じ

られておりますが、厳しい状況を打開することが難しく、存続が危ぶまれる路線も出てきておりま

す。 

 そうした中、国においては、「鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検

討会」が立ち上げられ、鉄道事業者と沿線地域が危機認識を共有し、相互に協力、協働しながら地

域公共交通の利便性と持続性を高める方策が検討をされております。この提言の中では、輸送密度

２千人未満の路線について法定協議会を設け、地域モビリティの在り方について検討を進めること

及び輸送密度１千人未満の路線を対象に国が、こちら仮称ですが特定線区再構築協議会を設置して、

鉄道事業者や自治体に対して廃止・バス転換を含める議論を求めることが記載をされております。 

 本町におきましては、肥後大津駅・瀬田駅のある豊肥本線が、地域の重要な公共交通として、経

済の活性化や多様な暮らしには欠かすことのできない公共交通となっております。地域住民の大切

な公共交通機関である豊肥本線を含む地域公共交通を維持していくためには、行政をはじめ、町民

や交通事業者、町内の商工業者も巻き込んで議論を進め、併せて、地方の声が反映され、鉄道が持

続可能なものとなるよう、必要に応じ国や県への働きかけなども行っていく必要があると考えてお

ります。 

 本町では、本年９月１日付けで、大津町地域公共交通計画を策定しました。この計画では、本町

が目指すまちづくり方針と連動した拠点と公共交通ネットワークの形成を見据え、将来にわたって

利用される持続可能な公共交通サービスの姿をお示しをしております。 

 今後は、この計画に基づき、まちなかエリアにおける公共交通体系を検討し、実証運行を進めて

いきますので、公共交通事業者の皆様方には、ぜひ率直な御意見をお出しいただき、町民の暮らし

をしっかりと支えていける新しく最適な地域公共交通のシステムを作り上げていきたいと考えてお

ります。 

なお、詳細については、担当部長より説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 皆様、おはようございます。 

鉄道をはじめとするインフラ整備が進み、自動車や輸送産業の発展に伴って、私たちの暮らし

は豊かで便利になりました。今後も、誰もが利用しやすい持続可能な公共交通をつくり、地域のに

ぎわいを持続していくためには、住民・交通事業者・行政が一体となった取組が必要であると考え
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ております。 

 近年の公共交通は、人口減少・少子高齢化といった社会構造や生活スタイルの変化とともに、新

型コロナウイルス感染症の影響による利用者の減少に伴い、路線や便数が減少し、ひいては、まち

の活力低下にもつながっていくことが懸念されます。このような状況の中、国土交通省は、ローカ

ル鉄道路線の見直しを検討するため、鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関す

る検討会を開催し、今年７月に取りまとめとなる提言を公表しております。今回の提言では、危機

的な状況のローカル線については、沿線自治体が中心となって協議会等を設け、将来に向けた地域

モビリティの在り方について検討を進めることが基本原則であるとなっております。 

 一方、基本原則がうまく機能しない地域や線区においては、利用者の著しい減少などを背景に利

便性及び持続可能性が損なわれていること。また、関係者の合意形成に当たって広域的な調整が必

要と認められることの2点を満たす線区については、鉄道事業者または自治体の要請を受けた国が

協議会を設置し、鉄道輸送の活性化やバス転換による利便性確保を協議することとしたものになっ

ております。 

 先日、ＪＲ九州から令和３年度の区間別の収支が公表され、豊肥本線の肥後大津・宮地間は約２

億１千万円の赤字というで、１日１キロ当たりの利用客が６４０名程度となっております。ＪＲ九

州全体としても、１日１キロ当たりの利用客が２千人未満である路線は１３路線１８区間で、各区

間の営業赤字の合計額は約５１億円に達していると伺っております。 

 先ほど議員のほうからもお話がありましたように、都市圏の在来、それから駅ビル、マンション

などの開発などで赤字区間を充当されているというふうな状況かと思います。そういった状況の中、

在宅勤務の定着で、コロナが収まっても乗客はもとの水準には戻らないことも懸念され、ローカル

線の在り方を地域全体で考える必要性が求められております。現状維持が難しい路線については、

経営リスクを分担するため、自治体が線路などを保有し、事業者が運行のみを行う上下分離方式や

鉄道に代わるＬＲＴやＢＲＴ、高頻度のバス輸送などの新たな輸送モードへの転換という方法も示

されております 

 全国に目を向けますと、至る所で鉄道のあるなしに関わらず、バスの路線もなく、タクシー事業

者もいないという地域も出てきております。また、減便が乗客を減らすという悪循環にならないよ

うに、利用者視点で考え、町をコンパクトにして公共交通機関を利用してもらう試みも進められて

おります。 

 本町におきましては、来年度予定しております、まちなかエリアにおける公共交通の実証運行に

向けた取組の中で交通の要衝となり、地域経済を支える駅や鉄道の利用促進を図り、いかに利便

性・持続性の高い地域公共交通を再構築していくのか、国・県が行います施策等も注視しながら進

めてまいりたいというふうに思っております。 

○議 長（桐原則雄） 山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） 今後も危機的状況は変わらない、より深刻に少子高齢化になるので、この

問題は非常に深刻だと皆さんに受け止めてもらわないといけない問題だと思っております。 
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 ２点ほど、巡回バスを導入する場合に、中心部を円を描くように回遊性のある路線にするのか。

それとも、さらなる利便性を考え８の字であったり、そういう感じに回すような路線になるのか。

はたまた、空白地点を完全に網羅するような複数のコースで運用するのかということを１点と、新

聞にも載っていましたが、町長が目指す駅を中心としたまちづくりに、町長が推進するインクルー

シブな視点に立った交通バリアフリー、ユニバーサルデザインを備えた駅を中心としたインクルー

シブなまちづくりを目指すべきではないか。その２点、お伺いいたしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） ２点御質問があったかと思います。 

 まず１点目の巡回バスを導入する検討についてですけど、これについては補正予算で地域公共交

通会議への負担金の予算を計上しております。その中で公共交通会議の中、いろんな事業者、住民

の方、関係者いらっしゃいますので、議員がおっしゃったようなどのようなコースでいくのか。あ

るいは時間帯であったりとか移動手段をどういったものを使うのかということも含めて、その中で

協議を進めていきたいというふうに思っております。 

 それから、２点目の駅を中心としたまちづくりについてですが、これについても今回補正の中で

肥後大津駅周辺のまちづくりについての基本構想と基本計画策定の業務委託をしておりますので、

町長が進めますまちづくり等の議員がおっしゃられた点についても、その基本構想策定の中で取り

入れていきたいというふうに思っております。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 山部議員の再質問にお答えをいたします。 

 巡回バスのコースについては先ほど御説明したとおりですけど、より利便性が高く、かつ費用対

効果もしっかり見定めながら慎重に進めたいというふうに思っております。もちろんデータにもこ

だわってですね。 

 インクルーシブなまちづくりに関しましては、これから高齢者の方も増えていきますし、そもそ

も高齢者じゃなくても様々なハンディキャップを背負っている方いらっしゃいますので、そうした

方に配慮したまちづくりをしっかり進めていきたいというふうに思っております。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） 山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） 検討会の中で受益者たる自治体が利用促進に留まらず上下分離方式や駅に

ぎわいの創出プロジェクトの推進など、様々な選択肢の中から最適な手段を考え、今後の鉄道の在

り方への関与を強めていくことが期待されるとありますので、今後も大津町の将来と利用者の視点

に立った問題提起をさせていただきます。 

それでは、２問目の消費生活相談についてお伺いいたします。 

 町民の方から、大津町の消費生活相談体制は弱いのではないかと相談をいただきました。大津町

は、西原村、菊陽町と消費生活相談業務広域連携協定を締結しています。ホームページで確認しま

したが、西原村、菊陽町のホームページには連携協定を掲載していますし、切れ目なく月曜日から
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金曜日まで連携している他町の相談室も明記され、様々な情報であふれています。ですが本町の消

費生活相談ホームページには、ただ毎週火曜日、金曜日の１０時－１６時、大津町役場２階２０３

号相談室のみです。この時点で相談体制の弱さを物語っているのではないかと感じてしまいます。 

 話は変わりますが、資料２の１を見ていただいてよろしいでしょうか。今年４月から成年年齢が

引き下げられ、年齢に達すると親の同意なく自分の意思で契約できるようになり、安易に契約を交

わすとトラブルに巻き込まれる可能性があります。今までは２０歳未満であれば親の同意を得ず契

約した場合には「未成年者取消権」が行使できましたが、今後は１８歳から行使できなくなる可能

性もあります。資料を見るとおり、大きな不安を抱えていることがわかります。 

 資料２の２を見ていただいてよろしいでしょうか。表を見ていただくとおり、１０代後半では５

９％の方が相談先として行政の窓口や公的相談員などを選択していないという問題点があります。

今後何かあれば速やかに町の生活相談に相談するという徹底した教育が求められるのではないでし

ょうか。また高齢者を狙う消費者トラブルも年々増加しており、今後、相談業務のさらなる強化が

必要ではないでしょうか。 

以上を踏まえ２点お伺いいたします。 

 学校教育・社会教育における若年者の消費者教育の強化が最重要課題だと思われますが、町の対

応と強化策は。 

２点目です。消費生活相談業務の専門性の強化・啓発活動の強化・相談受付のバックアップ支

援・強化が必要ではないか。町の見解をお伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 山部議員の質問にお答えをいたします。 

 消費者を取り巻く最近の傾向は、サービスの多様化や情報化などの進展により大きく変化をして

おります。それに伴い相談件数も年々増加し、相談内容も複雑かつ多様化をしているところです。 

 大津町の消費者生活相談については、平成２１年８月１日に特定非営利法人熊本消費者協会と業

務委託を結び、同協会所属の専門相談員による相談窓口を開設し実施しております。 

 また、平成２９年３月からは、菊陽町、西原村を含む大津警察署管内の２町村で協定を締結し、

週５日の相談が行える広域連携体制を整えました。相談窓口では消費生活についての専門的な研修

を受けた相談員が対応をしており、経験も長く、数多くの相談も受けられ、消費生活、行政全般に

精通されており、困難な事案についても継続的に解決に向けて相談者に寄り添った対応をされてお

ります。 

 また、複雑な事案等については、役場関係部局間の連携とともに総合的な支援を行っていきます。

消費生活相談窓口の周知や啓発活動については、町のホームページや広報、チラシなどの全戸配布

等により行っておりますが、周知内容を精査しながら、よりわかりやすい情報提供に努めていきま

す。 

 令和４年４月１日からは、民法改正に伴う成年年齢が引き下げられ、１８歳に達した方は親の同

意がなくても１人で契約できるようになりますが、その一方で、民法で規定する未成年者取消権を
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行使することができなくなりますので、インターネットを利用した悪質商法などによる消費者被害

の拡大などが懸念されます。今後も国・県の情報を注視しながら、消費生活における啓発活動及び

相談体制の充実を図り、誰もが安心・安全に暮らせる町の実現に向けて取り組んでいきます。 

詳細につきましては、部長より説明させていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 吉良教育長。 

○教育長（吉良智恵美） おはようございます。山部議員の「成年年齢の引下げによる消費者トラブ

ルに係る、学校教育・社会教育における若年層への取組」についてお答えたします。 

 大津町では、各小中学校において、消費者被害の防止を含め「かしこい消費者」となるための消

費者教育を実施しています。小学校では、社会科や家庭科を通して金銭の使い方や売買契約の基礎

などについて学習しています。中学校では、売買契約の仕組み、消費者被害やクレジット契約など

の背景とその対応について、また、インターネットを介しての問題点などを学習しています。 

 成年年齢が引下げになりましたが、小中学校における消費者教育につきましては、カリキュラム

や指導内容等の変更等はありません。ただ、高等学校につきましては、熊本県消費者教育推進計画

に基づき、消費者庁が作成した消費者教育教材を使用した教育などが実施されておりますが、成年

年齢の引下げに対応するため、高校２年生までに家庭科等において学習できるよう、学習指導要領

の改訂も行われております。 

 また、教育委員会としましては、成年年齢の引下げに伴う消費者トラブルに対しての注意喚起と

して、今年３月の広報誌への掲載や消費生活センター等の注意喚起チラシによる啓発活動を行って

います。 

 消費者トラブルが多様化、複雑化する中、消費者教育は今後も大変必要なものだと受け止めてお

ります。町の将来を担う若い世代が消費者トラブルなどの被害に遭わないよう、引き続き「かしこ

い消費者」の育成を目指し、県、国、他の自治体との情報を共有しながら取り組んでまいりたいと

考えております。 

なお、詳細につきましては、担当部長より説明させていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 私のほうからは、消費生活相談の現状についてお答えをしたいと思います。 

 先ほど町長の答弁にもありましたように、平成２９年から菊陽、西原を含む大津警察署管内の３

町村で協定を締結し、週５日の相談が行われる体制を取っております。その中で、大津町では火曜

日と金曜日の午前１０時から午後４時までということで開設をいたしております。令和３年度にお

ける熊本県内の相談件数は、県では約１万５千件ございまして、大津町では実施された相談は新規

で８９件、継続で５５件ございました。相談内容につきましては、通信販売、店舗購入、それから

訪問販売などとなっております。全体の件数８９件のうち３８件が菊陽町の方、西原の方からの相

談になっております。そういったことを考えますと、他の町村で相談されている大津町民の方もい

らっしゃいますので、広域連携体制を行うことで住民にとってより利用しやすい環境が提供できて

いるというふうには考えております。 
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 令和３年度におきます相談者の年齢層では、２０歳代から３０歳代が２３件、４０歳から６０歳

代が４６件と、全体の約８割を占めております。１０歳代では１件でしたけれども、令和４年４月

１日の民法改正で成人年齢が引き下げられたことに伴う安易に契約等のトラブルに巻き込まれる可

能性も高まっておりますので、今後、若年層の相談件数も増えることが予想されております。 

 ちなみに、過去３か年間の相談件数は、令和元年が８４件、令和２年が８３件、令和３年が８９

件と大きな変化はあっておりませんけども、今後も引き続き消費者協会の支援等を得ながら３町村

連携した消費生活相談窓口の周知や消費生活啓発活動を行ってまいりたいと思います。 

 さらに議員からの御指摘もありました情報提供や啓発活動の強化につきましては、ホームページ

やチラシ等をさらに活用し、訴求力のあるよりわかりやすい情報提供に努めてまいりたいと思って

おります。 

 また、複雑かつ高度化する悪質な被害に対応するためにも相談員の資質向上を図るとともに、役

場組織の横断的な連携により重層的な支援とともに、警察あるいは県などとの行政機関との連携強

化についても図ってまいりたいと思っております。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） おはようございます。それでは御説明させていただきます。 

 国民生活センターの統計調査によりますと、２０代前半の消費生活相談件数は毎年８千件近い相

談があっており、また、１８歳から１９歳の相談件数は約５千件程度となっております。両年齢層

共にダイエット商品などの通販詐欺や出会い系などのインターネット詐欺による相談が多く寄せら

れているようです。 

 また、２０代前半の相談内容としましては、もうかる情報やオンラインカジノ、仮想通貨などの

もうけ話やエステティック・医療サービスなどの美容系トラブルが新たに多く寄せられており、相

談金額も高額となっている結果となっております。 

 今年４月から成年年齢が１８歳に引き下げられたことにより、若者の自立と社会参加が進むこと

が期待されている反面、１８歳、１９歳は、保護者の同意なしに自分の意志で契約ができるように

なりますので、今後、消費者トラブルに巻き込まれることが懸念をされております。 

 学校教育における消費者教育は、児童生徒の健全な成長と安全・安心な暮らしに資することを再

度認識し、引き続き、子供たちが消費者教育の必要性と重要性を身近なものとして理解、認識して

もらうよう教育の充実を図ってまいります。 

 また、社会教育では、生涯学習情報誌等での情報発信やホームページの改良に加え、出前講座の

開催や、またＰＴＡ、子ども会などの保護者が集まる場を利用して広報啓発活動を行い、家庭や地

域で消費生活問題を身近に感じる取組を推進してまいります。 

 消費者行政の強化として関係課と情報を共有し、予防策に対しての取組だけではなく、被害

に直面した若年層の方が解決方法の糸口として相談窓口などを活用できるよう情報の発信と周知啓

発に取り組んでまいりたいと考えております。 

以上、説明を終わります。 
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○議 長（桐原則雄） 山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） 相談体制は今充実してきているという内容だと思います。一つ心配なのは、

もし相談員が病気などで離脱した場合、そのバックアップ体制は十分なのか。今１名体制と聞いて

おりますけど、１名体制で大丈夫なのか。 

 ２点目は、大津町に在住する相談者が相談を他の市町村で受け付けた場合、受け付けた町村が大

津町の関係部署との連携を取れずに被害の拡大、再発防止がつながりにくいといったことが想定で

きるのではないかと思っておりますが。このため、菊陽町や西原村との部門間連携を密に行って、

分野横断的な住民サポートが必要になると思いますが、連携はうまくいってるのでしょうか。 

 ３点目、資料２の１を見ていただいてわかるとおり、約７割の若者が不安を感じていると回答し

ています。一番に上げられるのは、法律や契約に関する知識が乏しいためが多くなっています。で

すから、１８歳までに消費者トラブルの知識を身に付けることが必須であり、また大学でサークル

を隠れ蓑とした宗教団体の勧誘があることがわかっていますので、小中高での啓発活動がさらに重

要性を増すと思います。出前講座なんかも開くような方向でいくべきではないかと思いますので、

その３点お伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 私のほうから１点目と２点目についてお答えしたいと思います。 

 １点目が、専門員の方が例えば病気とかで来れなくなった場合の対応ということなんですが、１

名の方が今毎日各自治体でされてますけど、これについては協定を結んでおりまして、消費者協会

のほうから支援していただいてますので、そちらのほうからまた改めて違う方が、専門の資格を持

った方が派遣されるような体制を今取っておるとこになっております。 

 それと、２点目の広域連携の話ですけれども、いろんな相談があった中で、今２町と１村ですね、

広域的にやってますけれども、相談員さんが、例えば西原の相談に大津の方が行かれて、その情報

については専門相談員が大津の行政機関のほうに情報としてはいただけますので、そういった形で

大津は大津として対応すべきものについてはやっておるということになってます。当然、大津、菊

陽、西原間の行政間でも事務レベルでの連携の会議をやっていますので、そういったところで情報

共有と併せて、専門の方はそれぞれ相談された方の居住地である行政に対して情報提供はされてお

りますので、それに基づいてそれぞれの自治体が改めて対応をしておるというような現状になりま

す。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） 山部議員の再質問について御説明申し上げます。３点目の御質問に対して

御説明を申し上げたいと思います。 

 まず小中高での取組につきましては、先ほども教育長のほうから答弁がありましたように、若い

世代が消費者トラブルなどの被害に遭わないように消費者教育の重要性を理解、認識してもらうよ

うに教育の充実を図っておるところです。 

 また、大学のサークルを隠れ蓑とした宗教団体の勧誘についてということで、これも先般問題が
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発生しているという報道あたりもあっております。各大学におかれましても入学される大学生とか

在学生のトラブルが発生した場合の相談先の窓口や注意喚起の呼びかけが行われているようです。

もちろん小中学校の段階におきましても、情報に流されずに多面的な思考の中で自主的に判断して

行動できる子供たちの育成に努めて生きたいと考えております。 

 また、出前講座なども取り組むことはしないかという話でございますが、小中学校におきまして

は、そういった要望があればＰＴＡあたりも通してそういった研修会を実施してまいりたいと思い

ます。また、高校のほうでは実際もう出前講座あたりで今現在取組をされているところでございま

す。 

以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） 今、出前講座は要望があったらやるみたいな話だったんですけど、これは

要望がなければもうしないということになるんですか。これはやるべきだと私は思うんですけれど、

その点について。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） すみません、再質問に御説明申し上げます。 

 小中学校のほうでは、先ほど出前講座あたりの要望があればということで話もしましたが、小中

学校の教育課程の中で消費者教育につきましては教育の取組をやっておりますので、そういった教

育の授業の中で必要であれば、そういったアドバイザーの方あたりの派遣は考えていきたいと思い

ます。それと、保護者向けにもそういったところに対しても要望があればＰＴＡと連携しながら取

組をさせていただきたいと考えております。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） 山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） それでは、３点目の家庭教育支援条例についてお伺いいたします。 

 令和４年８月２０日のＴＢＳ報道特集において、家庭教育支援条例は行政が家庭での思想教育に

介入する手段であり、旧統一教会が目指す家庭への法的強制力の押し付けを進めるため、熱心に地

方議会にアピールし推進している政策だと報道がありました。これが本当であれば深刻な問題であ

り、荒木委員長の質問でもわかるように、本町でも教育委員会がピースロードを後援したという事

実もあります。 

 熊本では全国に先駆けて家庭教育支援条例が２０１３年に施行されています。今回、昭和女子大

学、友野教授が「条例制定過程について」と論文を発表されています。これによれば、２０１２年

にある県議から条例の策定委員会設置が提案され、これを受けて各会派の６人からなる熊本県家庭

教育支援基本条例策定検討委員会が設置され、２０１３年４月に施行されています。私が調査して

わかったのですが、熊日の記事にもなったように、熊本県平和大使協議会の役員名簿に条例を推進

する県会議員や市町村の議員が多数名を連ねています。熊本県平和大使協議会のホームページの世

界平和大使運動のリンクをクリックすると、そのホームページには韓鶴子氏の写真や名前があるな
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ど荒木委員長が指摘したとおり、旧統一教会との関係が疑われます。 

 また、ホームページを見ますと、２０２０年、熊本城ホールでセミナーが行われ、平和大使協議

会の本部教育局長の講演があり、その中で熊本家庭教育支援条例に触れ、熊本での活動を評価し、

熊本が全国の牽引者となることを願い、そして家庭を再建することが国を支える礎になることだと

強調しています。 

 また、熊本で開催されたジャーナリスト有田芳生氏の講演で、熊本ピュアフォーラムと旧統一教

会の関係が指摘されています。現在はホームページが消去されてはいますが、団体の概要を見ると、

県内各市町村議会で家庭教育支援法請願活動が行われており、請願採択済み及び請願済みの市町村

が多数存在します。 

 また、９月２日の熊本のＮＨＫニュースにもあるように、熊本ピュアフォーラムの代表理事は元

熊本県の教育長であり、熊本平和大使協議会の副議長と同一人物です。本当に県の教育界は大丈夫

なのでしょうか。 

 以上を踏まえ、本町では今後、家庭教育支援条例を制定する可能性があるのか。教育長の見解を

お伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 吉良教育長。 

○教育長（吉良智恵美） 山部議員の家庭教育支援条例に係る御質問にお答えいたします。 

 子供にとって家庭はその健やかな育ちの基礎であり、保護者が子供に対して行う家庭教育は、教

育の原点といわれています。乳幼児期の親子のきずな形成に始まる家族のふれあいを通して、子供

が基本的生活習慣や生活能力、人に対する信頼感や思いやり、自立心や社会的マナーなど、生きる

力の基礎的な資質や能力を身につけていく上で重要な役割を果たしています。しかしながら近年、

少子化や核家族化の進行による地域とのつながりの中で子育ての知恵を得る機会が乏しくなったこ

とや、人々の価値観の変化に伴い、親の家庭教育に関する考え方も多様になっています。そのよう

な中で、育児や子育てに対する不安や心配を抱える方々も少なくないと考えられます。 

 本来、家庭教育は家庭の責任に委ねられており、町としましては、子供が健やかに成長する

ための条件整備を通して家庭の教育力の充実を支援していくことになります。子供を持つ親が家庭

教育の重要性を再認識し、それぞれの家庭において、これからの時代にふさわしい子供の教育の在

り方を確立していただけるよう、様々な取組を行っているところです。取組の柱としましては、家

庭教育に関する学習機会の充実、子育て支援のネットワークづくり、親子の共同体験の機会の充実、

父親の家庭教育参加の支援・充実等があり、これに沿って町内におきましても具体的な取組を実施

しているところです。 

 また、子供の成長の場を考えますと、家庭はもちろん、幼・保育園や学校、地域が担う役割も大

変重要であると考えます。教育委員会としましては、今後とも、「大津町の子供を育てる」という

共通認識のもと、町ＰＴＡ連絡協議会や地域・学校協働活動本部などを核にした活動も活発化しな

がら、子供の成長を一番に考えた家庭教育の支援を行っていきたいと考えています。 

 なお、議員御質問の家庭教育支援条例の制定につきましては、現在のところ制定する予定はござ
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いません。 

詳細につきましては、担当部長より説明させていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） それでは、御説明させていただきます。 

 町における家庭教育への支援につきましては、教育基本法において規定された「国及び地方自治

体は、「家庭教育の自主性を尊重しつつ」、保護者に対する学習機会や情報の提供など、家庭教育

を支援するための必要な施策を講じること」にのっとっております。私からは、町で実施している

取組について、教育長からありました支援の柱に沿っていくつか御紹介させていただきます。 

 まず１番目に、家庭教育に関する学習機会の充実についてですが、熊本県が行っております親の

学びプログラムを活用した講座や体験学習を行っております。 

 この親の学びプログラムは、乳幼児期から中高生期までの段階に分けた参加体験型の学習となっ

ており、日々変化する子供たちを取り巻く環境に対して、課題を共有し、子育てに必要な知識だけ

でなく、親同士の語り合いや振り返りを通じて、家庭で大切にしたいことなどができるよう学びの

場の提供を情報発信しています。 

 ２番目に、子育て支援ネットワークづくりの具体的な取組としましては、大津町では、平成２５

年度から文部科学省に登録しています家庭教育支援チーム「チームおおづ」のリーダーを中心にト

レーナー養成講座を開催し、その講座を受講した保護者の皆さんがトレーナー進行役として、各幼

保小中学校の保護者の皆さんにつないでいく学習会などが実施をされているところです。 

 ３番目に、親子の協働体験の機会の充実ということでは、大津町独自の取組としまして「親子の

乗馬体験教室」や「星空観察教室」など、親子で体験できる機会を計画・実施をしております。 

 また、４番目に、父親の家庭教育参加の支援・充実では、ＰＴＡや子ども会活動における父親の

参加を推進、また、町の新たな取組としまして、野外活動研修センター等を利用した「親子ふれあ

いキャンプ」を計画するなど、お父さんにも気軽に参加しやすい機会を創出しながら、家庭教育を

支援するための具体的な取組を実施しているところです。 

 また、町ＰＴＡ連絡協議会と連携した、「子育てフェスティバル」の開催や子育てに関する意見

交換会を実施する一方で、幼保小中連携推進協議会が作成した大津町の子育てに係る「育ちのステ

ップ」や「大津町三つの約束」などを保護者の皆様と子育てのポイントとして共通実践を進めてい

るところです。 

 なお、厚生労働省の調査では、共働きの家庭が増加し続けている結果も出ております。また、内

閣府が、地域との関係性を調査したところ、３０歳未満の世帯の６０％以上が「あまり付き合いが

ない」や「まったく付き合いがない」との結果も出ており、ライフスタイルの変化や携帯電話、イ

ンターネットの普及など、子供たちを取り巻く環境は日々変化している中で、親として子育てに対

する不安や心配を抱く御家庭が増加傾向にあるのも事実でございます。 

 このような社会や地域の環境変化の中で、親御さんが子育てや家庭教育について学ぶ機会や情報

交換をする場が重要視をされており、それに伴い、町に対しましても親同士の情報交換や交流がで
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きる機会の提供や支援が求められているところです。 

 今後も、子供の健やかな成長につながるように、家庭教育の取組を進めるとともに町が取り組む

具体的な事業として、子育ての悩みや不安を抱える保護者の皆様を対象に、子育てのコツやポイン

ト、接し方などの子育て講座や体験学習を行って、保護者の方々の支援に努めてまいりたいと考え

ております。 

以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） これ以上多くはもう聞きませんけれども、最後に、これは政治と宗教との

問題ではなくて、国民に不利益を生じさせる可能性のある団体と政治との関係をどうするかという

問題だと私は思っています。信仰の自由が認められておりますが、宗教団体も関係法令を遵守しな

ければならないのは当然でありまして、仮に法令から逸脱するような行為があれば厳正に対処され

なければならないし、国民に不利益を生じさせることは許されません。ですから、全ての国会議員、

地方議員が完全に関係を断ち切ることを切に願って質問を終わらせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。１１時より再開します。 

午前１０時５３分 休憩 

△ 

午前１１時００分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 通告書に従いまして一般質問を行います。 

まず最初に、マイナカードについて質問をいたします。 

 前段といたしまして、前回「大津町議会だより１００号」ということで発行されておりますが、

１号から１００号まで一般質問で私と共産党の荒木さん、全て載ってます。休みなしです。これは

町民の方々に対してからの議員としての姿勢であります。そういったものはぶれてはいけないと私

は思っております。いずれにしたって内容は別ですけれども、非常に内容にはがっかりしてます。

我が大津町の年間予算は３００億円です、約。３００億円を審議した内容かと思うんです。３００

億円ですよ。私はそういったことを考えれば、もう少し「みんなでなかよくくちいぱっぱ」ではな

くて、厳格に対応すべきものではないかなと非常に思うものであります。今日、１０１回目です。 

 このマイナンバーカード、時代の流れでありまして、これについて昨日、田代議員が質問をされ

ました。やっぱり目の付けどころが全体を見ておられて、非常に喜ばしい限りでありました。新聞

報道等でマイナンバーカードを普及率が低いところは地方校務税を調整するようなことを、当時の

総務大臣、熊本の代議士さんでありましたけれども言われたと。地方交付税法を知らないのかなと

思ったぐらいで、この人は足し算引き算もできないのかなと。全く話にならないようなことを紙面

に書いてありました。しかし、昨日の田代議員の質問において違うんだよと。もう時代はだんだん

変わってきております。やっぱり来年度に当たっては予算を１２億円ほどですか、これからのデジ
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タル社会に対応するための様々なマイナンバーカードを普及させて、行政経費を減らす、効率化し

ていく、そういった物に対して予算は出るということで、前向きな総務大臣の最近の紙面で見まし

た。やはり、今度の総務大臣、寺田さんでありますけれども、デジタル化により高齢化や人口減少

が進む地方の社会課題を解決するというふうなことを言っておられます。やはり、この流れはもう

変えられないんです。ですから、我が町としてももちろん腰を据えてこの問題には当たってもらっ

て、町長自ら陣頭指揮を強力に執ってもらって、そして普及率を高めなければならない。これはど

う考えても、もうトレンドなんです。もう傾向で流れなんです。これを個人情報が漏れるかもしれ

ないとか不審が残るとか言って、やはり登録しない手はない。今から先、こういった社会の流れ、

これには準じていくべきだと私は考えております。 

 昨日、田代議員の質問がありました。いろいろお聞きされたので私も随分楽になったんですけれ

ども、そんなことを言ってたら、昨日の新聞です。マイナポイントを超過付与で３５０件出てきた

とか。出てきましたね、とうとう。総額１５６万円分が超過付与をしてしまったと。こんなミスも

やってるんです。マイナカードを作りなさいと言いつつ、１５６万円の言うならば貴重な税金が人

的ミスですか、そういった形で、プログラムのミスかわかりせんけれども出てしまっている。やは

り人間の仕事はこれぐらいですよね。だけれども進めなければならない。これを町長がどんな形で

進めるかというのは、これはやはりもうリーダーシップです。ここでどう職員を動かすのか。どう

町民の方々に理解していただくのかというのは、やはり町長の言動にかなり影響力があるのではな

いかなと思います。ですから、職員を有効に働いてもらって、全体の奉仕者として働いてもらって、

この問題解決、町民の方々にすべからくカードを作ってもらうというこの国策をどう達成するのか。

これはやはり町長の答弁をお聞きして、町長がどういった方法でどういった方策で進めていくのか

というものを、ここをはっきりしておかないと中途半端になってしまいますので、ぜひ町長の力強

い問題解決策をお聞きしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 永田議員の質問にお答えをいたします。 

マイナンバー制度は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づき、平成２７年１０月から国民及び法人に番号の割当てが始まり、平成２８年１月からマ

イナンバーの利用が開始されました。 

 マイナンバーは、国や自治体が提供する様々なサービスごとに必要だった複数の個人情報を、同

一人物の情報であることを確認するために活用されるもので、暮らしの利便性向上と行政の効率化

向上を同時に図ることを目的に導入がされております。 

 また、国のデジタルガバメント閣僚会議において、マイナンバー制度のメリットをより実感でき

るデジタル社会を早期に実現するため、マイナンバーカードの普及及びその利活用を強力に推進す

るとともに、令和４年度末までに、ほとんど全ての住民がマイナンバーカードを保有することを想

定するという方針が示されたことから、本町においても、これまで以上にマイナンバーカードの普

及に取り組んでいくことが求められております。 
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 マイナンバーカードの普及状況につきましては、令和４年７月末現在、全国の交付率が４５.

９％、熊本県では４５.２％、本町では４０.８％となっております。こちらに関しては、昨日も述

べさせていただきましたけども、８月末には全国のマイナンバーカード申請割合が５０％を超えた

との報道がありましたが、本町においても８月末時点での申請割合は全国平均と同じく５０％を超

えたところでございます。 

 マイナンバーカードの交付が進まない理由としまして、行政機関やメディアなどが行っている各

種アンケート結果などを踏まえますと、申請手続に手間がかかることのほか、カードを取得するメ

リットや必要性が十分に伝わっていないことや申請及び取得手続の手間、個人情報漏えいへの懸念

があるのではないかと思われます。 

 こうした中、国ではマイナンバーカードの普及を加速させるための取組として、本年６月３０日

から、「マイナポイント第２弾」を開始しました。マイナポイントは買物などに利用できるポイン

トで、新たにマイナンバーカードを取得された方に対する５千円分のポイントと、健康保険証とし

ての利用申込みと公金受取口座の登録に対するポイントがそれぞれ７千５００円付与され、最大２

万円分のポイントを受け取ることができます。第２弾の開始以降は、全国でのマイナンバーカード

の交付数の伸びがそれまでの２倍となるなど、普及促進の呼び水となっております。 

 本町におきましても、御自身でスマートフォンやパソコンを使った手続が難しい方の相談窓口開

設を広報７月号においてお知らせし、６月３０日より開設をしており、６月３０日から７月末まで

に３３３人、８月は２６３人と、多くの町民の皆様に御活用いただいております。併せて、マイナ

ンバーカードのメリットや必要性について、広報や町ホームページで重ねて周知をしており、マイ

ナンバーカードの申請は、令和４年６月は１８６枚でしたが、同年７月は５７８枚となっており、

取組の効果が数字にも表れております。 

 町独自の普及促進のための取組としましては、仕事などで平日の開庁時間帯に来庁できない方も

いらっしゃることから、毎週水曜日の夕方に時間外での申請及び交付の受付を行うとともに、毎月

第２日曜日の午前中に受付対応を行っております。さらに本年８月からは第４日曜日も開庁し、住

民の皆様の利便性の向上に努めているところです。併せて、県が実施していますマイナンバーカー

ド取得促進事業と連携し、本年７月には企業１社と短期大学１校を訪問して申請の支援を行い、取

得の促進にも努めております。 

 また、公民連携の取組といたしまして、通信会社による出張スマホ教室におけるマイナカード・

ポイントのサポートや、包括連携協定を締結している町内の郵便局におけるマイナポイントの手続

支援の取組を行っていただいております。役場窓口の混雑緩和や町民の利便性向上につながるなど

の効果が現れております。今後もマイナンバーカードの普及促進において、公民連携による取組の

メリットを生かして積極的に進めていきます。 

 次に、町内医療機関におけるマイナンバーカードのカードリーダー機器の整備状況ですが、診療

所・歯科医院・薬局を合わせた４４の医療機関が町内にありますが、そのうち１２機関での導入に

とどまっており、普及率は２７.３％となっております。まだまだ導入が少ない状況ですので、利
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用できる医療機関を増やしていく取組が必要となっていると考えております。 

 交付税制度への反映につきましては、いまだ全容はまだ詳細が示されておりませんが、その内容

に関わらず、来るべきデジタル化社会への基盤としてマイナンバーカードの普及は必要不可欠なも

のであると考えております。マイナンバーカードを活用したＤＸの取組についても、町独自での施

策を研究していきたいと考えております。 

 今後は、住民の皆様にマイナンバーカードの必要性やメリットを広報等で分かりやすく周知を進

めるとともに、個人情報保護に対する不安の払拭も大切ですので、その安全性についても正確な情

報をお知らせし、カードの取得促進につなげていきたいと考えております。デジタル化がさらに進

む将来を見据えて、マイナンバーカードが町民の皆様の標準装備となるように行政としてもしっか

りと取り組んでいきたいと考えております。 

なお、詳細につきましては、担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 再度質疑いたします。 

 昨日の答弁と一緒でありましたが、そこじゃないんです。聞き方が悪かったかなと今反省してお

ります。それはありきたりな一般論です。この役場という組織を使っていかに効率的に、方法論に

なるかもしれませんけれども、職員各位がこのマイナンバーカードの重要性を認識しなければ伝わ

らないと言ってるんです。問題はここだと思ってます。実際、このマイナンバーカードというのが

もう大きな流れで、世界の潮流なんですよということを言いました。実際、効率的な使い方、いろ

いろこれから本当にカードを作ってもらうことによってその人の所属、これを知られるのを嫌う人

がいるんです。ところが、適切な課税と、それと我々は税金を納める義務がありますので、これを

適正な再配分をするためには必要なんです。だから、適正に課税されて適正に再配分するという国

の成り立ちなんですけれども、こういったところを理解しないと本当の困っている方々に対して再

配分が行き届かない。プッシュ型ができあがらないんです。もう世界的潮流としてはイギリスとか、

ここはものすごく厳しいと私がいろいろ調べたら書いてありました。やっぱり税金は国の大元の原

動力でありますので、やっぱり税金をもとに考えたならばやらなくてはならないと思うんです。本

当に生き方がぶきっちょな人とか下手な人はおられますよね。どうしても努力してもなかなか生活

がよくならないという方とかおられるじゃないですか。そういった方々に「努力してるね」と、

「だけど結果が出なかったよね」と、「だけどきちんと我々は助け合いのシステムを作り上げたか

ら、あなたの所得じゃ苦しいでしょう。手を差し伸べてもらおうよ」と。これは国家として、同じ

日本の日本人として助け合おうじゃないかと、こういったところを意識しないとこういった普及は

進まないんです。 

 実際、今どういう状況かというのが、もうインフレが加速しております。いろんなものが値上げ、

値上げで大変な状況です。ということは、今まで１００の所得があったとしても生活費がどうして

も圧迫されていきますので、可処分所得は減るんです。じゃあ、給料が上がる要素があるか。これ

が今現在、もう大倒産時代に入ってきてます。もう世界経済がめためたになってきてます。これを



 

145 

また理解してもらわないと、経済こそ。アメリカの大統領選挙で過去にクリントン大統領がおられ

ましたよね、あの方がやっぱり福祉や教育は大切なんだと。しかしながら、「今大切なのは何だい」

と、「君たちの、皆さんの、国民の生活だろう」と、「経済なんだよ、愚か者たち」と怒ったとい

う話がありますけれども、経済をきちんと立て直さない限りうまい巡回ができないんです。だから、

今のこの不景気だけじゃないです。もう景気が悪いというだけじゃなくて、もちろんコロナ禍の問

題、ウクライナの危機の問題、中国経済あたりもゼロコロナ政策でもうめためたです。 

 最近の日経のオピニオンですけれども、これを読んでて私もちょっと頭がぐらぐらしてるんです

けれども、実際、ムーディーズですね、格付会社、あそこが出した数字というのがおもしろいので、

格付が投機的等級の世界の社債のうち債務不履行に至る割合を示すデフォルト率というのがあるそ

うです。これが２０２１年、昨年度１.７％ということで、０８年のリーマン危機後の最低を更新

したということで、非常に去年まではどうにかよかったかなという数字が出てたんです。ところが、

今年はウクライナ危機、先ほど言いましたゼロコロナ政策、中国経済の不振、世界的な金融引締め、

重なって反転しましたと。これが最も悲観的なシナリオだと、今年はこのデフォルト率が１４.

５％までかなりの数字になってくるだろうと。これは１９３３年大恐慌の１５.８％以来の高水準

に跳ね上がるということが書いてあったんです。えっと思いましたよね。世界経済がもうめためた

になってるという数字が伺えてきたんです。このコメンテーターの方が言うには、「大倒産時代を

どう生きる」という題目なんですけれども、倒産が増えるということは、もう誰が見ても経済めた

めたですよね。そういったときに町民の皆様方が以前と変わらない生活をずっとやっていけるかと

いうことに私は着目したんです。だから、これから先も経済状況は悪くなったとしても、苦しいけ

れども、国の借金は多大にあったとしても、国債発行でもしてもらってでもこの難局をどうにか乗

り切らなくてはならないと私は思います。ですから、景気減速の世界経済の状況というのをきちん

と把握すれば、また責任感は公務員、我々も特別職の公務員ですけれども、こういった行政経費を

減らすということに対して真剣に考えて、町民の方々にお願いしますと、これから先は人口も減っ

ていくんです。景気も悪いんです。だから歳入は心配です。今までどおりの行政サービスができな

くなります。だから減らせるところは減らすんですという意識を全町で持たなければならない。こ

れをリーダー的にやってくださいと私は言ってるんです。これが経営ですよ、一つの。町の経営で

す。そこをちゃんと押さえないと、行政経費は今までどおりかかったというふうな形になったなら

ば、もちろん国民負担率、町民負担率は上がるわけです。どうしても上がります。ですから、ここ

のところはきちんとやりましょうよと。 

 それとまた並行して、カードを作ることによってメリットというもの、もうカードというのもも

う今は古くなってきましたよね。私だったならば、どうでしょう、いろいろ考えてて６０、７０ぐ

らいになったならば町からブレスレットか何かＩＣチップか、それこそ、そこで作る半導体か何か

入れ込んで、自分の身分証明とかいろんな医療データとかいろんなものがわかるようなブレスレッ

トを皆さんにプレゼントしますと。そして町民保護をします。この町民保護という観点も必要でし

て、そのカードを持ってることによって医療カルテが共有されて、それで、もし疾患を持っててど
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こかで具合が悪くなったと。旅行に行って具合が悪くなりました。世界に行ってどこか具合が悪く

なりましたというときに、データが引き出せるんです。その人の疾患記録がずっと出てきて、その

人を守ることができるんです。ここも重要な視点です。だからカードを作ってください。これをど

んどん進めます。 

 国のほうも年金とかいろんな情報を公的データを民間開放していきますよともう言ってるんです。

だから、町民各位、もちろん生命と財産を守るのは我々の責任です。政治や行政としてきちんとや

らなければならない部分です。身の安全を守る。我々だって生身の人間、いつどこでどうなるかわ

かりませんよね。私も血圧の薬とか飲んでます。どこかで倒れたりとかしたときにそういったデー

タがすぐ引き出せて、タイムラグがあまりなくて処置を受けることで助かったとかなるかもしれま

せんので、進めなければならない。そして、皆さんがどんどん参加することによって相乗効果が生

まれていくんです。それによる新しい何らかの経済効果が必ず生まれてくると思います。 

 世の中の変化があるときには必ずそれを機会として、それを見つけて新しいものを挑戦する。そ

れこそトランスフォーメーションかもしれませんけれども、やっぱりＤＸを進める上にしても欠か

せないということです。この意識を高めて全庁的に取り組んで、我が町は断トツで一番でゴールす

るぐらいのそれぐらいの気持ちが要るんです。この点を町長はやはりリーダーシップとして行わな

ければ、若き首長としてそこは非常に重要と思うんです。もうやがて２年ですよね。もうそういっ

たところを出していかないとあきられますよ、間違いなく。そういった声も最近やっぱり出てきま

す。何か変わったと。求めるところです。やはり違うなと言わせないと。そのために手を挙げたん

でしょ。ですから、今やることは先ほど言いました行政経費を削減しなければならない。町民の

方々を守らなければならない。もちろん適正配分でプッシュ型、そういったものを新しいシステム

として成し遂げるためにもマイナンバーカードは必要ですよというような形に持って行かなければ

ならないと思います。この点についてリーダーシップを求めます。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 永田議員の再質問にお答えをいたします。 

 一番大きな御指摘としまして、これから経済状況が厳しくなる。歳入もどんどん少なくなってい

く。さらに、日本で言いますと少子高齢化が進む中で、特に高齢化の部分では扶助費も膨らんでい

く。そうした中でしっかりと税を確保する手段を町としては持っていくこと、あるいは検討して持

っていくこと。同時に行政の効率化によって歳出の部分も合理化・効率化させながら、さらにサー

ビスも高めていく、そんなループが必要だということかと思います。 

 まず、住民の皆様からの視点としますと、やはりマイナンバーカードが普及進んでいない背景と

しまして、議員から御指摘もありましたとおり、不安であるというところと面倒であるということ、

メリットが感じられないとこだと思っております。不安に関しまして、個人情報の問題ですとか、

あるいは口座を見せたくないとか、そういった様々なものがあると思いますけども、議員御指摘の

とおり、社会基盤としての必要性をしっかりと示していきながら、さらにこちらのカードの情報の

取扱いの安全性もしっかりお伝えしながらやっていく必要があると思っています。 
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 また、面倒なという方々に関しては、今普及がとても進んでいる自治体に関しましては、やはり

大型ショッピングセンターでの出張のカード受付と、そういうところでたまたま家族連れ買物して

きた方が、例えば２万ポイントもらえるのかということで動くということも多いと伺っております。

また、現在、休日の受付もかなり多くの方が訪れておりますので、そういった接点も増やすことが

効果的であると思っています。 

 一方で、窓口のほうでは、かなりマイナカード関係で住民の方をお待たせする時間も増えている

というところで、限られた職員のいる中でしっかりとしたバランスを持って整えていきたいという

ふうに思っております。 

 また、住民の方のほうからメリットが感じられないという声もありますけども、今様々な検討を

しているところに加えて、議員おっしゃったように医療カルテという側面等もありますので、様々

なところの職員のほうからも案を出してもらいながら、しっかりとＡ３用紙と私よく言いますけど

も、見える形で共有しながら、あるいは整理しながら進めたいと思っております。 

 その中で、職員サイドから見ますと、御指摘のとおり公務員の使命としてしっかりとこの基盤を

整えていくこと、それを伝えていくことが重要だと私も認識をしております。その中で、もちろん

税の確保という面もありますけども、それをすることによって自らの仕事も楽になる。その楽にな

った時間によって、また新たな住民サービスができるということを職員のほうにもより周知できる

ようにしたいと思っております。 

 そうした中で、今月ですかＤＸの推進本部のほうを立ち上げました。その中で町のＤＸ化をどう

進めていくかの中で、マイナンバーカードの活用というとこは重きに位置づけております。こうし

た中で、住民の方々がしっかりとより利便性を高く運営できるように、行政としてもより効率化で

きるように、それをしっかりと各所管ベースではなく全庁的に連携を取りながら、ただ、もちろん

おっしゃるように、私がリーダーシップを取りながらやっていきたいというふうに思っております。 

 ただ、一方で、マイナンバーカードを作ったとしても、恐らくなかなか取得されない方、あるい

は使いこなせない方も出てくると思っております。そんな中でアナログな事務はどうしても残って

くると思いますので、そこに関しても一部の取り残された方が不利益を大きく被らないように、あ

るいは、そこによって逆に業務が膨らまないように、そういったところもしっかりと私のほうから

も示していきながら、このマイナンバーカードの普及、そして、それがしっかりと税収の確保、そ

して効率化、事業費削減、住民サービス向上につながるように努めていきたいと思っております。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） 永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） マイナンバーカードにつきましては、私がポイントで上げました町民の

方々を守るという、逆にそれがメリット、デメリットとかもう言ってる場合じゃないと。皆さんた

ちを守るためにあるんですよとなったなら、また意識も町民の皆様も変わるんじゃないかなと思い

ます。 

 今、自分のどういった体の状況だとか、どういった疾患があるというのを人を見てわかるはずな
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いですもんね。それがわかりやすくなるんです。これは最大な魅力じゃないですか。本当、生身の

人間、いつなにがあるかわかりません。ですから、そういったところをポイントを押さえて進めて

いただきたい。デジタル化の波というのはもう止められないんです。もちろんアナログ的なものは

残るでしょう。これは町長が言われたとおりと思います。私は１００％というのは無理だろうと思

います。必ず半面の人たちはいるんです。それはそれで構いません。そういった人たちはそういっ

たデジタルの波に乗れないし、理解のどの辺になるかがもうわからないんですから、そういった

方々に目を向けるよりも先に進みましょうよという話です。本当に理性高き人、善悪成否がきちん

とわかる人というのは、必ずやそういった今の世の中というのをちゃんと感じられて、皆さんと国

を町を立てていこうじゃないかという気持ちになるのではないかなと思います。ですから、マイナ

ンバーカードじゃなくてブレスレットとかいろいろ言いましたよね、ネックレスとかいろんなＩＣ

チップとかいろんなことを言いましたけれども、やはり私ももう６０過ぎましたのでそういったも

のが何らかに持っていて、デジタルキーとか、例えば、通帳とか印鑑とかはもう持たない。印鑑レ

スもなりましたよね。ですから、もうそれで全てデータというのは銀行なりいろいろネットで通じ

てするのができるようになってくるんです。 

 先日、やっぱりＩＴが進んでるなと思ったのが、福岡のららぽーと、田舎者は１回行っておかな

いといけないと思って行きました。そしたら、駐車場に入るときに、うちみたいにカードを取って

くださいとかそういったものが何もないんです。若干止まってどうぞお進みください。いいのかな

と思いました。そして帰るときに、もう行った人はわかってるかもしれませんけれども、もう車の

写真が出て、あなたの車ですよねと、何時何分に入庫しましたよね、幾らですという料金徴収なん

です。ああもう進んでるなと。やっぱり田舎者は都会に行かないとわからないなと本当に思いまし

た。もうどんどん進んでます。何もしなくていいようになってきてるんです。それも、それこそキ

ャッシュレスが進んで、それも何らかにピッで行くかもしれません。そういった世の中に便利で皆

さんたちが快適に暮らせるようになればいいなと思いますので、今後の努力を求めたいと思います。 

 ２問目に移ります。高度人材をどう集めるかというのは、これは世界的に人材争奪戦にはもう入

ってますので、この点は非常に逆に厄介になってくるのかなと。実際、地方に高度人材を呼び込も

うとしたときに、要するに、我が国で、我が町で事足りればいいんです。ところが事足りないから

高度人材を呼び込むんです。 

 例えば、ＴＳＭＣ問題でも、もう皆さんわかっておられるとおり、ＪＡＳＭの社長というのが、

全協のときも言いました。これから人の争奪戦にもなってくるし、非常にそういった点においては

厳しくなるでしょう。高度人材を呼び込むことによって、その国に利があるというのはもう世界の

常識でありますから、いろんな国が、それこそ誘引策（インセンティブ）をどんどんやっておりま

す。それこそ、今回のＴＳＭＣは５千億。アメリカなんて１０兆円とか出すわけですから、インテ

ルが例えば新工場を建てる。しかし、１０兆円の補助金を出さなければ造らないと言うんです。も

うそういったときには、共和党、民主党はすぐ一丸となってオッケーですと出すんです。何でかと

いうならば、やはりそこの競争は負けられないからです。アメリカとかはもうちゃっかりしてます
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ので、やはりそこの最先端をもう今量産できるのはＴＳＭＣだということで、２国間の貿易を高め

ていっているじゃないですか。今回は菊陽町に立地する。ということは、前回もこの重要な経済の

変化、環境の変化の中に人材が必須なんです。そのときに、やっぱり大津町に住んでいただきたい。

住んでもらうことによってそういった高度人材の御家庭というのは、やはりその子供さんなり何な

りにもそれなりの教育します。これは相乗効果が認められると思うんです。教育でも何でも別次元

を行くかもしれませんね、そういった人たちの御家庭に子供さんというのは。もうその世界がもう

すぐそこに来ているということです。 

 ですから、高度人材をこの町の方々がこの町に住んでいただきたいというのが私の一つの考え方

でありまして、これは避けられないんです。これも全体の世界の流れの中の大津町を見たときに、

やはりこういったものに対してからは早く対策を取るべきだと私は思います。これは後手に回って

はいけないんです。 

 実際、半導体の世界というのは、もう皆様わかってのとおり様々な製品に使われていて、これか

らももちろん今からまだまだ伸びるんです。そういったものを理解すれば、そういった関係者の

方々が近くにおられて、町民の意識も、そして教育もいろんな点でいい影響があるというほうが私

は考えられると思うんです。その下地をどう作っていくのか。それとも高度人材なんかいらないよ。

我々は我々なんだとするのか。ここは重要な分岐点になるのではないかなと私は考えます。 

 町長のどういったまちづくりをするのかというのも、例えば、駅前のこと、駅周辺ということも

先ほども言われてましたけれども、懸案となっている物件がありますよね。そういったものに対し

てまだ答えも何も出てないわけです。なかなか難しい物件ではありますけれども、そういったこと

を考えましてもやるかやらないか。これからの大津町の未来を考えたときに、この高度人材を呼び

込むというのが必要ではないかと私は考えておりますので、町長の見解を伺いたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 永田議員の質問にお答えをいたします。 

 現在、半導体受託生産の大手であるＴＳＭＣの菊陽町進出を受け、大津町では半導体集積の強化

推進に大きくかじを切っており、推進本部を立ち上げ、適宜、情報収集や情報共有、課題の共有を

行っているところです。その範囲はまちづくり全体の施策から、企業誘致やインフラ整備といった

個別政策まで多岐にわたっております。従業員家族の受入れ等については、住宅や子育て、教育ま

で生活全般に及ぶ課題の洗い出しが必要ですし、多文化共生についても地道な交流の場の創出とい

った必要性などについて、多角的に研究・分析を重ねております。 

 一方、既存企業のほか多くの関連企業の進出が見込まれている状況で、町内においても既に人材

獲得競争が繰り広げ始められていることから、いかに人材を確保していくかという点についても、

取組が求められています。 

 その中で外国人労働者も重要な要素であると考えております。特に先端研究を担う高度人材の育

成でも後れを取る中、日本が半導体で巻き返すには、次世代品の開発で米国や中国を凌駕すること

が求められており、博士号を持つ高度人材の育成が必要不可欠だとされております。特に、ＴＳＭ
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Ｃが提示する好待遇が際立っており、県内の半導体製造装置用部材を取り扱う工場などでは、人材

を獲得するどころか流出の懸念もあるとの危機感が強く表れております。事実、県内の有効求人倍

率で半導体チップ製造工などの部門では、一昨年前の年度が新型コロナウイルス感染症拡大の影響

で０.５６倍まで落ち込んでいましたが、ＴＳＭＣの進出が決まった昨年度には有効求人倍率が３.

３３倍と、一気に６倍にまでに跳ね上がっております。こうした人材不足や流出が懸念されるのは、

半導体関連企業だけにとどまらず、技術系人材全般で業界を問わず奪い合いになっているほか、近

隣県にも人手不足の影響が及んでおります。こうした状況を背景に、地元からの雇用供給にも限界

があるため、内外から広く人材の取り込みを行うことが大きな鍵を握ると考えております。 

 議員御指摘のとおり、現在、国では地方企業で就労実績がある高度人材を優遇し、永住権などを

得やすくする制度改正に乗り出していると報じられております。高度人材ポイント制を今年度中に

改め、ポイントの高い外国人材は在留資格で優遇措置を受けられる見込みであり、その点数換算の

項目に「自治体が支援する企業での就労」を加え、点数を上積みするという方向で議論が進んでい

るということです。大津町に立地し、高度人材の雇用を検討する企業がアドバンテージを持てるよ

う、町としてもしっかりとアンテナを立てながら迅速かつ的確に対応していきたい考えです。 

 また、企業側の動きを待つだけではなく、既に日本や熊本、大津町に御縁がある方を育て、呼び

込む視点も大切だと考えております。県内でも熊本大学をはじめ、大学や高等専門学校などで半導

体関連の人材育成が本格化してきており、隣の南阿蘇村には今春、ＩＴ技術者の輩出を目指す専門

学校が開校しました。日本のみならず中国・ミャンマー・インドなど６か国から計３３人の学生が

２年にわたって学んでいくとのことですが、その学科の一つはシステム開発などを学ぶＩＴソリュ

ーションの学科となっております。 

 そうした中で、町では将来の人材確保や産官学連携による町内労働力確保や新たな活気づくりに

むけて、この学校を運営する法人とも情報交換を重ねており、今後の発展性も見込んでさらに親交

を深めていきたいと考えております。 

 また、少し地道な活動ではありますが、町でも外国人が日本語を学び、町民と交流できる場を設

けるための日本語教室を今月からスタートできるよう、熊本県のほか熊本市の国際交流振興事業団

や町の国際交流協会の協力も得ながら準備を進めております。多文化共生の取組を少しずつ整えて

いくことも、今後町に外国人材を呼び込み、育てていくことの土壌作りにつながっていくのではな

いかと思っております。 

 このような情勢を踏まえますと、議員御指摘のとおり、地方に高度人材を呼び込むことは喫緊の

課題と考えております。高度人材の方々に大津町を選んでもらうためには何をすべきなのか、情報

を収集・精査しながら求められるポイントを探っていきたいと思っております。 

 そうした中、先日、ある学習会に参加しましたところ、やはり大きな企業層からは地域の魅

力を上げてくれというふうな要望が上がってるそうです。どういうことかと言いますと、若い方が

同じ業務内容で同じ給与であったときに、東京、福岡には出て行くけども熊本で働きたいかと思う

かというと、そうではないと見られ方をされてるとのことでしたので、大津町はもとより合志、菊
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陽等とも連携しながら地域の魅力化を図っていきたいと思っております。 

 また、先ほど少し触れましたけども、やはり、特に台湾の方など家族の方と来られるケースも多

くなりますので、その人材のみに目を向けるのではなく、家族が、先ほど日本語教室も含めて過ご

しやすい空間を作っていく。そして、それをしっかりと情報発信して伝えていくことが重要だと考

えております。御質問にある取るべき施策という点につきましては、現状の取組は先ほど述べさせ

ていただいたとおりですが、今後は、来年度の予算編成を視野に入れながら、様々な御意見を伺い

ながら、さらなる取るべき施策を描き進めていきたいと考えております。 

○議 長（桐原則雄） 永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 再度質問いたします。 

 状況あたりを把握すべく町長もいろいろ分析されているのかなと思いました。世界から人材を集

めるのは国家戦力でもありますし、しかしながらパイは限られている。まず相乗効果といたしまし

て私が考えるのは、そういった人材が来ることによって５年後、１０年後は高度人材を生み出す、

そういった町になってほしいというのが一つの考え方です。だから、そういった影響というのがい

い影響を及ぼす可能性は考えられますよということです。 

 その高度人材、日本人もたくさんＴＳＭＣ、それの関連いろいろ働くわけですから、じゃあどう

いった人材が日本人に求められているのかということです。これも新聞の切り抜きですけれども、

オピニオンで、日経をよく読んでますのでこれ特集切り取ってましたけれども、「世界標準経営が

やって来た」という題目です。ＴＳＭＣ熊本上陸の衝撃、世界標準経営、この四つの世界標準とは

何ぞやと。まずスピードだということです。スピードはここの新工場の建設を請け負った鹿島、あ

れが嘆いたそうです。１０年かかるような工事を２年とか２年半でやれというような要望が来てい

るというふうなスピードを求め、それをやれないならばいいよとＴＳＭＣは言うらしいんです。だ

からスピードが大切なんだということです。これは時間との競争なんです。半導体の製造というの

は関連はもう全てそうです。その次に英語です。この中に書いてあるのが、崇城大学の学長いわく、

面接試験は日本語か英語かを学生が選ぶ仕組みであったと。しかし、内定者の多くは英語で面接に

臨んだ学生だったということです。多くは、全てではありませんということです。ですから、いろ

んなものがもう英語になってきてる。私は英語できませんけれども、内定後に送られてくる分厚い

書類も全て英語だそうです。結局、英語ができなければ、もう世界的な企業には働けないんです。

これでまた一つ我が町の進む道というのも、この世界標準経営がやってきたということで、また新

しい刺激になったじゃないですか。その次がやはり賃金です。賃金が大学卒で２８万円、一般的に

県内平均よりも７万円ほど高いということです。三菱商事が２５万５千円、豊田自動車が２０万８

千円、熊本県庁の１８万８千７００円と、比べると１０万円違い差があるということです。それだ

け勉強して本当に役立つスキルを身につけたならば、もうスタート時点から１０万ぐらい違うとい

うふうになってしまうと、年間もうどれぐらい違いますか。結局、そういった企業がそこに来ます。

四つ目がグリーン調達ということで、再生エネルギーを使うということで、アメリカのアップルで

すね、取引先に脱カーボンを求めているそうです。ＴＳＭＣはアップルに相当な納入がありますの
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で、太陽光や地熱発電ですね、再生可能エネルギー、こういったものが九州は恵まれているという

のも立地の条件だったと書いてあります。ということで、高度人材を呼び込むことでメリットが我

が町にも相当あるなと、そういった台湾から来る方々と友達になって、お互いがみんなが向上して

いくというのが一番いいかなと。 

 ただ、心配する点もあります。中国と台湾は緊張関係に実際あるわけです。ウクライナ危機に乗

じて、中国が台湾に侵攻しないかななんていう話もありました。実際、そういった危機的なバチバ

チの状況であるというのは聞き及んでいるのは皆様御承知と思います。実際、台湾の企業が日本の

すぐそこに来るわけです。ということは、半導体というのは重要なポイント的な工場になってきま

すので、もしも悪く考えれば狙われますもんね、言うならば。日本に飛び火するということです。

それも考えられます。そういったことを末恐ろしいですけれども、半導体というのは本当に知れば

知るほど必要なんだなと思います。実際、ロシアがウクライナに侵攻してから半年以上たちますけ

れども、ロシア兵器の技術劣位が露呈してきたと最近の新聞で読みました。これはロシア軍のドロ

ーンをウクライナ軍が追撃分解したところ、画像センサー、半導体ですねこれ、使われていたのは

日本製の一眼レフの中古品で重量がある不合理なものであったということで、持たないんですよ、

ロシアは。半導体を中国から購入してるんです。それも結局、もう軍事技術にも使われているとい

うことですから、まさしくすべからくいろんなものに半導体というものは使われております。そし

て、この半導体というものが、非常に競争が激しくて、競争が激しいのに、過去にありましたよね、

民主党政権か何か取ったときに一番じゃなくて二番じゃ駄目なんですかとかという変な国会議員か

何かあの人日本人じゃないんでしょ。何かそういった人がおられましたけれども、一番じゃなけれ

ば売れないんです。だからそういった形の競争をされております。 

 わかりやすいのが、ムーアの法則というものがありまして、これは１８か月ごとに集積度が倍増

するそうです。ムーアの法則というは。半導体の産業はそうなんだそうです。結局、もうずっと競

争してるんです。そういった企業です。だから、もう近くに来られるということ。高度人材が大津

町に住んでいただいて、いい景況を及ぼしてもらうというのはそういったバチバチの世界有数の人

材が来るということです。ちょっと勉強していい大学に行ったよという、そういった話じゃないん

です。今経済を動かす人たちが来るんです。政治ではないです。経済を動かす人たちです。ここは

非常に大切で、活力は経済です。経済でやっぱり経世済民を図るのが国家です。ですから、そうい

ったことを考えますれば、我々の体制というものはもっと違ってくるだろうと。これから人材を集

めましょうよと今言ってます。ところが、そのことによって５年後、１０年後は高度人材を生み出

すような町になりましょうよというのが私の最後の質問なんですけれども、そういった町はいわゆ

る勝ち組になりましょうよと私は言ってるんです。そういった夢と希望を持たなければ、これから

先の時代を乗り越えていくためにも力強いリーダーシップが必要ですよと私は言いたいんです。こ

の点について再度質問をしたいと思います。これで終わりです。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 永田議員の質問にお答えをいたします。 
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 ＴＳＭＣが来る中で高度人材を呼び込む、それがそのときだけではなく次世代にまで引き継いで、

より高度な人材の増加にもつながっていく、それが町の活気向上にもつながるというお話だったか

と思います。 

 おっしゃるように、世界標準というところでスピード、英語、賃金、グリーン調達というお話が

ありましたけども、その中でちょっと一つ一つになってしまいますけども、英語に関しては御指摘

のとおりだと思います。教育委員会のほうでも英検等の助成をまた増やしておりますので、そうし

たことも使いながら、大津で育った方々が世界に戦える人材、もちろんそれは個人の選択肢なんで

すけど、選択肢を広げられるように取り組んでいきたいというふうに思っています。 

 また、現在、賃金というところに、あるいは職種の増加というとこにおきまして、今大津町の状

況を見ますれば、人口は増えておりますが、１８歳からあるいは２０代前半までに関しては人口減

少傾向というか流出傾向にあります。それは一つに、やはり望む仕事がない。あるいは、先ほど述

べたような町自体の若者にとって住むのにどうなのかというところが影響はしていると思っており

ます。その中で全体的な基盤を整えながら、若者にとって魅力的なまちづくり、そして外国の方に

も魅力的なまちづくり、高度人材の方にとって魅力的なまちづくりを進めていきたいと思ってます。 

 また、やはり御指摘のように人というのは磨き合うことによってより高まっていくものだと思っ

ております。やはり東京等で育った方、あるいは外国で育った方とお話をしますと、やはり小さい

ころの刺激の数が違うというのは重々認識しているところです。様々な習い事があって、様々なバ

ックグラウンドを持った方々がいらして、そうした機会がまた大津町に増えていくということです

ので、それを自然に任せるだけではなく、町としても機会を作りながら、学校教育課のほうとも連

携を図りながら、それがよりよい人材の循環につながるように努めていきたいと思っております。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。午後１時より再開します。 

午後０時００分 休憩 

△ 

午後１時００分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 皆様、こんにちは。８番議員の山本富二夫です。 

 熊本県でも８月１８日には５千６８１人というコロナ感染者が出ましたが、１３日の新聞による

と１千５３０人と少しずつ減少傾向にあります。 

 本日はインターネットでの傍聴の皆様と傍聴に来ていただいた方々、本当にありがとうございま

す。 

通告書に基づき今回は３問を質問させていただきます。 

第１問、町独自の先行投資をすべきだ。 

 町民の方からＴＳＭＣの進出が決まってからの大津町の動きが、他の市町村に比べ動きが遅いの
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ではないかと質問をよく受けます。他の町が進める民間主導による工業団地開発もわかりますが、

それでは企業誘致に乗り遅れてしまうのではないかと町民は思っております。町民は町主導で先行

投資をしても工業開発をすべきだと感じています。半導体関連企業はすそ野が広く、半導体なくて

は未来はないと言っても過言ではありません。数多くの関連企業の進出があると思うので、大津町

も中核工業団地を造成したときを思い出し、山林原野や畑作地帯の造成を積極的に動いて開発すべ

き時期にあると感じます。不動産ブローカーは、菊陽町は土地の価格が高く手が出せない。大津町

や合志市、菊池市に土地を求めたいと言われております。 

 ８月２３日の全協で、ＴＳＭＣの進出に伴う半導体産業集積強化等推進本部からの現状報告が示

されましたが、工業団地分譲開始が令和８年からとのこと。ＴＳＭＣ操業開始とともに関連企業も

数社が操業開始をされます。大津町に工業団地を求めても令和８年までにはまだ間に合わないと思

います。ＴＳＭＣの進出が決まった時点から取り組むべきだと感じております。半導体関連の工業

団地は１０年後、２０年後を見据えて二次、三次の工業団地の取組を考えてもらいたいです。 

 今、大津町では県や国の事業等の大規模な建設工事が合志市や菊陽町に比べなされてないと言っ

てもいいと思います。合志市では北熊本インターチェンジから大津町３２５号線までの高規格道路

が動き出しております。また、熊本電鉄御代志駅周辺エリアの区画整理事業が始まっている現状で

す。菊陽町では熊日によると、町が独自に５本の拡張と延伸道路が新聞に載っていました。マイカ

ー通勤を予定し、ＪＲ豊肥本線三里木駅と原水駅の中間地点に新駅を新設する話が菊陽町独自で進

んでおります。菊池市、合志市では県営事業の工業団地造成の話も聞きます。大津町以外の菊池郡

市は、ＴＳＭＣ関連の工事が始まりつつあります。 

 私は菊陽町役場を訪問し、職員の方と話す機会は大津町学校関連での一般質問のための役場訪問

からでした。いろいろと話を聞く機会が最近は増えてきました。今回の質問で土地開発の取り組み

方を聞きましたが、菊陽町は菊陽町役場地区前の土地開発区画整理事業から職員を育ててきたから、

光の森や原水工業団地造成や今回のＪＲ新駅の件も、新駅とともに住宅団地造成や工業団地造成も

経験があるベテラン職員が動いていると言われました。 

 大津町職員は先進地視察等をして、今から工業団地造成開発を勉強すべきだと感じております。

大津町は昔から教育の町として自負してよいのではないでしょうか。町長は半導体関連の大学誘致

に積極的に動いてほしいです。人材は世界全体からの優秀な人材を集める努力をし、動くべきだと

思います。そのため用地確保をしておけば、海外の大学誘致も可能になる可能性があります。その

よい例が数校ではありますが、近年、外国の大学が日本に分校を開校している状況もあります。日

経の記事に宮崎県の企業は半導体人員を数年のうちに１０倍に増やすと、優秀な人材の確保が企業

の成長を左右すると書かれてありました。大津町も全世界から優秀な人材を集めることが、今後の

大津町の発展につながると考えているのは私だけでしょうか。 

 九州内では人材は集まらないと、県内外企業及び海外企業も感じています。半導体関連は非常に

すそ野が広い。他の地域に後れを取らないように頑張ってしてほしいと思います。町長の１０１の

具体策５３、阿蘇熊本空港への新道路の流れ。町長は別のルートのアクセス道路は必要とうたわれ
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ておりました。 

 以上のことを踏まえ、工業団地造成や空港へのアクセス道路は民間では難しいので、町が先行投

資をしてつくるべきだと思いますが、町長の考えをお伺いします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） こんにちは。山本議員の質問にお答えをいたします。 

 昨年１１月、半導体大手のＴＳＭＣが、新たに菊陽町に製造拠点を置くことが発表され、その後、

ソニーグループとデンソーとの合弁で新会社ＪＡＳＭが設立され、本年４月より本工事に着手をさ

れております。来年、２０２３年９月には工場の建屋の建設が完了し、内部の製造設備等の関係工

事を経て、２０２４年１２月からの操業開始を計画されております。 

 本町においてもこれに合わせ、民間の開発事業者とも連携を図りながら用地の紹介や必要となる

新たな従業員の雇用や住宅確保など、迅速かつ幅広い相談体制を進めております。結果、昨年４月

から本年８月末までに半導体関連だけでも６社の立地が決定しており、それ以外にも食品工場１社、

ＩＴ企業２社の誘致を行っております。現在も進出に関する御相談は断続的に続いているほか、町

内の既立地企業においても増資・増築等の計画が予定されている企業も増えていることから、企業

誘致や進出・増資決定後の支援についても、庁内を挙げて取り組んでいるところです。 

 このように、ＴＳＭＣ進出決定は、企業間波及だけにとどまらず、本町でも人口増や住宅供給、

他地域からの人流など、地域経済への活性化も大いに期待されています。町では他の市町村に先駆

けて昨年１１月末には、「ＴＳＭＣ進出に伴う半導体産業集積強化等推進本部」を設立し、令和３

年度中に３回、令和４年度に入ってからは、既に７回の推進本部会議を開催し、各施策の具体策や

情報共有を行いながら、ＴＳＭＣや関連企業等の進出に備えた今後のまちづくりの方向性を全庁で

共有しているところです。 

 また、８月上旬には、町の状況や今後の構想などをより深く把握いただくために、町からの提案

により熊本県から田嶋副知事、知事公室長にも本町にお越しいただき、誘致企業進出予定地や肥後

大津駅周辺、民間開発予定地などの視察とともに意見交換を行わせていただきました。 

 そのような中、新たな工業団地の整備につきましては、先日の議会全員協議会でも報告をさせて

いただきましたが、ＴＳＭＣの進出に伴う関連企業を含めた企業進出の受皿の確保と位置づけ、町

の優位性を生かした企業誘致と将来のまちづくりの視点から産業集積の拠点として整備していきた

いと考えております。 

 現在、適地選定にあたり国県道等の主要幹線道路周辺や将来にわたり２０から２５ヘクタール程

度まで拡大可能などの条件を踏まえ、選定評価項目に沿い、適地の候補地を絞り込んでいる段階で

すが、工業団地整備には、各種法規制や用地取得などの様々な課題もありまして、適地調査から完

成までには、早くとも５から６年程度かかると見込んでおります。先行してる市町村に関しまして

は、ＴＳＭＣの決定前から適地調査などの複数の作業を進めてきておりましてちょっと先行してい

る分もございますけども、町としても適地調査の期間を大幅に短縮するなどスピードアップに努め

ているところでございます。また、その間、様々な動きがありますので、この５年、６年、できる
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間にもしっかり誘致できるように民間事業者とも連携をしながらやっていきたいというふうに思っ

ております。 

 また、町内の現在の動きとして４ヘクタール程度までの工業用地は民間事業者が行政では難しい

速度での土地取得や整備を進めております。そのため、整備手法におきましては、用地取得や整備

スピードを加速させるため、現在、町主導を柱に、民間との連携やノウハウの活用も含め検討をし

ている段階であり、開発可能な候補地の絞り込みとともに、併せて方針を定めていくところとして

おります。本町でも将来性と実現の可能性を見据え、１日でも早く準備できるよう、県をはじめ関

係機関等ともしっかりと連携を取りながら取り組んでおります。 

 なお、先ほど述べた９社とは別に人材養成・派遣会社の誘致も進めていますが、これはＩＴ企業

の誘致にも取り組む中、開発業者に町のテナント物件の不足を訴え、事業者や銀行などに整備を働

きかけていたところに、タイミングよく町へ早期開業を目指す企業から問合せが入り、マッチング

に至ったものです。このように、議員御指摘のとおり、未来に向けて先んじて基盤整備を進めるこ

との重要性は町としても強く認識をしております。町による工業団地の整備に向けた準備を進めな

がら、町独自の企業誘致パートナー制度も活用し、今の機会を逃さず、さらに将来を見据えながら、

民間事業者にも情報提供の共有面、インフラ整備面等でしっかりと連携しながら、取り組んでいき

ます。 

 次に、空港へのアクセス道路についてですが、大津町では南部地域を中心に以前から要望をされ

ており、特に陣内地区から岩坂地区への県道岩坂陣内線を延伸し、空港台地まで到達させて空港へ

つなぐルートの要望が上がっております。大津町としましても毎年、県に対して県道延伸を要望し

ておりますが、事業化までには至っていないのが現状です。町全体でも要望のある路線や今後政策

的に進めていく路線が多数あり、優先順位を整理する中で、空港へのアクセス道路についても進め

てまいります。今後も粘り強く要望を継続していきますが、併せて、より実現可能な路線がないの

か研究も行っていきたいと考えております。 

 なお、道路整備に向けては都市計画マスタープランの見直しを来年度に前倒しして実施すること

も検討していますので、空港アクセス道路をはじめ、今後の町全体の発展や暮らしの利便性の向上

を見据えて、限られた財源と職員数の中で何を優先すべきかをしっかりと整理しながら進めていき

たいと思っております。 

なお、詳細につきましては、担当部長、担当課長より御説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 昨年度のＴＳＭＣ進出の決定以降、今年度にかけまして中九州横断道路の

事業化や県の工業団地の建設の決定があり、さらには空港アクセス鉄道のルート決定や空港の新タ

ーミナルビルの開業、南阿蘇鉄道の肥後大津駅乗り入れなど、本町を取り巻く状況が大きく変わっ

ております。そこで町では、ＴＳＭＣが操業を開始する令和６年までを推進本部における取組強化

期間と位置づけ、町全体に係る総合施策として、施策の項目の洗い出しを順次行い、様々な取組や

その可能性を検証し、段階ごとのロードマップを作成し、実現に向けて全庁一丸となって取組を進
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めているところでございます。 

 まずは、大津町の立地という強みを存分にアピールし、空港アクセス鉄道の有力ルートとなって

いる肥後大津駅の機能強化とそのための周辺整備についての検討を進めております。その一環とし

て、今回の議会で肥後大津駅周辺の整備へ向けた基本構想と事業計画策定の業務委託費を計上させ

ていただいております。 

 また、既に６月議会で予算化をしていただいた、県のくまモンランド化構想の事業展開へ向け、

県と綿密な打合せを今行いながら、肥後大津駅の集客スポット化へ向けて取り組んでいるところで

ございます。人材確保としましては、町独自の取組として半導体関連の人材派遣会社の誘致に積極

的に取り組んでおり、近々１社立地をいただくところでございます。 

 また、ＴＳＭＣの従業員の住宅の確保については、台湾から多くの方が来日されることが予想さ

れておりますけれども、現地社員や関連企業の社員などへ向けた住環境の整備として、町営住宅の

活用方法についても検討していく方針としております。まずは、民間のアパートやマンションの建

設予定などの情報収集をしながら、並行して検討を進めてまいる予定です。 

 また、多文化共生環境整備に向けた県の新規事業に取り組むところで、今県と協議を進めており

まして、行政情報をはじめとした多言語化にも取り組むこととしております。 

 また、役場窓口での案内など、どのような整備を進めていけるのかを検討し、外国人向けの日本

語教室の実施などについても現在取組を進めているところでございます。 

以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 村山都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（村山龍一） 私のほうからは空港アクセス鉄道の件について御

説明いたします。 

 町長の答弁でもありましたように、大津町では２０年以上前より岩坂地区や中島地区を中心とし

た南部地区から県道岩坂陣内線を空港台地まで延伸したい強い要望が上がっております。毎年の県

道要望等で事業化要望を行っていますが、実現できていない状況です。実現に至っていない主な要

因は、岩坂・中島地区と空港台地で約１００メートルの高低差があり、急峻な地形で、土砂災害警

戒区域にも指定されております。そのため、道路整備には多大な事業費を要することが想定される

ばかりでなく、防災面に十分に配慮した慎重な検討が必要であります。このように、県道岩坂陣内

線を延伸するルートの整備には多くの課題があり、現時点では事業化は厳しいと考えられておりま

す。 

 これまでの経緯を踏まえ、より実現的な空港へのアクセス道路を考える必要があります。現在、

町の中心部を横断する国道５７号のミルクロード交差点部から西原へ向けて県道山西大津線が南北

に縦貫しています。この一部を県道瀬田竜田線が経由していますが、現在、県ではこの経由箇所か

ら東側へ、森・吹田区間のバイパス化事業が進捗しております。このバイパス化により県道山西大

津線もより利便性が高いものになります。 

 しかし、白川を横断する森橋が老朽化し、幅員も狭いため、架け替えなどが必要になっておりま
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す。また、昨年の１２月大津町定例議会において、鳥子川区長を代表とする南部地域の関係区長連

名で、「県道山西大津線白川に架かる森橋の架け替えに関する請願」の提出もされております。県

道瀬田竜田線バイパス化と同様、大津町からの要望・協力を強く行ってまいりたいと考えておりま

す。これらの県道バイパス化や森橋架け替え等の構想が見えましたら、鳥子川交差点部から大津南

部農免道路へ通じるアクセス道路についても調査・研究していきたいと思っております。 

以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 齊藤企業振興課長。 

○企業振興課長（齊藤孝浩） 皆様、こんにちは。よろしくお願いいたします。 

私のほうからは新たな工業団地整備について御説明をいたします。 

 先日の全員協議会でも御説明いたしましたが、昨年度の３月補正で工業団地適地選定業務委託の

予算の承認を得て、業務委託を発注し、スピード感を持って選定業務を行っております。現在、候

補地選定の絞り込みを行っている段階ですが、工業団地整備には各種法規制があり、関連法令に基

づく国や県などの許可権者等への協議・調整が必要となります。その後は、基本計画の策定、地元

や地権者への説明・交渉、基本設計、実施設計、造成等へと進めていくことになります。 

 なお、議員御指摘のとおり、他の自治体では工業団地の整備が先行していますが、いずれもＴＳ

ＭＣの進出が決まる数年前から適地調査や諸手続に着手し、様々な法規制を一つ一つクリアしなが

ら計画を進めてきた経緯があると伺っております。 

 一方で、大津町においてはリスク管理の面からも南部工業団地の整備以降、これまで町はインフ

ラ面などで協力しながら民間事業者の開発を推進する方式での工場用地確保を指針としてきました

が、これまでの適地調査では、第一段階として事業者との調整等によって通常要する期間を約半分

に減縮しており、今後もできる限り早期に必要な作業を進めていきます。 

 先行自治体においては、ＴＳＭＣ進出によって様々な開発が進んでいることによる民間での土地

の獲得競争や価格上昇の傾向も見られておりますので、本町においてもこうした先行自治体におけ

る様々な課題からも学びながら進めていく考えでございます。 

 工業団地の完成までにはどうしても一定期間を要しますが、いかにこの期間を短縮し、また整備

後も速やかに企業へ売却していくことが私どもの使命でもございますので、町主導を柱としながら

も、民間の力をお借りしながら、また、県などの関係機関とも連携を密に取りながら、早期実現に

向けて努力してまいりたいと思います。 

以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 再質問の１番目を言います。 

今の返答では遅れのない対策をお願いしたいと思います。 

 再質問で、９月１０日の熊日新聞に空港鉄道３ルート県試算、肥後大津考が高いという記事が載

りました。本会期終了後、蒲島知事は報道陣に事業費などの概要調査結果を示しただけだ。将来性

も含め様々な観点から総合的に検討する必要があると、肥後大津ルートを最終決定にしたわけでは
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ないと、議会の議論も踏まえて一番優れたルートを選ぶと述べられております。 

 そこで県に対してのアピールとして、資料１をお願いします。空港アクセス道路用地の確保のた

めの先行投資を県知事への誘致アピールをすべきだと思います。資料１の阿佐海岸鉄道、デュア

ル・モード・ビーグル（ＤＭＶ）といいますバス列車をＪＲ九州に提案するのもありだと思います。

町は運動公園総合体育館東までは列車として、その後は町が町道南部ふるさと道路まで造成し、建

設コストを大幅にできる効果もあるし、運動公園東の開発にもつながると思います。海外のお客様

にも大いに喜んでもらえる乗り物と考えております。県や関係市町村に大津町の考えをＰＲすべき

だと思います。ＤＭＶは車両の購入については熊本県観光発展のためにも国や県からの力強い支援

要望をすべきだと思いますが、そのことについて町長に伺います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 山本議員の再質問にお答えいたします。 

 空港線鉄道の件というところで知事のほうから、あるいは県のほうから三里木となっていたもの

を原水と肥後大津も検討の俎上に載せる。その中で先日の報道発表においては、肥後大津駅が一番

可能性というか費用が低くできるというところで上げられたところで、議員御指摘のとおり、まだ

確定とは言われていないところでございます。そうした中で、町としてもしっかりと取組をアピー

ルする必要があるというのは議員のおっしゃるとおりだと思います。 

 そうした中、少し御紹介もかねてさせていただきますと、重ねてになりますけども、町としては

県の募集事業であるくまモンベース（仮称）ですけども、ビジターセンターの改修のところをしっ

かり上げていくところ。また駅前開発のところもしっかりと、先だって上げていったところでござ

います。 

 また、ＪＲ九州の社長のほうと私のほうが訪問をして面談をしていろいろと肥後大津駅周辺在り

方について議論をさせていただいたところです。また、つい先日に関しましては、先ほど話したと

おり副知事と知事公室長に大津まで来ていただいて、この町の可能性と構想等を聞いていただいた

ところです。 

 そうした中、やはり確実に肥後大津駅ルートを決めてもらう。そして、それをしっかりと町の発

展と県の発展にも生かしてもらうためには、町としての姿勢が重要になってくると思ってます。そ

うした中で、山本議員のほうからＤＭＶを御紹介いただきましたけども、今後、より中身が固まる

中で、県、ＪＲとより具体的な議論ができるようになった段階で、材料の一つとして御提示させて

いただきたいというふうに考えております。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） このＤＭＶというのは、バスも汽車にもどちらも利用できるという便利

なもので、一つの提案としてこういうのもありますよというのは考えてもらいたいなと思います。 

もう一度再質問します。 

 ＴＳＭＣが動き出したらば、今まで以上に大津町周辺の交通の停滞が進むと思います。県は国道
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３２５号からアンビー熊本までの４車線化を考えておりますが、今の交通停滞を考えたら６車線化

を国や県に要望すべきだと私は考えております。三吉原北出口線の４車線化も強力に県に推し進め

るべきだと思います。 

 先ほども言いましたが、吹田団地から森橋を通り、空港へのアクセス道路は町長の１０１の中に

もぜひ加えていただいて、実現していただきたいなと感じております。この空港アクセス道路につ

いて、もう一度質問。吹田団地から森橋を通ってのという部分でどう考えていらっしゃるか。 

○議 長（桐原則雄） 村山都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（村山龍一） 山本議員の再々質問について御説明いたします。 

 先ほどＴＳＭＣ関係の県道拡張についてまず御説明いたします。県としては、６車線化という言

葉じゃなくて多車線化を目指すということで言われましたので、それは交通の状態に応じて多車線

化を目指すという回答をいただいております。 

 また、三吉原北出口線については三吉原との交差点ですので、こちらについてまずは県の状況を

見ながら県と協議をしながら、どうするかは交通渋滞については進めていきたいと思います。 

 それと、先ほど森橋からについてですが、先ほど申し上げたとおり、県道瀬田竜田線が今バイパ

ス化をしております。バイパス化と同時に白川を縦断する森橋が老朽してますので、森橋の架け替

えも必要になっております。その時点でその構想が見えましたら、先ほど申し上げたとおり、鳥子

川交差点から大津南部農道を通じてアクセス道路についても研究していきたいと思いますが、先ほ

ど町長が申し上げたとおり、都市マスタープランの前倒しについても検討がありますので、その中

で検討して進めていきたいと思います。 

以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 町長の強いリーダーシップのもとに、ぜひ町長が書いておられる１０１

の部分を一つ一つ現実を見ながら進めていってほしいなと思います。今投資しても１０年後には絶

対に返ってくるという部分での投資は絶対に町長としては考えていってほしいなと思います。 

では、２問目に入ります。 

 農業経営安定化への取組を町は支援すべきだということで、今や世界はコロナとウクライナ紛争

でいろんな商品や資材が春も値上がりしまして、またこの秋にも数多くの食品、資材メーカーから

値上げの指示があっているのが現状です。農家には作物に必要とする肥料が昨年に比べて１.７倍

になっている肥料もあります。外国産肥料、特に中国から来る肥料はほとんど入ってきてなく、在

庫も今現在１割程度しかない状況です。海外からの肥料や飼料穀物の輸入減で高騰しているのが現

状です。来年の春作や秋作は農家にとっては肥料が本当にあるのか心配でなりません。米価は６０

キロ当たり７年前から政府渡しが１万７千円ぐらいで変わりません。私たちの田んぼは１０アール

当たり７俵から９俵しか採れません。米生産農家は燃料代、農機具代、肥料・資材代の異常な値上

がりで、米づくりをやめる農家がますます増えると思っております。飼料米やＷＣＳも肥料が手に

入らなければ作付けができないかもしれません。畜産農家も最近肥料、牧草価格の上昇に音を上げ
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ていると聞いております。今まで安定していた経営が牛の価格の値下がりでダブルパンチであると

畜産農家、肥育農家は言われております。大津町は農業が一つの大きな基幹産業であり、持続可能

な農業への取組を町は支援をもっと力強く行い、対策を講じる時期に来ていると感じております。

ＪＡ菊池の生産者も危機感を持ち、国や県に対策を要望している状況です。町も経営安定化のため

に国や県に農家のための具体的な対策を要望していただきたいと思います。町の農家の経営安定化

のための対策を町長に伺います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 山本議員の質問にお答えをいたします。 

 議員御指摘のとおり、現在もウクライナ情勢や急速な円安を背景に、家畜飼料や肥料といった農

業関連資材の記録的な高騰が続いております。農畜産物の価格は上がらず、コストだけが膨らむ現

状に、農業者の方からは「これほどの値上がりは過去に経験がなく、経営努力でカバーできる次元

を超えている」との大変厳しい切実な声も伺っております。 

 農業者の皆様の支援策につきましては、６月定例会一般質問でも御指摘がなされております。農

業は町の基幹産業であり、生産される農畜産物は価格転嫁が極めて困難であることから、早急な支

援策として６月補正予算において、原油及び物価高騰の影響を受けている農業経営体に対し事業者

支援対策を実施させていただいたところです。 

 対象農家数は、５０万以上の販売農家３３７経営体で、９月１日時点で１１６経営体（４４％）

の申請があっております。申請期限は１１月末までとなっておりますので、今後も再度、広報誌や

ホームページ等で周知を図り、漏れがないよう申請を呼びかけていきたいと考えております。 

 また、国や県でも様々な支援対策の検討がなされ、自治体や農業団体への事業説明会が開始され

ました。支援内容の詳細について早急に精査し、農業団体とも連携を取りながら農家の皆様への周

知を図ります。 

 今後も世界情勢の不安定化やコロナによる影響は長期化が想定され、これに伴う物価高騰も当面

継続することが見込まれますので、第２、第３の支援策も必要になると考えております。 

 このような状況を踏まえ、他の地域に先駆けて、７月２１日、役場会議室において町内酪農家、

町、県、ＪＡ菊池、らくのうマザーズと合同による情勢報告会を開催し、厳しい経営状況の報告が

なされ、情報の共有を行いました。これを契機として、８月８日にはＪＡ菊池による「菊池地域農

業危機突破緊急集会」の開催、さらに、８月２１日には県内農業団体による緊急集会が開催され、

県選出の国会議員へ支援策の拡充要望がなされ、国による予備費や補正予算での対策を講じたいと

の回答がなされております。 

 町では農業以外の産業についても様々な支援策を実施しておりますが、町単独の支援策は財政的

に限界があることから、今後も町としてもしっかり対策を行いながら、一方で、ＪＡや県畜産農協

をはじめとする関係団体と連携し、情報収集に努め、国や県へしっかりと支援策を要望していきた

いと考えております。 

その他詳細につきましては、担当部長から説明をさせていただきます。 
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○議 長（桐原則雄） 白石産業振興部次長兼農政課長。 

○産業振興部次長兼農政課長（白石浩範） 山本議員の御質問について説明させていただきます。 

 世界情勢や円安の影響により、農産物の生産に必要な肥料・飼料の高騰、燃油・資材が値上がり

し、生産コストは昨年と比較して２倍近くに上昇しております。しかしながら、生産コスト上昇分

を販売価格に転嫁することが難しいため、農家の経営はこれまでにないほど圧迫されております。

また、酪農においては、配合飼料価格の高騰など生乳生産コストの上昇を受け、１１月出荷分より

生乳取引価格が１キロあたり１０円値上げとなりますが、生産費の高騰分を吸収できるレベルには

ないと伺っております。 

 町では、コロナ禍において原油価格や物価高騰による影響を受けている農業者の方々の負担軽減

を図るため、７月より補助金の受付を開始しております。１０万円を上限とし、令和３年分の農産

物販売金額の１％を補助させていただくもので、農産物販売金額が５０万円以上の町内に住所を有

する個人及び法人を対象としております。ホームページや広報での周知及び認定農業者への通知に

加え、ＪＡ菊池、県畜産農協をはじめとする関係団体にも協力いただき、制度についての御案内を

行っておりますが、町長から説明がありましたとおり、９月１日現在で４４％の申請となっており

ますので、今後も申請期限まで引き続き周知を行ってまいります。 

 持続可能な農業を実現するためには、町、ＪＡ、県畜産農協をはじめとする農業団体による独自

の支援に併せ、国・県による支援が必要です。これまで肥料向けには価格高騰時に補填を行う制度

がありませんでしたが、今回、国により肥料価格高騰対策事業が創設されました。これは、肥料価

格の高騰による農家経営への影響を緩和するため、化学肥料の２割低減の取組を行う農業者に対し

て肥料コスト上昇分の７割を支援するものです。令和４年６月から令和５年５月に購入した肥料が

支援の対象となり、ＪＡや肥料販売店などで取りまとめた農業者グループが、都道府県協議会に申

請を行う流れとなっております。詳細につきましては、今後情報収集を行い、農家の皆様への周知

を行ってまいります。 

 現在の世界情勢を踏まえますと、この状況は長期化するものと予測されます。今後も国・県が実

施する支援について注視し、農家の皆様へ情報提供を行うとともに、関係団体と一体となって協議

を行い、有効な対策や支援の拡充について国・県へ要望し、農業経営安定に向けての支援を行って

いきたいと考えております。 

○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 農家との懇談もされているみたいですけども、小規模農家の人たちの意

見もぜひ町長は聞いていただきたいなと思っております。 

では、３問目に入ります。 

 太陽光発電所の新設には町独自の条例を設けるべきだということで、今日の熊日に大きく「川の

濁りが続き住民懸念」という部分の大きな熊日新聞が記載されておりました。 

地球温暖化を防ぐためにも自然エネルギーの活用を国は考えております。また、進めていかな

ければならない事項でもあります。原子力や火力発電は世界の流れに反しているので、自然環境を
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壊さず、地元と十分に協議しながら太陽光発電建設や風力発電、水力発電に取り組んでほしいと感

じております。そのためにも建設企業との取決めが必要になると感じます。 

 今、大津町で問題になっているのは、太陽光発電所（メガソーラー）のことです。太陽光発電所

の建設に「待った」規制条例が全国で急増、地方自治の調べでは１４６市町村に条例があると書い

てありました。大津町ではいまだ規制条例がないのは大津町の怠慢であると私は感じます。南関町

の件が熊日にも先ほど言いましたように載ってましたけども、民間企業が南関町の山林で計画した

大規模太陽光発電所（メガソーラー）の建設現場から２０２１年８月の大雨などでの大量の土砂が

河川や水田に被害が起きた。県が林地開発許可を出したが手続は適切だったという。水田６０か所

で被害が確認された。事業者は県や町の指導のもと、被害に遭った農家には協定書に基づき補償し

ていくと言われた。小国町でも２０１８年から売電を始めたメガソーラー発電所近くの裏山のスギ

山が全長６００メートルにわたって崩落、国道３８７号線を越え麓民家２軒が全壊した。 

 ９月３日午後７時から大津町立北小学校で古城太陽光発電所平川地区住民説明会が開催されたの

に参加をしてまいりました。一応の説明後の意見交換会での地元住民の方が口々に言われたのは、

町はメガソーラー企業との連携を取りながら地元住民の不安解消に努めていると言われるが、現実、

メガソーラー企業に指導がされていないとの不満が渦巻いていると感じました。町職員からはしっ

かりと指導していくとの回答が聞かれましたが、今までの町の対応が地元住民の理解を得るまでに

は至らないと私は感じました。 

 また、メガソーラーが多く建設されたことで、里のからいも畑にイノシシやシカの被害が頻繁に

起きているとの意見も出ていました。地元区長がメガソーラーを見に行った中で感じた現状報告を

された中、４か所の遊水池の中の一番下の一番大きい遊水地は９０％が泥の堆積で埋まり、遊水池

の機能をしていないと、企業との話合いでは年２回は取り除くとの約束も守られていないと発言さ

れました。 

 ９月６日に総務常任委員会の議員の方が、メガソーラーを視察されたときの意見を伺ったら、一

部メガソーラーでは管理不十分で、線状降水帯などの豪雨があれば、下流地区で大きな被害を受け

てもおかしくないと地元住民も議員もメガソーラーの被害を起こさないためにも、町は今すぐ被害

の対策に取り組むべきだと思いました。 

 ２０１６年４月から運転を再開した大津ソーラー発電所は、２４万キロ平米（東京ドーム５個分）

の面積に７万３千枚の太陽光パネルを設置、そのほかに数基のメガソーラーが動き、現在、工事が

進んでいる古城地区のメガソーラーも今回の問題です。 

 地域で事故が起きる前に、やはり町としてはきちんとした取組を取っていただきたいと思います。

メガソーラーの建設を規制する条例を設けている自治体が増えている中、大津町設置のメガソーラ

ーのトラブルを未然に防ぐためにも、熊本県の許可のもと、町内にも大型の太陽光発電設備が県の

基準では線状降水帯などの下流地区に被害が及ぶ恐れが考えられる。被害を防ぐためにも町独自の

条例を作るべきだと感じます。地元住民の意見を真摯に受け止めて、対応を急ぐべきだと思います。

現在稼働中と今後設置予定のメガソーラーの企業との同一条件での条例を設けるべきだと思います。 
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地方自治研究機構の調べでは、１４６市町村で条例が設けられているということです。大津町

も設置条例について設けるかどうかについて町長にお伺いをします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 山本議員の質問にお答えをいたします。 

 太陽光発電は、太陽の光エネルギーを太陽電池により直接電気に変換する発電方法で、再生可能

エネルギー発電の一つです。平成３０年に閣議決定されたエネルギー基本計画においても、再生可

能エネルギーについては、長期安定的な主力電源として持続可能なものとなるよう、円滑な大量導

入に向けた取組を引き続き積極的に推進していくこととされております。 

 太陽光発電事業は、日当たりのよい立地であれば比較的導入しやすいため、特に「電気事業者に

よる再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」に基づく固定買取制度が創設されて以来、

全国的に導入が進んでおります。 

 こうした中、町内におきましても、特に太陽光発電につきましては、既に大津町北部地域の山林

に１０メガワットを超える大規模な太陽光発電施設（メガソーラー）が設置されております。 

 一方で、太陽光発電事業の実施に伴い、全国的に土砂流出や濁水の発生、景観への影響、反射光

による生活環境への影響などの問題が生じる事例が増えており、周辺地域や下流域の住民の方々が

不安に感じておられることは、本年度実施しました大津町振興総合計画後期計画策定に伴う「まち

づくり町民懇談会」や「平川流域メガソーラー開発に伴う地元説明会」などにおける住民の皆様か

らの御意見を賜って、大津町においても同様であることを強く実感をしております。 

 その背景の大きな要因としては、メガソーラー発電を含む再生可能エネルギー機器を推進する法

整備が進む一方で、メガソーラー発電開発自体を規制する国の法整備が進んでいないという現状が

あると認識しております。 

 大規模な太陽光発電施設では、山林伐採を伴うものもありますが、開発許可の条件として熊本県

から山林開発許可を得なければなりません。また、２０ヘクタール以上の太陽電池発電所の設置を

行う場合には法に基づく環境アセスメントの対象となり、対象事業を実施する場合には、事業者が

住民等や行政の意見を聞き、調査や評価等を行うことが求められております。 

 こうした中、独自にメガソーラー設置を規制する条例を制定している市町村も増加しております

が、条例の制定によって土地所有者の財産の活用に制約をもたらすことにもなるため係争となって

いる地域もある状況です。 

 しかしながら、条例には一定の抑制効果があると考えておるとともに、町としてできるメガソー

ラーの危険地域における新設抑制の手段は限られておりますので、住民の安全・安心を守るために

制定に向けた検討を進めているところです。具体的には、先ほど述べたまちづくり懇談会、あるい

は９月議会の議員の一般質問でお答えしましたが、年度内の議会の上程に向けて今準備を進めてい

るところです。 

なお、詳細につきましては、担当部長より御説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 木村住民生活部長。 
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○住民生活部長（木村欣也） 皆さん、こんにちは。 

 まず、国の動向について説明しますと、再生可能エネルギー発電設備の適正な導入及び管理の在

り方に関する検討会を関係省庁（経産省、農水省、国交省、環境省）が、共同で検討会を立ち上げ

ており、再生エネルギー事業における課題や課題解消に向けた取組の在り方について４つのプロセ

スに分けて検討を行っておられます。 

一つ目は、規制対象エリアについてです。 

二つ目は、違反状態での売電収入（ＦＩＴ等交付金）の交付の留保などについてです。 

三つ目は、使用済太陽光パネルの撤去・処理対策について。 

四つ目は、再エネ特措法の認定申請前の地元説明会開催の義務化の検討です。 

 そのほかに、太陽光発電事業に関しまして「事業計画策定ガイドライン」、「環境配慮ガイドラ

イン」、「リサイクル等の推進に向けたガイドライン」などを策定されておられます。 

このように、国においても大きく制度が変わりつつありますので、 町の条例制定の内容につき

ましては、国・県の動向を注視しながら検討していきたいと考えております。 

 条例制定につきましては、全国では、平成２６年１月に大分県由布市が制定して、現在ではかな

り多くの市町村が制定しておりますが、それぞれの自治体によって地域の実情に合わせた条例制定

となっております。 

 そのような中で想定しています町条例の内容は、今後建設される施設につきましては、災害等の

危険性だけではなく、森林や生態系の保護の観点からも抑制地域などを検討した上で、当該地域に

おいて新設を行う場合の地域住民への説明会の実施、協定締結などを要件として定めるとともに、

稼働中及び今後稼働する施設につきましても、保守点検及び点検結果の報告義務、並びに今後創設

予定の事業者、地元住民、行政による協議会などへの参加を考えております。 

 一方で、上位法令もある中で、設置可能性地域の地権者を含めた私有財産や事業活動に制約を課

すことに対し、先行して条例化している自治体では事業者との係争になっているケースも複数発生

しております。 

 そこで町としましては、住民の皆様の不利益につながることのないよう、また、より高い実効性

を担保するために、抑制する範囲や内容について、法的な確認も含めて詳細な調査・検討を行って

まいります。 

 今後のスケジュールとしましては、議会全員協議会等での御説明やパブリックコメントなどを経

て、年度内の議会提案ができるよう迅速かつ丁寧に取り組んでまいります。 

以上で説明を終わらせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 町民の安心・安全のために早期の締結をよろしくお願いします。 

これで終わります。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。２時１０分より再開します。 

午後１時５９分 休憩 



 

166 

△ 

午後２時１０分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

大塚益雄議員。 

○５番（大塚益雄議員） 改めまして、皆様、こんにちは。議席ナンバー５番、大塚益雄です。 

 まずもって傍聴の方におかれましては、傍聴にお越しいただき大変ありがとうございます。また、

新型コロナウイルス感染症の１日も早い収束と安心して暮らせるもとの生活に戻ることを願ってお

ります。 

さて、通告に従いまして一般質問をいたします。本日は２問質問させていただきます。 

一つ目は、ヤングケアラー問題のその後の状況と支援についてです。 

 大人に代わり日常的に家事や家庭の世話をするヤングケアラー問題については、全国的に増加傾

向にあり、社会問題化しております。昨年６月、この問題について私が質問いたしました。その後、

ヤングケアラー問題と支援についてはどうなっているのか。各学校内でも新型コロナ感染が拡大多

発している中、当然、欠席等も多いかと思いますが、子供たちの学校生活や家庭生活の状況を踏ま

え、ヤングケアラー支援に漏れはないのか、支援体制は十分か、整備はされてるのか、３点伺いま

す。 

 一つ目は、今回改めて、現在小中学校の現状はどうなってるのか。現状の発生件数は、発生率は

どうなっているのか、増えたのか減ったのか。 

 二つ目、その後のヤングケアラー問題の支援はどのように強化したのか。くらしの相談窓口にヤ

ングケアラーに関する相談はあったのか。教職員の意識を高める研修は実施されたのか。また、ス

クールソーシャルワーカーやカウンセラーの有効的な活用は機能しているのか。人員的には問題な

いのか。 

 三つ目、町教育委員会として現状を踏まえ、どのような課題があり、その解決に向けて何が必要

だと考えているのか伺います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 大塚議員の御質問にお答えをいたします。 

昨年６月定例会の一般質問におきましては、社会問題化しているヤングケアラーの現状把握及

び支援方法、連携システムづくりについて御質問をいただき、今回はその後の支援について御質問

をいただいております。 

 まず、ヤングケアラーの現状把握ですが、昨年の答弁で、「町要保護児童及びＤＶ防止対策協議

会」、略して「要対協」と言いますが、ここで確認されたヤングケアラーと思われるケースにつき

ましては、その後も引き続き、関係機関が密に連携して見守り、必要に応じて支援を実施しており

ます。 

 一方、昨年７月に発足しました、「ふくしの相談窓口」では、ヤングケアラー問題自体に関して、

本人または関係者からの直接の相談はございません。しかしながら、要対協や学校など関係機関か
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らの情報により、ヤングケアラーではないかと心配されるケースについては、連携しながら対応を

しているところです。 

 近年の相談は複雑かつ複合的な課題を有するケースが多くなっております。その課題を一つ一つ

ひもとく中で、ヤングケアラー問題を抱えている可能性のあるケースも見られるため、慎重かつ伴

走型での対応に努めております。月１回の包括化推進会議を開催し、各部署との情報共有を図り、

必要に応じてケース会議を開催し、各部署の役割を明確化し、共通理解のもと支援していく体制の

強化を図っております。 

 もっとも、ヤングケアラー問題は本人が気づいていない場合や、家族をケアしていることを誇り

に思っている場合もあり、わかりづらく、表面化しづらいことも課題となっております。そこで、

引き続き、ヤングケアラー問題を多くの方に知っていただけるような取組や町職員の資質向上に努

めていきます。 

なお、詳細につきましては、担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 吉良教育長。 

○教育長（吉良智恵美） 大塚議員の「ヤングケアラー問題のその後の状況と支援について」の御質

問にお答えいたします。 

 昨年度の町内小中学校に対する調査では、ヤングケアラーではないかと心配される小学生が５人、

中学生が５人、合計１０人の報告がありました。各学校では、これらの一人一人に対して、関係機

関と連携しながら家庭状況の把握及び必要とされている支援に向け、組織的に対応しており、半数

以上のケースについては改善の報告を受けております。しかしながら、ヤングケアラーに係る課題

解決には、本人の置かれた家庭状況に対する支援が欠かせないため簡単ではなく、他課と連携しな

がら継続して対応しているケースもございます。 

 本年度の町内小中学校に対する昨年同様の調査では、ヤングケアラーではないかと心配される小

学生が新たに２人を加えて３人、中学生が新たに４人、合計７人という報告を受けています。学校

で実施する悩みアンケートや教育相談、日常生活の変化等をもとにした学校からの報告となってい

ますが、発生率としましては０.３％であり、熊本県の実態調査で、「世話している家族がいる」

とした中学生が３.３％であったことと比較しますと、まだ把握できていないケースもあるかと考

えられます。 

 児童生徒の日常生活の変化がヤングケアラー等のサインでもありますので、学校職員が共通の認

識を持つこと。その上で一人一人の子供に目を配りながら、小さな変化に気付くことで、ヤングケ

アラーをはじめとする児童生徒の生活環境などの課題の早期把握に努めていきたいと考えています。 

 なお、先にも述べたとおり、ヤングケアラーの支援は本人だけでなく、むしろ家庭への支援が必

要であります。学校がプラットホームとなって、福祉課や子育て支援課などの関係機関と連携し、

適切な支援につなぐ必要があると考えております。今後とも、このような連携体制の充実を図ると

ともに、授業場面においてはヤングケアラーを取り扱うなど、児童生徒の気付きを促す取組を進め

ながら、保護者や地域住民に向けましては、引き続き、学校だよりやホームページによるヤングケ
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アラーの認知度の向上を図ってまいります。 

詳細につきましては、部長より答弁させていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） こんにちは。私からは、ヤングケアラー問題への対応に向けた、さら

なる関係部署との連携強化、そして、住民周知や職員等関係機関向け研修の実施について御説明を

させていただきます。 

 まず、「ヤングケアラー」の定義でございますけども、法令上の定義はございませんが、昨年の

厚生労働省による全国調査では「本来大人が担うとされている家事や家族の世話などを日常的に行

っていることにより、子供自身がやりたいことなど、子供自身の権利が守られていないと思われる

子供」とされております。 

 ヤングケアラーの可能性のあるケースを見つけた場合、家庭への支援はもちろんでございますけ

ども、子供の話をよく聞き、一緒に考えながら、「子供らしく過ごす時間の確保」や「家族をケア

していることの誇り」を大切にして、一人一人の子供を支援していきたいと考えております。 

 その支援に当たっては、部署を超えた横の連携が不可欠です。そして、連携の場の一つとして、

ふくしの相談窓口に寄せられた相談内容の情報共有や支援協議を行う「包括化推進会議」では、福

祉課、子育て支援課、健康保険課、地域包括支援センター、障がい者基幹相談支援センター、社会

福祉協議会といった福祉関係部署や相談機関のほか、人権推進課、税務課、学校教育課と幅広い部

署で構成をしております。 

 また、要対協でのほうでは町関係部署のほか、県の福祉事務所、児童相談所など、警察、法務局、

小・中・高校、保育園・幼稚園、民生委員等の様々な関係機関で構成した連携体制を構築し、事案

に応じた対応、支援を行っているところです。 

 さらに、今年の７月には、熊本県が「ヤングケアラー相談支援センター」を設置しました。当セ

ンターでは、電話相談、来所相談、訪問相談、メール相談のほか、オンラインサロン、ＳＮＳ相談、

出張相談会や職員向け研修会も実施していることから、連携構築を図っているところです。 

 次に、ヤングケアラー問題についての研修や住民周知等についてでございますけども、昨年度、

要対協構成機関による事例研修などを実施しまして、５１機関からの参加があっております。また、

今年６月の要対協代表者会議におきましては、国が作成したチラシ等を配布し、情報を共有したと

ころです。今後、広報おおづにも掲載をしまして、住民への周知も図る予定としております。 

 このような取組によりまして、「このケースはヤングケアラーではないか」という情報が関係機

関から寄せられるなど、子供を見守る関係者への理解を深めることができたと考えております。 

 今後も、表面化しづらいヤングケアラー問題の早期発見と、関係部署による横の連携強化と適切

な問題解決に向けた早期支援につなげられるよう、引き続き、努めてまいりたいと考えております。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） それでは、大塚議員の「ヤングケアラー問題のその後の状況と支援につい

て」御説明を申し上げます。 
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 昨年度の町内小中学校に対する調査において、ヤングケアラーではないかと報告を受けた１０人

の小中学生につきましては、子育て支援課や福祉課、町の教育支援センター等と情報を共有して対

応をしてまいりました。家族の負担が軽減され、児童生徒の家庭状況が改善されたことで、登校時

刻が以前より早くなったり、不登校が解消されたり、適切な進路指導につないだりしたケースなど

の報告を受けております。 

 本年度の調査では７人の報告があり、前年度と比較して３人の減少ですが、１人は昨年度から継

続して対応しているケースとなっております。 

 しかし、ヤングケアラーは、その特徴の一つとして本人や家族に自覚がないことが多く、早期発

見しにくいということがあります。教育長のほうからもありましたように、大津町としてさらに細

やかに実態を把握することが必要であると考えております。その際、多くの時間を児童生徒と一緒

に過ごす学校の教職員の気付きは特に重要なものでございます。各学校においての教職員の研修や

情報共有の体制を充実させていくことが大切であると考えております。 

 教育委員会としましては、町内の校長・園長会議や不登校対策ワーキング会議、不登校対策担当

者会議や教育支援センター等におきましても、背景となりうるヤングケアラーについての教職員等

の理解を深めております。 

 なお、様々な視点からヤングケアラーと思われる児童生徒を把握した場合には、校内で検討後に

各関係機関を含めたケース会議を開催をいたしております。必要に応じまして町要保護児童対策及

びＤＶ防止対策地域協議会と情報を共有し、社会福祉分野の支援の利用を保護者のほうに促したり、

校内においては、児童生徒の相談体制の強化や面談の継続、それから、スクールソーシャルワーカ

ー、スクールカウンセラーの専門的知見の有効活用等に努めているところです。 

 また、ヤングケアラーについては、家庭を含めた支援が欠かせないため、家庭へも踏み込んだ専

門的支援が可能となるスクールソーシャルワーカーの役割は大変大きなものがございます。現在、

大津町教育委員会にはスクールソーシャルワーカーの配置がございませんが、菊池教育事務所配置

のスクールソーシャルワーカーに依頼をして、積極的に対応していただいております。しかしなが

ら、菊池教育事務所管内での依頼が多く寄せられている分もありますので、町内小中学校からの急

な要請への対応や継続した対応がしにくいなどの課題もございます。対応するケースが増える中、

大津町教育委員会にもスクールソーシャルワーカーの配置を検討する必要があるかと考えておりま

す。 

 なお、国のプロジェクトチームの報告では、「ヤングケアラーの社会的認知度が低く、支援が必

要な子供がいても、子供自身や周囲の大人が気付くことができない。」と指摘されております。町

としましても、２０２４年度までの「ヤングケアラー認知度向上の集中取組期間」の中で、児童生

徒や保護者への啓発に努めながら、教職員の知識の研鑽と対応力の向上を図り、国が進める支援策

を注視しながら、対応の充実に努めてまいりたいと考えております。 

以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 大塚益雄議員。 
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○５番（大塚益雄議員） 再質問いたします。 

 私の見解です。職員の研修ですが、教職員の意識は十分高いと思います。ただ、部活も社会教育

へなど日々の学校現場の子供と向かい合う時間が足りないと。だから、その条件の整備が必要だと

思われます。教職員の人数不足や教育委員会への報告事項の増加による教職員を取り巻く状況は厳

しさを増している。だから、現役の教職員だけでは解決できないことがあるのではないかと。 

 かつて学校の先生は、今日も来てないという子供の家庭訪問を通して、その現実を目の当たりに

して学習を重ねてこられました。その結果が学校において同和教育担当者や人権同和教育担当者が

一人一人の子供を大切にしようと頑張っておられました。大津町にも退職した先生にそのような経

験をされた方がおられるのではないのかと。そのような退職教員の皆さんを当用してはいかがかと

いうことで伺います。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） 大塚議員の再質問のほうに御説明申し上げます。 

 大津町の退職教職員を当用してはいかがかといった御質問だったかと思います。議員のお話もあ

りますように、ヤングケアラーについては学校の教職員だけではなくて、地域や関係機関と連携し

て課題の解決に向けて取り組むことが重要かと考えられます。 

 ただ、子供がケアを担う背景には、家族が抱える様々な課題もございます。特に内容が複雑化し

ているという特徴もございますので、専門機関へつなげていくことが重要かと考えられます。した

がいまして、先ほどもちょっと答弁させていただきましたが、教育委員会としましても、家庭支援

の専門的な視点を持たれるスクールソーシャルワーカー等の配置の必要性も考えているところでご

ざいます。 

 また、議員さんから御提案あった教職員のＯＢにつきましても、現在も町内の小中学校のほうに

再任用教職員ということで御協力をいただいている先生方もおられます。また、町の会計年度任用

職員ということでお世話になってる先生方もおられます。また、そのほか社会教育の分野で協力を

いただいてる先生方もおられますので、今後、そういった教職員の先生方の経験値を生かした支援

の在り方についても、今後調査研究をしていきたいと考えております。 

以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 大塚益雄議員。 

○５番（大塚益雄議員） ヤングケアラー問題は他人事と思わず、世の中の大人の私たちがみんなで

助け合い見守っていくことが大切でないかと考えます。また、早めに気付き、ヤングケアラー問題

を解決していくことが最も重要かと思います。 

 ９月１日の熊日の新聞にも掲載されましたが、ここに持ってますけど、国のほうでも来年４月発

足するこども家庭庁が担当し、こども政策としてヤングケアラー問題や貧困支援をしていく財政支

援を進めるということで予算も組まれてますし、前進していくかと思います。具体的にはどういう

ものをやっていく、どういうものにお金を使うということではまだ決まってないと思いますけれど

も、前には進むと思います。 
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 今後も熊本県と連携して情報収集、支援体制をより強化していく必要があろうかと思います。最

適な対策を期待しまして次の質問に移ります。 

次に、外国人在住者に対する町の支援について質問いたします。 

 現在、人づくりによる国際貢献という目的と人手不足を補う労働力として来日されている外国人、

技能実習生を含めて、３月末現在約４００名の外国人の方が大津町に在住されております。２０１

９年９月、内閣府の企業の外国人雇用に関する分析によりますと、企業に外国人労働者の課題をア

ンケートしたところ、このような結果となっております。１位は、日本語能力に問題がある。２９.

５％、２位は、日本人社員とのコミュニケーションに不安がある。１９.５％、いずれにしてもコ

ミュニケーションの問題が４９％を占めております。この二つの課題は幅広い業種でも言えますが、

特に製造現場の技能技術者、技能者、製造派遣、技能実習生に多い問題です。コミュニケーション

不足や文化の違いなどから、例え日本語が堪能であっても文化や制度の違いを背景とするすれ違い

は起こりやすいということがわかっております。 

 外国人の場合、日本語の問題、文化の違いはなおさらでしょう。一番の問題はコミュニケーショ

ンなので、外国人を必要不可欠な存在として日本語をサポートし、問題発生してもすぐ相談しても

らえる体制の構築が必要でしょう。 

 当然、大津町に来られたら転入届を１階の住民課にて手続をされます。その際、本人と会社の代

表者と見えるそうです。転入届の書類を記入し、関係書類を出して完了となりますが、転入届完了

後は大津町の住民となります。私も以前、会社員のとき海外に駐在し、仕事した経験があります。

その際も、住むとなるとその国の地域の環境、治安等々、興味と感心がありましたし、生活面での

不安もありました。そういったことから、大津町在住の外国人の方も熊本大津町のことに関しても

興味と感心、生活面の不安もあるかと思います。外国人の方に対する住民サービスも日本人同様、

きめ細かな対策が必要ではないかと思います。また、私たちができることは、住民サービスの一つ

として、相手の身に立って実施していくべきではないでしょうか。 

 外国人の方の転入届はどのような手続、説明、配布物を配布してますかと住民課窓口へ確認した

ところ、３点の内容で、書類、配布物、熊本県の支援ガイドブックが出されてます。一つ目は転入

届の書類を渡して作成してもらいますと。二つ目は、ごみ出しのパンフを転入時、国別に応じて出

してますと。中国語版、英語版、ベトナム語版ということで聞いております。外国人の支援ガイド

ブックにつきましては、熊本県からの配布資料でございます。これを渡してますということです。

確認結果、以上、３項目は実施していますが、ほかは説明、案内ＰＲなしということでした。 

 そこで、３点伺います。一つ目、外国人からの相談は今までに何件あったのか。外国人への相談

窓口、説明ＰＲはどこで案内するのかと。 

 二つ目、外国人、大津町の双方がプラスになる仕組み、住民との異文化交流について今後どのよ

うに考えているのか。 

 三つ目、イベントの参加ＰＲについて。大津町には、観光ガイドもありますし、イベントとして

はからいもフェスティバル、大津つつじ祭り、大津地蔵祭等々があります。そういったものがＰＲ
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されてないと。その他、外国人の方に対する窓口対応はそういうことで見なおすべきではないかと。

また、誰が窓口対応してもミスもなく、もれもなく対応できるようなシステムにすることが最も重

要、必要不可欠ではないかというふうに思います。 

 ちなみに、日本人への転入届時は窓口ファイルにて対応されております。これにつきましては、

１３項目の説明と案内がされております。丁寧にされております。こういった形で外国人転入届時

も必要ではないかと思いますが、そういった点で伺います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 大塚議員の御質問にお答えをいたします。 

 総務省公表の「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」によりますと、令和４年１月

現在の国内の外国人住民数は約２７０万人で、令和３年から２年連続で減少しているものの、平成

２５年の約２００万人から年々増加傾向にあります。国は、平成１８年に「地域における多文化共

生推進プラン」を策定し、国際交流や国際協力に加え、地域における多文化共生の必要性と施策を

示しております。その後、外国人住民の増加や多国籍化、デジタル化の進展などの社会情勢を踏ま

え、令和２年９月に同プランを改訂し、地域社会での外国人材の受入れと共生について、その意義

や施策についてまとめております。 

 県内の状況に目を移しますと、外国人住民数は、令和４年１月現在、１万６千４７５人で、５年

前の同統計と比較すると、５年間で約４３％増加をしております。経済のグローバル化の流れの中、

今後ますます日本全体で外国人住民数の増加が見込まれることから、共生していくため、地域社会

の変容も必要になってくると思われます。さらにＴＳＭＣの進出によって、社会全体の流れから見

ても、今後ますます外国人住民や外国人労働者を積極的に受け入れていくことになると見込んでお

ります。 

 大津町の状況を申し上げますと、令和４年８月１５日現在、町内には５３５人の外国人がお住ま

いです。その約６２％の３３５人が（技能実習生２２３人を含む）主に就労を目的とした在留資格

となっています。これらの数字から見ても、町内在住の外国人の多くは就労されており、また、技

能実習生の割合も高いことから、企業等からの支援を得ながら生活をされている状況ですが、中に

は、土地勘もなく知り合いもいない中、加えてこのコロナ禍の中において外出もままならず、不安

を抱えておられる外国人もいらっしゃることかと想定しております。町としては御相談をいつでも

お受けし、その御相談内容に応じた必要な対応を行っておりますが、外国人からの相談で目立った

ものは現状のところ町のほうへはあっておりません。これは、企業や雇用主等からの支援を受けて

いる外国人が大部分を占めていることがその理由の一つではないかと考えております。 

 しかしながら、「相談がないイコール困りごと自体がない」とは言えませんので、町としても企

業からの情報把握や在住外国人との交流を通して、より一層実情をつかむ努力が必要だと考えてお

ります。 

 そうした中で、町が主導しての在住外国人との異文化交流の取組については、新型コロナの影響

でやや活動が抑えられてはおりますが、大津町国際交流協会で町の国際交流を推進するため、以前
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より在住外国人との交流事業にも取り組んでいるところです。また、先ほどの一般質問でもお話し

ましたけども、地域日本語教室のほうも進めているところでございます。また、大津警察署でも、

防犯も兼ねて在住外国人の交流体験事業を開催いただいており、町内の企業の方々にも雇用する外

国人の方々へのフォローを行っていただいているところでございます。 

 大津町に住まわれる方に快適に過ごしていただくためにも、大津町が外国人の方にも居住地とし

て積極的に選んでもらえる町となるよう、今後も外国人材との共生を進め、共に働きやすく暮らし

やすい地域社会づくりを進めていきます。 

なお、詳細につきましては、担当部長から御説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 木村住民生活部長。 

○住民生活部長（木村欣也） 大塚議員の質問について、御説明させていただきます。 

 町内の外国人住民数は、令和４年８月１５日現在、５３５人であり、年代別では、１０代以下が

２８人（５.２％）、２０から３０代が４３９人（８２.１％）で、８割以上の方がこの年代になっ

ています。それから４０から５０代が６０人（１１.２％）、６０代以上が８人（１.５％）となっ

ております。また、在留資格別では、技能実習が２２３人（４２％）、技術・人文知識・国際業務

が７４人（１４％）、永住者が６８人（１３％）の順となっております。国籍・地域別では、ベト

ナムが２３８人（４４％）、フィリピンが９３人（１７％）、中国が７２人（１３％）、ネパール

が３２人（６％）の順となっております。 

 こうした中、外国人住民と共生していくためには、最も身近な行政機関である町役場の役割が大

変重要であると認識しております。具体的な取組としましては、外国人の転入手続の際、通常配布

する案内等に加え、英語、中国語、ベトナム語に対応したごみカレンダーのほか、「熊本県外国人

サポートセンター」の案内をお渡ししております。「熊本県外国人サポートセンター」は、外国人

の方が安心して暮らせるよう、多言語による生活相談を行うために県が設置し、熊本県国際協会が

運営しているもので、在留手続、雇用、医療、福祉、出産・子育て、教育など、熊本での生活につ

いて困っていることの相談を幅広く受け付けておられます。 

 議員お尋ねの外国人からの相談についてですが、これまでのところ取り立てて大きな相談事案等

はあっておりませんが、役場へお越しの住民の方は誰でも、基本的にはまず１階ロビーの総合案内

でお尋ねの内容や御希望の手続をお聞きし、その内容に応じて各担当者へ速やかに御案内して適切

に対処するという対応を取らせていただいております。外国人の方からの御相談についても、日本

人と分け隔てなく同様の対応をさせていただいているところでございます。言葉の壁はあるかもし

れませんが、住民皆様の御相談には親身に対応することとしております。 

 また、外国人と既存の住民との異文化交流については、これまでも大津町国際交流協会による在

住外国人との交流事業などが行われているところです。今年度は町の新たな取組として、県の事業

の一環で「地域日本語教室」の開催を予定しております。これは、地域に住む外国人と日本人のサ

ポーターが集い、先生と生徒という関係ではなく対等な立場で、文化や習慣などについてざっくば

らんにおしゃべりを楽しみ、共に学び合うことをコンセプトにした取組です。教室自体は来月から
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開催予定で、現在、広報誌やホームページ等で外国人の参加者を募っている段階ですが、そういっ

た場を通して外国人住民が日本人や地域社会とつながることができる場所を作るとともに、より詳

しい外国人の生活の実情の把握に努めることで、外国人住民が孤立せず快適に暮らせるようなまち

づくりを目指していきたいと考えております。 

 また、議員がおっしゃいますように、からいもフェスティバルをはじめとした町のイベント情報

は、外国人住民へ十分に届いていないことも考えられますので、今後もできるだけ広く周知ができ

るよう、ＳＮＳの活用等を進めていくとともに、今後取り組む「地域日本語教室」でできたつなが

り等を通して、イベント情報のほか、生活に必要な情報などについてもＰＲを行い、外国人の皆様

がより地域と関わり合いながら充実した生活を送っていただけるようお手伝いすることができれば

と考えております。 

 さらに、熊本県において、ＴＳＭＣの進出に伴い、今後外国人材の増加が見込まれることから、

外国人住民との「多文化共生のまちづくり」が急務となっております。 

 そうした状況を鑑み、今年度から県において多文化共生環境整備支援事業が立ち上げられており

ます。これは、市町村における外国人の円滑な受入れを目的とした連絡協議会の設置と運営の支援

や補助を行うものです。 

 町としましても、今後の社会の変容を見据え、今年度中に協議会を設置する予定としております。

その中で、例えば、パンフレット等の多言語化や翻訳アプリの導入など、外国人との共生環境整備

に向けた対応について協議を行い、具体的な今後の支援内容などを講じていきたいと考えておりま

す。 

以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 大塚益雄議員。 

○５番（大塚益雄議員） 今後、大津町には海外より技能実習生を含めＴＳＭＣ関連の転入者等々、

多くの外国人の方の転入が見込まれるかと思います。また、将来を見据えた対応が何よりも必要だ

と考えますし、特に外国人の困りごと相談は様々な問題があるかと思いますが、丁寧に聞いてあげ

ることが最も重要であり、大切ではないでしょうか。 

 また、特に生活面での問題については早急に対応し、安心して生活できる環境改善に努力すべき

だと思います。熊本県とも連携を深めてスムーズな対応と対策を図ることで解決できることも多い

かと思います。大津町が最高の住民サービスができることを期待しまして、私の一般質問を終わり

ます。 

○議 長（桐原則雄） これで、一般質問は終わりました。 

 以上で本日の日程は全部終了しました。 

 本日はこれで散会します。 

 傍聴の皆さんもありがとうございました。お疲れさまでした。 

午後２時５２分 散会 
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議 事 日 程（第４号）   令和４年９月１６日（金） 午前１０時 開議 

                                  

日程第１ 諸般の報告 

日程第２ 各常任委員会の審査報告について          質疑、討論、表決 

日程第３ 委員会の閉会中の継続調査申出書について            議決 

日程第４ 令和４年度議員派遣について                  議決 

日程第５ 選挙第 １号 大津町選挙管理委員会委員の選挙について     議決 

日程第６ 選挙第 ２号 大津町選挙管理委員会委員補充員の選挙について  議決 

日程第７ 議案第６６号 令和４年度大津町一般会計補正予算（第５号）について 

上程、提案理由の説明、質疑、討論、表決 

 日程第８ 同意第 ３号 大津町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求め

ることについて 

上程、提案理由の説明、質疑、討論、表決 

 

                午前１０時００分 開議 

                          

○議 長（桐原則雄） 皆さん、おはようございます。これから本日の会議を開きます。 

 

日程第１ 諸般の報告 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第１ 諸般の報告をします。田上産業振興部長及び荒木議会事務局長よ

り欠席の届けがあっていますので、報告します。 

なお、本日の議事日程並びに報告内容については、議席に配付のとおりです。 

 

日程第２ 各常任委員会の審査報告について 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第２ 各常任委員会の審査報告についてを議題とします。委員会審査報

告書は、議席に配付のとおりです。 

  これから、各常任委員会における審査の経過並びに結果について、各委員長の報告を求めます。 

 永田和彦経済建設常任委員長。 

○経済建設常任委員長（永田和彦） ただいまから、経済建設常任委員会に令和４年９月２日におき

まして付託されました案件について、議会会議規則第７７条の規定により御報告申し上げます。 

  当委員会に付託されました案件は、議案第５８号関連、議案第６０号、議案第６３号、議案第６

４号、議案第６５号、認定第１号関連、認定第３号、認定第６号、認定第７号、認定第８号の１

０件であります。 
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  当委員会は、９月５日、審議の前に所管事業の１１か所の現地調査を行い、その後委員会４０２

号室におきまして、執行部より付託議案の説明を求めながら審議を行いました。 

  それでは、審査の結果については、お手元に配布の審議記録のとおりですが、以下、議題と論点

を明らかにすべき内容について、その概要と結果、意見につきまして報告いたします。 

 まず、議案第５８号関連、令和４年度大津町一般会計補正予算（第４号）についてであります。 

 農業委員会では、さしたる質疑はありませんでした。 

  産業振興部農政課では、委員より、昨日現地調査を行ったなかせ農園さんは今後の農家として理

想的な経営をされていると思う。そのような経営方針や方法を大津町で広げていくような計画は

あるのかとの問いに、執行部よりなかせ農園さんは昨年度、経営継承・発展支援事業を活用し、

カライモの植付けから収穫までの一連の流れを整理されております。２０代、３０代の若手後継

者の方も自主的に勉強会をされている状況ですとありました。 

  また委員より、個々での取組はされているとのことだが、町としてそのような方たちをつなげて

いくような計画はないのかとの問いに、執行部より、町としても、様々な町のイベントや研修会

へ若者グループの参加をお願いしながら、精一杯支援を行っていきたいと考えておりますとあり

ました。 

  意見といたしまして、本議会上で議員から「補助事業の対象とならない小規模農家のフォローを

できないか」と意見が出ている。客観的に採算性を考えると難しいと考えるが、勉強会等を通し

て集まり、集約していかないと助成金や補助金に該当しないケースが出てくるので、いざないは

行っていいと思う。補助対象とならない人の支援をすることで、より農地集約も進み、将来型の

農業になっていく。担い手不足や農地集約は何年も前からの問題であり、対策としてネットワー

ク大津のような形があると言われている。これをきちんと進めていき、農業と都市計画のバラン

スをとっていかないといけない。例えば誘致企業をする場合も、農地であれば問題となるため、

県との協議が必要となると思う。総合的にバランスの取れた農業を行っていくためには、農家の

方同士のつながりを進めていかないと、企業誘致も思い通りにいかない。先のことを考えて農業

者の方々を育て、バランスのとれた町にしていくため、総合的な観点から助言をしていくことも

大事である。また、補助事業を活用する際には自己負担が発生するが、効率的な農業をしていた

だくために、対象者の事業内容をきちんと確認し、将来的に赤字解消になるのかどうかも踏まえ

た上で、公金を出すこと。よりよき方向に向けて、視点を変えていくようにお願いしたいとあり

ました。 

  産業振興部企業振興課では、委員より大津町工業等振興奨励基金の残高で、平成２９年度に残高

が増えていたようだが、その理由はなぜか。熊本地震の影響があったのかとの問いに、執行部よ

り、平成２９年度、平成３０年度に、企業立地や事業拡大された企業が４社あり、工場等振興奨

励補助金支出のために平成２９年度に基金積立てを行っております。補助金交付企業数の内訳は、

平成２９年度に２社、平成３０年度に２社で、熊本地震の影響ではありませんとありました。 

  また委員より、工業等振興奨励補助金の補助額は、他の市町村に比べて高いのか。企業誘致する
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にあたって、企業側が立地先を選択する上で影響はないのかとの問いに、執行部より、現行の状

況に応じて見直しを図りながら補助金交付を行っていますが、近隣市町村とあまり差がない内容

となっております。しかし、企業誘致をするにあたってのインセンティブになりますので、今後

更なる見直しを検討しているところであります。大津町に立地した企業様からは、「大津町の立

地条件の優位性」、「企業連絡協議会のような企業間連携によるビジネスチャンス」、「補助金

制度がある」ということが立地した理由として伺っています。 

  現在、大津町内に拠点を設けている企業の本社向けに、「産業立地に関するアンケート調査」を

実施しています。その中で、企業自体が求める補助金のニーズなどの調査を行っておりますので、

その意見を反映しながら、より大津町が企業誘致に磨きをかけていくための材料とし、制度の見

直しも含め、今後も積極的に企業誘致を行ってまいります。 

  また、議会から御指摘のあっている県との連携ですが、特に大津町が重点的に取り組んでいるこ

とについては、県との情報共有を密に行っております。県のスタンスは、頑張る市町村を応援す

るということがベースにあるため、町のビジョンと取組を県にしっかり伝え、連携していきます。 

  意見といたしまして、ＴＳＭＣの２０２４年の稼働に向け、今が一番重要な時期である。今後、

補助金の内容等の見直しを含めて検討してほしい。また、県もＴＳＭＣを中心として様々な構想

を検討している。今の機会を好機とし、県ともしっかりと調整しながら、取り組んでいただきた

いとありました。 

  産業振興部商業観光課におきましては、委員より、小規模事業者経営継続支援金の審査方法はど

うなるのかとの問いに、執行部より、紙面での申請、電子申請ともに確定申告書の写しにより、

売上額、従業員数を確認し支給いたします。 

  委員より、今回の支援金は全業種対応になるのかとの問いに、執行部より、農業者を除く全業種

を対象としております。様々な角度から検討しましたが、業種を絞らずかつスピード感をもって

支給できるよう今回の支援方法をとらせていただきました。新型コロナウイルス感染症が長期化

していますので、国、県、町で継続的に支援していくことが重要と考えております。 

  また、委員より、申請方法についてはＤＸを取り入れていくべきではないか。事業者の状況をデ

ータベース化することにより、今後の支援の根拠となるのではないかとの問いに、執行部より、 

  今回の申請では、電子申請も取り入れて実施いたします。事業の効果を検証し、今後の施策につ

なげていきたいと思いますとありました。 

  都市整備部都市計画課におきましては、委員より、肥後大津駅周辺整備については、これまで何

度も検討しており、こうなりたいと絵を描いたとしても、駅前にある物件などが懸案となると考

えているが、個人の資産に対して強制的にでも事業を実施することができるのか。新聞に掲載さ

れると読んだ人は期待する。長年の懸案を解決できる見込みがあってからの補正予算だと思うが、

勝算なくしての補正予算では無責任になると思うが、その点についてどう思うのかとの問いに、

執行部より、これまで肥後大津駅周辺において、南側は区画整理を行い、北側は何も行っていま

せん。区画整理を行った際に、当初は反対される方もおられたが、現在は商業施設や住宅等が整
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備され、資産価値としては収益を生む土地となり、町の取組としては成功であったと考えており

ます。確かに、駅前の物件が懸案となることは事実であると思いますが、それによって描きたい

事業ができないということがないように、対策を検討し、実現に向けしっかりと取り組んでいか

なければと考えております。北側につきましても、南側とは違った面的整備や駅の南北をつなぐ

道路整備による交通網の強化、駅の橋上化や連絡通路など様々なことを検討していきたいと思い

ます。 

  また、熊本県においても現地を見てもらい、大津町の発展の可能性を大いに感じていただいてお

り、今後は計画に適した補助事業や補助金の有無などアドバイスをいただけるような協力体制を

とっていきますとありました。 

  また、委員よりＪＲの空港アクセス鉄道は肥後大津駅からの分岐になる可能性があるため、この

業務との一体性が必要だと思うが、一般財源１千７００万円を補正するにあたり、無意味なもの

にならないようにしてほしい。道路や駅周辺の整備を検討する上で、ＪＲの分岐が大津町になら

ない、物件が立ち退かないなど大きな不確定要素を持っているが、このタイミングをどう考えて

いるかとの問いに、執行部より、本来であれば、物件についてはめどが立ってから行うべきだっ

たかとも思いますし、以前からの課題であることは間違いありません。今回、ＴＳＭＣが進出し、

翌４月には空港が新しくなり、南阿蘇鉄道も接続され、東海大学もでき何百人もの学生たちが肥

後大津駅に来ることになります。また、鉄道の延伸がどうなるかはわかりませんが、それを待っ

ての対応では遅いかと思いますので、半年後に来る機会に向けての準備が必要だと考え、今回出

させていただきました。確かに判断のタイミングは難しいのですが、県にアピールする場面でも

ありますし、大津町の玄関口として今後生かしていくという町のＰＲも含めたところでやってい

きたいと思います。鉄道の延伸につきましては、県から情報を得ながら、もし大津町になった場

合には、１千７００万円では足りませんので、今後も臨機応変な対応が必要になってくるかと思

われます。時期的には、４月から新しい事業が始まるということを見据えた業務委託であります

ので、御理解いただければと思いますとありました。 

  次に、都市整備部建設課におきましては、委員より、植樹帯の危険木判定で前回と今回調査の違

いは何かとの問いに、執行部より、前回は立木老朽化の一つの指標であるベッコウダケが生えて

いるか否かで判定しましたが、それ以外の空洞化部分も含め危険木の判定を行いました。 

  また、県道等を管理している熊本県道路保全課に聴取したところ、道路植栽維持管理計画を作成

されております。大津町としても将来を見越した維持管理計画を作成し実行していきたいと思い

ますとありました。 

  意見としまして、伐採して終わりではなく、管理樹木とは付き合っていかなければならない。想

定外の事故が起きてからの対応では遅いので、長期計画を立てながら剪定のやり方も変えていく

べきだとありました。 

  都市整備部下水道課におきましては、さしたる質疑はありませんでした。 

  議案第５８号関連は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決し
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ました。 

  続きまして、議案第６０号、令和４年度大津町外４ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計

補正予算（第１号）についてであります。 

さしたる質疑はありませんでした。 

  議案第６０号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しまし

た。 

  続きまして、議案第６３号、令和４年度大津町工業用水道事業会計補正予算（第２号）について

であります。 

さしたる質疑はありませんでした。 

  議案第６３号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しまし

た。 

  次に、議案第６４号、令和４年度大津町公共下水道事業会計補正予算（第２号）についてであり

ます。 

  都市整備部下水道課におきましては、委員より、点検項目を増やしているが、どのような理由で

増加したのかとの問いに、執行部より、これまでの点検は、水処理移設の送風機や返送汚泥など、

水質汚濁に大きく影響するものを重点に点検を行ってきましたが、現在の委託の中で、汚泥処理

施設やポンプ場など、水処理以外での通信で不具合が発生しているため、今回、点検項目を増や

しております。 

  また委員より、これらの不具合は、日常業務の中で発見し対応すべきものではないのかとの問い

に、執行部より、日常の点検業務では、機械設備の目視や、触感作業などを行っていますが、今

回の電気設備の点検は、専門的な機器を設置して信号を送りますので、専門的な業者にお願いす

るものであります。 

  また、委員より、これまで不具合が出ながらも、下水の処理はできていたのかとの問いに、執行

部より、水処理については、毎日水質試験を行い、基準内での放流を行っていますが、汚泥処理

について、不具合が発生した場合は、現場で手動による操作を行いましたとありました。 

  また委員より、電気設備の点検については、現在の受託者からも依頼があっているのかとの問い

に、執行部より、実際にそのような意見も頂いていますし、不具合が発生した時も、設備が古い

ため、部品の調達に苦慮されている状況でありますとありました。 

  また委員より、そもそもの設備が古くなっているとのことだが、新規に更新するのか、あるいは

このまま修繕を繰り返して使っていくのかは、どちらを考えているのかとの問いに、執行部より、

処理場のストックマネジメント事業において、各機械設備の更新を行う際に、電気設備の更新も

行う事で、補助金も活用できます。それまでは修繕で対応したいと思いますとありました。 

  意見といたしまして、持続可能な下水道事業の経営を考えるときに、使用料の改定の議論もある

が、コロナや世界情勢も影響もあり、タイミング的には厳しい状況でもある。処理場の設備につ

いては、耐用年数を過ぎた設備もあり、我慢して使用してきた経緯は理解しているが、住民への
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説明については、厳しい下水道経営状況を丁寧に示しながら進めていく必要があると思われると

ありました。 

  議案第６４号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しまし

た。 

  続きまして、議案第６５号、令和４年度大津町農業集落排水事業会計補正予算（第２号）につい

てであります。 

  都市整備部下水道課におきまして、委員より、農業集落排水事業の収支が悪い原因は何か。また、

今後の見通しをどのように考えているのかとの問いに、執行部より、農業集落排水事業につきま

しては、投資が集中した事などにより、起債の元利償還金が多いことが赤字の要因の一つとなっ

ております。令和１２年までは償還のピークが続きまして、令和１３年度頃から徐々に減少し、

令和２４年度に償還が終了する見込みでありますとありました。 

  また委員より、令和２４年度で償還が完了するのとことだが、その時の施設はどのような状況に

なっていると考えているのかとの問いに、執行部より、将来的には公共下水道への統合や農業集

落排水事業間の統合なども検討しながら事業を継続していく予定ですとありました。 

  議案第６５号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しまし

た。 

  次に、決算に移ります。認定第１号関連、令和３年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定につい

てであります。 

  まず農業委員会におきましては、委員より主要な施策の成果において、残された課題として農地

の荒廃化を上げているが、解決策としてどのようなことを実施しているかとの問いに、執行部よ

り、荒廃農地の発生箇所については、農業委員・農地利用最適化推進委員で年に１回農地パトロ

ールを実施して把握しております。現在農政課で圃場整備事業を進めていますが、そういった事

業が実施されれば狭小地など問題も解決していくものと考えますとありました。 

  次に、産業振興部農政課におきましては、委員より、鳥獣害防止対策事業補助金について、電気

牧柵設置にかかる補助金等の説明があったが、効果はどれくらいあがっているのかとの問いに、

執行部より、鳥獣害防止対策事業補助金は、補助率２分の１、上限５万円の補助金であります。

実績については、令和３年度が７１件、令和２年度が６９件となっており、年間約７０件の要望

があっております。設置された方は農作物被害を防止できており、イノシシやシカに効果的であ

ると評価しております。 

  また委員より、設置された方については、被害面積は減少しているのかとの問いに、執行部より、

カライモを中心として、北部・南部とも被害が減っていると伺っておりますとありました。 

  また委員より、繰越明許の震災復旧追加対策経営体育成支援事業補助金について、不用額が６千

４６８万２千円となっているが、１６経営体のうち１３経営体が断念したのは、自己負担ができ

なかったということだろうか。災害を受け、この事業でなければ、その後補助金を活用できない

ことが分かっていながらも、どうにか事業継続をされ、その結果１３経営体が断念されたのでは



187 

ないか。農業を継続するために修理は大切だが、担い手がいないなど断念された内情についてど

のように分析しているかとの問いに、執行部より、もともとは国の補助もあり、経営体へ９割補

助を行っていました。９割補助の際も、資金繰りについての相談は受けており、自己負担が非常

に厳しいと伺っております。自己負担分について、融資を受けることができない方や後継者がお

られず、御自身で応急的な修理をし、断念された方がほとんどでした。中核となる農業者の方は、

補助率が下がった２分の１補助であっても修理をされた実績がありますので、断念された１３経

営体につきましては、後継者がおられず、資金繰りがうまくいかなかったと報告があっておりま

すとありました。 

  意見といたしまして、コロナ対策として、無利子・無担保での融資制度がある。別の制度ではあ

るが、そのためにＪＡがあるのではないか。町はＪＡへ補助金を交付しているため、町の農業者

の方のためになるよう金融機関を持っているＪＡの姿勢を掘り下げて分析しておくことが重要で

ある。これが農業者の方を守れるか守れないかにつながってくる。集落営農で助けることができ

る場合もあるので、整合性を取っていくことが必要であるとありました。 

  また委員より、高尾野森林公園トイレ清掃管理業務などは、シルバー人材センターに委託できる

ものにならないか。仕事を割り振るなど配慮を今後課題にしてほしいという意見がありました。 

  そしてまた先日、造林事業安全祈願が行われましたが、山や海に携わる方は縁起を担ぐ意味でも、

参加者に何らかの形で気持ちが一つになるようなことを来年度はぜひ検討してもらいたいと意見

がありました。 

  産業振興部企業振興課におきましては、委員より、工業団地適地選定業務委託について、繰り越

した理由はなぜか。スケジュール的に無理があったのかとの問いに、執行部より、工業団地適地

選定業務委託については、３月補正で予算上程し、議会承認後、すぐに入札・契約手続を行いま

したが、適地調査には一定の期間を要するため、繰り越して事業を実施させていただきましたと

ありました。 

  また委員より、「菊池地域企業誘致推進プロジェクト協議会負担金」の説明の中で、活動として

ＤＶＤを作成し、学校等へ送付したとの説明もあったが、もう少し詳細に内容を聞かせていただ

きたいとの問いに、執行部より、『菊池地域企業誘致推進プロジェクト協議会』は、菊池郡市２

市２町で組織しており、企業誘致や企業の人材確保等のための活動を行っております。令和３年

度は合志市が事務局となり、２市２町の協議の結果、どういった企業があるのか知ってもらう１

つの手段として、各市町に立地している企業を数社ピックアップし、仕事の内容や従業員の話な

どをまとめたＤＶＤや、菊池圏域の企業をまとめたパンフレットを作成し、中学校や高校などに

配布いたしました。菊池圏域にも素晴らしい企業があることを知っていただく機会になり、人材

確保につなげていくこととしておりますとありました。 

  産業振興部商業観光課におきましては、委員より、地域おこし協力隊の成果は出ているのかとの

問いに、執行部より、新型コロナウイルス感染症の影響により、事業が実施できない状況があり

ました。新型コロナの特例により任期期間を延長しましたので、今後の活動を見直しながら進め
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ていきたいと思います。 

  また委員より、飲食・宿泊事業者等緊急支援金の減収事業者の減収確認はどういう方法で行った

かとの問いに、執行部より、該当する年度の確定申告書の写しと、令和３年度は売上台帳や帳簿

により確認いたしましたとありました。 

  また委員より、企業振興課で第２次産業に向けた雇用確保推進事業が行われている。これは２次

産業だけに限らず、１次産業、３次産業においても産業振興部として総合的に取り組まなければ

いけないと思う。中学生、高校生にも選択肢を与え人材確保に取り組んでいかなければいけない

のではないかとの問いに、執行部より、現在、町広報で企業紹介を行っていますが、以前は農業

者や商業者の紹介も行っていました。また、異業種交流やゲストティーチャーとして学校へ行き

農業の説明を行っていましたが、新型コロナウイルス感染症の影響で実施できていない状況です。

今後はしっかりと取り組んでいきたいと思いますとありました。 

  都市整備部都市計画課におきましては、委員より、例えば矢護川公園では地元で公園を管理する

という協議が取り交わされているように、地元でできることは地元で、できないところは行政で、

というように、住民の協力を得るなど知恵を働かせる必要がある。何もかもが行政では、維持管

理費がかさんでいくばかりだと思うがどうかとの問いに、執行部より、公園の維持管理費は年々

増加していますので、地元管理の矢護川公園を良い例として今後管理方法を考えていきたいと思

いますとありました。 

  また意見として、自分たちが使っている公園には必ず費用がかかっていることを認識していただ

き、強制ではないが地元の協力を得られるよう、今後地域の方々との話合いの場などで、少しず

つでもふれていってもらいたいとありました。 

  また委員より、あけぼの団地大規模改修は、一戸当たり幾らかかっているのかとの問いに、執行

部より、工事費で一棟当たり約２億２千万円かかっており、一戸当たり約７３０万円になります

とありました。 

  また委員より、あけぼの団地大規模改修後の入居状況はどうなっているのかとの問いに、執行部

より、入居率は、改修前が７３％に対しまして改修後は８６％と、改修後の入居が増えている状

況ですとありました。 

  また委員より、以前は町営住宅の家賃の滞納が多かったが、現在の収納状況はどうなっているの

かとの問いに、執行部より、令和３年度住宅使用料の収納率は９９.４７％です。収入未済額は、

１００万円を切っている状況ですとありました。 

  委員の意見といたしまして、家賃は納付するのが当たり前なので、引き続き収納の努力をしてい

ただきたいとありました。 

  また委員より、最近の町営住宅の入居申込状況について説明してほしいとの問いに、執行部より、

最近の傾向として、外国人世帯やひとり親世帯、高齢者の一人暮らしの世帯の申込みが増えてお

りますとありました。 

  また、委員より、入居された外国人とのトラブルの報告はないのかとの問いに、執行部より、主
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には、あけぼの団地に十数名入居されておりますが、今のところトラブルの報告はありません。

なお、住宅係ではトラブルを未然に防ぐため、入居受付や相談の際に、文化の違いがある外国人

を含むすべての方に、団地のルール、清掃活動やいろんな当番を説明し、納得して入居していだ

くよう努めておりますとありました。 

  都市整備部建設課におきましては、委員より、町道駅前楽善線歩道補修工事では管を歩道下に通

して排水させているとのことだが埋設管下の湧水は問題はないのかとの問いに、執行部より、事

前ボーリング調査で水がある層を把握しており、その高さに単粒砕石で有孔管を巻き込んで排水

させる構造にしていますので問題はありませんと答弁がありました。 

  また委員より、用地交渉が難航している路線の進捗はどうなっているのかとの問いに、執行部よ

り、難航している町道は現在も交渉中です。複数の案を作成し交渉していましたが、その中でも

可能性がある１案に絞って交渉を継続していきます。この交渉が成立すれば交差点が連結する他

の町道も線形が決定します。本路線周辺部では不動産売買が活発化しているので、民間の不動産

取得に連動して交渉を進めていきたいと考えておりますとありました。 

  意見としまして、大手半導体生産拠点進出により土地売買が活発化しているので交渉難航が予測

される。是非頑張って産業道路新設を実現させてほしいとありました。 

  続きまして、都市整備部下水道課におきましてですが、委員より、合併処理浄化槽と公共下水道

の維持管理費用の比較はしているのかとの問いに、執行部より、合併処理浄化槽の維持管理費用

は法定検査、保守点検、清掃、電気代等を合計すると５人槽で年間約８万１千円、７人槽で約１

０万円かかります。また公共下水道接続した場合、５人世帯で約５万３千円、７人世帯で約７万

９千円程になりますとありました。 

  意見として、ＴＳＭＣ関連で大津町に人口が増える要因がある中で、汚水処理は行政責務である

ため、公共下水道及び合併処理浄化槽の整備を進めていくことは必須である。そのためには処理

全体にかかる経費の計算を行っておくことと、民間利用も視野に入れながら採算を取れる検討を

していただきたいとありました。 

  認定第１号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

  次に、認定第３号、令和３年度大津町外４ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計歳入歳出

決算の認定についてであります。 

さしたる質疑はありませんでした。 

  認定第３号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

  次に、認定第６号、令和３年度大津町工業用水道事業会計利益の処分及び決算の認定についてで

あります。 

  工業用水道課におきましては、委員より、令和３年度までは支障なく運営されているが、工業用

水道施設の施設等で懸念されることはあるのかとの問いに、執行部より、令和３年度に工業用水

道施設の更新計画を策定しましたので、それに基づき、令和４年度には第１水源地の高圧受電盤

の更新をする予定であります。翌年、翌々年についても、計画に基づき機器の更新を行う予定と
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しておりますとありました。 

  また委員より、大津町に新たに進出する企業のために給水する能力はあるかとの問いに、執行部

より、現在４つの水源地の給水能力は１日に４千７００トンで現在、中核工業団地内に立地して

いる企業でほぼ限界となっています。新たに水源地を設置して給水量を増やすことは可能と思わ

れますが、下水道の処理能力が不足しておりますので、長期計画の中で検討していきたいと思い

ますとありました。 

  意見といたしまして、大津町に企業が進出しやすいようにはインフラの整備が必要になる。今後

の計画として、工業用水道と下水道を一体的に捉えて整備を行っていただきたいとありました。 

  認定第６号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

次に、認定第７号、令和３年度大津町公共下水道事業会計決算の認定についてであります。 

  都市整備部下水道課におきましては、委員より、公共下水道使用料の改定についての議論が出て

きているが、どれぐらいの増額を考えているのかとの問いに、執行部より、経営戦略では令和６

年度、令和１０年度にそれぞれ１５％増額としてありますが、現在発注しています料金体系検討

業務委託の中で、令和２年度、令和３年度の決算の状況や、使用料の伸びあるいは近隣団体との

比較検討を行いながら、素案を作成していきたいと思いますとありました。 

  また意見として、これから先、人口が増加すれば、処理能力の増強が求められ、比較して起債も

増えていく。結果、採算をとるには料金改定や一般会計からの補助金繰入となってしまう。補助

金であれば下水道区域以外の人が負担することになるので、受益者負担の原則をより強く持ち、

先進技術を取り入れ他の団体などを参考にしながら、経費削減に努め、料金改定の議論の際は、

納得のいく説明を行っていただきたいとありました。 

  認定第７号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

  続きまして、認定第８号、令和３年度大津町農業集落排水事業会計決算の認定についてでありま

す。 

  都市整備部下水道課におきまして、委員より、農業集落排水を公共下水道に接続したら、農業集

落排水事業に係る費用は削減できるのかとの問いに、執行部より、公共下水道への接続は、錦野

地区の農業集落排水を計画していますが、接続後、現在の錦野処理場は、ポンプ場の位置づけに

なると思いますので、機械、電気設備は大幅に削減され、これに伴い経費は減ってくると思われ

ます。 

  また委員より、公共下水道側は受け入れる余裕はあるのかとの問いに、執行部より、錦野地区の

汚水量は日当たり１００～１２０平米立米程度ですので、受入れは可能でありますとありました。 

  また委員より、公共下水道へ接続した場合の経費の計算を早急に行って、有益ならば、接続のタ

イミングを早めた方が良いのではないかとの問いに、執行部より、接続後の維持管理費や、接続

する場合の投資費用、補助金返還金など、総合的な観点で比較検討を進めたいと思いますとあり

ました。 

  認定第８号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 
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  続きまして、令和３年度決算認定審議におきまして、所管する各課長から「現状と課題」の報告

を受け、町の発展と町民ニーズ等を検討した結果、当委員会では、令和５年度の業務執行につき

まして、特に別紙記載の２点を重点的に提言したいと思います。町幹部におかれましては、特段

の御配慮をお願いしたいと思います。 

令和３年度決算認定の審議において、所管する各課長からの報告を受けました。 

まず、企業進出における支援体制の構築であります。 

  ＴＳＭＣの菊陽町進出は大津町における企業進出にも大きな影響を与えており、関連する企業の

問合せはかなり多いとの報告を受けました。町には県でも珍しい企業専門の課がある「企業振興

課」が配置されているのと同時に、誘致した企業はもとより、進出していただいた企業も含めた

企業間の連携を図るための協議会「大津町企業連絡協議会」が組織されている。企業振興課では、

この協議会及び地理的優位性を武器に誘致活動を行っているが、誘致の決め手となる町所有の工

業団地を有していない。県内誘致競争が今後激しくなることを見据えれば、用地の確保は喫緊の

課題である。このことからも令和５年度における予算の措置及び、職員の増員配置など支援体制

の構築を行うべきであるとあります。 

また、身近な公園整備の充実。これも要望いたしました。 

  子供たちが安全・安心に楽しく遊べる場。また、町民の交流や憩いの場として「身近な公園」の

維持・改善は、子育て世帯の増加が著しい大津町にとっては重要課題の一つと考えます。 

  老朽化に伴う大規模な改修は、予算を圧迫する恐れがあるため、都市計画課では、平成２８年度

に策定した「大津町公園施設長寿命化計画」を基に計画的な工事を施工。懸案事項だったトイレ

は令和４年度に管轄する公園においてはおおむね完了。令和５年度からは休憩施設の改修を取り

組まなければならないとの報告を受けている。 

公園整備については、「大津町まち・ひと・しごと創生総合戦略」も記載してある項目でもあ

る。単なる計画に終わらないようにスピード感をもって取り組むべき事業であると要望をいたし

ました。 

 以上をもちまして、経済建設常任委員会の報告は終わります。 

  議員各位におかれましては、当委員会の決定に御賛同いただきますよう、よろしくお願い申し上

げます。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。１１時より再開します。 

午前１０時５１分 休憩 

△ 

午前１１時００分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

豊瀨和久文教厚生常任委員長。 

○文教厚生常任委員長（豊瀨和久） 皆様、こんにちは。ただいまから、令和４年９月２日に文教厚

生常任委員会に付託されました案件について、議会会議規則第７７条の規定により、御報告を申
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し上げます。 

  当委員会に付託されました案件は、議案第５８号関連、議案第５９号、議案第６１号、議案第６

２号、認定第１号関連、認定第２号、認定第４号、そして認定第５号の８件であります。 

  当委員会は９月５日より、委員会室４０３において執行部より説明を求めながら審議を行いまし

た。また９月７日には、関係する３か所の現地調査を行いました。審議の結果については、お手

元に配布の審議記録のとおりですが、以下、課題と論点を明らかにすべき内容について、その概

要と結果、意見につきまして報告します。 

  まず、議案第５８号関連、令和４年度大津町一般会計補正予算（第４号）についてであります。 

  健康福祉部福祉課関係では、委員より、障がい者の自動車改造への助成について、具体的にどの

ような改造に対する助成をしているのかとの問いに、執行部より、今年度に助成を行った対象者

は、右半身が不自由な方で、アクセルやブレーキを右足で操作することが困難であるため、左足

で操作できるように改造されたものですとの答弁がありました。 

  委員より、時間外勤務について、詳細を教えてほしい。増額しているということは昨年から増え

ているということかとの問いに、執行部より、福祉の相談を受けてから解決までに時間を要する

ケースが増えている状況です。相談体制の強化を図っていますが、行政的な判断が必要な場合も

あり、相談員と職員とで対応するケースもあります。日中に相談の対応をして、時間外に事務的

な業務を行っています。また、障がい福祉に関する事務的な申請件数も人口の増加に伴い増えて

いる状況です。引き続き職員一丸となって効率的で正確性のある事務を行っていきたいと考えて

います。デジタル化につきましても検討を行っているところですとの答弁がありました。 

  意見として、効率的に業務を行っていくために、職員の体制の見直しは早急に対応するべき。虐

待事案など、相手の時間に合わせるべきところもあるが、２４時間対応できるわけではないので

工夫をすべきとありました。 

  次に、健康福祉部子育て支援課関係では、委員より、給食費補助８％について、１０月から更に

物価があがり、保育園は更に厳しくなると思うが、それについてはどう考えているのかとの問い

に、執行部より、今回の保育園給食費における物価上昇率８％は、学校給食センターと同様に、

主な食材について前年度価格と比較して算出したものです。物価高騰について各園に聞いたとこ

ろ、多少の影響は受けているとのことでしたが、この状況が継続していくと厳しいという意見や、

直接経営に影響しているとまでは言えないという話もありました。今後は水道光熱費や給食費以

外にも暖房費等の負担も増えると推測されるところです。全国的な傾向でもありますので、今後、

物価高騰の動きはもちろん、国や県の支援策にも注視しながら町としても取り組んでいきたいと

思いますとありました。 

  意見として、秋に更なる値上げがあると聞いているので、保育園側も心配していると思う。町も

事前に打合せをしながら、一定水準以上の給食が提供できるよう十分な対策をとっていただきた

いとありました。 

  次に、健康福祉部介護保険課関係では、委員より、介護事業補助金について、今回、対象施設の
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看取り環境、家族と最期の時間を過ごすための部屋を整備するということだが、今まではどのよ

うな看取り状況だったかとの問いに、執行部より、今までも二つのベッドがありましたが、今回

の整備により以前よりも御家族が落ち着いて一緒に過ごせる空間をつくり、自宅にいるような環

境を整えるものですとの答弁がありました。 

  委員より、楽善ふれあいプラザのトイレ改修について、もう少し早く対応できなかったのかとの

問いに、執行部より、施設の不具合をもっと早く把握し、早い段階での予算計上を行うべきであ

ったと思いますとありました。 

  意見として、菊陽町では一つの部署で学校や町の施設を随時見て回ることで早めの修繕ができて

いると聞いている。大津町でも早めの対応ができるよう今後取り組んでほしいとありました。 

  次に、健康福祉部健康保険課関係では、委員より、骨髄移植ドナーへの補助について、申請や支

払いはどのように行うのかとの問いに、執行部より、町ではドナーの骨髄提供者について把握す

ることができないため、広報紙やホームページなどで周知し、該当となる人に申請をしていただ

きます。仕事をされていて特別休暇や有休を取得できる人は対象外となりますので、証明できる

書類などを添えた上で申請していただきますとの答弁がありました。 

  委員より、子宮頸がん予防ワクチンの接種率及び補助事業の対象者はどのくらいいるのかとの問

いに、執行部より、平成２５年から積極的勧奨差し控え中であったため、個人通知も行っておら

ず、接種率は低い状況です。自費で接種した場合は、３回で約５万円負担することになりますの

で、自費で接種された場合は遡及して補助を行います。対象者は１７歳から２５歳の方で約１千

５００人となりますので、個人通知をして接種勧奨を行います。自費で接種した人なので、町は

人数の把握はできていませんが、数名の人からお尋ねがあっている状況ですとの答弁がありまし

た。 

  教育部学校教育課関係では、委員より、日本語指導謝礼について、具体的にどのような事業かと

の問いに、執行部より、外国にルーツを持ち日本語指導が必要な児童生徒に対し、「ＮＰＯ法人

外国から来た子ども支援ネットくまもと」による日本語指導を、１日２時間、週２日程度、別室

にて行うものです。現在、対象の児童生徒は８人で、中国やアメリカ、インドネシアなどにルー

ツを持っています。 

  委員より、他の自治体ではどのような対応をしているのかとの問いに、執行部より、近隣の自治

体でも多くがＮＰＯ法人に委託していますが、それ以外の取組として、菊陽町が小中学校１校ず

つに県費職員の加配による日本語指導教室を設置しています。本町においても、日本語指導が必

要な児童生徒が一定数いることから、県費職員の加配による日本語指導教室の設置を県に対して

要望していきたいと考えていますとの答弁がありました。 

  意見として、町内にも外国語が話せる人たちでボランティア活動をしているグループなどがある。

ＴＳＭＣの進出などにより外国人児童生徒が大幅に増えることも想定されることから、現体制だ

けで考えるのではなく、受入体制の強化に向けた取組を進めてほしいとありました。 

  委員より、美咲野小学校の機械警備用カメラはどこに設置するのかとの問いに、執行部より、屋
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外トイレ及びプール周辺において、死角を作らないようにするため設置を行いますとの答弁があ

りました。 

  委員より、大津北中学校の避難はしごについて、使用しているところをあまり見たことがないが、

修理を行うのかとの問いに、執行部より、普段使用しない避難はしごが変形していることが、点

検時に判明したため、非常時に安全に使用できるよう修繕を行いますとの答弁がありました。 

  委員より、大津小学校の雨漏りについて、図書室の被害はどうだったかとの問いに、執行部より、

部分的に本棚にあった書籍が濡れてしまいましたが、現在は本棚から移動させて利用しています

との答弁がありました。 

  委員より、どの学校も校舎が古いので、事故がないように教室天井等の安全点検などを行ってほ

しいがいかがかとの問いに、執行部より、現在、学校教育課では、各学校の担当者を決め、学校

と一緒に年に２回定期的に点検を行い、修繕が必要な箇所を把握し、対応を行っていますとの答

弁がありました。 

  教育部学校教育課学校給食センター関係では、委員より、食材の値上がりが今後も見込まれるが、

今後の給食費についてどう考えているのかとの問いに、執行部より、６月の補正予算で、物価高

騰に伴う学校給食運営の安定化のために臨時交付金を財源とした補助金を計上しましたので、こ

うした財源を活用して運営していきたいと考えていますとの答弁がありました。 

  委員より、本年度については臨時交付金という財源があるから補助金として使うことができるが、

こうした財源がなかったらどうするのかとの問いに、執行部より、新型コロナの影響もあって厳

しい経済情勢が続いていますので、食材の値上がりに伴い、給食費を改定して保護者負担を増や

すことは難しい状況と思われます。一方で、財源の確保については国・県への要望や町への要望

も含めて今後検討していく必要があるものと考えていますとの答弁がありました。 

  意見として、給食費の値上げをするかしないかに関わらず、給食費の現状について臨時交付金に

よる補助金のことも含めて情報の発信を行っていくべきとありました。 

  委員より、菊阿体育館と山村広場の照明交換はＬＥＤにするのかとの問いに、執行部より、菊阿

体育館はＬＥＤに交換しますが、山村広場の照明交換については、今回はＬＥＤではなくナトリ

ウムランプの交換となりますとの答弁がありました。 

  委員より、現在使用しているランプは今後製造されなくなると思うが、そうなった場合、指定管

理者がＬＥＤ化などの改修工事を行うのかとの問いに、執行部より、ナイター照明施設をＬＥＤ

化する改修工事は、町が計画的に行う予定ですとの答弁がありました。 

  委員より、総合体育館のバスケットボールのゴール点検は行っていなかったのかとの問いに、執

行部より、専門業者による定期点検は行っていませんでしたが、職員による動作確認や、高さの

確認、配線の確認など、目視による点検を行っていますとの答弁がありました。 

次に、教育部生涯学習課図書館関係では、特に質疑はありませんでした。 

討論はありませんでした。 

  採決の結果、議案第５８号関連について、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 
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  次に、議案第５９号、令和４年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）についてであ

ります。 

  委員より、「コクホライン・調交システム改修委託」について、金額的に新しく機器を買い換え

るものではないと思われるが、毎年、国などの補助金が変更になるため、国の新たな制度に対応

するためのシステムになっているのかとの問いに、執行部より、「コクホライン・調交システム」

は、現在町で保有している補助金申請のシステムとなりますが、国の制度改正の際には、毎回新

たな制度に対応するようシステム改修を行っており、機器を新たに購入するものではありません。

システム改修の経費については、毎回特別交付金として全額交付されていますとの答弁がありま

した。 

討論はありませんでした。 

  採決の結果、議案第５９号については、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第６１号、令和４年度大津町介護保険特別会計補正予算（第２号）についてでありま

す。 

  委員より、介護給付費準備基金積立金の適正な金額はどれくらいかとの問いに、執行部より、基

金積立金の適正な金額の定めはありませんが、県のヒアリングを受けた際に、給付費の支出額の

１割程度が目安であると伺っています。今回の積立て後の基金残高が約３億５千万円となり給付

費支出額の約１５％に相当しますが、菊池圏域の他の市の町の残高も同額程度です。令和５年度

に介護保険事業計画を策定する際、次期保険料の上昇幅の抑制などを目的に、この基金を活用し

たいと考えています。 

意見として、積立金の適正な額を下回らない程度に適切な運用に努めてほしいとありました。 

討論はありませんでした。 

採決の結果、議案第６１号については、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第６２号、令和４年度大津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）についてで

あります。 

特に質疑はありませんでした。 

また、討論もありませんでした。 

  採決の結果、議案第６２号については、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

次に、認定第１号関連、令和３年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定についてであります。 

  健康福祉部福祉課関係では、委員より、民生委員児童委員活動補助金について、研修費も含まれ

ているが、コロナ禍で実施できていない。学びたい気持ちもあると思うが今後どのように実施し

ていくのかとの問いに、執行部より、毎月の定例会などでの研修は実施されていますが、県外へ

の研修は中止されています。今年は委員の一斉改選もありますが、知識向上等の意欲も非常に高

くお持ちのため、町として引き続き最大限の支援をさせていただきたいと考えていますとの答弁

がありました。 

  委員より、主要な施策の成果７０ページの多機関の協働による包括的支援体制構築事業について、
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残された課題として「相談支援包括化推進員が直接支援に入る案件を減らすよう、各支援機関の

役割を明確にする必要がある」とあるが、連携できていないということかとの問いに、執行部よ

り、ふくしの相談窓口におきまして、相談支援包括化推進員が各種の相談を受け、支援機関への

つなぎを行いますが、制度のはざまなどで具体的な支援につながらない人へは定期的な連絡や訪

問を行い伴走的な支援を行っています。このように直接支援に入る件数が増えますと相談対応に

支障が出てくる場合もあることから支援機関の役割を明確にすると記載しました。 

  委員より、相談窓口における委託事業者との連携について、福祉課はどのように評価しているの

かとの問いに、執行部より、令和元年度から包括的な相談支援体制ということで事業を実施して

いますが、定期的な会議を開催するなど試行錯誤しながら連携体制を構築してきました。また、

町民への相談窓口の周知や庁内職員の相談員についての理解も深めてきました。委託事業者につ

きましては、実務経験も豊富で職員では持ち合わせていないノウハウや専門的知識を持っておら

れ、職員への報告や相談、円滑な連携ができており、委託の成果が上がっていると考えておりま

す。引き続き業務委託を継続し、連携した支援に努めて参りますとの答弁がありました。 

  委員より、ひとり親家庭等医療費助成事業について、以前から病院で医療費を支払い、役場への

申請をしなければ払戻しにならないという負担が課題となっていたが何か進展はあるのかとの問

いに、執行部より、医療費の現物給付につきましては、医療機関等との調整もあるため県へ要望

しておりますが、実施には至っておりません。現在は庁内で実施可能なデジタル化やオンライン

化の検討を進めておりますとの答弁がありました。 

  委員より、社会福祉総務費の委託料、負担金、補助金及び交付金、障害者福祉費の扶助費につい

て、不用額が多額にあるがどのような理由かとの問いに、執行部より、社会福祉総務費の委託料

の不用額は、社会福祉協議会へ委託しております地域づくり推進事業の人件費などが実績による

精算で減額となったことによる不用額です。負担金、補助金及び交付金は、民生委員、児童委員

補助金の不用額で、視察研修を行う予定で補助金を交付決定しておりましたが、研修を中止した

ことにより不用となりました。障害者福祉費の扶助費は、障害福祉サービス費、障害児支援費事

業の不用額で、利用者や利用量の増加を見込み、不足がないように予算を計上しましたが、結果

的に約４千２５０万円の不用額となりましたとの答弁がありました。 

  委員より、障害児通所支援事業について、ここ数年で町内に療育事業所が増えているが、需要が

高いからかとの問いに、執行部より、放課後等デイサービスと児童発達支援の事業所ですが、子

供の発達支援に対する早期発見、早期対応が重要だと言われています。３年ごとに障がい児福祉

計画を作成しており、利用者アンケートなどから町内の利用者数や適正量を試算し、新規事業所

の枠を設定し、その範囲内で許可している状況です。令和３年度は２事業所、本年度は１事業所

が開設されましたとの答弁がありました。 

  意見として、活動状況をＳＮＳ等で発信されている事業所もあり、支援したいという気持ちにな

る。見えるような形で情報発信を行ってほしいとの意見がありました。 

  委員より、更生保護女性会は高齢化が進んでいると聞くが、新規会員の募集などされているのか
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との問いに、執行部より、会員の中には次の世代の人もいらっしゃいます。会員が声掛けしなが

ら新規会員を募集し、活動されている状況ですとの答弁がありました。 

  委員より、広域連合障害者総合支援事業負担金について、負担金が約２００万円だが広域で実施

する必要があるのかとの問いに、執行部より、障害福祉サービスを利用するために必要な障害支

援区分の認定は、専門家による認定審査会を菊池広域連合で行っています。専門家の数にも限り

がありますので、広域で実施する方が効率的であると考えていますとの答弁がありました。 

  意見として、地域移動販売事業について、高齢者の利用が多く、必要な品物を持ってきていただ

ける。評判も良いようなので、利用を促進し、事業を継続していただきたい。また、ホームペー

ジやＬＩＮＥ等のＳＮＳを活用し、積極的に情報発信を行っていただきたいとありました。 

  委員より、地域の防災計画づくりについて、荒尾市が力を入れていると報道があった。業務を委

託し、各地区に入って計画作成に取り組んでいるようだが、業務を委託し、専門的にコーディネ

ートするなど検討していないのかとの問いに、執行部より、地域防災計画の作成は社会福祉協議

会と協力し推進しているところです。本年度は桜丘区や新区などで会議を開催されておりますが、

他の地域ではなかなか進んでいない状況です。今後、地域福祉推進員の研修や地域福祉推進懇談

会が開催されますので、地域の皆様の理解を深めて参ります。また、荒尾市からも情報収集を行

い、今後の方針も検討しますとの答弁がありました。 

  健康福祉部子育て支援課関係では、委員より、一時預かり事業の残された課題に産休等による職

員不足により保育士の配置ができなかったとあるが、その時必要とされていた人は利用できない

まま終わったのかとの問いに、執行部より子育て支援課に連絡があった人については、他の園の

利用をお願いしたり大津保育園で預かるなどしています。保護者の中には、子供が慣れている園

が良いと言われる人もおられますので、別の保育所で一時預かりを利用された人、結果的に利用

に結び付かなかった人もおられると思いますとの答弁がありました。 

  委員より、児童虐待件数は年々増えているのか。対応はできているかとの問いに、執行部より、

急激に増えているという状況ではありませんが、関係機関とも連携して対応しているところです

との答弁がありました。 

  委員より、全体の件数よりも中身の問題が大事だと思う。暴力を振るわれて子供がけがをするケ

ースもあるのかとの問いに、執行部より、あざなどはあります。保育園や学校等には注意深く見

ていただいており、気づいた場合はすぐに町に連絡をしていただいていますとの答弁がありまし

た。 

  委員より、そういう場合は、保護者に注意したりするのかとの問いに、執行部より、頭部へのけ

が等であれば虐待の程度としては最重度のため、すぐに児童相談所に連絡し保護者への指導があ

ります。内容によっては一時保護もありますとの答弁がありました。 

  委員より、大津小学校校区学童保育施設は外階段になっているが、その理由は何かとの問いに、

執行部より、内階段にした場合は避難設備を付ける必要があり、定期的に点検費用もかかるため

外階段にしましたとの答弁がありました。 
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  意見として、今後、学童保育施設が不足する可能性があり、敷地がないなどの問題も出てくると

思うので、事前に準備をしていってほしいとありました。 

  委員より、放課後児童健全育成事業補助金は、どういう事業に対して補助しているのかとの問い

に、執行部より、主に学童保育施設の運営費です。国の基準に基づき、児童数による基本額と障

がい児受入れ等による加算を合わせて補助していますとの答弁がありました。 

  次に、健康福祉部子育て支援課大津保育園関係では、委員より、遊具点検業務は、専門の業者が

実施しているのかとの問いに、執行部より、専門業者が年１回点検しています。そこで不具合が

出た場合に修繕をしますとの答弁がありました。 

  次に、健康福祉部子育て支援課大津幼稚園陣内幼稚園関係では、委員より、以前、陣内幼稚園を

見学した際に園内のクスノキが茂っていた。木も古く空洞になっているかもしれないので、予算

を取り伐採をしたらどうか。木の状態を見ても切る時期に来ているのではないだろうかとの問い

に、執行部より、昨年、大津南小学校が伐採をした際に枝を大部分落としていますとの答弁があ

りました。 

意見として、木の中が空洞であるかどうかのチェックをしてほしいとありました。 

  次に、健康福祉部介護保険課関係では、委員より、空調設備の改修工事を行った楽善ふれあいプ

ラザは町の避難所かとの問いに、執行部より、楽善ふれあいプラザ自体は町の指定避難所になっ

ていませんが、隣接の若草児童学園が「福祉避難所」に指定されていますとの答弁がありました。 

  委員より、老人クラブ補助事業について、老人クラブ加入者の減少などの課題に対して、町は会

員数を増やす努力をしたかとの問いに、執行部より、町としては、老人クラブのＰＲの支援をし

たり、老人クラブの理事会に参加し、現状の確認や課題等のヒアリングを行ったりしながら、新

規加入者獲得のための活動支援を行っています。昨年度、新規会員数が増えた老人クラブがあり

ましたので、どのような取組で新規会員を獲得できたか聴き取りを行い、理事会等で情報提供し

ていきたいと思いますとの答弁がありました。 

  意見として、老人クラブの役員は理事会など会合も多く、「仕事で会合に参加できない」といっ

た理由で脱退した人もいると聞く。老人クラブ連合会の会合の回数を年に数回程度に減らすなど、

老人クラブに加入しやすい運営方法を提案していくべきであるとありました。 

  次に、委員より、高齢者外出支援サービス事業の課題の中に「免許返納高齢者への移動手段の確

保」とあるが、自治体によっては、免許返納した人にタクシー券を配布するなどの取組が既にな

されている。町として、免許返納された人にタクシー券の補助などの支援を検討しているのかと

の問いに、執行部より、免許返納される人の中には、公共交通機関を利用できる人など、高齢者

外出支援サービスの対象外となる人がいますが、そのような人には、乗合タクシーなどの公共交

通機関の御案内や、民間バス会社の割引制度などの情報提供を、本人に寄り添って対応している

ところです。議員御指摘の免許返納者への一時的な支援について確認したところ、近隣自治体で

実施している例がありますので、支援の在り方については今後検討していく必要があると考えて

いますとの答弁がありました。 
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  意見として、近くに子供などが住んでいて支援してくれるところはよいが、頼れる人が全然いな

い人は自分の年金を使ってタクシーを利用されている。例えば、今回地域応援商品券を配られた

ように、タクシー券を配ることなど検討してほしいとありました。 

  健康福祉部新型コロナウイルス感染症対策室関係では、委員より、小児の接種は進んでいないよ

うな感覚だが、接種率はどれくらいかとの問いに、執行部より、５歳から１１歳までの小児で２

回接種が終了している人は２割も届いておらず、近隣の自治体も同じような状況です。保護者に

話を伺うと、ワクチンに対しての不安感があるようですとの答弁がありました。 

  委員より、接種を始めた当初は高齢者の予約が殺到して混乱したが、現在の予約の状況はどうか

との問いに、執行部より、６０歳以上の４回目接種については１週間分を毎週水曜日の朝９時か

らインターネットとコールセンターで予約受付しています。予約開始時は電話が込み合いますが、

時間がたてば問題なく予約が取れる状況です。対象者も３回目接種から５か月を経過する人が対

象となり、医療機関やワクチンのこだわりがなければ問題なく予約はとれている状況ですとの答

弁がありました。 

  委員より、「こども医療費助成事業」において、昨年１０月から拡充した高校生世代（１６歳か

ら１８歳）の助成額の実績はとの問いに、執行部より、昨年１０月から「こども医療費」の助成

対象年齢を１８歳までに拡充したことで、対象者は約１千１００人増加しており、助成額は、４

か月間の助成期間で約６００万円の実績となりました。年間見込額を２千万円弱と見込んでおり

ましたので、ほぼ見込みどおりと考えていますとの答弁がありました。 

  意見として、「こども医療費」の過剰受診を抑制する取組についても引き続きよろしくお願いし

たいとありました。 

  委員より、「ふるさと総合健診」は自営業の人などが対象となるが、なかには仕事を休めない人

もいると思われる。実施時間帯はどのようになっているのか。また、早朝健診の要望はないのか

との問いに、執行部より、「ふるさと総合健診」の対象者は、国民健康保険と後期高齢者医療保

険の人で、健診の時間帯は朝７時から実施しており、他の市町においても同様の時間で実施して

いるようです。今年度は受診者に対し、アンケートをとっており、御意見や要望を確認していき

たいと思います。また、現在集団健診のみを実施しており、日時を指定し案内していますが、県

で医療機関での個別健診を進めていく計画があるため、今後、選択肢が増えて受診率向上につな

がるものと考えていますとの答弁がありました。 

  次に、教育部学校教育課関係では、委員より、大津北中学校の増築について、空いている敷地に

増築を繰り返し、迷路のような校舎造りになっている。学校建設の際は、子供たちが使いやすい

校舎造りを心掛けるべきではないかとの問いに、執行部より、大津中学校からの分離新設の際は、

増築スペースを想定した配置計画があり、１回目の増築時には、その部分を活用して建設しまし

た。今回の増築の際は、現在の配置に決定するまでに、専門家に意見を伺い、数箇所の候補を選

定した中から、関係者で協議を重ね決定した場所になります。今後も、児童生徒が増える可能性

がありますので、増築の際は、慎重に検討を行い、児童生徒が使いやすい校舎づくりに努めます
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との答弁がありました。 

  委員より、主要な施策の成果１６８ページ下段の教育相談事業について、新型コロナウィルス感

染症の影響による不登校児童生徒の増加が懸念されるとなっているが、前年度よりも大きく増え

ているので懸念されている状況ではなく、実質、増えている状況についての対策を行うべきでは

ないか。また、解決した課題に書かれている公用車の導入についても、前々任の方から始まって

いる事業であり、次の手当を考えるべきではないかとの問いに、執行部より、不登校児童生徒は

増加傾向にあり、新型コロナ感染症による影響も少なからずあると考えています。対応策として、

トライグループと連携した学習保障があり、実際に昨年度もこれをきっかけに学校復帰した生徒

もいます。また、家庭で過ごしている子供たちが、支援センターに来るきっかけとなっている取

組が公用車の活用です。公用車導入は前々任者、家庭訪問やアウトリーチの実施を前任者、送迎

のための人員増を昨年度と、随時改善しながら事業を行っており、現在１３名中８名が公用車の

利用をしているところです。次のステップは、不登校児童生徒の状況をしっかりと見定めて、今、

その子に最も必要な支援は何かを検討するというように、ある程度焦点化していく支援を行いた

いと考えていますとの答弁がありました。 

  次に、委員より、消防設備点検やエレベーター設備点検の委託は、メーカーが行っているのか。

また、今後委託料が上がる可能性はあるのかとの問いに、執行部より、エレベーターなどは構造

の面から、メーカーによる点検を行っています。また、委託料が上がるという話はまだありませ

んが、資材や人件費の高騰が続く中、今後、委託料が上がることが想定されます。情報を収集し

ながら状況を注視していきますとの答弁がありました。 

  委員より、点検業者とのやり取りはどこがしているのか。また、エレベーターの点検は同じメー

カー１社に発注しているのかとの問いに、執行部より、各学校については学校教育課で行ってい

ます。また、発注は入札を実施し、落札者と契約していますとの答弁がありました。 

  委員より、長期に休んでいたり欠席が多い教職員はいるのか。また、長期に休んでいる場合には

補充などはあるのかとの問いに、執行部より、本年度に入り病気の治療や精神面が要因で、しば

らく休んでいた教職員はいましたが、いずれもリハビリなどを経て既に復帰しています。復帰後

は不安定な時期でもありますので、管理職や同僚が支援を続けているところです。また、教職員

の補充については病気休暇ではありませんが、休職まで至った場合には、県に対し補充の申請を

することになります。なお、補充がない間は、当該校の中で調整し分担して学校運営を行うこと

になりますとの答弁がありました。 

  意見として、教職員のなり手が少ないと言われているので、十分に人員が確保できるよう働きか

けをお願いしたいとありました。 

  次に委員より、奨学資金について、不用額が発生しているが希望した生徒は全員対象となったの

か。また、現在の貸付けだけではなく給付型は考えないのかとの問いに、執行部より、昨年度は

４名に対して奨学資金の貸付けを行っており、うち希望した１名が新規での申込みとなっていま

す。また、給付型の奨学資金については、他の団体が行っている給付型の制度もありますので、
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町が実施すべきものかどうか調査研究していきたいと思いますとの答弁がありました。 

  委員より、昨年度の就学援助制度の実績はどうだったのかとの問いに、執行部より、就学援助制

度を利用している世帯は年々増加傾向にありますが、昨年度からの新たな取組として、対象者を

抽出し、直接申請を案内するプッシュ型の通知を行っています。昨年度実績は、対象者の約３割

の世帯が申請をされていますとの答弁がありました。 

  委員より、対象者の７割が申請していないことに対し、理由を把握しているのかとの問いに、執

行部より、明確な理由については分かりませんが、住民税非課税世帯の中には、児童生徒の保護

者が、祖父母などの専従者といった形態なども考えられ、就学援助制度の申請に至っていないこ

となどが要因として考えられますとの答弁がありました。 

  意見として、いろいろなケースがあると思うが、本当に困っている世帯に支援が行き届くよう周

知や勧奨をお願いしたいとありました。 

  次に、委員より、学校長などが自主的に負担している費用などはあるのか。また、自主的に負担

しているもので、公共性の高いものに関しては予算計上すべきではないかとの問いに、執行部よ

り、来校者に出す接客用の菓子代等を負担することはあると聞いていますが、食糧費については

線引きが難しく公費として支出していない状況です。また、様々な公益性の高い団体などに校長

会として代表が参加しているケースもあるため、公費負担については精査していきたいと思いま

すとの答弁がありました。 

  委員より、各学校の屋内体育施設の照明がＬＥＤになっているため、今後は光熱水費にプラスの

影響が出てくるのでないかと期待する。効果の検証をお願いしたいとの問いに、執行部より、屋

内体育施設の照明がＬＥＤになったことで電気代が減少すると見込んでいますが、感染症対策と

して換気をしながら空調設備を稼働するなどしているため、数値による検証は難しい部分があり

ます。引き続き、学校に対し、適切な使用を呼び掛けていきたいと思いますとの答弁がありまし

た。 

  教育部学校教育課学校給食センター関係では、委員より、主要な施策の成果１７２ページの給食

センター管理運営事業について、指標の残菜量が目標値と乖離しているがどうなのかとの問いに、

執行部より、新型コロナ感染症による学級閉鎖が主な原因の一つと思われます。学級閉鎖は前日

の夕方以降に連絡を受けますが、食材の変更は間に合いませんので通常どおり給食を作って、他

のクラスの配缶量で調整するなど対応しています。そのため、クラスによって配缶量そのものが

増えることになりますので、残菜の増加に影響しているものと考えられますとの答弁がありまし

た。 

  教育部生涯学習課関係では、委員より、矢護川コミュニティセンター改修工事で設置された多目

的トイレは、車椅子での利用者に対し、入り口やスペースは配慮されているのかとの問いに、執

行部より、車椅子での使用に支障がないよう、スペースを確保した作りになっていますとの答弁

がありました。 

  委員より、菊陽町では、九州大会でも沖縄で開催される場合には、激励金の交付がある。近隣と
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歩調を合わせていくべきだと思うが、どう考えているのかとの問いに、執行部より、大津町とし

ては、あくまでも全国大会を激励金の交付対象としています。現在、大津町全国大会等出場報償

金交付要綱の見直しを行っておりますので、今後、九州大会についても近隣市町村の状況も調査

研究し検討しますとの答弁がありました。 

  委員より、学童スポーツクラブの予算が増額になっているが、状況はどうなっているのかとの問

いに、執行部より、全ての小学校に学童スポーツクラブがあり、延べ１７４名の子供たちが活動

をしています。増額の理由として、支援が必要な子供たちには、スタッフの数を増やして対応を

していますので、それに伴い委託料も増額をしていますとの答弁がありました。 

  委員より、主要な施策の成果１８０ページの公民館運営事業で、残された課題に、新規講師の発

掘、新規講座の開設と参加者の固定化とあるが、今後どういった講座を考えているかとの問いに、

執行部より、生涯学習情報誌等で講師の募集を行い、ここ２年で約３０人の新規講師を発掘し、

新規講座もそれに近い数を開講できました。今後考えている講座は、趣味の講座だけではなく、

本当に必要な講座として、健康に関する講座など、住民のためになる講座を各課協力のうえ開講

していきたいと考えていますとの答弁がありました。 

  意見として、生涯学習情報誌は多くの人が見ていると思うが、ＬＩＮＥやホームページなどを利

用して、もっとタイムリーな情報発信をお願いしたいとありました。 

  委員より、生涯学習センターの改修について、計画等はどうなっているのか。また、以前に比べ

利用者が減っていると感じるがどうかとの問いに、執行部より、町の個別施設計画には２か年で

の改修をあげています。現在、国が行っている施設改修に対する支援員派遣事業で、アドバイス

を頂いている状況です。利用者数については、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２

年度が一番減少し、令和３年度は少し回復してきている状況ですが、以前に比べると半数程度と

なっていますとの答弁がありました。 

  意見として、生涯学習センターは駐車場も広く、利便性が高いので、施設を改修して、多くの人

が集まれるようなリニューアルを検討してほしいとありました。 

  次に、教育部生涯学習課図書館関係では、委員より、学校での電子図書館の利用はどうかとの問

いに、執行部より、電子図書館については、学校司書の協力を得て、学校で利用指導に取り組ん

でいただき、朝の読書や空いた時間にタブレットで利用している学校もあります。今後は、他の

学校にも広められるように考えていますとの答弁がありました。 

  委員より、展示コーナーでは、いろんな作品などの展示が催されているが、使用料や受付の流れ、

利用方法の周知はどうなっているのかとの問いに、執行部より、展示コーナーの利用は無料で、

２週間以内の展示ということで受付をしています。毎年展示される団体もありますし、新規で申

込みをされる場合もあります。利用方法については周知したいと思いますとの答弁がありました。 

  委員より、宇城市の図書館は新たに指定管理者の運営になり、専用のＬＩＮＥでいろいろな情報

を発信している。そのような事例を参考にＳＮＳなどを利用して情報発信してはどうかとの問い

に、執行部より、情報発信は大事なことなので力を入れていきたいと思いますとの答弁がありま
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した。 

 討論はありませんでした。 

  採決の結果、認定第１号関連については、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

  次に、認定第２号、令和３年度大津町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定についてであり

ます。 

  委員より、「特定健診」や「人間ドック委託料」の不用額が５７９万円ほどあるが、適正な不用

額なのか。コロナ禍の影響で予算額を見込めなかったのかとの問いに、執行部より、「特定健診

委託料」等については、受診率を４５％程度で見込んで予算を計上しています。令和３年度につ

いては、令和２年度よりも５％ほど受診率が向上しており、不用額は減少しているものの、コロ

ナ禍以前の状況までに改善できていない状況です。不用額が大きくなったのは周知不足も影響し

ていると考えていますので、今後については、受診状況を精査しながら、予算編成を行ってまい

りますとの答弁がありました。 

  委員より、鍼灸券について、実績額が少ないが、有効活用されていないということか。また、鍼

灸券の交付方法を、町指定の鍼灸院での配布等、個人が容易に使用できる方法に検討できないか

との問いに、執行部より、実績額が少ないのは、周知不足も要因のひとつであると考えています

ので、広報などでしっかり周知を行ってまいります。また、広く意見を取り入れて、オンライン

申請の導入等、有効な配布方法や周知方法を検討していきますとの答弁がありました。 

討論はありませんでした。 

採決の結果、認定第２号については、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

  次に、認定第４号、令和３年度大津町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定についてであります。 

  委員より、介護支援専門員（ケアマネジャー）は、コロナ禍になり仕事が増えて大変と聞いてい

る。町全体のケアマネジャーを増やすことなどはできないのかとの問いに、執行部より、ケアマ

ネジャー１人当たりの担当件数は、サービス利用者約４０件で、現在サービスを利用していない

人も含めると、それ以上受け持つことになります。ケアマネジャーの確保については、各居宅支

援事業所で対応されている状況ですとの答弁がありました。 

  次に、委員より、主要な施策の成果９９ページの高齢者ホームサポート事業について、残された

課題に挙げている「人員不足」についての説明をお願いしたいとの問いに、執行部より、ホーム

サポートの登録者は現在６名で、サービス単価が低い状況です。現行相当サービスも、ホームサ

ポートのサービス内容とほぼ同じですが単価が高いので、事業としては現行相当の方の人材確保

に力を入れたいという思いがあり、ホームサポート事業の登録者が少ない状況です。人材確保の

面から、地域活動組織育成事業において、元気あっぷサポーター等の育成の支援を実施していま

すとの答弁がありました。 

  意見として、例えば夜間など参加しやすい時間帯や、男性が参加しやすい内容を検討してもらい

たいとありました。 

 討論はありませんでした。 
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 採決の結果、認定第４号については、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

  次に、認定第５号、令和３年度大津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定についてであ

ります。 

  委員より、社会保険で扶養となっていた人が、後期高齢者医療制度に移行すると新たに保険料の

負担が発生する。保険料の軽減措置はあると思うが制度として仕方がないのかとの問いに、執行

部より、社会保険で扶養となっていた人が後期高齢者医療制度に移行すると、対象者については

２年間の保険料について、２分の１の軽減措置があります。また、後期高齢者医療制度加入者の

７割は、それぞれ前年度の所得に応じて、２割・５割・７割の保険料の軽減措置があります。所

得が多い人については、令和４年度は保険料の限度額が年額６６万円となり、窓口での個人負担

は３割負担となりますとの答弁がありました。 

討論はありませんでした。 

採決の結果、認定第５号については、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

  また、その他の所管事項として、教育部生涯学習課より体育施設指定管理進捗状況について及び

歴史文化関係進捗状況について説明を受けました。資料につきましてはモアノートに掲載されて

います。 

  以上で、文教厚生常任委員会の報告を終わります。議員各位におかれましては、当委員会の決定

に御賛同いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。午後１時より再開します。 

午前１１時４９分 休憩 

△ 

午後 １時００分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 荒木俊彦総務常任委員長。 

○総務常任委員長（荒木俊彦） ただいまから、総務常任委員会に令和４年９月２日におきまして付

託されました案件について、議会会議規則第７７条の規定により御報告申し上げます。 

  当委員会に付託されました案件は、議案第５６号、５７号、５８号関連、認定第１号関連の４件

であります。 

  当委員会は、審議に先立って９月５日に関係する４か所及び太陽光メガソーラー発電所３か所の

現地調査を行い、その後委員会室４０１において、執行部より説明を求めながら審議を行いまし

た。 

  審議の経過については、お手元に配付の審議記録のとおりですが、以下課題と論点を明らかにす

べき内容について、その概要と結果、意見につきまして報告いたします。 

  まず、議案第５６号、職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例についてであります。 

  委員より、非常勤職員の引き続いて採用されないことが明らかでないという書き方は、引き続き

任用される予定であれば育児休業を取得できるということで良いと思われるが、逆に育児休業を
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取得できない場合はどのような場合が考えられるのか。また、職員やその配偶者の妊娠に関して

各課を越えて人事としての把握の方法はあるのかとの質疑に、執行部より、短期で任用します会

計年度任用職員の方々は、取得はできないものとなります。国のほうで原則３年間は、雇用を継

続することになっていますので、１年６か月先、特別の事情がなく、採用される方については育

児休業を取得していただいている状況です。職員やその配偶者の妊娠に関する人事としての把握

ですが、育児休業の取得申請につきましては、改正後２週間以内に届け出ていただくこととなり

ます。現行では１か月前までに申請していただくことになっており、申請によって把握している

状況ですとの答弁でした。 

  育児休業について意見として、職員の仕事量との兼ね合いというものはどうしても出てくると思

うが、その仕事量を気にせずに自動的に取得できるというのが理想だと思う。仕事上のバックア

ップができるようにするためには、やはり人的な余裕が必要だと思われる。定数管理の中で、少

しでも余裕の持てる関係を作っていただきたい。 

  また議長より、今後、課単位での人員配置等を調整することは非常に難しいと思われるため、役

場全体でうまく回すことができる包括的な人事管理が必要になってくるのではないか。育児休業

を取りやすい環境を人事管理上のシステムで検討していただきたいとの意見がありました。 

  討論はなく、採決の結果、議案第５６号については、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと

決しました。 

  続きまして、議案第５７号、大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例につ

いてであります。 

  委員より、支給対象は、勤務地ベースかあるいは居住地ベースかとの質疑に、執行部より、規定

で在勤する職員に支給するとあり、勤務地ベースとなりますとの答弁でした。 

  討論はなく、採決の結果、議案第５７号については、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと

決しました。 

  続いて、議案第５８号関連、令和４年度大津町一般会計補正予算（第４号）についてであります。 

  まず、総務部総務課関係では、委員より、共済費について、会計年度任用職員等の方々が協会け

んぽから市町村共済組合へ移るということであるが、全国的にその取扱いとなるのかとの質疑に、

執行部より、今回、会計年度職員等の方々を全国一律で市町村共済組合に移すことになります。

理由としては、年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律が施行されたこ

とによるものとなります。民間においても被保険者の総数が１００人を超える事業所につきまし

ては、短時間の労働者の方も自社の保険に加入させることとされています。それにあわせて、会

計年度任用職員等の方々も、１０月１日から共済組合の保険に移ることになっていますとの答弁

でした。 

  総務部総合政策課関係で、委員より、新たな公共交通は、巡回バスで実施するのかとの質疑に、

執行部より、今後作成いたします実施計画の中で、本町の特性や町民のニーズを踏まえ、運航方

式を検討させていただき、各種手続を経て、令和５年１０月の実証運行開始に向けて取り組みま
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すとの答弁でした。 

  委員より、新たな公共交通は、どのような運行スタイルが良いと考えているのかとの質疑に、執

行部より、オンデマンドや巡回といった運行方式の検討とともに、運行エリアやルートの検討を

同時に進め、併せて事業採算との釣合いも考慮しながら検討を行っていきます。 

  なお、地域公共交通会議の意見としては、まずは小さな規模でスタートし、見直しを適宜行った

方が良いとの意見をいただいていますとの答弁でした。 

  次に、総務部財政課関係で、委員より、老人ホーム跡地の貸付けについて、今回の貸付けが終了

したらまた更地に戻ると思うが、その後の活用についての方針等は決まっているのかとの質疑に、

執行部より、今のところ、活用の方針等は決まっていませんが、普通財産の活用方針について、

今年度も検討を進めていくこととしています。 

  意見として、あの場所は、あれだけの土地は貴重なので、災害等の場合の利用も想定し活用を検

討してほしいとの意見がありました。 

  次に議長より、公共施設整備基金に３億７千３００円積み立ててある。公共施設となると幅広く、

基金としては運用しやすい面はあるが、今後の活用について、見えにくくなっている。今回、補

正に計上した分の必要性は何かとの質疑に、執行部より、公共施設整備基金の今後の活用につい

ては、通常の公共施設はもちろんですが、今後予定されている学校施設の長寿命化、大規模改修

等に活用する予定ですとの答弁でした。 

  次に、総務部防災交通課関係で、委員より、平川の河川横にカメラを付ける予定があるが、河川

の横に大津北小学校があり非難ができない状況にもなる可能性がある。避難判断をするのに、気

象庁の「キキクル」を見ながら判断もできるのではないかとの質疑に、執行部より、「キキクル」

も判断の材料としますが、町の計画では大津北小学校前の水位で避難判断を行うこととしていま

すので、河川カメラで現在の状況を確認して判断できるようにするものですとの答弁でした。 

  委員より、ハザードマップ作成について、平川や矢護川流域にも設定する意図は何かとの質疑に、

執行部より、現在、国や県が管理する箇所のみ洪水浸水想定区域が設定してありますが、町の管

理区域では設定がありませんので、町の管理区域にも洪水浸水想定区域を設定し、住民に対し、

住んでいる地域の状況を確認してもらうために作成するものですとの答弁でした。 

  次に住民生活部住民課関係で、こちらは特にありませんでした。 

  討論はなく、採決の結果、議案第５８号関連については、全員賛成で原案のとおり可決すべきも

のと決しました。 

  続きまして、認定第１号関連、令和３年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定についてでありま

す。 

  最初に議会事務局関係で、委員より、今回試験的にオンライン委員会を開催しているが、オンラ

イン委員会ができる環境はどれぐらいの時間があれば準備できるのかとの質疑に、執行部より、

オンライン委員会開催に必要なパソコンやＺＯＯＭのアカウント等は情報計画係のものを利用し

ていますので、５分から１０分あれば環境の準備はできますとの答弁でした。 



207 

  意見として、主要な施策の成果の残された課題に、オンライン委員会開催の体制整備と記載され

ている。例えば突発的なことが起きた時にどれぐらいの時間でオンライン委員会を開催できるか

は、委員会審議の中で委員長が一番気になるところだと思う。今回の試験内容結果を事務局の方

でしっかり精査をしてもらいたいと意見がありました。 

  会計課関係で、委員より、役場内派出年間手数料の計算基礎は、取扱件数なのか、それとも時間

単価での計算となるのかとの質疑に、執行部より、令和元年度に指定金融機関と締結している協

定書に基づくもので、人件費が主なものとなっております。件数や時間単価についての積算は、

協定書には記載されていませんとの答弁でした。 

  次に総務部総務課関係で、委員よりコミュニティー傷害保険を利用した実績の内訳と、その中で

重大な事故はなかったかどうかの質疑に、執行部より、コミュニティー傷害保険金の支払実績と

して、「刈払機による窓ガラスを破損」また「墓地清掃中に蜂に刺された」などの５件の支払い

があっています。このうち、「区役中にはしごから落下し、腰と両足を骨折した」、「交通安全

運動中に飲酒運転の大型トラックに追突された」の２件が大きな事故となっています。 

  委員より、コミュニティー傷害保険の補償内容はとの質疑に、執行部より、医療と損害になりま

す。 

  また委員より、医療や損害の補償だけでなく、休業補償などの救済がないと区役などで安心して

活動することができないのではないかとの質疑に、執行部より、現在の契約では休業補償等があ

りませんので、補償内容については検討しますとの答弁でした。 

  また意見として、後遺症等の障害が残ることもあり得るので、この点も含めて補償内容の見直し

を検討してほしいとありました。 

  次に委員より、ハラスメント関係の例規は整備しているかとの質疑に、執行部より、大津町職員

のハラスメントの防止等に関する要綱を整備しています。 

  委員より、ハラスメントの事例は発生しているかとの質疑に、執行部より、昨年度ハラスメント

相談窓口に相談が１件あっており、内容は数年前に発生した事象になりますとの答弁でした。 

  次に、委員より、参議院選挙の時に、庁舎駐車場のバーを上げた状態で警備員まで配置していた

が、あそこまで必要だったのかとの質疑に、執行部より、御高齢の方への誘導や来庁者が多い時

に道路上に車が並ぶことがないよう円滑に駐車場に誘導するために警備員を配置したところです。

結果的に交通事故等もありませんでしたので、警備員の配置は必要だったと感じていますとの答

弁でした。 

  委員より、決算審査で首長の損害賠償の見直しについての御意見があったが、例えば、台風や大

雨で被害が予想されるために避難所を開設した時に、激甚指定を受ければ補助等はあるが、空振

りに終わった時に責任賠償を求められることを考えると柔軟な対応ができなく、首長が柔軟な対

応ができるようにするためにも、町村会等の賠償責任保険の加入が必要ではないかとの質疑に、

執行部より、災害に対する保険には熊本地震以降加入しており、高齢者等避難や避難指示を発令

すれば、保険の適用になります。監査での御意見は賠償責任保険も含めてかと思いますが、首長
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の責任はどこかで限度を定めないと無限に発生しますので、その点を指摘されたものかと思いま

すとの答弁でした。 

  次に、総務部総合政策課関係で、地域公共交通計画の策定について協議を行う公共交通会議は、

何に基づき協議を行っているのかとの質疑に、執行部より、地域公共交通会議は「道路運送法施

行規則」の規定に基づき、地域における需要に応じた住民の生活に必要なバスなどの旅客運送の

確保その他旅客の利便の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項

を協議するために設置された協議会で、学識経験者、各種団体の代表者、交通事業者、役場の部

長などから構成されています。また、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の規定に

より、この地域公共交通会議において、地域公共交通計画の作成に関する協議や交通計画の実施

に係る連絡調整を行うこととされています。２つの法律を基に一体的に運用していますとの答弁

でした。 

  次に、委員より、空港ライナー利用者には、目的外利用の方も一定数いるようだが、その点につ

いて、どう考えているのか。また、空港ライナーの定着までは、もう一歩だが、周知の方法も含

め、今後どのような戦略を取っていくのかとの質疑に、執行部より、目的外利用については、県

も問題視しており、チラシを作成し周知を進めているところです。来年３月オープンする新たな

ターミナルビルは、地域に開かれた空港を目標に掲げられていますので、航空便利用に限定しな

い方法も今後検討が必要と感じています。また、肥後大津駅をくまモンランド化し集客スポット

として活用し、併せて、空港ライナーのくまモンラッピング化など、注目を浴びるような取組を

行い、町のＰＲも含めて進めていきますとの答弁でした。 

  次に委員より、ふるさと寄附金は、前年度と比較しどのような状況かの質疑に、執行部より、令

和２年度の約６億円から令和３年度は約４億円に減少しています。令和２年度は、農水省の補助

金を活用し、返礼品の内容量を増やした取組が行えたため増加しました。今後も、新たな商品開

発を進めるなど、積極的に取り組んでいきますとの答弁でした。 

  議長より、台湾の企業進出に伴い、今後、町内に住む外国人が増えると見込まれる。これまで姉

妹都市（アメリカ・ブラジル）との交流を中心に進めてきた国際交流だが、教育関係や町内在住

の外国人へのサポートも含め、町全体としてどう国際交流を整理し、今後の事業を展開していく

のかとの質疑に、執行部より、ＴＳＭＣの進出に伴い台湾との交流について検討しており、それ

以外の多文化との共生も検討を始めています。町の考え方を十分整理できているとは言えません

が、できるところから取り組んでいる段階ですとの答弁でした。 

  委員より、町内の外国人住民は何人かとの質疑に、執行部より、８月中旬の数字では５３５人で、

ベトナムからが一番多く、２３８人ですとの答弁でした。 

  委員より、町内には英語がメインの言語ではない外国人も多いため、様々な言語での支援が必要

だがなかなか難しい。今後、翻訳機やハード面の整備も視野に入れながら進める予定はあるかと

の質疑に、執行部より、翻訳機などの必要性は感じていますので、備品などの購入も含め、今後

研究を進めていきますとの答弁でした。 
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  次に総務部財政課関係で、次は２０ページですね。委員より、新庁舎になって、光熱水費は以前

と比べてどうか。費用が抑えられているのか、無駄はないかなど、チェックというのはしている

のかとの質疑に、執行部より、旧庁舎と比較して、面積は約２倍になっておりますが、電気の使

用量は約１．４倍というのが実績です。また、水道の使用量につきましては、トイレの使用水に

井戸水を使用していることもあり、使用量は５分の１程度に減少し、排水量も節水型の機器を入

れていますので２、３割程度減少しています。それから、節電の取組ですが、毎週木曜日をノー

残業デーと定めて定時に自動で消灯するようにし、早めの退庁を促したり、不要な部分の照明は

消すなど節電に取り組んでいますとの答弁でした。 

  委員より、新庁舎の駐車場は、有料になって困る、不便だなどの苦情は来ていないか。それから

有料分はどれくらいかの質疑に、執行部より、有料化ということでゲートを設けましたが、利用

者は役場利用の方が中心で、料金収入としては月に２万円程度が実績となります。また、有料に

なって困るといった苦情はありません。 

  委員より、他のところでは、他の自治体で庁舎が駅に近いことからパークアンドライドとしは駅

利用者の駐車を受けているところもあった。駐車場が満車にならないなら、そのようなことも検

討してはどうかとの質疑に、執行部より時間帯によって違いがありますが、多い時には約７割程

度の利用があり、状況を見ていきたいと思いますとの答弁でした。 

  次に、総務部防災交通課関係で、委員より、街灯防犯灯のＬＥＤ化工事で２千３００基のＬＥＤ

化を行うとしているが、ＬＥＤ化が困難な街灯はどの程度あるのかとの質疑に、執行部より、役

場北側県道大津植木線や美咲野地区等に約２５０基程度特殊な街灯があります。特殊な街灯につ

いては、個別に検討し、ＬＥＤ化を行っていきますとの答弁でした。 

  委員より、横断歩道のカラー塗装に関し、カラー塗装にする基準等はあるのかとの質疑に、執行

部より横断歩道の白い部分は規制になりますので、基本的に警察が行い、協議の上、県や町も行

っています。カラー塗装に関しては、学校の交通安全プログラムなどからの意見をもとに、児童

生徒が多いような箇所に設置をしていますとの答弁でした。 

  委員より、ほかの市町村で戸別受信機を有料で一部補助することを行っているところがある。有

料での一部補助などを検討できないかの質疑に、執行部より、戸別受信機が必要という住民から

の声もありますので、今後、補助や貸与についても検討していきます。また、戸別受信機は高価

なものですので、その財源等も検討していきますとの答弁でした。 

  委員より、火災発生の音声が聞こえにくい。火災発生の放送はどのような仕組みになっているの

かとの質疑に、執行部より、役場からの防災行政無線は、役場にて聞こえやすいように音声の調

整を行っていますが、火災放送は、消防本部からのデータにより町の防災行政無線を使って放送

されており、調整等は消防本部で行うことになっています。火災放送が聞こえにくいという住民

の声もいただいていますので、今後も、消防本部に対して調整を依頼していきますとの答弁でし

た。 

  意見として、消防本部は２市２町により構成されているので、広域連合により火災放送を聞こえ
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やすくする対応を求めても良いと思われるとの意見がございました。 

  次に、総務部人権推進課関係で、男女共同参画推進プランにおいて役場職員における管理職の女

性比率について、目標設定はどうなっているのかとの質疑に、執行部より、女性の管理職登用率

については、推進プランにおいて２０％を目標にしており、総務課が策定している特定事業主行

動計画においても、同じく２０％を設定しています。令和４年３月末時点での管理職への女性登

用率は、３９名中７名で１７.９％となっています。また、係長級については、２８名中１３名で

４６.４％となっており、今後、管理職への登用率も上昇していくものと思われますとの答弁でし

た。 

  委員より、人権教育交流支援事業の成果として、学習会参加人員が１千５名となっているが、こ

れは、小中学生と一般の人とどちらが多いのかとの質疑に、執行部より、人権教育交流支援事業

の学習会は、小学生、中学生、高校生を対象にしていますので、１千５名は児童生徒の延べ参加

者数ですとの答弁でした。 

  意見として、歴史的に、昔の同和対策特別措置法は特定の地域を指定をしていたが、それが改正

されて地域の指定はなくなっている。全国的には、特別扱いはやめてくれという地域も出てきて

いる。地域からの要望があれば致し方ないとは思うが、そのことによって弊害が出てくる可能性

もあるので、気をつけてもらいたいとの意見がありました。 

  また、総務部全体として、決算認定にあたって、主要な施策の成果に書かれている内容で、なぜ

こうなるのかというような内容のもの、目的と施策と課題と成果、ロジックが成り立っていない

ものがある。この辺を来年度に向けて、もう少しきちんと整理してほしい。指標についても、適

切なのか、全体で検討してほしいという意見がございました。 

  委員より、樹木枝葉等粉砕処理車借上料について、各家庭が選定を行った際に業者に電話をかけ

れば、チップ車を任意の時期に利用できるのかとの質疑に、執行部より、年越しはきれいな状態

で迎えてほしいということで年１回年末頃に日野総合管理が実施をしています。 

  委員より、住民の方からよく聞くのは、自宅の草木が伸びるのは夏から秋にかけてなので、環境

美化の日とは別の日に、チップ車が回る日を設けてほしいなど、巡回する日を増やすなどはでき

ないかとの質疑に、執行部より、住民の方から、梅雨前にしてほしい等の要望は今年度入ってか

ら受けたことがあります。本来町が管理すべき町道とか、区役で剪定や草刈りをしていただいて

いるところもありますので、その都度チップ車を手配する等の対応をさせていただいていますと

の答弁でした。 

次に、住民生活部税務課関係で、特に大きな意見はございませんでした。 

  以上、討論はなく、採決の結果、認定第１号関連について、全員賛成で原案のとおり可決すべき

ものと決しました。 

 当委員会に付託されました案件は以上です。議員各位におかれましては当委員会の決定に御賛

同いただますようお願いを申し上げ、総務常任委員会の報告を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 以上で、各常任委員長の審査報告は終わりました。 
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 これから、各常任委員長報告に対する質疑を行います。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論ありませんか。 

 荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 私は、認定第１号、令和３年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定につ

いて認定に反対の立場から討論を行います。 

  反対の理由として、福祉課による他機関の共同による包括的支援体制構築事業いわゆるふくしの

相談窓口についてであります。この事業は厚生労働省が市町村に対して任意事業として始めた事

業だと聞いております。これまで介護、障害、子供、生活困窮者、それぞれの枠組みで設置して

いた相談窓口を属性や年齢に関わらず一体的に受け止める。断らない相談支援をする窓口の設置、

関係部署や地域資源への橋渡しを可能にし、就労や居住支援、居場所の提供を通じて社会とのつ

ながり構築を助けるとなっております。この事業そのものは住民の福祉や困りごとを１か所で受

け付けて役場関係各課と連携して解決にあたるということで、事業の趣旨は大変素晴らしいもの

だと思います。 

  しかしながら、大津町のこの事業実施要綱を見ますと、事業実施主体には町が適当と認める団体

に運営を委託することができるとされております。実際、決算の内容を見まして、また実際私は

相談窓口に相談に伺ったこともありますが、受付相談窓口の業務の担い手はほかの自治体にある

民間事業者からの派遣職員であります。つまり地方公務員ではない方が相談窓口にあたっている

わけであります。執行部の説明では派遣された職員の方は社会福祉士の資格があり知識が広いと

答えられておりましたが、私はこの派遣された方の知識が問題だと言っているわけではありませ

ん。地方自治法第１条の第２項では、地方自治体の任務を規定しております。それによりますと

地方公共団体は住民の福祉の増進を図ることを基本とすると定められております。 

  つまり福祉の総合的な相談窓口は地方自治体の最も大切な部署だとも言えます。相談に来られた

住民の困りごとや悩み事を丁寧に聞き取り、役場内の関係各課を動かし、県の福祉事務所や社会

福祉協議会あるいは医療機関などと連絡を取り合い、何が問題か、どうしたら解決できるか。解

決のために何が足らないかなど福祉の相談窓口は本来オーケストラで言えば指揮者にあたるわけ

であります。実は、大津町のようにほかの機関に委託をしているところもありますが、直営で行

っている自治体もございます。私が調べた限りでは、三重県の名張市で約７万人の自治体であり

ますが、この相談支援包括化推進委員と言いますが、地域との連携の行政経験が必要と考え、３

名のうち正職員が２名、もう１名は多分会計年度任用職員でつまり３名全員が公務員であたって

いるわけであります。しかし、３名で窓口を担っているにも関わらず非常に負担が大きく、活動

も限られるため専任の職員の育成を急ぐ必要があると感じていると名張市のブログに書いてあり

ます。名張市はそのほかに生活困窮、教育、高齢者、児童、障がい者の分野別にエリアディレク

ターという５名の公務員を配置し、縦割りの関係者から１歩踏み出した支援を引き出し地域の問
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題解決能力を高めるとされております。 

  結論としまして、大津町他機関の共同による包括的支援体制構築事業は役場公務員が責任者とし

て住民福祉の向上に責任を持つそういう体制にしてもらいたい。先ほどの委員会報告の中でも福

祉課の職員の残業が非常に多いという報告がありました。そうであるならば、最も大切な事業で

あるふくしの相談窓口には正職員をあて、人手が足りなければ増員も図る。これが地方自治体が

一番力を入れなければならないそういう仕事と思いますので、決算の認定に反対をし、指摘をし、

来年度以降に改められるよう強く望んで討論といたします。 

○議 長（桐原則雄） ほかに討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） ほかに討論なしと認めます。これで討論を終わります。失礼しました。 

豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） 認定第１号関連、令和３年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定について

賛成の立場で討論させていただきます。 

  荒木議員のに直接また反応する形になりますけれども、今言われたことは先ほど委員長報告でも

させていただきましたが、この事業は令和元年度から包括的な相談支援体制ということで、この

事業を展開されています。定期的な会議を開催をされたり試行錯誤しながらしっかりと連携体制

を構築されてこられています。また町民への相談窓口の周知や庁内職員の相談についての理解も

深めてこられています。委託事業者につきましては、実務経験も豊富で職員では持ち合わせてい

ないノウハウや専門的知識を持っておられ、職員への報告や相談、円滑な連携もできていて、委

託の成果が上がっていると言われています。単に公務員じゃないといけないと言われていますけ

ど、何か具体的な事例があれば別ですけれども、実際委託の成果が上がっているということで報

告もいただいていますので、これに関しましては、特に事例が示されたわけでもありませんので、

しっかりと委員会で審議させていただいた委託の成果が上がっているということで賛成の立場で

討論させていただきます。 

議員各位の御賛同をよろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） ほかに討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） ほかに討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、採決を行います。 

  まず、議案第５６号、職員の育児休業等に関する職員の育児休業等に関する条例の一部を改正す

る条例についてを採決します。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報

告は可決です。委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反

対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第５６号は委員長の報告のとおり可決され

ました。 

  次に、議案第５７号、大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例についてを

採決します。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委

員長の報告のとおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押し

てください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第５７号は委員長の報告のとおり可決され

ました。 

  次に、議案第５８号、令和４年度大津町一般会計補正予算（第４号）についてを採決します。こ

の採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。各委員長の報告の

とおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第５８号は各委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

  次に、議案第５９号、令和４年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）についてを採

決します。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員

長の報告のとおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押して

ください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第５９号は委員長の報告のとおり可決され

ました。 

  次に、議案第６０号、令和４年度大津町外４ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計補正予

算（第１号）についてを採決します。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員
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長の報告は可決です。委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の

方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６０号は委員長の報告のとおり可決され

ました。 

  次に、議案第６１号、令和４年度大津町介護保険特別会計補正予算（第２号）についてを採決し

ます。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の

報告のとおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してくだ

さい。 

 押し忘れはありませんか。押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６１号は委員長の報告のとおり可決され

ました。 

  次に、議案第６２号、令和４年度大津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）についてを

採決します。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委

員長の報告のとおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押し

てください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６２号は委員長の報告のとおり可決され

ました。 

  次に、議案第６３号、令和４年度大津町工業用水道事業会計補正予算（第２号）についてを採決

します。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長

の報告のとおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してく

ださい。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 
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〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６３号は委員長の報告のとおり可決され

ました。 

  次に、議案第６４号、令和４年度大津町公共下水道事業会計補正予算（第２号）についてを採決

します。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長

の報告のとおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してく

ださい。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６４号は委員長の報告のとおり可決され

ました。 

  次に、議案第６５号、令和４年度大津町農業集落排水事業会計補正予算（第２号）についてを採

決します。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員

長の報告のとおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押して

ください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６５号は委員長の報告のとおり可決され

ました。 

  次に、認定第１号、令和３年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定についてを採決します。この

採決は電子採決によって行います。本案に対する各委員長の報告は認定です。各委員長の報告の

とおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔賛成多数〕 

○議 長（桐原則雄） 賛成多数です。したがって、認定第１号は各委員長の報告のとおり認定する

ことに決定されました。 

  次に、認定第２号、令和３年度大津町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定についてを採決

します。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は認定です。委員長

の報告のとおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してく
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ださい。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔賛成多数〕 

○議 長（桐原則雄） 賛成多数です。したがって、認定第２号は委員長の報告のとおり認定するこ

とに決定されました。 

  次に、認定第３号、令和３年度大津町外４ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計歳入歳出

決算の認定についてを採決します。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長

の報告は認定です。委員長の報告のとおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方

は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、認定第３号は委員長の報告のとおり認定するこ

とに決定されました。 

  次に、認定第４号、令和３年度大津町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定についてを採決しま

す。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は認定です。委員長の報

告のとおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してくださ

い。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔賛成多数〕 

○議 長（桐原則雄） 賛成多数です。したがって、認定第４号は委員長の報告のとおり認定するこ

とに決定されました。 

  次に、認定第５号、令和３年度大津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定についてを採

決します。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は認定です。委員

長の報告のとおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押して

ください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔賛成多数〕 
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○議 長（桐原則雄） 賛成多数です。したがって、認定第５号は委員長の報告のとおり認定するこ

とに決定されました。 

  次に、認定第６号、令和３年度大津町工業用水道事業会計利益の処分及び決算の認定についてを

採決します。この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は認定です。委

員長の報告のとおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押し

てください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、認定第６号は委員長の報告のとおり認定するこ

とに決定されました。 

  次に、認定第７号、令和３年度大津町公共下水道事業会計決算の認定についてを採決します。こ

の採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は認定です。委員長の報告のと

おり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、認定第７号は委員長の報告のとおり認定するこ

とに決定されました。 

  次に、認定第８号、令和３年度大津町農業集落排水事業会計決算の認定についてを採決します。

この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は認定です。委員長の報告の

とおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、認定第８号は委員長の報告のとおり認定するこ

とに決定されました。 

 

日程第３ 委員会の閉会中の継続調査申出書について 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第３ 委員会の閉会中の継続調査申出書についてを議題とします。 

  各委員長から、議席に配付しました申出書のとおり、閉会中の継続調査の申出があっております。 
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お諮りします。 

各委員長の申出のとおり、閉会中の継続調査とすることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、各委員長から申出のとおり閉会中の継続

調査とすることに、決定しました。 

 

日程第４ 令和４年度議員派遣について 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第４ 令和４年度議員派遣についてを議題とします。 

 お諮りします。 

  議員派遣については、議席に配付したとおり派遣することにしたいと思います。御異議ありませ

んか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、令和４年度議員派遣については、議席に

配付しましたとおり派遣することに決定しました。 

  しばらく休憩します。２時５分より再開します。 

午後１時５５分 休憩 

△ 

午後２時０５分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 

 

日程第５ 選挙第１号 大津町選挙管理委員会委員の選挙について 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第５ 選挙第１号、大津町選挙管理委員会委員の選挙についてを議題と

します。 

  お諮りします。選出の方法については、地方自治法第１１８条第２項の規定によって、指名推薦

にしたいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、選挙の方法は指名推薦で行うことに決定

しました。 

  お諮りします。指名の方法については、議長が指名することにしたいと思います。御異議ありま

せんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、議長が指名することに決定しました。 
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  大津町選挙管理委員会委員に、紫藤博文さん、大久保純一さん、紫藤和幸さん、小吉佳寿美さん、

以上の方を指名します。 

  お諮りします。ただいま、議長が指名した方を大津町選挙管理委員会委員の当選人と定めること

に、御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、ただいま議長が指名しました、紫藤博文

さん、大久保純一さん、紫藤和幸さん、小吉佳寿美さん、以上の方が大津町選挙管理委員会委員

に当選されました。 

 

日程第６ 選挙第２号 大津町選挙管理委員会委員補充員の選挙について 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第６ 選挙第２号、大津町選挙管理委員会委員補充員の選挙についてを

議題とします。 

  お諮りします。選出の方法については、地方自治法第１１８条第２項の規定によって、指名推薦

にしたいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、選挙の方法は指名推薦で行うことに決定

しました。 

お諮りします。指名の方法については、議長が指名することにしたいと思います。御異議ありま

せんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、議長が指名することに決定しました。 

  大津町選挙管理委員会委員補充員に、小西晴巳さん、田上哲夫さん、井野美幸さん、元村快枝さ

ん、以上の方を指名します。 

  お諮りします。ただいま議長が指名した方を大津町選挙管理委員会委員補充員の当選人と定める

ことに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、ただいま議長が指名しました、小西晴巳

さん、田上哲夫さん、井野美幸さん、元村快枝さん、以上の方が大津町選挙管理委員会委員補充

員に当選されました。 

  次に、大津町選挙管理委員会委員補充員の順位についてお諮りします。大津町選挙管理委員会委

員補充員の順位は、ただいま議長が指名しました順にしたいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、大津町選挙管理委員会委員補充員の順は、 

ただいま議長が指名しました順に決定しました。 
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日程第７ 議案第６６号 令和４年度大津町一般会計補正予算（第５号）について 

 上程、提案理由の説明、質疑、討論、表決 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第７ 議案第６６号、令和４年度大津町一般会計補正予算（第５号）に

ついてを議題とします。 

  お諮りします。議案第６６号は、会議規則第３９条第３項の規定によって、委員会付託を省略し、

会議で審議を行いたいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。 

したがって、議案第６６号は、委員会付託を省略することに決定しました。 

提案理由の説明を求めます。金田町長。 

○町 長（金田英樹） 皆様、こんにちは。本定例会に追加提案しました案件の説明の前に一言御礼

を申し上げます。本定例会に提案しました全ての案件につきまして、御議決をいただき誠にあり

がとうございました。今後とも議員の皆様の御指導、御助言をよろしくお願いいたします。 

  続きまして、追加提案しました案件の提案理由の説明を申し上げます。 

  まず、議案第６６号、大津町一般会計補正予算（第５号）については、新型コロナウイルスワク

チン追加接種に伴う事業費、事務費の増額補正で規定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

９千３０８万円を追加し、歳入歳出それぞれ１６４億５千３７０万５千円とするものでございま

す。議案第６６号は、補正予算ですので地方自治法第２１８条第１項の規定により、議会の議決

を求めるものです。 

  なお、詳細につきましては、担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 皆さん、こんにちは。議案第６６号の令和４年度大津町一般会計補正予算

について御説明を申し上げます。 

  今回の補正につきましては、新型コロナウイルスのワクチン追加接種に伴う事業費それから事務

費の増額補正になります。 

  補正予算書の１ページをお開き願います。あわせて別紙補正予算の概要を御覧いただきたいと思

います。第１条で、規定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９千３０８万円を追加し、歳

入歳出それぞれ１６４億５千３７０万５千円とするものです。 

  歳出について御説明をいたします。１１ページをお願いいたします。 

  款４、項１、目９新型コロナウイルス感染症対策費、節３職員手当はワクチンの集団接種の実施

に伴う時間外勤務手当になります。節の１０需要費は接種券等の印刷封入に関する印刷製本費に

なります。節の１１役務費は接種券等の郵送費に関する通信運搬費及び国保連合会に対する事務

手数料でございます。 
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  節１２委託料は、コールセンターの委託、予防接種の委託、それからワクチンの管理運搬業務委

託及び健康管理システムの改修に伴うものになります。節の１３使用料及び賃借料は、ワクチン

追加接種ウェブ予約システムの使用料及びワクチン管理の業務委託の利用料になります。 

  続きまして、歳入を説明いたします。１０ページをお願いいたします。 

  款１５、項１、目２衛生費国庫負担金につきましては、新型コロナウイルスワクチン接種の対策

費の国庫負担金で、ワクチンの追加接種費用にかかる増額になります。 

  続きまして、項の２、目の２衛生費国庫補助金は、新型コロナウイルスワクチン接種体制の確保

事業費国庫補助金で今回の接種準備費用にかかる増額になります。 

  以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） これで提案理由の説明が終わりました。 

  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから採決を行います。議案第６６号、令和４年度大津町一般会計補正予算（第５号）につ

いてを採決します。この採決は電子採決によって行います。議案第６６号は、原案のとおり決定

することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６６号は可決しました。 

 

日程第８ 同意第３号 大津町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めるこ

とについて 

上程、提案理由の説明、質疑、討論、表決 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第８ 同意第３号、大津町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同

意を求めることについてを議題とします。 

お諮りします。同意第３号は、会議規則第３９条第３項の規定によって、委員会付託を省略し、

会議で審議をしたいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、同意第３号は委員会付託を省略すること
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に決定しました。 

提案理由の説明を求めます。 

金田町長。 

○町 長（金田英樹） 提案しました議案につき御議決をいただきまして、誠にありがとうございま

した。 

  次に、同意第３号、大津町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることについて

でございますが、現審査委員会の委員杉水英治様が令和４年９月２４日に、任期満了となられま

すので、今回菊池郡大津町大字杉水２６７２番地、杉水沙奈映様を固定資産評価審査委員会委員

として選任したいと思うものでございます。杉水沙奈映様は、大学卒業後、平成１８年から熊本

市内の法律事務所に勤務され平成１９年５月に司法書士として登録後、別の司法書士事務所にて

経験を積まれたのち、平成２１年１月から町内に司法書士事務所を開業され、以降不動産登記を

はじめとする登記業務から成年後見業務に携われております。これまでの学識経験からみて固定

資産評価審査委員会の委員として適任と存じます。選任につきましては、地方税法第４２３条第

３項の規定により、議会の同意を求めるものです。 

  以上、提案理由の説明を申し上げましたが、御審議のうえ、御同意を賜りますようよろしくお願

い申し上げます。 

○議 長（桐原則雄） 提案理由の説明が終わりました。 

  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから採決を行います。同意第３号、大津町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を

求めることについてを採決します。この採決は電子採決によって行います。本件は、これに同意

することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、同意第３号は同意することに決定されました。 

これで本日の日程は全部終了しました。 

 会議を閉じます。令和４年第６回大津町議会定例会を閉会します。お疲れさまでした。 

午後２時１７分 閉会 
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地方自治法第１２３条第２項の規定によりここに署名する。 

     令和４年９月１６日 

 

大津町議会議長  桐 原 則 雄 

 

 

 

大津町議会議員  大 塚 龍一郎 

 

 

 

大津町議会議員  坂 本 典 光 
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